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　これまでみてきたのは、世紀の転換期よりほぼ半世紀近くにわたるス
ウェーデンにおける商業技術論／企業経済学という領域の形成・発展の大
まかな流れであった。その基本的な動向を規定した主要な幾つかの諸契
機の中でも、最も基本的なものは、その時々のスウェーデンの経済社会
の一般的な発展動向とその下での産業界における商業技術論／企業経済
2学に対する要請であった。
　スウェーデンにおける近代会計学は、このような契機に触発され、商
業技術論／企業経済学という領域における主要な一部としてその黎明期
を迎え、全体としての商業技術論／企業経済学の量的な発展と質的な深化
に伴って、その枠組を整えていった。
　本説では、スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の生成・発展
というこれまでみてきたような大まかな流れを踏まえて、同国の近代会
計学の生成・発展の拠点となった同国の二つの主要な商科大学即ち一方
では先発大学としてのストックホルム商科大学（1909年設立）における、
他方では後発大学としてのイェテボリィェ商科大学（1923年）における、
二人の先導的な碩学即ちOskar　Sil16nとAlbert　ter　Vehnが、それぞれ
の大学における教育・研究を通じて、同国の商業技術論／企業経済学した
がってまたその一環としての近代会計学の形成にとって果たした役割に
ついて考察する。
　かれらは何れも、スウェーデンの近代会計学の生成・発展過程におけ
る最も初期の時代の教育・研究者であった。かれらの教育・研究の方向
性を規定したのは、当時のスウェーデンの経済社会の要請であった。か
かるものとしてかれらに負わせられた最も重要な課題は、その時々の時
代の要請に応えながら、既に古くより大学での教育・研究対象として社
会的にその地位を確立していた伝統的な経済学に対して、新興の教育・
研究分野としての商業技術論／企業経済学を、経済学からは相対的に自立
した独自な教育・研究対象として、その「市民権」を確立することであ
った。Oskar　Sill6nは、ストックホルム商科大学の設立の経緯とその後
の動向から明らかとなったように、正真正銘、文字通り、この領域のあ
らゆる面でもあらゆる意味でも、最も先駆的・先導的・啓蒙的な開拓者
であった。かかるものとしてかれの場合、「市民権」の確立を求める努力
もまた、極めて多面にわたった。それを最も端的に表明する問題の一つ
は、かれが、1912年にストックホルム商科大学の商業技術論／企業経済学
3の助教授／臨時の教授として就任して以来40余年にわたる教育・研究活動
を通じて、多少の曖昧さと幾つかの矛盾を残しながらも、それなりに研
究対象領域を画定し、その専門的な細分化と体系化に先鞭をつけたこと
であった。これに対してAlbert　ter　Vehnは、イェテボリィェ商科大学
に就任したとき、ストックホルム商科大学の先発性とその前任者Ernst
Walbの残した「負」の遺産によって至難の道を切り開いていかなければ
ならなかったOskar　Sill6nとは異なり、イェテボリィェ商科大学の後発
性の利益と前任者Walter　Mahlbergの「正」の遺産を享受することがで
きた。とはいえイェテボリィエ商科大学が設立された1920年代前半でも、
先発大学としてのストックホルム商科大学でさえ、少なくてもGehard
T6rnqvistが1920年代末葉まで臨時雇用の形にせよ既に同商科大学の教
育・研究に関与するようになっていたとしても、総体的には教育・研究
上の人材不足に直面しており、当面する現実的な教育・研究上の多くの
問題はもとより、「市民権」の確立という最も根源的な問題も依然として
未解決のままであった。Albert　ter　Vehnもまた、イェテボリィェ商科
大学に就任以来、この「市民権」の確立という課題と取り組まなければ
ならなかった。Albert　ter　Vehnの場合、それを最も端的に表明する問
題の一つは、1920年代前半からのスウェーデンの産業合理化運動を背景
とした、実際原価計算の統一的な用語と処理基準等の問題を媒介とした、
会計的な諸用語・諸概念を明確化するという問題であった。
　本説では、スウェーデンの近代会計学の形成の上で先駆者Oskar　Sil－
16nとAlbert　ter　Vehnが果たした機能・役割を、　Oskar　Sill6nの場合
には専門的な領域の細分化と体系化という問題に、Albert　ter　Vehnの
場合には、実際原価計算の標準化という問題に各々照準をあてて、明ら
かにしたいと思う。
41．Oskar　Sill6nの役割
1．1．Oskar　Siil6nの略歴
　Oskar　Sill6n（1889－1965年）は、　Uppsalaに生誕した（1＞。長じてかれ
は、1902年に、「ウップサラ高等国民学校ラテン語コース」（Latinljnen　vid
Uppsala　h6gre　allmannalaroverk）の卒業試験に合格した後、将来、銀
行貝となる目的で、さしあたり「ストックホルム・シャルタゥス商業学
校」（Franz　Schartaus　handelsinstitut　i　Stockholm）の1年コースに
入学した。折しも1903年初頭に「ストックホルム卸売協会」
（Grosshandels－association　i　Stockholm）は、同校の学生達に対する国
外研修旅行を目的とした奨学金を設定した。同校を最優秀の成績で卒業
　　　　　　　　　　　　　　　　oしたOskar　Sil16nは、同校の学長Ake　W：son　Muntheを中心とした
奨学金交付者選考会議による審査の結果、この奨学金取得者の第1号と
　　　　　　　　　oして推薦された（2）。（Ake　W：son　Muntheは、その後幾年か経って、商
務省Kommerskollegiumの要請で、ストックホルム商科大学の初代学
長Carl　Hallendorffの委任をうけて、経済学者Gustav　Cassel及び高等
専門学校の諮問委貝laroverksarSdetのAlfred　Nordfeltと共に、商科
大学の設立のための前提条件を調査する目的で、ヨーロッパ及びアメリ
カの多数の大学を訪問することになった人であった。）Oskar　Sill6nは、
この奨学金で1903年にケルン商科大学（Sttidische　Handels－Hochschule
iK61n）に入学し、　Eugen　Schmalenbachの門下生の一人となり、1905
年に同商科大学を卒業した。かれは、ケルン商科大学では、国民経済学、
保険学、商業技術論、法律学及び語学を学んだ。かれは、これらの科目
の中でも国民経済学を最も重視し、それに対して総受講時間の30％程度
も充てた。かれによれば、そこでの国民経済学の教育・研究内容は、概
して実業界の制度的な発展の問題に絞られ、それが、経済諸現象の理論
5的な解明という問題に触れたとしても、その範囲は、非常に狭く、必ず
しもかれにとって満足のいくものではなかった。かれはまた、商業技術
論の学習にも、国民経済学と同一程度の時間を充てた。Alfred　Isaacが、
その著「1898年以後のドイツにおける学問としての経営経済学の発展」
　（Die　Entwicklung　der　Betriebswirtshaftslehre　in　Deutschland　seit
1898，Betriebs－und　Finanzwirtschaftliche　Forshungen，　II．Series，　Heft
8，Industriverlag　Spath＆Lind，　Berlin，1923）の中で繰り返して指摘
したように、当時のスウェーデンにとってはこの領域の先達者であった
ドイツの場合でさえ、少なくても1906年にEugen　Schmalenbachが、ケ
ルン商科大学の教授職に就任するまで、新興の商業技術論／企業経済学
は、大学での教育・研究対象として既に古くより社会的に承認されてい
た伝統的な経済学に対して、経済学から相対的に自立した独自の教育・
研究領域として社会的に承認を得るまでには至っていなかった（3）。それ
でもOskar　Sillenは、商業技術論／企業経済学の領域では、簿記、商業数
学、商業通信文（handelskorrespondens）、商業論（handelslara）を学
んだ。かれによれば、同大学の商業技術論／企業経済学の教育・研究の内
容を、ストックホルム・シャルタウス商業学校で既に習得していた教育・
研究の内容と比較すると、かれにとって啓発的な科目は、商業数学だけ
であった。このことは、多分、かれが、ケルン商科大学在籍中の第2年
次にEugen　Schmalenbachに師事する機会を得たという事情と無縁で
はないであろう。その理由は、「（Oskar　Sillenの生涯にわたる）何時の
時代でも、ドイツの最大の企業経済学者Eugen　Schmalenbachは、
Oskar　Sillenが、どのような視点より、企業経済学というこのテーマし
たがってまたスウェーデンにおけるこのテーマの発展動向を考えるかと
いう問題にとって、非常に重要であった」と言われているからである〔4）。
　その後、Oskar　Sill6nは、ストックホルム商科大学に助教授として就
任（1912年）するまで、「スウェーデン国民輸出協会」（Sveriges　Allmanna
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　oExportf6rening）の秘書官兼外国特派員（1960年1月一11月、　Ake　W：son
6Muntheの推薦）の地位を経て、ケルン商科大学在学中より就職を希望し
ていた「株式会社セパラトゥール」（AB　Separator）の外国特派員（1906
－1907年）及び「セパラトゥール・ベルリン支店」（Alfa－Laval　Separators
G．m．b．H．　filialkontor　i　Berlin：同社は、1902年にドイツ市場にセパラト
ゥールの製品を販売するために設立、1902年以後はその製品の組立・設
置活動にも従事した多国籍企業）の代理人兼主任（1907－1911年）として
勤務した（5）。それは、かれに「株式会社セパラトゥール」という「拡大し
つつあったスウェーデンの一多国籍企業の当時の活動を多面的に洞
察」（6）し、多様な実務的な経験を積む恰好な機会となった。かれは、この
経験をストックホルム商科大学に就任以来そこでの教育・研究者として
の活動及び商科大学に就任と同時に提供された「株式会社産業情報サー
ヴィス」（AB　industirbyra）における実務家（コンサルタント及び会計
士）としての活動に十分に生かしたのであった。更にかれは、これらの
諸活動の延長線上に、政府・地方自治体等の様々な公的機関に関わる各
種委員会の委員を歴任し、スウェーデンの企業経済の制度的な枠組の形
成にも一定の役割を果たした。しかもOskar　Sil16nが、その生涯を通じ
て、商業技術論／企業経済学の助教授／教授として教育・研究上果たした
役割とコンサルタント及び会計士として実業界で果たした実務家として
の役割とを巧みに両立させたいうことはまた、直ぐ後にみるよっに、ス
トックホルム商科大学の設立の理念、したがってまたこの領域における
教育・研究に対する基本的な姿勢にも適うものであった。
　Oskar　Sil16nは、一方ではトックホルム商科大学における商業技術論／
企業経済学の助教授／臨時の教授としての地位、他方ではそれと同時に提
供された株式会社産業情報サーヴィスにおけるコンサルタント及び会計
士としての地位を起点として、その後40年余りにわたって、表1、表2．
1及び表2．II、表3にみるように、幅広い教育・研究活動と産業界での
多様な活動を続け、内外にその名声を博していった。
7表1　0skar　Sili6n　の経歴1902－1956年
1913－1921
1915－1951
ウップサラ高等学校卒業試験（Studentexamen　i　Uppsala＞
夏期休暇中家庭教師．
ストックホルム・シャルタゥス実業商業学校（Schartaus－
Praktiska　handelsinstitut　i　Stockholm）．入学・卒業
ケルン商科大学での学習（Studier　vid　Stadtische　Handels－
Hochschule　i　K61n．）
夏期休暇中　総A大学でフランス語学習（Franska　studier　vid
UniVerSitetet）
ケルン商科大学卒業試験（Diplomexamen　vid　Staditsche
Handels－Hochschule　i　K61n）
ユナイテッド海運　社ロンドン特派員（Korrespondet　hos
The　United　Shipping　Co．　Ltd．，　London　1－3月．〉
スウェーデン国民輸出協会の秘圭官及び唯一の外国特派員
（Sekreterare　och　ende　utrikeskorrespondet　vld　Sveriges
Allmanna　Exportf6rening4－11月．）
シャルタゥス・実業商業学校卒業生のためのメルクリーシャル
タァゥネルナ”連盟の会長（Ordf6rande　i　f6reningen　Mercuri－
Schartauernerna”　fδr　fran　Schartaus　handelsinstitut　utga
ngna　elever．）
アルファ・ラーヴァル・セパラトウール社ベルリン支店代理人
及び副主任（Prokurist　och　souchef　vid　Alfa－Laval　Separtors
G．m．　b．　H．　filialkontor　i　Berlin）
ベルリン・スウェーデン語講義協△△長及びドイツ在住スウェ
ーデン人協ムム長（Ordf6rande　Svenska　f6reltisningsf6r－
eningen　i　Berlin　samt　ordf6rande　f6r　F6rbundet　av　svenskar
iTyskland．）
ストックホルム商科大学商業技術論助教授（Docent　i　handels－
teknik　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockholm．）
ストックホルム商工会議所公認の公認　計士（Av　Stockholms
handelskamlnare　auktoriserad　revisor．）
株式　社産業情報サーヴィス（営業一事務一工場組織並びに工業
技師活動のためのコンサルタント　社）の組織部門三E任
（1921年経済組織部門　1929／30年臣e査部門に名称変更）（Chef
f6r　Organisationsavdelningen，［1921　namnafidring　till　Avde1－
ning　fδr　ekonomiska　organisation　och　1929／30　till　Revision－
savdelningen］vld　Aktiebolaget　lndustribyr蓋n［kosulterande
byrS　f6r　affars－，　kontors－，　och　fabrikationsorganisation
samt　industriell　ingenj6rsverksamhet］
森林簿記委員会委員（Ledamot　av　Skogsbokf6ringskornmitt6n）
ストックホルム商科大学商業技術司旧教授（Professor　i　handel－
steknik　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockholm）
81917
1917－1920
1919
1923－1941
1925
1928－1933
1928－1965
1931－1949
1932－1955
1935
1936
1936－1942
1937
1938
?? ?ー?
1934年以後企業経済学教授（sedan　1934　professor　i　f6retagse－
konomi）
国有鉄道簿記委員会委員（Ladamot　av　Statens　Jarnvagars
bokf6ringskommitt6）
スウェーデン店舗協会会長、1939年以後名誉会長（Ordf6rande
iSveriges　kontoristf6rening，　sedan　1939　hedersledemot）
職業安定所協会会長（Ordf6rande　i　f6reningen“Kontorens
platsf6rmedling）
公認会計士協会会長、1941年以後名誉会長（Ordf6rande　i　F6r－
eningen　Auktoriserade　Reivisor，　sedan　1941　hedersordf6ran・
de）
“ドイツ商科大学経営経済学講師連盟”の通信・連絡会員（Kor－
responderande　ledamot　av　ctVerband　der　Dozenten　fUr
Betriebswirtschaftslehre　an　deutschen　Hochschulen”）
北極星勲章受賞（Riddare　av　Kungl．　Nordstjarneorden）
国際的な季刊誌Annalen　der　Betriebswirtshaftの編集委員会
委員
雑誌営利経済（1933年以来企業経済）の編集運営会長（Ordf6r・
ande　i　redaktionsledningen　f6r　Tidskift　fδr　affarsekonomi
［sedan　1933　F6retagsekonomi］）
スウェーデン商工会議所中央会計士委員会会員（Medlem　av
Sveriges　handels　kammares　Centr．　revisors　namnd）
SiH6n／Tjus／Eriksson／Olson公認会計士会計事務所
（Revisionsfirman，　S．T．EO．　auktoriserade　revisorer，　Vastra
Tradg＆rdsgatan　17）開設
“ストックホルム近代店舗”展示のための執行部会長（Ordfδr－
ande　i　bestyrelsen　f6r　utstallningen“Moderna　kontoret　i
Stockholm”）
ストックホルム商科大学学生会名誉会長（Hedersledamot　av
Handelsh6gskolans　i　Stockholm　studentkar）
企業経済学討議協会、1941年以後企業経済学協会会長、1942年
以後企業経済学名誉会員（Ordf6rande　i　F6retagsekonomiska
diskussions　f6reningen（sedan　1941　F6retagsekonomiska
f6reningen），sedan　1942　hederledamot）
コペンハーゲン国家公認会計士協会名誉会員（Hedersledamot
av　F6reningen　af　Statsauktoriserade　Revisorer　i　K6pen－
hamn）
ケルン大学550年記念祝典での経済学名誉博士号（Hedersdo－
ktor　i　ekonomivetenskaperna［Dr．　Rer．　Pol．　H．　C。］vid
Universitetet　i　K61ns　550邑rs　jubileum）取得
ヴァーサー勲章勲2等（Kungl．　Vasaorden，2：aKl．）受賞
フィンランド営業技術協会名誉会員（Hedersmedelem　av　Af－
farstekniska　f6reningen　i　Finland）
91945
1948
1951
1952
1953
1955－1965
1956
1961－1965
ノルウェー・セントOlva勲賞（den　norske　St．　Olvas　Orden）
受賞
ヘルシンキC．G．R協会（中央行政機関庁認可会計士協会）の名
誉会員（Hedersledamot　av　F6reningen　C．　G　R．［av　Central－
kammaren　Godkanda　Revisorer］，Helsingfors）
北極星勲章2等（Kungl．　Norstjarneorden，2：aKlassen）受?
会社業界40周年記念祝典金メダル受賞（Konstosvarldens　pla－
kett　vid　dess　40　Srs　jubileum）
スウェーデン工業連盟（Svenska　ekonomfδreningen）、“オス
カー・シレエーン奨学基金（Oskar　Sill6ns　stipendiefond）”設立
ヘルシンキ・スウェーデン商科大学経済学名誉博士号取得
（Ekonomie　hedersdoktor　vid　Svenska　handelsh6gskolan　i
Helsingfors）
0．シレエーン会計事務所（0．SilIens　revisionsby甫，　Sveavagen
59，Stockholm）開設
ストックホルム商科大学経済学名誉博士（Ekonomie　heders．
doktor　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockholm
シュマーレンバッハ社名誉会員（Hedersmedlem　av　Die
Schmalenbach－Geselltschaft）
（資料）Eva　Wallenstedt，［1985］，Oskar　Sill6n　Som　Docent　Vid　Handelsh6g－
　　　　　skolan　i　Stockholm（Working　Papper，1985／2，　Fδretagsekonomiska
　　　　　Institutionen　Vid　Uppsala　Universitet），［1988］，　Oskar　Sill6n－
　　　　　Professor　och　Praktier（Uppsala），［1989］，‘‘Professor　och　Prakti－
　　　　　ker”（1：Balans12／89，　FAR，　pp．50－56，　Reprint　Series，1990／6，　F6r－
　　　　　etagsekonomiksa　Institutionen　v｛d　Uppsala　Universitet），［1989］，
　　　　　“Revisor　och　Radgivare”（1：Balans　12／89，　FAR，　pp．50－56，　Reprint
　　　　　Series，1990／7，　F6retagsekonomiska　Institutionen　vid　Uppsala
　　　　　Universitet），　Jan　Hensman，　Die　Entwicklung　der　Betriebswirts・
　　　　　chaftslehre　in　Skadinavien　unter　besonderer　BerUcksichtigung
　　　　　Schwedens，1961，　S．48．，　Karl　Hax，　Oskar　S｛llen　und　Nils　Vasth－
　　　　　agen十，In：Zeitschrift　fnr　betriebswirtschaftliche　Forschung，18．　Jg．，
　　　　　1966，S・365・，　Josef　L6ffelholz，　zum　Tode　Oskar　Sill6ns　umd　Nils
　　　　　Vasthagens，　In：Zeitchrift　fttr　Betriebswirtshaft，36Jg．，1966，　S．265．等
　　　　　による。
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年代
1904
1910
1911
1912
1913
1914
1915
表2．10skar　Sillenの出版活動　1904－1956年
主 要 業 績
「商科諸大学、ドイツにおけるそれらの機構を考慮して」（Hande1－
sh6gskolor，　med　sarskjld　hansyn　till　deras　organisation　i
Tyskland，Svensk　export，10，　No．251，　s．696－698　．）
「若干の計算」（N邑gra　rSkneknep，Mercuri－Schartauanernas　med－
lemsblad，4，　No．9，　s．59．）
「よD低廉な外国輸出．わが国の商業及び工業の存立条件」（Billigare
utlandsexportEtt　lifsvillkor　f6r　v＆r　handels　och　industri，Svenska
Dagbladet　16／101911．）
「経済学者Calmes教授の著書工場組織．助教授Sill6nの寄稿」
（Ekonomiskt．　Prof℃almes　bok　FabriksorganisationEtt　inlagg　av
docent　Sillen，G6teborgs　Handels－och　Sj6farts　Tidning　12／12
1911．）
「計算の場合の統制手法」（Om　kontorllmetoder　vid　rakning，　Mer－
curi－Schartauanernas　medlemsblad，5，　No．6，　s．47－48．）
「組織論文献」（Organisationslitteratur，　Svenska　Dagbladet　30／19
1911．）
「スウェーデン産業連盟の組織論文献」（Svenska　industrif6rbundets
organisationslitteratur，　Aftonbldadet　26／121911．）
「計算の場合の簡便法と統制手法」（Genvagar　och　kontrollmetoder
vid　raknigar，　Stockholm，64s．，2．uppL，　Stockholm，1921，66s．）
「スウェーデンの輸出」（Sveriges　export，　resum6　av　f6redrag，
Mercuri－Schartauanernas　medlemsblad，6，　No．4，　s．44－46（1），　No．5，
s．60－62（2），No．6，　s，70－73（3），　f6redrag　p邑Svenska　f6re1且sningsf6r・
eningen　i　Berlin　1911，　f6redrag　pa　Svenska　f6relasningf6reningen
iLondon　1911．）
「実際原価計算の特徴」（Grunddragen　av　industriell　sjalvkostnads
berakning，　Sveriges　Industrif6rbund，　Puplikationer，　avdelning
Organisation，　No．5．，　Stockholm，60　s．）
「簿記上のカードシステム或いはルーズ・リーフシステム」（Kortsys・
tem　eller　l6sb6cker　i　bokf6ringen，　Sveriges　allmanna　handelsf6r－
eningens　manadsskrift，19，　No．8，　s．182－190，）
「シュテルン簿記辞典の各種の記事」（Diverse　artiklar　i　Stern’s
Buchhaltunngslexikon，　Verlag　Leopold　Weiss，　Berlin　o．　Leipzig．）
「わが国の日刊紙の商業電信」（Vara　dagliga　tidningars　handelstele－
gram，　Almanack　f6r　alla　1915，　Naringslivets　avdelning，　s．210－
211．）
「営利企業の流動性．銀行、百貨店及び工場における支払準備に関
する研究」（Affarsfdretagens　likviditet．　En　studie　6ver　betalnings－
beredskapen　inom　banker，　varuhandelsf6retag　och　fabriker，　Sver－
iges　industrif6rbund，　Publikationer，　avdelning　Organisation，　No，9，
Stockholm，70　s．）
1916
1917
1918
ll
「国有地の記帳の修正及びそれに関連する諸問題に関する考察と提
案1」（Betankande　och　f6rslag　ang＆ende　f6randrad　bokfOring
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　orδrande　statens　domaner　och　darmed　sammanhangande　fragor，
avgivet　av　en1．　nSdigt　brev　den　7　november　1913　tillkallade　sak－
kuniga，　del　l　med　C．　L．　Tenow　och　G．　Barthlson，　Stockholm，71s．）
「近代簿記法一工的及び商的企業を特に考慮して」（Moderna　bok－
f6ringsmetoder　med　sarskild　hansyn　till　fabriks－och　varuhandels－
f6retag，　f6rsta　delen，　Stockholm，218　s．）
Del　1，2．　uppl．，　Stockholm，1915，222　s．
Del　1，3．　uppl．，　Stockholm，1927，335　s．
「国有地の記帳の修正及びそれに関係する諸問題に関する考察と提
案II・III」（Betankande　och　f6rslag　ang邑ende　f6randrad　bokf6ring
r6rande　statens　domaner　och　damed　sammanhangande　fragor，
avgivet　avenl．　n邑digt　brev　den　7　november　lgl3　tillkallade　sak－
kuninga，　del　ll　med　C．　L．　Tenow　och　G．　Barthelson，　Stockholm，
114s．，　Del　III　med　C．　L．　Tenow，　G．　Barthelson　och　K．　Gis16n，
Stockholm，1917，54　s．）
「講義シリーズ　貸借対照表技術論及び貸借対，照表論評に対する基
礎と事例」（Grundlinjer　och　exempel　till　fOrelasningsserien　balan－
steknik　och　balanskritik，　Handelsh6gskolan　i　Stockholm，　Stock－
holm，48　s．）
Ny　uppL，　tryckt　sQm　manuskript　Stockholm，1929，48s．
Ny　uppl．，　Stockholm，1932，44　s．
「簿記に関するカードシステムか、或いはルーズリーフ式帳簿か」
（Kortsytem　eller　16sbladsb6cker　i　bokf6ringen？Stockholm，32　s．）
「国有地管理報告に関する考察」（Betankande　rOrande　berattelse
6ver　statens　domaners　f6rvaltning，　avgivet　av　enl．　nSdigt　brev　den
7november　1913　till　kallade　sakkuninga，　del　IV　med　G．　Andersson
och　G．　Barthelson，　Stockholm，139s．）
「直接的な輸出か、或いは間接的な輸出か」（スウェーデン国民輸出協
会年次会合講義録）（Direkt　eller　indirekt　export，　Sveriges　allmanna
exportfOrening，　Publikation，　No．7，　Stockholm，43　s．，28／41917．
「経済活動に関する会計、1855年5月4日付商業帳簿及び計算書類に
関する法令等の文言の一部修正に関する法案についての意見表明」
（Om　redovisning　fδr　ekonomisk　verksamhet　med　I．　O．　Casse1，　E．
von　Hofsten　och　J．　Holmstr6m，　yttrande　ang．　det“F6r＆lag　till
Lag　om　andrad　lydelse　i　vissa　delar　av　KungL　F6rordningen　ang。
Handelsb6cker　och　Handelsrakningar　den　4　maj　1855　m．　m．”，
Lagf6rslag　till　Stockholm＆Handelskammare，　Stockholm，16　s．）
「税法改定における一般的な目標」（AIImanna　Onskem§1　vid　omar・
betning　av　skattelagarna，　Svensk　handelstidning　3／101918（1），11／
101918（2），12／101918（3），17／101918（4），22／101918（5），25／101918
tillag．）
12
1919
1920
1921
1923
1925
1926
1927
1928
「わが国新税法論評」（En　kritik　av　var　nyare　skattelagstiftning，
Svensk　handelstidning　18／81918（1），20／81918（2），23／31918（3），28／
9　1918（4），31／81918（5）．）
「減価償却問題に関する若干の視点」（NSgra　synpunkter　i　fraga　om
afskrivningar，　Svenska　bankf6reningen，　Skrifter，　No．19，　Stock－
holm，12　s．）
「税務当局による所得計算修正の権利」（Taxeringmyndigheternas
ratt　att　andra　inkomstberakning，　Svensk　handelstidning　12／91918
（1），14／9　1918（2）．）
「株式会社の利潤分配政策」（Aktiebolagens　vinstutdelningspolitik，
Svensk　handeslstining　10／51919（1），11／51919（2），16／5（3），　diskus－
sion　13／51919．）
「講義．実務家達は、どのように働くか。」（FOretal　till　hur　den
praktiske　mannen　arbetar，　Stockholm，142　s．）
「国有企業の簿記一考察と提案」（Domanverkets　bokf6ring，betan－
kande　och　f6rslag，　avgivet　av　enl．　nhdigt　brev　den　7　november　1913
tillkallade　sakkuninga，　Del　V．　med　G．　Andersson　och　G．　Barthel－
’son　jamte　Th．　Backstr6m，　Stockholm，214　s．）
「私鉄の簿記に関する検討と提案」（Utredning　och　f6rsla窪　ang邑ende
de　enskilda　jarnvagarnas　bokf6ring，　enligt　av　KungL　Maj：tden
30november　1922　givet　uppdrag，　med　S．　Norrman　och　K．　Rick－
man，　Stockholm，150s．，　SOU1926：61．）
「工場組織と原価計算．現代簿記諸システム」（Fabriksorganisation
og　driftskalkyler．　Moderne　bokholderisystemer，　Norges　insutrif6r－
bund，　Oslo，161s．，1925年1月22－24日の講義シリーズ，2．opL，1928，
167s．）
「信託制度及び帳簿監査制度に関する国際的な概観」（lnternational
Uberblick　Uber　das　Treuhand－und　BUcherrevisionswesen，　Grun－
driss　der　Betriebswirtschaftslehre，　band　10，　Revisions－und　Treu－
handwesen，（Leipzig，　sユー54．）2．　Auf1．，　Leipzig，1930，　s．1－62．）
「貸借対照表論評」（Om　balanskritik，　Svenska　bankf6reningen，
Stockholm，24　s．，スウェーデン銀行連盟Svenska　bankf6reningen
での8／101926における講義，tryckt　som　manuskript）
「株式会社の貸借対照表に関する講義シリースに対する基本的な方
向と事例」（Grundlinjer　och　exempel　till　f6relasningsserien　6ver
aktiebolagens　balansrakningar，　tryckt　som　manuskript，　HandeL
sh6gskolan，　Stockholm，48　s．）
「営利企業の監査」（Affarsf6retagens　revision，　Ekonomisk　tids－
krift，30，　s．121－146，　inledningsanf6rande　vid　Nationalekonomiska
f6reningens　sammantrade　18／101928　samt　efterf61jande　diskus－
sion．　Sartryck．）
1930
1931
1933
1942
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　「1929年5月31日記帳法．並びに株式会社法、銀行法、貯蓄銀行法、刑
法等におけるこれに関わる諸規定一説明的注解、形式及び索引付き」
（Bokf6ringslagen　av　den　31　maj　1929．　Jamte　dartill　h6rande
bestammelser　i　aktiebolagslagen，　banklagen，　sparbanks　lagen，
strafflagen　m．　m　Med　fδrklarande　anmarkningar，　formular　och
sakregister，　utg．　av　W．　Hemberg　och　O．　Sill6n，　Stockholm　136　s．）
2．uppL，　Stockholm，1931，184　s．
3．uppL，　Stockholm，1939，203　s．
4．omarb．　uppL，　Stockholm，1953，163　s．
4．omarb．　uppL，2：atr．，　Stockholm，1953，163　s．
5．uppl．，　Stockholm，1958，180　s．
6．uppl．，　Stockholm，1964，178　s．
7．uppl．，　Stockholm，1966，190　s．
「より新しい貸借対照表評価諸原則」（第三回スカンヂィナヴィア会
計士会議ヘルシンキ開催講演録）（Nyare　balansvarderingsprinciper，
F6redrg　vid　den　3：e　interskandinaviska　revisionskngressen　i
Helsingfos，　77s．）
2．uppl．，　Helsingfors，1932，73　s．
3．upp1．，　Stockhlom，1933，73　s．
3．uppL，2：atr．，　Stockholm，1937．
3．uppL；3：etr．，　Stockhlom，1940．
4．omarb．　o。　ut6kande　uppL，　Stockholm，1948，96　s．
5．omarb．　o．　ut6kande　uppL，　Stockholm，1948，110　s．
6．omarb．　o．　ut6kande　uppl．　med　titeln　Balansvarderingsprinciper
　　med　stirskjld　hansyn　till　resultatberakning　vid　vaxlande　priser
　　och　penningsvarde，　Stockholm，1958，109．s．（表題に、新たに「価
　　格変動及び貨幣価値変動の場合の損益計算を特に考慮して」という
　　文言が付され、またNils　Vasth　agenとの共著となる）
7．uppl．，　Stockholm，1961．
7．uppl．，2：atr。　Stockholm，1962．
8．uppl．，　Stockholm，1965．
9．uppl．，　ombes6rjd　av　Sigurd　L6fgren，　Stockholm，1968，109　s．
10．uppL，　ombes6rjd　av　Sigurd　Lδfgren，　Stockholm，1970，113　s．
「税務専門家が1933年12月9日に公表した、税務申告統制の改善に関
する修正諸則及び税務組織の強化等に対する提案付の考察」（Betan－
kande　med　f6rslag　till　andrade　besammelser　angaende　fδrbattrad
deklationskontroll　och　till　fδrstarkt　taxeringsorganisation　m．　m．
avgivet　den　12／91933　av　skattekontrollsakkuninga，　med　G．　Lei・
jomarck，　Stockholm，287　s．，　SOU1933：27．）
「スウェーデンの貸借対照表における価値調整準備金及び景気平準
化準備金」（Om　fonder　f6r　vardereglering　och　konjunkturutji’　mning
isvenska　balansrakningar，　Studier　i　svenskt　naringsliv，　tillagnade
Jacob　Wallenberg　pa　hans　50　arsdag，　ss．337－356．）
14
1943
「利潤概念企業経済学的・税務的な視点より」（Vinstbegreppet　ur
f6retagsekonomisk　och　ur　beskattningssynpunkt，　Revision　og
regnskapsvaesen．　K6penhamn，11，　Saernr．，　februar，　s．45－67，　fOre－
drag　pa　revisorsdagen　i　kOpenhamn　14／111941．老
「株式会社の年次純損益及び税務上の年次所得」（Arsnettoresultatet
iaktiebolag　och　den　skattepliktiga邑rsinkomsten，　Bedrifts6－
konomen，　Norges　handeshφyskole，4，　No．2，　s．33－41（1），　No．3，　s．73－
77（2）．）
「企業モラルについて」（Om　affarsmoral，　Vaster邑s，20　s．　fδredag
vid　Hakonbolagets　25－arsjubileum　i　VSsteras　31／51943．）
「スウェLデン企業経済学諸研究．論文と講演1928－1943」（Studier
isvensk　fOretagsekonomi．　Uppsatser　och　f6redrag　1928　1943，
Stockholm，321．　s．）
2．uppL，　Stockholm，1944．
3．omarb．　o．　u’狽Ukade　uppl．，　Stockholm，1946，，368　s．
この著作には、下記の諸論文が含まれる。
1928「スウェーデンの各種の営業部門における財産構造と資本源泉に
　　　関する貸借対，照表論評的な研究」（Bilanzanalytische　Untersu－
　　　chungen　Uber　den　Verm6gensaufbau　und　die　Kapitalquellen
　　　in　vershiedenen　Geschaftszweigen　Schwedens，　Annalen　der
　　　Betriebswirtshaft，　II，　Berlin　1928－1929，　Heft　1，　s．19－53．，スウ
　　　　ェーデン語版「Balansanalytiska　unders6kningar　angSende
　　　kapitalanvandning　och　kapitalanskaffning　i　olika　svenska
　　　naringSgrenar」）
1928「信用評価の判断の基礎としての貸借対照表」（Om　balansra－
　　　kningar　som　grundval　fδr　kreditvardighetsbed6mning，　Bank邑
　　　rsboken　1929，　Svenska　bankmannaf6reningen，1929，　Svenska
　　　bankmannaf6reningen，　Stockholm，　S．435－461．）
1929「スウェーデンにおける経営経済学の歴史．1900年までのスウェ
　　　ーデンの経営経済学的な文献概観」（Zur　Geschichte　der　Betrieb－
　　　swirtshaftslehre　in　Schweden．　Ein　Uberblick　Uber　die　betrieb－
　　　swirtschaftliche　Literatur　Schwedens　bis　zum　Jahre　I900．，
　　　Zeitschrift　fUr　Handelswissenschaft　und　Handelspraxis，　Stutt－
　　　gart，　Heft　2，　s．55－61（1），　Heft　4，　s．118－124（2）．，スウェーデン語版
　　　Obersikt　6ver　den　f6retagsekonomiska　litteraturen　i　Sverige
　　　fram　till邑r　1900．）
1930「コンツェルン貸借対照表について」（Om　koncernbalanser，
　　　Tidskrift　f6r　affarsekonomi，3，　No．5，　s．179－182，202－204。）
1932「時代毎のスウェーデンの貸借対照表評価諸原則について」（Om
　　　balansvarderingsprinciper　genom　tiderna，　Ekonomen，9－10，
　　　1931，No．6，　s．109－118（1），1932，　No．2，　s．30－32（2）．）
1934「貸借対照表における負債の評価について」（Om　skulders　var－
　　　dering　i　balansrakingar，　Affarsekonomi，7．　No．4，　s．137－138，
　　　153－154．）
15
1936「大抵の帳簿決算には、誤りが存在しないか．スウェーデン企業
　　　の貸借対照表における税務会計に関する若干の考察」（Aro　de
　　　flesta　bokslut　felaktiga　？　N＆gra　reflexioner　betraffande
　　　redovisningen　av　skatter　i　svenska　f6retags　balanser，Affarse・
　　　konomi，9，　NQ．5，　s．257－258，266．）
1937「株式会社の年金財団及びその他の個人年金財団．新法規定」
　　　（Aktiebolags　pensions－och　andra　persnoalstiftelser．　Akutuella
　　　nya　lagbestammelser，　Affarsekonomi，10，　Noユ9，　s．1154－1156，
　　　1163－1166．），新表題「年金支払責務の会計について．特に1937年
　　　の株式会社法の年金財団及びその他個人財団を考慮して」（Om
　　　penssionsf6rpliktelsers　redovisnings　med　sarskild　hansyn　till
　　　　　　　e　　　1937　ars　lag　om　akt｛ebolags　pensions　och　andra　personal・
　　　stiftelse，1937年のこの論文は、この新表題の論文の一部を形成。）
1938「年金支払義務の会計について」（Om　pensionsf6rplikters
　　　redovisnjng，　Affarsekonomi，11，　No．1，　s．43－45，50－53．），増補版
　　　　「年金支払義務の会計について．特に1937年株式会社法の年金財
　　　団及びその他の個人年金財団を考慮して」（Om　pensionsfδrpli－
　　　ktelsers　redovisning　med　sarskild　hansyn　til11937　ars　lag　om
　　　aktiebolags　pensions－och　andra　personalstyftelserの一部を形
　　　成．，
1940「架空利潤．危機における慎重な棚卸資産評価の重要性」（Fa・
　　　ktiva　vinster．　Om　vikten　av　f6rsiktig　lagervardering　i　kris・
　　　tider，　Skaninaviska　banken　aktiebolag　kvartalsskrift，21，　No．
　　　1，s．14－21．，　Ny　tryckning　i　utvidgad　form　i　Skandinaviska
　　　banken　aktiebolag，1942，23，　No．4，　s．58－67．）
　　　Engelsk　uppl．，　Fictious　profits（Skandinaviska　banken
　　　aktiebolag，　Quarterly　Review，　No．4，　s．64－73．，同論文は、1941
　　　年にはノルウェーの専門誌、1942年にはデンマークの専門誌で、
　　　その骨子を公表．）
　　　「企業経済学研究」（F6retagsekonomisk　forskning，　Ekonomen，
　　　1940，16，No．1，　s．49－62を皮切りに、その他の雑誌、例えばAffar－
　　　sekonomiを含む各種の雑誌で公表．）
　　　「商品取引に対する利潤に関する伝統的な年次会計は、誤ってい
　　　るか」（Ar　den　traditionella　redovisningen　av　vinst　pS
　　　varutransaktioner　felaktig？Affarsekonomi，13，　No．1，　s．45－46，
　　　65－66．）
　　　この論文は、同誌を皮切りに同国内外のスカンヂィナヴィア諸国
　　　の諸機関、例えば、スウェーデン自動車取引業者連盟Svenska
　　　automobilhandlaref6rbundetでN＆gra　sypunker　pa　vゑrdering
　　　av　utestaende　fordringar　inon　automobilhandelnという表題で
　　　公表、新表題「未解決の売上債権の評価の観点、特に割賦販売に
　　　おけるそれ」（Synpunkter　ph　Vardering　av　utesSende　varufor－
　　　dringar，　speciellt　inom　avbetalningshandeln）
16
1944
1945
1946
1947
1942「営業上の利潤＝税務上の所得か」（Affarsvinst＝beskattnings－
　　　bar　inkomst，　Svenska・skattetidning，9，　No．6－7，　s。237－268．，1942
　　　年3月2日、ストックホルム商人クラブStockholms　k6pmank－
　　　1ubbで講演。）
1943「危機における架空利益と慎重な決算評価の重要性について」
　　　（Om　fiktiva　vinster　och　vjkten　av　f6rsiktig　bokslutsvardering
　　　ikristider，　Skandinaviska　banken　aktiebolag　kvartalsskrifter，
　　　24，No．1，　s．21．）
　　　　「営業権の評価について」（Om　vardering　av　good－will，　SLT－
　　　reklam，　Stockholm，36s．，同著は、1924年のSkandinaviska
　　　revisorskongressenでの講演の改定版．）
「営業権の評価について」（同上．）
「スウェーデンの企業経済監査史の諸特長．特に管理監査を考慮し
て」（Nagra　drag　ur　den　svenska　f6retagsekonomiska　revisionens
historia　med　sarskild　htinsyn　till　f6rvaltningsrevisionen，　Studier　i
ekonomi　och　historia　tillagnade　Eli　Heckscher　24／111944，　Upp－
sala，　sユ93－212．　Sartryck．）
「良き商人の慣行による請負契約の会計について」（Om　redov－
sinigen　av　leveranskontrakt　enligt　god　kbpmannased，　Skan－
dinaviSka　banken　aktiebolg　kvartalskrift，25，　Noユ．　s．5－16．，　P．　V．
A．Hannerの論文「フ／ンランド営業技術連盟」Affarstekniska　f6r－
ening　i　Finlandと
共に、「請負契約の会計」Redovisning　av　leveranskontrakt，　publika－
tion　No．11，　Stockholm　och　Helsingf6rs，54　s．に含まれる。なおこの
論文は、デンマーク版「Revision　og　regnskapsvaesen」K6penhamn，
1944，No．1，　s．1－21．としても再版．）
「企業経済学研究所とその諸課題」（Affarsekonomiska　foskningsin－
stitutet　och　dess　uppgifter，　Affarsekonomisk　revy，　No，　s．105－ll2．
Sartryck．）
「株式会社の資本充実に対する要請．新株式会社法を特に考慮して」
（Krav　p邑akiebolags　konsolidering　med　sarskild　hansyn　till　nya
aktiebolagslagen，　Skandinaviska　banken　aktiebolag　kvartalss－
krift，27，　Noユ，　s．7－15。）
「1944年株式会社法による株式会社の年次会計について」（Om　a
rsredovisning　i　Aktiebolag　enligt　1944　Srs　aktiebolagslag，　Studier
i　svenska　f6retagsekonomi，3．　uppl．より抜粋・抜刷、　Stockholm，　s．
314－368．）
「新株式会社法の施行を迎えて」（lnf6r　ikrafttradandet　av　den　nya
aktieboagslagen，　Skandinaviska　banken　aktiebolag　kvartalskrift，
28，No．4，　s．87－92．）
17
1949
1951
1954
1956
「公認会計士、過去・現在・未来」（Auktoriserade　revisorer　f6rr，　nu
och　framledes，　Tidskrift　f6r　Revisjon　og　regnskapvesen，　Norges
statsauktoriserde　reisorers　fδrening，19，　No．3，　s．73－87，　Affarse－
konomi，22，　No．6，　s．281－283，294，　f6redrag　inf6r　F6reningen　auktor－
iserade　revisorer　24／91948．）
「スウェーデンの株式会社における管理監査」（Fδrvaltningsrevision
isvensk　aktiebolag，　Affarsekonomi，24，　No．4，　s．199－201，210－214（1），
No，6，　s．319－321，330－332（2），　Affarsekonomis　skriftserie，1952，　No．
31．Stockholm，32　sとして出版．）
「販売価格は、再調達価格を基礎としなければならない」（F6rsaljnin－
gsriser　mSste　baseras　pS　Steranskaffningspriset，　intervju，　Ladertid－
ningen，42，　No．1－2，　s．10－11．）
「スウェーデンの会計技術　1911－50」（Svenska　redovisningsteknik
1911－50，Kontorsvarlden，41，　april，　s．106－111．）
「年次貸借対照表における在庫品評価に対する企業経済学的な観点、
特に通貨価値の変動を考慮して」（F6retagsekonomiska　synpunkter
p邑varulagervardering　i＆rsbalanser　med　sarskild　hansyn　tilI
penningsvardevariationer，　tills．　med　P．．　A．　Hanner，　Meddelanden
fr邑n　Sveriges　industrif6rbund，　No．7，　s．379－396．）
「SPP及びサラリーマン年金について」（Om　SPP　och　tjanstepen－
sioneting，　Aktult　fran　SPP，　No．4，　s。1－2．）
（資料）表1と同一。
　　　　　（ここに記載したOskar　Sill6nの出版物は、比較的執筆活動の少くな
　　　　　い初期と晩年を除いて、主として単行本に限定されている。多数の雑誌
　　　　　論文は、本稿で問題とするかれの経暦と公的・私的活動との関連で注目
　　　　　に値する若千のそれ以外、省略した。）
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表2．110skar　Sill6nの講演活動　1911－1933
「スウェーデンの輸出」（Sveriges　export，ベルリン・スウェ
ーデン講演協　Svenska　F6relasningsf6renigen　i　Berlin　1911
年、ロンドン・スウェーデン講演協　Svenska　F6relasnings－
f6reningen　i　London　1912年．）
「工業実際原価計算の特徴」（Grunddragen　af　industriell
sjalvkostansberakning，イェテボリィエ職工長週間Verk－
mastareveckan　i　G6teborg、ハムスタードで展示を随伴した
週工業週間Handtverksveckan　i　samband　med　utstallning　i
Halmstad．）
「近代簿記法」（Moderna　bokf6ringsmetoder）（エフィルスト
ゥ　ナ商人協会Eskilstuna　k6pmannafOrening　1912年11月
スモーランズ及びブレーンキィエ商工会議所　SmSlands　och
Blekjnge　handelskamInare　1919年12月　EkSj6杜1912年11
月　ヴェスターヴィク社vastervik　1912年12、カルマー社Kal－
mar　1912年12月、ウスカッシュハン社Oskarshamn　1912年12
月　イェヴレェ商工会議所handelskakammare　i　Galve　1913
年ユ月　ファールンFalun・ヘェーデムゥーラHedemora　1913
年3月工一レェブルゥー及びヴェストマンランズ県商工会議
所Handels・och　industrjkammaren　fδr　Orebro　och　Vastman－
lands　lan　1913年5月　イェテボリィェ店舗協会G6teborgs
kontoristfbrening　1914年4月　カールスターズ商工△議所
Handelskammaren　i　Karlstad　1916年12月．）
「工的企業の貸借対照表計算」（lndustrif6retags　baJansra
kningar）（スウェーデン工業連明講義週間Sveriges　Indus－
trifδrbunds　fOrelasningsvecka　9月　アーヴェスタ技術連明
Tekniska　f6reningen　i　Avesta　12月．）
「月次損益計算」（MSnatliga　resultatberakningar）（スウェー
デン工業連盟講義週間9月）
「株式ム社の貸借対照表を判断する場合の若干の視点」（NS
gra　synpunkter　vid　bed6mande　af　aktiebolags　balansraknin・
gar）（スモーランズ及びブレイキンイェ商工会議所SmSlands
och　Blekinge　handelskammare　3月　ストックホルム商人ク
ラブStockholms　Kδpmansklubb　3月．）
「工業組織繭　（lndustriell　organisation）（オーブゥーアカァ
　　ック夏期コースAkademiska　sommarkurserna　i　Abo．）
「貸借対照表技術　及び貸借対照表繭評」（Balansteknik　och
balanskritik）（イェテボリィェ商科大学コースG6teborgs
handelsh6gskolekurser　11及び12月．）
「商的企業の流動1生について」（Om　handelsf6retagens　li－
kviditet）（スウェーデン国民商業協△年次ムA　Sveriges　a11－
manna　handelsf6renings　Srsm6te　8月．）
1916
1917
19
「様々な種類の減価償却について」（Om　olika　slags　av　avs－
krivningar）（スウェーデンの私鉄収支・出納係連合年次会合
Sveriges　enskilda　ji’rnvagarskamrerare　f6rbunds　arsm6t　9
月．）
「貸借対照表の配列と吟味」（Balansrakningars　uppstallning
och　granskning）（ストックホルム商科大学でのビジネスマン
及び従業員のための講tS　Handelsh6gskolans　i　Stockholm，
f6relasningar　f6r　affarsman　och　affarsanstallda　10月及び11
月，）
「貸借対照表技術論及び貸借対照表論評」（Balansteknik　och
balanskritik）（イェテボリィエ商科大学コースG6teborgs
handelsh6gskolekurser　3月及び4月．）
「商業諸帳簿に関する新法令に対する提案」（Fδrslaget　till　ny
f6rordning　om　handelsb6cker）（スウェーデン店舗協会討議ク
ラブSveriges　kontorf合tf6renings　diskussionsklubb．）
「簿記の統制手法」（Kontrollmetoder　vid　bokf6ring）（イェテ
ボリィエ商科大学コースG6teborgs　handelsh6gskolekurser
3月及び4月．）
「店舗組織特に保険会社を考慮して」（Kontorsorganisation
med　sarskild　hansyn　till　fδrsakringsfδretag）（保険協会教育
コースF6rsakringsf6reningens　utbildningskurser　11月及び
12月。）
「営利企業の貸借対照表論評」（Kritik　av　affarsf6retags
balansrakningar）（ストックホルム・スウェーデン銀行家協会
Svenska　bankmannaf6reningen　i　Stockholm　3月．）
「月次損益計算」（Manatliga　resultatberakningar）（イェテボ
リィエ店舗協会Gδteborgs　kontoristf6rening　4月．）
「貸借対照表の構造とその吟味」（Balansrakningars　uppstall－
ning　och　granskning）（ウップサラ商業協会Upsala　handels－
f6rening　2月及び3月．）
「保険企業における簿記」（BokfOring　i　f6rsakringsf6retag＞
（保険協会教育コースFδrsakringsfδrenings　utbildningskur－
ser　2月．）
「直接的な輸出か、或いは間接的な輸出か」（Direkt　eller　indir－
ekt　export？）（スウェーデン国民輸出協会年次会合Sveriges
allmanna　exportf6renigsarsmOte　4月．）
「店舗組織」（Kontorsorganisation）（イェテボリィェ商科大学
コース（Gδteborgs　handelsh6gskolekurser　11月．）
「近代店舗組織」（Modern　kontorsorganisation）（株式会社ス
トックホルム電話サーヴィス担当員Aktiebolaget　Stock・
holmstelefon　tjansteman　3月、スウェーデン店舗協会Sver－
iges　kontoristf6rening　3月．）
20
1918
1919
1920
「減価償却問題に関する幾つかの見方」（Nagra　synpunkter　i
frSga　om　avskrivningar）（スウェーデン銀行協会の定期銀行
会議Svenska　bankf6renigens　ordinarie　bankm6te，1918年に
スウェーデン銀行協会よりSkrifter，　No．19，12　sとして出版．）
「金属産業における実際原価計算」（Sjalvkostnadsberakning
inoln　metallindustrien）（スウェーデン金属産業協会Svenska
metallindustrifOreningen　12月．）
「材木産業における実際原価計算」（Sjalvkostnadsberakning
inom　traindustrien）（スウェt一デン材木協会Svenska　train－
dustrif6reningen　11月．）
「店舗組織」（Kontorsorganisation）（ストックホルム商科大学
でのビジネスマン及び従業貝のための講義Handelsh6gs－
kolan　i　Stochoim　f6relasningar　f6r　affarskman　och　affar－
sanstallda　11月及び12月．）
「監査技術論」（RevisionSteknik）（イェテボリィェ商科大学コ
ースG6teborgs　handelsh6gskolekurser　3月．）
「商品見本市、その本質と課題」（Varumassor，　deras　vasen
och　uppgift）（イェテボリィエ開催のスウェーデン見本市
Svenska　massan　i　G6teborg　7月．）
「貸借対照表の配列と吟味」（Balansrakningar　uppstallnig
och　granskning）（ストックホルム商科大学一般科学シリーズ
Handelsh6gskolans　i　Stockholm　popularvetenskapliga　serie
11月一12月．）
「貸借対照表技術論及び貸借対照表論評」（Balansteknik　och
balanskritik）（スウェーデン銀行協会教育コースSvenska
bankfOreningens　utbildningskurser　2月及び3．月．）
「諸数字及び数字の統制に関するあれこれ」（Ett　och　annat
om　siffror　och　sifferkontroll）（スウェーデン店舗協会Sver・
iges　kontoristf6rening　2月．）
「店舗組織」（kontorsorganisation）（K．軍事管理による軍事管
理コースKArm6f6rvaltningens　militarf6rvaltningskurser
2月及び3月．）
「木材パルプ産業における実際原価計算」（Sjalvkostnadsber－
akning　inom　tramasseindustrien）（スウェーデン製紙一及びセ
ルロース技術者協会Svenska　pappers－och　cellulosaingenj　6r－
sf6reningen　2月．）
「現実的な評価問題」（Aktuella　varderingsproblem）（エーレ
ェブルゥーヴェストマンランズ商工会議所年次集会（Orebro－
Vastermanlands　handelskammares　arsm6te，　Handelskam・
maren　i　Galve　och　UpPsala．）
「帳簿決算における評価に関する幾つかの諸問題」（Nagra　fr
＆gor　r6rande　vardering　vid　bokslut）（イェヴレェ商工会議所
Handelskammaren　i　Galve．）
1921
1922
1923
1924
21
「北米旅行」（En　resa　genom　Nordamerika）（ストックホルム
スウェーデン店舗協会Svenska　kontoristsfOreningen　i
Stockholm．）
「税法諸規定と産業界」（Skattelagarna　och　n2ringslivet）（ス
トックホルム商人クラブStockholms　k6pmansklubb．）
「簿記論及び貸借対照表論の基礎」（Bokf6rings－och　balans－
larans　grunder）（スウェーデン銀行協会の教育コースSvens－
ka　bankf6reningens　utbildningskurser　2月及び3月並びに
11月及び12月．）
「店舗組織」（Kontrosorganisation）（K。軍事管理・軍事管理コ
ース（K．Arm6forvaltnigens　militarfδrvaltningskurs．）
「アメリカ工場組織における近代的努力」（Moderna　stravan・
den　inom　amerikanska　fabriksorganisation）（カールスター
ドの商務省Handelskammaren　i　Karlstad　ストックホルム
国民技術者連盟Stockholms　allmanna　teknikerf6rbund．）
「簿記論及び貸借対照表論の基礎」（Bokf6rings－och　balans－
larans　grunder）（スウェーデン銀行協会Svenska　bankfδr－
eningen．）
「貸借対照表に対する貨幣価値の変動の与える影響」（Det
vaxlande　penningsvardets　inverkan　pa　balansrakningar）（ス
ウェーデン店舗協会Sveriges　kontoristf6rening．）
「簿記論及び貸借対照表論の基礎」（Bokf6rings－och　balans－
larans　grunder）（スウェーデン銀行協会Svenska　bankf6r－
eningen．）
「ドイツから今まさに到来している幾つかの微光」（N2gra
glimtar　fr翫Tyskland　just　nu）（ノルウェー科学アカデミー
Det　norske　videnskaps　akademi）
「監査役と監査について」（Om　revisorer　och　revision）（イェ
ヴレェの商工会議所Handelskammaren　i　Galve指令によ
る．）
「簿記論及び貸借対照表論の基礎」（Bokf6rings・och　balans・
larans　grunder）（スウェーデン銀行協会の教育コースSvens．
ka　bankf6reningens　utbildningskurser　l1月及び12月．）
「簿記の目標と諸原則並びに簿記に関する法規定」（Bokf6rin－
gens　andamlil　och　principer　samt　lagf6reskrifter　om　bokf6r－
ing）（スウェーデン保険協会Svenska　f6rsakringsf6reningen
11月．）
「近代店舗組織」（Modern　kontorsorganisation）（クリスチィ
ーアニア・スカヂィナヴィア会計士会議lnterskandinaviska
revisorskongressen　i　Kristiania　8月，クリスチィーアニア商
業都市連盟Kristiania　handelsstands　f6reninig11月）
22
1925
「監査役と監査について」（Om　revisorer　och　revison）（イェ
ヴレェ、セーデハムンヌ、ヒューディークスヴァッルの商工会
議所Handelskammaren　i　Galve，　i　Sδderhamn，　i　Hudiksvall，
等の要請による．）
「営業権の評価」（Vardering　av　goodwill）（クリスチィアーニ
ァスカンヂィナィスカ会計士会EX　lnterskandinaviska
revisorskongressen　i　Kristiania，1925年Osloで出版．）
「企業店舗の人的組織」（Affarskontorets　personalorganisa－
tion）（Mercuri　Schartauanerna　1月．）
「簿記一貸借対照表一監査技術」（Bokf6rings－，　balans・och
revisionsteknik）（サルツフェーバーデン会計士協同連合
（Kooperativa　f6rbundets　revisorer　i　Saltsj6baden．）
「簿記論及び貸借対照表論の基礎i」（Bokf6rings－och　balans－
larans　grunder）（スウェーデン銀行協会Svenska　bankf6r－
eningen　11月及び12月．）
「工場組織及び実際原価計算」（Fabriksorganisation　och
sj首lvkostnadsberakningar）（ノルウェー・オスロ産業連合
Norges　industrif6rbund　i　Oslo、1925年同連合より書籍として
出版．）
「鉄道企業の簿記及び貸借対照表；法的諸規定と現実的な諸
問題」（Om　jarnvagsf6retags　bokf6ring　och　balansrakningar；
Iagf6reskrifter　och　aktuella　problem）（スウェーデン・ストッ
クホルム私鉄連合Sveriges　enskilda　jarnvagars
kamreraref6rbund　i　Stockholm．）
「近代簿記法」（Moderna　bokf6ringsmetoder）（ノルウェー・
オスロ産業連合Norges　industrif6rbund　i　Oslo，1952年に
Norges　industriで出版．）
「会計士という職業の倫理」（Revisoryrkets　etik）（公認会計士
協会EA．R．，1925年にAffarspraxis，　Helsingforsで出版，）
「貸借対照表論評について」（Om　balanskritik）（スウェーデン
銀行協会年次集会Svenska　bankfbreningens　arsm6te、1926年
にスウェーデン銀行協会より出版）
「監査にっいて」（Om　revision）（メルクゥリィーシャルタァウ
ア協会F6reningenn　Mercuri－Schartaunerana．）
「営利企業の資本投資と資本調達」（Affarsf6retagens
kapitalplacering　och　kapitalanskaffning）（イェテボリィェ商
科大学Handelsh6gskolan　i　G6teborg．）
「簿記機器」（Bokf6ringsmaskiner）（イェテボリィエ商科大学
Handelsh6gskolan　i　G6teborg．）
「商的企業の簿記を基礎とした原価計算と財務統計（Kalkyler
och　finansiell　statistik　pa　grundval　av　handelsf6retags　bok－
f6ring）（サルツェフェーバデン会計士協同連合（Kooperativa
f6rbundets　revisorer　i　Saltsj6baden．）
1927
1928
1929
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　「店舗組織］（Kontorsorganisation）（イェルヴェ商工会議所
Galve　handelskammareの要請による．）
　「職員組織の基礎」（Persoalorganisationens　grunder）（サル
ッェフェーバーン会計士協同連合Kooperativa　f6rbundets
revisroree　i　Saltaj6baden）
　「産業界における税法諸法規」（Skattelagarna　i　naringsivet）
（ストックホルム商人クラブStockholms　k6pmanklubb．）
　「商業諸帳簿に関するスウェーデンの法規定．貸借対照表論評
の観点よりみた営利企業の資本調達と資本投資」（Svenska
lagf6rskrifter　om　handelsb6cker．　Affarsf6retagens
kapitalanskaffning　och　kap｛talplacering　ur　balans　kritisk
synpunkt）．「機械簿記」（maskinebokf6ringen＞（イェテボリイ
ェ商科大学）
「株式会杜の貸借対照表」（Aktiebolagens　balansrakningar）
（ストックホルム公開講座offtentliga　fOrelasningar　i
Stockholm．）
「事務組織論」（Kontorsorganisation）（コペンハーゲン商科大
学Handelsh6gsskolan　i　K6penhamn）
「スウェーデ7企業の資本投資と資本利用．貸借対照表論評の
観点より」（Kapitalplacering　och　kapitalanvandning　i　svens－
ka　f6retag，　ur　balanskritisk　punkt）：公開講座．コペンハーゲ
ン商科大（Handelsh6gskolan　i　Kδpenhamn）
「信用評価の判断の基礎としての貸借対．照表」（Om　balansra－
kningen　som　grundval　f6r　kreditvardighetsbed6mning＞（ノ
ルウェー銀行協会Den　norske　Bankf6rening．）
「スウェーデンにおける監査教育」（Revisionsutbildningen　i
Sverige）（コペンハーゲン・スカンヂィナヴィア会計士会議
Interskandinaviska　revisorskongressen　i　K6penhamn）
「実物監査の基礎」（Sakrevisionens　grunder）（ストックホル
ム銀行家団体Bankmannasallskapet　i　Stockholm）
「営利企業の監査」（Affarsf6retagens　revision）（国民経済協
会Nationalekonomiska　f6renihgen，　Trycket　i　Ekonomisk
Tidskrift，30，　s．121－146．）
「貸借借対照表技術論及び貸借対照表論評」（Balansteknik
och　balanskritik）（スウェーデン銀行協会Svenska　bankf6r－
eningen．）
「事務組織論」（Kontorsorganisation）（事務技術機器の特別展
示に伴うストックホルム公開講座offentliga　f6rel．　i　samband
med　specialutstallningar　av　kontorstekniska　hjalpmedel，
Stockholm．）
「記帳法及びより新しい記帳の諸方法」（BokfOrinslagen　och
de　nyare　bokfδringsmetoderna）（ヘルシンキ商業クラブHal．
singborgs　handelsklubb．）
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1930
1931
1932
「簿記一及び貸借対照表論の基礎」（Bokf6rings・och　balanslar－
ans　grunder）（スウェーデン銀行協会による、銀行員の高等教
育課程Svenska　bankf6renigens　h6gre　utbildningskurs　f6r
banktjansteman．）
「監査技術論．特に株式会社の年次監査を考慮して」
（Revisionsteknik　med　safskild　hansy　till　arsrevision　i
aktiebolga）（ストックホルム公開講座offentl．　f6relasningar，
Stockholm．）
「新しい記帳法」（Nya　bokfOrinslagen）（スウェーデン事務協
会Sveriges　kontoristfOreningen．）
「新しい記帳法を、相互火災保険会社に適用するための、指針
報告」（Orienterande　redog6relse　f6r　nya　bokfOringslagens
tillampning　pa　de　6msesidiga　brandf6rsakringsbolagen）（国
内建築相互保険会社Landsbygdens　6msesidiga　brandf6rsa－
kringsbolags　f6rening，　Stenografiskt　referat　Protokoll　vid
ordinarie　arsm6te　med　Landsbygdens　6msesidiga　brandf6r－
sakringsbolag　fOrenign，　Stockholm．）
「職業的会計士達の意識課税統制の場合」（Yrkesrevisorers
medverkan　vid　skattekontroll）（FAR）
「株式会社の貸借対照表」（Aktiebolags　balansrakningar）（ス
トックホルム公開講座．offentl．　f6rel．，　Stockholm．）
「営利企業の権力の分割」（Maktf6rdelningen　inom　affarsf6r－
etag）（Bar－Lock　institutete．）
「営利企業の資金調達」（Affarskfδretagets　finansiering）
（Bar－Lock　institutet．）
「営利企業の流動性と収益1生」（Affarsf6retagets　likviditet
och　rantabilitet）（Bar－Lock　institutet．）
「より新しい貸借対照表諸原則」（Nyare　balansvardering－
principer）（ヘルシンキ・スカンヂィナヴィア会計士会議Inter－
skandinaviska　revisorskongressen　i　Helsingfors，同年、同名
の著書としてヘルシンキで出版）
「時代ごとの貸借対照表評価諸原則」（Svenska　balabsvarder－
igsprinciper　genom　tiderna）（スウェーデン会計士組合Svens－
ka　revisorsamfundet．）
「事務員及び事務機器　事務機構の発展動向」（Kontorister
och　kontorsmaskiner　utvecklingstendenser　inom　kontorsor－
g．）（Mercuri－Schartauanerna，　Referat　i　Mercuribladet．）
「簿記論及び貸借対照表論の諸原理」（Bokf6rings－och　balans－
1aran　grunder）（スウェーデン銀行協会高等教育課程Svenska
bankf6reningens　h6gre　utbildningskurs。）
「簿記論及び貸借対照表論の諸原理」（Bokf6rings－och　balans－
laran　grunder）（スウェーデン銀行協会高等教育課程Svenska
bankf6reingens　h6gre　utbildningskurs．）
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1933 「株式会社の貸借対照表には如何なる要請をなしうるか。」
（Vilka　krav　kunna　stallas　p邑aktiebolagens　balansraknin－
gar？）（スウェーデン事務員協会Sveriges　Kontoristf6rening．）
「税務統制専門家の判断」（Skattekontrollsakkuningas
betankande）（FAR、スウェーデン経済連盟Svenska
ekonomf6r－
eningen．）
「コンッェルン貸借対照表」（Om　koncernbalanser）（アセア経
済学者協会F6reningen　Asea－ekonomer、スウェーデン会計士
組合Svenska　revisorsamfundet．）
（資料）表1と同一
26
表3　0skar　Sill6nの公的活動1916－1956
林業簿記委員会委員（Ledamot　av　Skogsbokfδrings－
kommitt6n）国有地及び林野庁のその他の活動と結Aしてい
る管理に関する記帳の修正に対する検討と提案　（Uutredning
och　f6rslag　till　f6randrad　bokf6ring　r6rande　statens
domaner　och　6vrig　med　Domanstyrelsens　verksamhet　f6r
enad　f6rvaltning）、1917－1917年　　の委員会の輪番制の委員、
1917－1920年、簿記一及び監査事務所（従業員数30名程度）の主
任．　の事務所は、その後国立林野庁に合併。報thX提出　1915
年（1部）1916年（II部）1917年（III部及びIV部）1921年（V
β）．
国有鉄道局任命の委貝ム委員、同委員会は、エーレェブルゥ国
有鉄道中央作業所の組織再編の提案に参加する任務を負う。
（Medlem　av　en　kommitt6　tillsatt　av　K　Jarnvtigsstyrelsen
som　hade　i　uppdrag　att　komma　med　f6rslag　till　omorganisa－
tion　av　Statens　Jarnvagars　centralverkstad　i　Orebro．）同一
工場の臨時臣を督人と共｝中央作業所における実際原価計算の
修正に関する草案作成。（Utarbetade　f6r　samma　uppdrags
givare　f6rslag　till　F6randrad　sjalvkostnadsberakning　vid
Centralverkstaden　tillsammans　med　t　f　maskindirekt6ren
vid　samma　verkstad．）
1914年関税委員会要fin、国M税関簿記の幾つかの修正に対する
草案作成。（Pfi　uppdrag　av　1914　ars　Tullkommission　utar－
betat　f6srlag　till　vissa　f6rtindringar　i　K．　Tullverkets　bokf6r－
ing．）
国立評価委員会の臨時委員（tillfallig　medlem　av　Riksvarder－
ings　namnden．）
大蔵省司令官要　　1911年銀行法の幾つかの文言修正提案に対
する専門家としての意見表明。（Pa　uppdrag　af　chefen　f6r　K
Finansdepartmentet　avgivit　utlatande　betraffande　f6rslag
tillandrad　lydedelse　av　vissa　delar　av　1911　Srs　banklag．）
国有鉄道局要繭、国有鉄道“統制部委員ム”委員。同委員会は、
国有鉄道統制部の再編及び運賃収入の会計の修正に対する提
案に参加する課題を負う。（PS　uppdrag　av　K．　Jarnvagsstyrel－
sen　medlem　av　Statetens　Jarnvagars　Kontrollkontorskom－
mitt6”med　uppdrag　att　komma　med　f6rslag　till　omor－
ganisation　av　Statens　Jarnvagars　kontrollkontor　och　till
f6randrad　redovisning　av　trafikinkomsterna．〉
1917－1924
1919
1917－1924
1920－1922
1922
1923
1923－1924
1924
1924－1925
1924－1929
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国有鉄道局要請、国有鉄道の“簿記委員会”委員。同委員会は、
国有鉄道経費会計修正の提案に参加する任務を負う。（PS　upp－
drag　av　K．　Jarnvagsstyrelsen　medlem　av　Statens　Jar－
nvagars“Bokf6ringskommitt6”som　hade　i　uppdrag　att
komma　med　f6rslag　till　fδrandrad　redovisning　av　Statens
Jarnvagars　utgifter．）
ストックホルム市・ストックホルム財政局の1917年度会計及び
管理の監査人。（Revisor　av　Stockholms　stads　dratselnamnds
rakenskaper　och　f6rvaltning　f6r　Sr　1917．）
国家福祉委員会、ストックホルム商工会議所及びホワイトカラ
ー連盟が任命した委員会の委員。会社の事務所に雇用された
人々の幾つかの賃金問題を検討する課題を負う。（Medlem　av
en　kommitt6　tillsatt　av　K．　Socialstyrelsen，　Stockholms
handelskammare　och　Sveriges　kontoristf6rening　som　hade　i
upPgift　att　utreda　vissa　l6nefrSgor　r6rande　kontorsanstall・
da．）
特に陸軍当局内務省依頼、国立上下水道局及び1921年地方税委
員会の専門家。（Anlitad　som　sakkuning　av　bl　a　K．　Arm6fδr－
valtningens　civila　department，　K．　Vattenfallsstyrelsen　och
1921ars　Kommunalskatte　kommitte．）
私鉄の簿記に関する検討委員会委員。（Medlem　av　en　kommis－
s｛on　som　hade　i　uppgift　att　verkstalla　utredning　rδrande
bokfOringen　vid　de　enskilda　jarnvagarna．）同委員会は、1922
年11月に解散、この作業は、事務局責任者S．Norrman及び収
入役（kamrer）K．　Richnauが遂行。（SOU　1923：61．）
郵政省要請、郵便貯蓄銀行の簿記組織の再編を支援。（pa　upp－
drag　av　K．　Generalpoststyrelsen　bitratt　med　omlaggningen
av　posts　sparbankens　bokf6ringssystem．）
エェレエテボリィェ商科大学商業技術論教授審査専門委員。
マルメ及びエェレェブルゥ工業高校（tekniska　gymnasierna　i
Malmδoch　Orebro）試験官、文部省（K．　Ecklesiastikdepart－
mentet）任命。
工科大学（K．Tekniska　h6gskolan）簿言己教師資格審査専門委
員。
エェレェブルゥ及びヘルネェーサンド（Hern6sand）工業高校
試験官、文部省任命。
郵政省召喚、営業用工場更新基金の法令の提案に関する討議。
（Av　K．　Kommunikationsdepartmentet　tilkallad　fδr　Overlag－
gning　betraffande　f6rslag　till　K．　f6rodningen　angaende　de
affarsdrivande　verkens　f6rnyelsefonder．）
特に上下水道局・関税省及び国立工科大学依頼、専門委員。
（Anlitad　sasom　sakkuning　av　bl　a　K．　Vattenfallsstyrelsen，
K．Generaltullstyrelsen　och　K．　Tekniksa　h6gskolan．）
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1925－1929
1926
1927
1929
1930－1932
1933
1933－1941
1935
1937
1937－1939
法務省召喚、新会計法（記帳法）草案編纂の討議。（Av　K．　Jus－
titiedepartmentet　tillkallad　f6r　6verlaggningar　vid　utar－
betande　av　f6rslag　till　ny　bokf6ringslag．）
イェテボリィェ商科大学理事会要請、同商科大学の商業技術論
の教授召喚問題に関する意見表明。
大蔵省租税準備委員会召喚“減価償却覚書“に関する討議。（Av
Finansdepartmentets　skatteberedning　tillkallad　vid　6verlag－
gningar　ang邑ende“P．　M．　om　avskrivningar“．）
国防省任命、海軍兵学校教師資格者任命専門家。（Av　chefen
f6r　F6rsvarsdepartmentet　utsedd　sasom　sakkuning　vid　till－
sattande　av　vissa　lararbefattningar　vid　Sj　6krigsskolan）
地方上級教育庁（Skol6verstyrelsen）任命、マルメ及びエーレ
ェブルゥの工業高校卒業試験監督及び卒業試験合格指導。
国際産業諸問題スウェーデン国民委員会（Svenska　national－
kommissionen）任命、商品流通諸問題検討委員会即ち商品流通
委員会（Varudistributionskommitt6n）委員。
実際原価計算の場合の統一的な用語に関する諸基準編纂のた
めのスウェーデン産業標準化委員会委員。（Medlem　av　Svens・
ka　industrins　standardiseringskommissionskommitte　fdr
utarbetande　av　normer　r6rande　enhetlig　terminologi　vid
sjalvkosnadsberakning．）
大蔵省指導者要請、その他の人々と共同で、課税所得及び財産
に対する統制の改善問題の検討と提案。（“租税統制専門家”
Skattekontrollsakkuninge）（SOU　1933：27．）
地方行政教育庁任命、マルメ及びエーレェブルゥ工業高校卒業
試験監督及び卒業試験合格指導。
ストックホルム商科大学の企業経済学特に流通経済学の教授
職推薦専門委員。
法務省指導部召喚、株式会社会計計算書作成義務・その統制並
びにそれに関連した問題に関する諸規定の修正及び問題を検
討する場合株式会社委員会（aktiebolagskommitt6n）（後の法
律準備委員会Lagberedningen）に対して専門家としての立場
で助言。
ノルゥェー商科大学商業技術論教授及び助教授任命問題専門
委員。
ノルゥェー商科大学商業技術論教授任命問題専門委員。
法律委員会依頼、1937年株式会社法上の年金財団及びその他の
個人年金財団に関する法律（lag　om　aktiebolags　pensions－och
andra　personalstiftelser　mm　av　Ar　1937）の法案編纂専門委
スウェーデン標準化委員会任命、実際原価計算の場合の統一的
な用語に関する諸基準改定委員会委員。（Medlem　av　en　utav
Sveriges　standardiseringskommission　utsedd　kommitt6　f6r
omarbetning　av　normerna　r6rande　enhetlig　terminologi　vid
sj　alvkosntadsberakning．）
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1939－1940
????? ?
検事総長依頼、幾つかの検討事項専門委員。
スウェーデン機械連合（Sveriges　mekanf6rbund）召喚、標準コ
ンテンプラン（normalkontoplan）の提案に伴う用語に関する
討議。
ストックホルム商科大学企業経済学教授任命専門委員。
ストックホルム商科大学教授任命専門委員。
（資料）表1と同一
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　このようにOskar　Sill6nは、ストックホルム商科大学を拠点としたス
ウェーデンの商業技術論／企業経済学の助教授／教授としての教育・研究
活動とスウェーデン工業連盟（1910年設立）の要請で設立された株式会
社産業情報サーヴィス（1911年設立）を拠点としたコンサルタント及び
会計士としての幅広い実務的活動及び多様な公的活動を通じて、長期に
わたって積み上げてきた一定の成果によって、その晩年には、ストック
ホルム商科大学の人々及びスウェーデンの公認会計士達によって、スウ
ェーデンにおける商業技術論／企業経済学の「先駆者」（banbytare）（7）と
呼ばれた。例えばかれは、近代的な高等商業教育を本格的に受けた最初
のスウェーデン人（1905年）、商業技術論／企業経済学に関する教授職の
地位に就いた最初のスウェーデン人（1912年助教授、1915年教授）、スウ
ェーデンで公認会計士制度の導入に伴って、他の仲間達5名と共に、そ
の資格取得者第1号（1912年）となった。Oskar　Sill6nのこのような「先
駆者」としての役割は、既にその存命中より内外で高く評価され、例え
ば、かれに対しては、内外3つの大学は、経済学に関する名誉博士の称
号を（1938年ケルン大学、1952年ヘルシンキ大学、1956年ストックホル
ム商科大学）、Eugen　Schmalenbach社は、名誉会員の資格を賦与した（8）。
　上記のように、Oskar　Sill6nが、ストックホルム商科大学を拠点とし
た教育・研究活動を通じて、スウェーデンの近代会計学の形成に果たし
た先駆的な役割を最も端的に象徴する問題は、かれが、1912年にストッ
クホルム商科大学の商業技術論／企業経済学の助教授として就任して以
来、およそ40余年にわたる教育・研究活動を通じて、経済学の教育・研
究対象とは相対的に自立した企業経済学の研究対象を明らかにし、この
研究対象の専門化的な細分化に着手し、1952年に同大学を退職するまで
に、スウェーデンにおける企業経済学の体系化に先鞭をつけたことであ
る。
　Oskar　Sill6nが、この体系化を進めるための重要な触発要因となった
のは、株式会社情報産業サーヴィスのコンサルタント及び会計士として
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の実際的な体験であった。かれは、それによって、スウェーデンの産業
界に幅広い足掛かりを築くことができた。産業界とのこのような接点を
媒介としてかれは、一方では、商科大学の教育・研究の場で、自らが産
業界で現実に直面した問題を取り上げ、実例に依りつつ、問題解決のた
めの理論的な考え方を提示し、他方では、商科大学での教育・研究の成
果を、様々な経路を通じて産業界に伝達・普及させた。この意味でそれ
は、かれにとっては「理論と実務とを結合する良き機会」（9）となった。
Oskar　Sill6nが、商科大学における商業技術論／企業経済学の助教授／教
授として果してきた役割と産業界におけるコンサルタント及び会計士と
して果してきた役割とは、「如何なる場合にも相互に矛盾・衝突すること
はな（かった）。」（1°）。実務的な経験の蓄積は、かれにとって教授として
の役割の重要な一部分或いはその前提であり、同時にまた、教育・研究
の成果は、実業界との接触を通じて、広く普及されるべきものであっ
た（ll）。かれは、1931年に「より新しい貸借対照表評価諸原則．特に価格変
動及び貨幣価値変動の場合の損益計算書を考慮して」（Nyare　Balan－
svarderingsprinciper　med　sarskild　till　resultatberakning　vid　vaxlande
priser　och　penning－varde，1．　uppl．，1931，10．　uppl．，1970）を出版した。
同著は、さしあたり同年開催のヘルシンキ会計士会議（en　revisorskon－
gress　i　Helsingfors）での講演を基礎として出版され、以後、貸借対照
表論に関するスウェーデンの古典的名著として、少なくても1970年代初
頭までストックホルム商科大学では教材の一部として利用されてきた。
同著は、コンサルタント及び会計士としてのかれの実業界での活動が、
商業技術論／企業経済学の教育・研究者としてのそれに有効に活かされた
一例であった。かれはまた、生誕60歳を記念して、かれが過去15年間に
わたって公表・開催してきた論文・講演資料（記録）を3つの主題別に
再編して、論文集「スウェーデンにおける企業経済学諸研究。論文と講演
1928－1943」（Studier　i　svenska　f6retagsekonomi．　Uppsatser　och　fδre－
drag　1928－1943，　Stockholm，1．　uppl．，1943，3．　omarb．o．ut6kande　uppl．，
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Stockholm，1946．）として出版した。同僚の経済学者Bertil　Ohlinは、
同著に対する書評の中で、Oskar　Sillenは、過去30年間にわたって企業
経済学の学術的な教師として、企業経済学的な理論を全く拒否してしま
う実務家達に対しても、また企業経済学を、現実的な様々な企業問題と
の密接な接点も持たずに、全く思弁的で抽象的な性格にしてしまいがち
の理論家達に対しても、最前線に立ち、これによってかれはまた、特に
会計制度の領域で学術的に優iれた業績をあげることができるようになっ
たと論評した（12）。スウェーデンにおける現代企業経営学上の巨匠の一人
Albert　Danielssonは、その著「企業経済学一概観」（Fdretagsekononomi
－en　6versikt，1977）の中で（13）、企業経済学の技術と方法とは、大部分
は、企業が実際に直面し、かつまた処理してきた諸問題の反射鏡である
という命題を提示しているが、同著は、この命題の有効性を左証する文
献の一つとなった。しかも留意するべき点は、Oskar　Sil16nが、その時々
のスウェーデンの経済社会の基本的・一般的な動向に規定された各種産
業部門とそれを形成する各個別企業の要請を、コンサルタント及び会計
士という実務的な経験によっていち早く見抜き、その解決方法を自ら探
り新しい方法と考え方を導入・考案したこと、そして「（問題解決に関す
る）考えた方を普及させる重要な経路というもの（en　viktig　kanal　f6r
id6spridning）になったのは、……Oskar　Sil16nが教えた全ての学生達で
あり、かれらは、漸次に、……スウェーデンの産業界で様々な地位に、
（在学中或いは卒業後に）就いていた」（14）ということである。
　Oskar　Sill6nが、ストックホルム商科大学の商業技術論／企業経済学の
助教授及び主任教員として招聰されたのは、1912年春期であった。
　既に本稿の（1）で指摘したように、Ernst　Walbが、1909年に商科大学の
商業技術論／企業経済学の最初の教育・研究の担当者（助教授）として就
任して間もない1910年春期に、ドイツへ帰国するという噂が流れ始める
ことによって、商科大学の教授会及び理事会は、1911年秋期より1912年
春期にかけて、Ernst　Walbの後任人事の問題に直面した。この問題は、
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難航した。その背景には、スウェーデンはもとより、ストックホルム商
科大学が設立に当たって範としたと言われるドイツの諸商科大学或いは
総合大学でも、新興の商業技術論／企業経済学の領域を教育・研究しうる
適格者が、絶対的に不足していたこと、そして仮に適格者が存在してい
たとしても、産業界もまた、同様な人材を求めており、制度としての大
学諸機関は、適格者の雇用をめぐる労働市場で、提供しうる労働条件（経
済的条件）に関する産業界との競争に晒され、多くの場合、競争に敗北
していたこと、しかも後進資本主義国家の一つとして遅れた近代的な工
業化過程に着手したスウェーデンの場合には、当初より自国国籍の教
育・研究者を確保することは、当分の間、殆ど絶望的な状態にあり、ま
た白羽の矢を立てうる自国国籍の人材が非常に稀にせよ存在したとして
も、かかる人材の雇用もまた、産業界との競争によって不可能な状態と
なっていたという、深刻な事情が横たわっていた（15）。
　商科大学の学長Carl　Hallendorff（エスターマルム高等商業実務専門
学校H6gre　realltiroverket　i　Ostermalmの歴史学の講師、1908年、ス
トッくホルム商科大学の設立のための教学側の責任者として就任、同年、
教授資格を取得、1909年、学長就任、1929年死亡）は、Ernst　Walbのド
イツへの帰国の噂を耳にしたとき、Ernst　Walbを慰留し、教授昇格の措
置を採った。その理由は、かれが、ストックホルム商科大学の設立の過
程で、Ernst　Walbの人選に至るまでの、　Eugen　Schmalenbachとの長
引き難i航した折衝の過程を踏まえて（16）、Ernst　Walbの後任人事問題の
解決は、長引くと予想したこと、また商科大学設立後間もなく、最も重
要な教育・研究領域の担当者が交替することは、学生への影響が余りに
も甚大でるため、できれば回避したいという判断を下したからであった。
それにも拘わらずErnst　Walbは、1911年春期学期の終了を1　って帰国
した。Ernst　Walbの帰国以後Oskar　Sill6nが就任するまでの問、　Leo
Bredbergが、代講者として簿記及び有価証券問題の講義を、暫定的に担
当した。
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　Carl　Hallendorffを中心とした人事折衝の過程で、　Oskar　Sill6nが登
場するまで、内外の幾人かの候補者が浮上した。商科大学の教授会は、
幾人かの候補者との折衝の結果をうけて後任人事問題を討議する都度、
商科大学の教育・研究者としての適格性という問題を問い、その過程を
通じて商科大学の人選の基準を明確化していった。その過程の委細は、
別として、商科大学の商業技術論／企業経済学の教育・研究者として漸次
に確立していった人選の基準は、大まかには、候補者の理論的・基礎的
な教育的な背景、実務的な経験の有無、様々な出版・講演活動の程度、
人物・風貌等であった（17）。教授会はまた、これらの人選の基準を明確化
した他に、Ernst　Walbが残した「負」の遺産を踏まえて、以後、可能で
あれば、ドイツ語による講義と試験制度を廃止し、スウェーデン語によ
るそれにするべきこと、なおまたこの場合そこでの教育・研究の内容は、
スウェーデンの経済社会の実情に即応したものであることが望ましい
旨、意見表明した（18）。
　理事会及び学長Carl　Hallendorffが、教授会のこの意向をうけて、
1911年秋期に後任人事の人選問題に着手したとき、さしあたりスウェー
デン人候補者として浮上したのは、Oskar　Sill6n、　Ragar　Werner、　Victor
L6fstrandの3名であった。この時点では、何れの候補者も、商科大学へ
の応募に応じなかった。Oskar　Sill6nの場合には、ケルン商科大学を卒
業後勤務していた「セパラトゥール・ベルリン支店」が、より良い将来
への展望を提示して、慰留策に成功したこと、Ragar　Wernerの場合に
は、かれ自身が、恩師Eugen　Schmalenbachが、教育・研究の糧として
いるような、豊かな実務的な経験を持ち合わせていない旨判断して、現
職「セント・ピータースブルグ・ノーベル兄弟社」（Br6derna　Nobel　i
St：Peterusburg）に留まる旨、伝達したこと、Victor　L6fstrandの場合・
には、かれは、ウィーンの商業教師資格を取得し、「イェテボリィェ商業
研究所」（G6teborgs　handelsinstitut）の簿記・商業数学・商業論の主任
教師資格の保持者であるにも拘わらず、自らを商科大学の商業技術論／企
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業経済学の教育・研究者としては適格性を欠如していると判断し、辞退
する旨、伝達したからであった（19）。そのため教授会は、残っている選択
肢として、この分野の教育・研究の担い手を新たに育成することに着手
し、それまで暫定的に外国人の教育・研究者を雇用することを考えた。
新人教育の対象となったのは、Oskar　Sill6nの後輩のEilef　Sylwanであ
った。かれは、当時、哲学修士であり、なおまた1907年にはミュンヘン
で、1908－1909年にはロンドンで、国民経済学を学んだ。かれは、教授会
との折衝の折りには、商業技術論／企業経済学の教育・研究者となるため
に再教育を必要とするか否かについては、商科大学の方針に任せる旨、
伝達した。商科大学は、再教育問題について、商科大学による費用負担
を前提として、かれをドイツ及びイギリスに留学させ、2・3年間、商
業技術論／企業経済学に関する理論的な教育と実務的な経験を積ませる
ことにした。教授会は、Eilef　Sylwanが、再教育期間を終了するまで、
外国人の教育・研究者を以て充当することを求め、イギリス、ドイツ、
アメリカの適格者を探した。イギリスの場合には、例えば、Duley　Evans
及びErnest　Lewisの名が、ドイツの場合には、　Bruno　Siltman、　Paul
Damm－Etienne、　Eduard　Preisch、　Hans　Sch6nitz、　Sigfrid　Berlinerの
名が浮上した。アメリカの場合には、スゥェーデン系アメリカ人を求め
たが、該当者は、全く見当たらなかった。イギリス人候補者の場合、仲
介の労をとったLawrence　Dickseeが、ロンドンで経営している会計事
務所（revisionsbyr邑）の姉妹店をストックホルムに開設し、Ernest　Lewis
をそこに就かさせる一方、同時に商科大学の商業技術論／企業経済学の教
育・研究者としての業務に当たらせたい旨、申しでたとき、私的な経済
活動が商科大学での教育・研究活動に支障をきたしてはならないという
学長判断によって、人事問題は、一切、打切りとなった（2°）。ドイツ人候
補者の場合さしあたり上記5名の候補者全部が、1911年開催の教授会で
の審議対象となった。
　先ずCarl　Hallendorfは、この教授会で、人事交渉をめぐるそれまで
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の経緯を説明し、ドイツ人5名の候補者を、商科大学の商業技術論／企業
経済学の教育・研究者の適格性・人選の基準に照らして、討議するよう
提案した。その結果教授会は、Hans　Sch6nitzとSigfrid　Berlinerとを、
当面、継続審議とすることに決定した（21）。その折り、Hans　Sch6nitzの
評価をめぐって特に問題となったことは、実務的な経験という言葉をめ
ぐる解釈であった。その解釈論の要旨は、実務的な経験には、2つの型
があり、第1は、実業界に勤務することによって獲得するそれ、第2は、
実業界の動向を学術的な方法で比較・観察することによって獲得される
それであること、ストックホルム商科大学の場合、その建学の理念に照
らして必要とする実務的な経験とは、第1の型のそれであり、「産業界に
自ら実際に雇用されることによって獲得される包括的・実際的な経
験」（22）を意味するということであった。この点より教授会は、Hans
Sch6nitzの雇用を、その理論の抽象性を理由として躊躇し、同時に
Sigurd　Berlinerの雇用を、かれが現段階で求めている終身雇用の要請に
は、即答できないということを理由として、これら両名の人事問題を、
上記のように当面、継続審議することにしたのであった。
　次いでCarl　Hallendorffは、この教授会で人事問題に関する新しい提
案をした。その内容は、ストックホルム商科大学の商業技術論／企業経済
学の教育・研究者としての身分は、スウェーデン工業連盟のコンサルタ
ントとしての身分に結合されるべきであるということであった。教授会
も理事会も、この提案を承認し、工業連盟がこの人事問題について明確
な意見表明をするまで、Ernst　Walbの後任人事問題に最終的な結論を
下すことを保留した。
　この新しい提案の背景には、次のような事情が横たわっていた。即ち
Carl　Hallendorffは、上記5名のドイツ人候補者との面接が終了した後、
この教授会の開催日の幾日か前にベルリン滞在のOskar　sil16nに書簡
を送り、新たな雇用条件として、①1911年10月より商科大学の商業技術
論／企業経済学の助教授及び臨時の教授として採用し年俸5，000krを支
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給、②スウェーデン工業連盟の下部機関株式会社産業情報サーヴィスで
コンサルタントとして勤務することを許可、年俸5，000－6，000kr程度、
③一定の論文の提出・審査の後には、正規の教授とすることを提示し、
Oskar　Sill6n自身も、電報（1911年3月8日付き）でこれを快諾してい
たということである（23）。このような提案を示唆した当事者が誰であった
か、それを確定することは難しい。一つの仮説は、Eli　F．　Heckscherが
仲介した、上記のイギリス人候補者達との交渉の過程であろう。その経
緯は、どうあれ、重要なことは、Carl　Hallendorffが、　Oskar　Sil16nと
の雇用問題をめぐる最初の交渉段階で、かれに対して私的な活動は、確
かに有益であるが、それが、商科大学の業務に支障をきたしてはならな
いと告げていたにも拘わらず、このような行動に踏み切ったこと、そし
てそれには、Carl　Hallendorffが、　Ernst　Walbの後任人事をめぐる紆余
曲折な過程を通じて、Oskar　Sill6nにこのような雇用条件を提供してで
もかれを商科大学に招聰しない限り、商科大学は、なお依然とて、Ernst
Walbの時代と同様に、学生達にドイツ語による講義と試験を課すこと
になり、講義と試験の内容も、スウェーデンの現状には適合的なものと
することは困難であるという判断が働いていたからであった。この判断
は、商業技術論／企業経済学の教育・研究者の絶対的な払底、しかも適格
性のある人々は、制度としての教育・研究機関としての商科大学と産業
界との間にある雇用条件の経済的な格差のために、産業界に吸収されて
いるという現実を反映していた（24）。しかも懸案の人事問題をこのような
仕方で決着をつけることを可能にした現実的な前提は、K．AWallenberg
を通じての、Erland　Norlundを理事長としたスウェーデン工業連盟とス
トックホルム商科大学との間にある密接な関係であった（25）。（例えば、
Marcus　WaUenbergは、工業連盟の会長であり、K．A．Wallenbergは、
商科大学の理事会員であった。）そしてストックホルム商科大学の理事会
が、Oskar　Sill6nに対して商科大学への就任と同時に、私的活動に従事
するということを承認することは、事実問題として、商科大学と産業界
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との間で、様々な情報交換が自由に行われ、それを通じて一方では商科
大学の教育・研究内容を、観念的・抽象的な思弁や理論より現実に深く
足場をおいたもの（en　god　verklighetsfOrdrankring）とし、他方では産
業界は、商科大学でのこのような教育・研究の成果の恩恵に浴すること
ができるものとして、歓迎された。Oskar　Sill6nが、ストックホルム商
科大学とスウェーデン産業情報サーヴィスという2つの組織で雇用され
ることによって、かれは、以後、この2つの組織がその時々に直面する
問題に注意を払い、同時にこの2つの組織に適切な情報を伝えるという
ことを、その課題とするようになった。この点でかれは、商科大学及び
工業連盟（及びそれによって象徴される産業界）に対するいわゆる“お
目付役”（en　s　k　grindvaktsroll）となった（26）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）Jan　Hensmann，　Die　Entwicklung　der　Betriebswirtschaftslehre　in
　Skandinavien　unter　besondere　BerUcksichtigung　Scwedens，　S．48．
（2）　Elving　Gunnarsson，1988，　FrSn　Hansa　Till　Handelsh6gskola，　Svens－
　ka　ekonomundervisningfram　till　1909，　Uppsala，1989，　s．39－43．
（3）Alfred　Isaac，　Die　Entwicklung　der　Betriebswirtschaftslehre　in　Deuts－
　chland　seit　1898，　Betriebs－und　Finanzwirtschaftliche　Forschungen，　II．
　Serie，　Heft　8．　Industri－verlag　Spaeth＆Lind，　Berlin，1923，　SS．402－403．
　　W・コルデス編M・クルーク／E・ポットホフ・／G・ジーベン著樗
　木航三郎・平田光弘訳「炎の人、シュマーレンバッハ」（有斐閣、1990年）、
　83－86頁。
（4）Las　Engwall（red．），［1995］，　F6regangare　inom　f6retagsekonomin，
　SNS　F6rlag，　s．70．
（5）Las　Engwall（red．），［1995］，　ibid．，　s．70．，　Eva　Wallenstedt，［1988］，
　Oskar　Sill6n－Professor　och　Praktiker．　Nagra　drag　i　fdretagse－
　konomiamnets　tidiga　utveckling　vid　Handelshdgskolan　i　Stockholm，
　Acta　Universitatis　Upsaliensis．　Studia　Oeconomiae　Negotiorum　30，
　Almqvist＆Wiksell　Internatioanl，　Stockholm，　s．17．
（6）　Las　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　s．70．
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（7）　Las　Engwall（red．），
　　ibid．，s．6．
（8）
（9）
（1①
（ll）
［1995］，ibid．，　s．67．　Eva　Wallenstedt，［1988］，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●
　　Jan　Hensmann，　ibid．，　S．48．
　　Las　Engwal1（red．），［1995］，ibid．，　s．67．
　　Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．303．
Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．303，　Las　Engwall（red．），
ibid．，　s，68．
　　Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s，303．
　　Albert　Danielsson，　F6retagsekonomi　en　dversikt，　Lund，
［1995］，
⑰
（13＞　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Student－
　　litteratur，1977，　ss．39－49．
（14）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．303．
（15）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid，　s．42．
（16）この問題については本稿の（1）及びElving　Gunnarsson，ibid．，　s．226以下
　　を参．照。
（10Eva　Wallenstedt，［1988］，s．530ch　ss．43－54，　F6regAngare，　s．71．
（18）Eva　Wallenstedt，［1988］，s．42．
⑲Eva　Wallenstedt，［1988］，ss．43－48．，　Las　Engwall（red．），［1995］，ibid．，
　　ss．72－73．
????????? Eva　Wallenstedt，［1988］，ss．43－49．
Eva　Wallenstedt，［1988］，s．50．
Las　Engwall（red．），［1995］，s．74．
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
［1988］，ibid，，　s．56．
［1988］，ibid．，　ss．60－61．
［1988］，ibid．，　s．62．
［1988］，ibid．，　ss．61－62．
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1．2．株式会社産業情報サーヴィスとOskar　Sill6nの活
　　動：概観
　株式会社産業情報サーヴィス（ABJndustribyra）は、スウェーデン工
業連盟設立初年度（1910年）に開催された重役会で、Erland　Norlund（当
時、この連盟の取締役専務VD）が、コンサルタント活動を遂行するため
に法人組織のサーヴィス機関（en　konsulterande　juridisk　organisativ
byra）を設立するべきことを提案したことに始まる。およそ1910年頃の
スウェーデンの産業界は、遅れた近代的な工業化過程の終了を控えて、
企業の経済活動のあらゆる分野で、技術革新を中心とした近代的な合理
化を、具体的になお一層どのようにして推進するべきかという切実な問
題に直面していた。スウェーデン工業連盟は、その下部機関として1911
年に同社を設立し、同社を拠点としたコンサルタント活動によって、産
業界の要請に応えようとした。同社は、このような要請を受けて、さし
あたり近代的な工業化過程の一環として、企業活動の合理的な組織化の
ための知識と手法に関する情報を産業界の人々に広く提供し、かれらに
様々な適切な助言をするという課題を負ったのであったω。折しもこの
頃、ストックホルム商科大学は、商業技術論／企業経済学の教育・研究者
として最初にその責任を負ったErnst　Walbのドイツへの帰国が懸念さ
れる中で、難航している後任人事問題の早急な解決を迫られていた。商
科大学が、この領域の教育・研究者として明示的或いは暗黙のうちに想
定していたような適格性を満たす人材は、当時のスウェーデンでは、絶
対的に不足していたとはいえ、商科大学が、労働市場において産業界が
提供するよりももっと良い雇用条件を提示できれば、後任人事問題の解
決を速やかに解決することも可能であった。商科大学は、難航した人事
問題を、教授会が、同大学の商業技術論／企業経済学の教育・研究者とし
て適格性を満たすと判断していたOskar　Sill6nを、一方では商業技術
論／企業経済学の助教授として雇用し、他方ではスウェーデン工業連盟の
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支援でかれが株式会社産業情報サーヴィスの組織部門における主任とし
て働くことを承認し、これによってかれに対してより良い経済的な雇用
条件を保証したのであった。このようにして後任人事問題は、最終的に
解決した。因みにいえば、Oskar　Sill6nは、組織部門の主任として、同
部門設立の最初の5年間には、年俸6，000krの他、特別報酬として同社の
純益の2／3を受領した。1918年に同社は、定款変更によって、法定積立金
の積立と株主への恒常的な配当の後、同社の年次利潤を、同社に帰属す
るものとなし、Oskar　Sil16nが、過去5年間に獲得してきた特別報酬制
を廃止した②。
　Oskar　Sill6nが、株式会社産業情報サーヴィスの組織部門の主任の地
位に就いたとき、かれは、スウェーデン工業連盟の合意の下で、著作の
編集・検閲・出版、近代的な方式による営利企業の組織化、最新の事務
機器の紹介・斡旋、講演活動の整備・普及等の問題に取り組んだ。これ
らの問題の中でも営利企業の組織化という課題は、Oskar　Sill6nが、商
科大学への就任に先立って、「セパラトゥール・ベルリン支店」に勤務し
ていた当時、既に取り組み、習熟していた問題とほぼ同一な問題であっ
た。かれは、そこでの経験と知識とを前提として、例えば、事務作業の
組織化に関わる諸問題について発言・助言し、またそれとの関連で「効
率的な実際原価計算を特に考慮した」（3）近代的な手法による記帳作業の
組織化という問題に取り組み、後には実際原価計算の熱心の代弁者とさ
れた。これに対して著作の編集・検閲・出版という課題は、当初、株式
会社産業情報サーヴィス或いは同社の上部機関であるスウェーデン工業
連盟の最高幹部の人々の直接的な意向に沿って設定された課題であっ
た。即ちかれらは、工業連盟刊行物シリーズの形式を採りながら、Oskar
Sill6nに、営利企業の近代的な組織化等の問題の中でもかれにとって特
に興味ある問題について寄稿させるか、或いはスウェーデンの産業界に
対する社会的な関心と理解とを深めさせ、同時にまた産業界の啓蒙に役
立つような基礎的でしかも最新の様々な情報を紹介・公表させることを
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考えた。そのため工業連盟は、出版活動の分野を5つの分野即ち法規定、
統計、機構・組織、各種の公刊物、小記事・小冊子の出版活動に区分し、
各々分野毎に工業連盟刊行物シリーズの出版が可能となるように、その
基本的な枠組を整備した。Oskar　Sill6nは、スウェーデン工業連盟のこ
のような意向に沿って、既に1913年に「実際原価計算の特徴」（Grund－
dragen　av　industriell　sj　alvkostnaderberakning，　Sveriges　IndustrifOr－
ening，　Publikationer，　avdelning　Organisation，　No　5，　Stockholm，1913）
をスウェーデン工業連盟刊行物シリーズの一冊として出版し、この問題
に関する自己の見解を明らかにした（4）。Oskar　Sil16nのこの著作以外に、
この部門の初期の刊行物として出版された記憶されるべき著作は、かの
Fredric　Taylorの「科学的な管理の諸原則」（The　Principles　of　Scien－
tific　Management）のスウェーデン語翻訳版「合理的な分業．テイラーシ
ステム」（Ratinenll　arbetsledning．Taylorsystem）であった。訳者及び
スウェーデン語版序文の執筆者は、工学士でありスウェーデンの合理化
運動の初期の旗手として著名なErik　August　Forsbergであった（5）。最新
の事務機器の紹介・斡旋という問題は、当時のスウェーデンの産業界に
とって急務であった企業経営の近代的な合理化したがってまたその一環
としての労働手段・技術の体系の革新という問題と密着した課題であり、
それに関する情報を如何にして入手し、新しい労働手段・技術の体系を
現実にどのような形で具体的に導入するかということは、産業界にとっ
て極めて切実な問題であった。Oskar　Sill6n自身もまた、この問題を重
視した。その著「近代簿記法．工的一及び商的企業を特に考慮して」
（Moderna　bokf6ringsmetoder　med　sarskild　hansyn　till　fabriks－och
varuhandelsf6retag，1．　DeL，1．　upPl．，1915，3．　upPl．，1927，　Stockholm）
は、その執筆の最も直接的な動機は、教授職昇進のため大学側から要請
されたことであったが、その内容は、事務機器と会計的な事務処理方式
の問題とに相当な比重をおくものとなっていた（6）。講演会の整備・普及と
いう課題もまた、スウェーデン工業連盟が、出版活動と同様に、重視し
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ていた問題であった。例えば、スウェーデン工業連盟は、先導的に工業
連盟講演週間（industrifdrbundets　fdrelasningsvecka）を設けて、産業
界の人々に対して経済・産業・企業等に関する基礎的な知識の提供或い
は最新の教育・研究の成果の紹介に努めた。各産業部門或いは個々の企
業もまた、これに触発されて、定期的・持続的或いは不定期的・断続的
に様々な講演会を開催した。このような講演会の開催を整備・普及させ
るということも、株式会社産業情報サーヴィス組織部門の重要な課題で
あった（7＞。とはいえ産業界の人々が、株式会社産業情報サーヴィスに依頼
する問題は、同社の設立当初より非常に多面的であり、Oskar　SiH6nに
とって助言する能力も資格もないような諸問題を含んでいた。そしてこ
の傾向は、時代と共に、益々、顕著となった。そのため同社は、その時々
の産業界の要請にしたがって漸次に事業活動を拡大しつつ、設立以来
Oskar　Sill6nが1932年に同社を辞職するまでのおよそ20年間に、必要に
応じて新しい部門の増設或いは名称変更を行い、かれが辞職するときに
は、組織部門以下、合計6部門をかかえるようになっていたcf・1）。
cf．1）株式会社産業情報サーヴィスの諸部門の整備：1912－1932年
　1912組織部門（Organisationsavdelning）
　　　名称変更：1912　　経済組織部門（Avdelning　f6r　ekonomisk　or－
　　　　　　　　　　　　ganisation）
　　　　　　　　1929／30監査部門（Revisionsavdelningen）
　1914技術部門（Tekniska　avdelning）
　1918　交通部門（Trafikavdelning）
　1921工場組織部門（Avdelning　for　fabriksorganisation＞
　1929／30防火技術部門（Brandtekniska　avdelning）
　1931税務部門（Skatteavdelning）
　（Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid。s．228．）
Oskar　Sil16nが同社を退社した理由は、1932年のクロイゲルの崩壊
（Kreugerkraschen）を契機として、それまでクロイゲルコンッェルン
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（Kreugersconcern）の監査業務に直接関わってきた公認会計士Anton
Wendlerのみならず、スウェーデンの公認会計士制度それ自体に対する
批判とその独立性及び責任の分割という問題が社会的に焦眉の的となる
のに伴って、Oskar　Sill6nが、株式会社産業情報サーヴィスしたがって
またその上部機関たるスウェーデン工業連盟からの、会計士としての自
己の独立性に少しでも疑念が持たれることを警戒したからであった。こ
のような配慮よりOskar　Sill6nは、かれと師弟関係にあった3名の人々
即ちFritz　Tlus、　Arvid　Erikson、　Nils　Olssonと共に、同社を辞職し、
新たに監査事務所STEOを設立した（8）。
　技術部門（1914年開設）が担当した業務は、商工業上の各種の設計・
建築活動（スウェーデン企業の危険負担による国外工場の設計・建造も
含む）、輸送制度の改善、企業の全体としての労働手段・技術の体系の近
代化に関する調査・答申、その他の経営管理上の諸問題に関わるコンサ
ルタント業務等であった。この部門は、その開設の当初より産業界から、
様々な要請をうけた。この部門の開設時に主任としての地位に就いたの
は、エンジニアTheodore　Bergenであった。かれは、過去には設計・組
織事務所たるLockwood，　Green＆Co　i　Bostonでの勤務経験を有して
いた。既に工業連盟やスウェーデンの商工業界の指導的な地位にある
人々は、テイラー主義の諸原則を周知していた。とはいえこの部門は、
さしあたり、専ら技術革新を含む企業の固定的な設備の工学的な問題に
ついて助言することに力点をおき、Fredrik　Taylorの提唱するようない
わゆる科学的な管理によって企業経営の合理化を促進するという問題に
ついて、具体的な意見表明と提言をするには至らなかった。株式会社産
業情報サーヴィスが、この種の問題に本格的に取り組むようになったの
は、交通部門が設立されてからであった。それでも技術部門の発展は、
組織部門のそれよりも急速であり、例えば、1917年には組織部門のコン
サルタント及び監査業務による収入が27，000kr程度であったのに対し
て、技術部門のそれは、154，000kr程度にまでなっていたのである（9）・
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　交通部門（1918年開設）が担当した業務は、さしあたり資材運搬の損
害補償、鉄道料金の決定、鉄道規制等に関する諸問題を処理することで
あった。この部門は、これらの問題を処理する過程で、工業生産物のコ
スト引下げ問題を最も重視するようになり、この視点より運送費の削
減・運送時間の短縮・人的効率性の増大等の問題に取り組んだ。過去に
鉄道の駅の書記係としての経験を積んでいたM．Hogfeltが、初代主任
の地位に就き、後にはOlof　Karnekull及びJohn　Carlsonが、同じく主
任として参画した。総じてこの部門には、その開設以来、様々な業務が
寄せられ、例えば、コスト引下げ・合理化という視角より、工場組織
（verkstadsorganisation）、分業及び輸送設備と組織等に関するコンサ
ルタント業務に従事した。この部門の運営は、それ自体まさに科学的な
管理の精神を目標として行い、アメリカより学んだ諸経験を利用した。
この部門が手掛けた業務の中でも特に顕著な活動の一つは、1921年4月
より1924年末まで続いた、造船建造で著名な「株式会社コックゥム・機
械工場」（Kockums　mekaniska　verkstad　AB）の、合理的な方法によ
る組織化の作業であった（1°）。
　防火技術部門（1929／30年開設）が担当した業務は、商工業の防火装置
と対策について調査し、安全な防火対策を強化するために、適切な提言
をすることであった。この部門は、設立当初より小規模であった（11）。
　税務部門（1931年開設）は、その設立当初より各界から多大な関心を
呼んだ。この部門の主任は、Kjell　Fredenであった。かれは、ストック
ホルム市知事職の一つとしての徴税問題（課税査定問題）の補佐役であ
った（12＞。
　これらの各部門が、スウェーデンの産業界に対して果たした機能・役
割という点よりみて、何れの部門が最も重要であったかということは、
優劣をつけることはできない。とはいえ各部門にコンサルタントとして
雇用された人々の「知的報酬」（arvoden）による収入の合計額の相当部
分は、傾向的に技術部門からのそれであった（13）。そして同社のコンサル
46
タント活動による収入の合計額は、例えば、1920年代初頭の一般的な景
気の動向（不況）に左右されて低落しても、技術部門のそれは、新しい
設備・建物等の建造（例えば、発電所・ダム・プラント等）・改善・拡大
傾向によって、むしろ増大した。更に、例えば、1927年には、同部門は、
労働方法の改善、労働節約的な機械の導入、工場内外での財貨の移転・
輸送に関する労働節約的な手段による諸生産物の製造原価引下げのため
に、「流れ作業の遂行」（genomf6randet　av　flytande　tillverkning）に対
する幾つかの提案を行ったように、その収入源は、概して特化された部
門での、景気の動向を配慮しつつ、不断に労働節約的な技術革新による
合理化運動の推進を求めるスウェーデンの産業界の動向によって規定さ
れたといってよいであろう（’4）。
　株式会社産業情報サーヴィスとりわけ組織部門の主任としての
Oskar　Sill6nの役割は、教育・研究者としてのかれの活動と実務家とし
ての活動との接点を見いだすことであった。かれは、そこでの活動を通
じて産業界の人々と接触し、人脈を広げ、産業界の人々に商業技術論／企
業経済学の教育・研究の成果を伝えた。同時にかれは、そこでの経験を
教育・研究の場で活かし、新しい問題の提起・問題解決の場合の考え方・
問題解決の方法を探った。その意味で同社を拠点としたかれの活動は、
スウェーデンの商業技術論／企業経済学の発展したがってまたその一環
として会計学の発展においてかれが果たした役割・機能を考察する上で、
極めて重要であった。とはいえ　Oskar　Sil16nのコンサルタント及び会計
士としての実際的な活動の足跡したがってまた株式会社産業情報サーヴ
ィスの組織部門を拠点とした活動の足跡と同社を辞職した後に組織した
会計士事務所STEOを拠点とした活動の足跡を顧み、その結果について
詳細に検討することは、本稿では避け、極めて形式的であるが、コンサ
ルタント及び会計士としてのかれの足跡を、表4、表5、表6・表7・
表8、表9で、概略、示すに留めたい。それでもこれらの表から・かれ
が、如何に産業界と密接な関わりを持っていたかということを垣間みる
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ことができるであろう。そしてこれらの表を前項で記載したかれの執
筆・講演活動と照らし合わせてみれば、商業技術論／企業経済学の教育・
研究活動とコンサルタント及び会計士としての実務的活動との接点を見
いだそうとした、かれの努力の跡を、窺い知ることができるであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）　Las　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　s．68．
（2）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．230．
（3）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．233．
（4）Eva　Wallenstedt，［1988］，｛bid．，　s．233．
（5）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　ss．227－229，　Las　Engwall（red．），
　　［1995］，s．
（6）Oskar　Sill6n，　Moderna　bokf6rings　metoder，3．　uppL，1927．　Stockholm
　s．38．
（7）Oskar　Sill6nの出版・講演活動については、表2（1及びII）を参照の
　こと。
（8）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　ss．243－251．
（9）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．233．
（IO）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　ss．229－230．
（11）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．230．
⑰Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．230．
（13）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．230
（14）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　ss．230－232．
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表4　0skar　Sill6nが関与した業務　1912－1914
年度 業　務　内　容 依　頼　者　名
1912－1914監査委員会（Revsionskommitt一スウェーデン工業連盟
6）の委員及び書記
1912－1914簿記・実際原価計算・販売等の 鉄工所・機械製造企業・製材
組織の再編援助 工場・木材パルプ及び製紙工
場・製粉所・陶器タイル及び
石炭産業・卸売商・その他工
的企業
1912－1914資金調達及び簿記に関わる案件
の調査・答申
1913 コンサルタント業務 地方自治体課税委員（Kom・
munalskattekommitterade）
ストックホルム市の資材調達及 ストックホルム市建築局
び上下水道並びにメールラル湖 （Stockholmsstads　byggnads一
造船所の再編に関する調査・答 kontoret）
申の援助
簿記の部分的な再編に対する提 国立電信局（Kungl．　Tele一
案 grafverket）
1913－1914国有林及び国有地の簿記の修正 農業省（Kungl．　Jordbruksde一
に関する予備的な調査と提案 partmentet）
1914 スウェーデンの食料資源の生産 陸軍管理（Arm6f6rvaltning）
に関する様々な調査・答申並び
にストックホルム4大工場の缶
詰生産の点検
関税局（Tullverket）の現行簿記1914年関税委員会（14昌rs　Tull一
システム及び事務方式並びにそ komission）
の動機に関する意見表明
各種の大・小規模の監査 特に工的企業
（出典：Eva　wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．234．）
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表5　0skar　Sill6nが関与した企業名　1913－1921
年度 企　　業　　名 株式資本金 業　種　名
1913AB　Lidk6pings　mekaniska　verkstad360機械工業
1914AB　Hiertas　bokfδrlag 372出版業
1915Lessebo　AB 1，026材木・製紙工業
AB　Sveriges　litografiska　tryckerier15，650印刷業
Safveans　AB 2，000材木工業
AB　Lux 3，000金属工業
1916Bernstr6m＆C：oAB 302商業
Gnnebo　bruks　nya　AB 1，200鉄工業
1917Fabriksaktiebolaget　Sulfitsprit664化学工業
　　　　　●，morra　Osterg6tlands　jarnvagsaktiebolag1，300交通業
AB　Separator 28，000機械工業
1918Liff6rs且krings－AB　Nordstjernan2，000保険業
HemsjO　kraftaktiebolag5，077エネルギー産業
AB　Linding6　villastad 3，250不動産業
1919AB　Bergslagen　gemensamma　kraftf6r一818エネルギー産業
valtn．
AB　EIevator 1，400機械工業
Skandinaviska　Kreditaktiebolaget87，188金融業
AB　Svenska　Handelsbanken60，709金融業
1920AB　Agra　margarinfabrik2，500食品工業
Allm加na　Svenska　Elektiriska　AB75，000電気工業
1921Slagteri　AB　i　Stocholm 520食品工業
Byggnadsaktiebolaget　Manhem2，184不動産業
Reymersholms　gamla　industriaktiebolag32，918機械工業
Mo　och　Domsj6　AB 19，910材木工業
＊金融欄の単位　ktr．
（出典：Eva　wallenstedt，1988，　ibid．，　s．236．）
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表6　0skar　Sill6nの監査業務　1928－1931／32
会　　社　　名 株式資本金 業　　種 期　　間
F6rlagsaktiegolaget　Iduna1，320不動産管理 1928－1931／32
Byggnadsaktiebolaget　Manhem2，184 同上 同上
Rosenlunds　fabrikers　AB1，000 同上 1928
Allmanna　Kreditf6rsakrings　AB1，000保険業 1931／32
FOrsakrings　AB　Valkyrian600 同上 1928－1931／32
Svenska　Personal－pensionskas・支払保証 同上 1929／30－1931／32
san 準備金
AB　Bergslagens　gemensamma1，510電力・動力 1928－1931／32
kraftf6rvaltning 産業
Reymersholms　gamla　industri11，137化学工業 1928－1931／32AB
AB　Skattefri　sprit 400 同上 同上
AB　Svensk　sprit 900 同上 同上
Slagteri　AB 1，560食品工業 1928－1931／32
AB　Avancemotror 2，000金属・機械 1928－1928／29
工業
AB　EIevatQr 1，040 同上 1928－1931／32
AB　PI邑tmanufaktur 3，530 同上 同上
Allm註nna　Svenska　Elektriska75，000 同上 同上
AB（ASEA）
AB　Nordiska　armaturfabriker一8，250 同上 1929／30－1931／32
na
Sandvikens　Jernverks　AB16，000 同上 1930／31－1931／32
Safve＆ns　AB 3，000製紙・パル 1928－1929／30
プ工業等
Thosviks　AB 250 同上 1931／32
AB　Svenska　bokf61aget　P．　A．6，300印刷・製紙 1928／28－1931／32
Norstedt＆S6ner 精製工業
Pappemballage　AB 350 同上 1930／31－1931／32
AB　P．　A．　Norstedt＆S6ner9，600 同上 1928－1931／32
AB　Sveriges　Litogafiska40，085 同上 同上
tryckerier
Svenska　Bensin－Petroleum　AB1，500流通業 1928－1931／32BP
Surahammars　bruks　AB500製造業 1931／32
（出典　Eva　wallenstedt，1988，　ibid．，　s．244．）
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表7 STEOが関与した上場会社の監査　1933
会　　社　　名 株式資本金 会計士名
（Mkr）
AIImanna　Svenska　Elektriska　AB75 Sill6n
Bergvik＆Ala　Nya　AB 28 Sill6n
Billerunds　AB 28 Tjus
AB　Elektrolux 60 Erikson
Ford　Motor　Company　AB 5 Sillξn
Galfe－Dala　Jarnvags－AB 13 Erikson
　　　　　　　　ojorsnas　Sagverks　AB 21 Sill6n
AB　Nordiska　armaturfabrikerna8 Sill6n
AB　P1且tmanufaktur 4 Si116n
Brandf6rsakrings　AB　Norrland2 01sson
Sandvikens　Jernverks　AB 16 Sill6n
Stockholms　Intecknings　Garanti　AB18 01sson
Stockholms　Superfosfat　Fabriks　AB9 Olsson
AB　Sveriges　Litografiska　tryckerier43 Si116n
Liffδrsakrings－AB　Victoria 0．5 Erikson
（出典：Eva　wallenstedt，1988，　ibid．，　s．249．）
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表8　0skar　Sill6nが会計士であった会社　1940－1941年
会　　社　　名 株式資本金 業　　種
Fδrlagsaktiebolaget　Iduna 1，320不動産管理
Byggnadsaktiebolaget　Manhem2，184 同上
Fastighetsaktiebolaget　Nilco250 同上
Fas亡ighe亡saktiebolag　Thovi 250 同上
Svenska　Personal－Pensionskassan一 保険業
F6rsakringsaktiebolaget　Valkyrian600 同上
Surahammars　Bruks　AB 500製造業
AB　Bergslagens　gemensamma　kraftf6rvalt一3，000電気・エネルギー
　響獅撃獅 工業
AB　Svensk　sprit 900化学工業ASEA 75，000金属・機械工業
AB　Liljeholmens　Kabelfabrik1，500 同上
E．A．　Bergs　Fabriks　Aktiebolag900 同上
Graham　Brothers　Aktiebolag1，000 同上
Kockums　Mekaniska　Verkstads　AB5，000 同上
Aktiebolaget　Platmanufaktur4，500 同上
Sandvikens・Jernverks　Aktiebolag20，000 同上
Svenska　Murbruksaktiebolaget400石材・粘土等天然
資源掘削業
AB　Svenska　Bokf6rlaget　P．　A．　Norstedt＆6，300出版・製紙業
S6nner－A．　Bonnier
AB　Sveriges　Litografiska　Tryckerier43，395 同上
Akt童ebolaget　P．　A．　Norstedt＆Sδner9，600 同上
Tolls　Byggnadsaktiebolag 1，000代理店・請負業等
AB　Bensir＆Oljekompaniet500流通業
Aktiebolaget　Eskilstunamagasinet800 同上
Ford　Motor　Company　AB 5，000 同上
Sand－＆Grusaktiebolaget　Jehander715 同上
Automobilfirma　Ernst　Nilson＆C：oAB750 同上
Svenska　Bensin－Petroleum　AB　BP2，500 同上
AB　Walund＆GrOnblad 1，200 同上
＊金額欄の単位　tkr．
（出典：Eva　wallenstedt，1988，　ibid．，　s．250．）
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表9　0skar　Sill6n関与した上場会社　1913－1958
会　　社　　名 株式資本金 期　間 継承者
（tkr．）
AB　Sveriges　litografiska15，6501913－1955／56S．L6fgren
tryckerier
Allmanna　Svenska　Elektiris一75，0001918－1953S．Hagstr6m
ka　AB
AB　Platmanufaktur3，5301919－1944F．Tjus
A．Eriksson
Reymersholm＆Gamla　indus一11，1371928－1931
tri　AB
AB　Nordiska　armaturfabri・8，2501929－1937N．Olssonkerna
Sandvikens　Jernverks　AB16，0001929－1956S．L6fgren
Berkvik＆Ala　Nya　AB28，1251932－1936　　　o，o．0．Ohrlig
AB　Korsnas　Sagverks　AB21，0001932－1938V．Bergman
Ford　Motor　Company　AB5，0001933－1958N．Olsson
（出典：Eva　wallenstedt，1988，　ibid．，　s．252．）
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1．3．商業技術論／企業経済学の専門化’会計領域の特化
　Oskar　Sill6nは、1912年にストックホルム商科大学の商業技術論／企業
経済学の助教授として就任したとき、商科大学で商業技術論／企業経済学
の最初の教育・研究者としてその座に就いたErnst　Walbの1909年の学
習計画（1909ars　studiepaln）を、さしあたり基本的には継承すること
から出発した。ここに言う学習計画とは、商科大学の商業技術論の教育・
研究上設置されている各科目名と履修順位（必須・選択科目名の別）、教
育形式（授業形式としての講義・演習・商業技術論／企業経済学上の諸問
題に関する会話の別）、試験形式（筆記試験・ロ頭試験・実習の別）、受
験要件としのて参照するべき諸文献等について定めたものであったω。
　Oskar　Sill6nは、商科大学への就任に先立って、再教育のために、お
よそ半年程度のヨーロッパ研修旅行（1911年10月一1912年3月）に赴い
た。かれは、旅先より学長Carl　Hallendorff宛の書簡で、　Ernst　Walbの
学習計画を大巾に改訂したい旨、既に申しでていた。とはいえ実際にか
れが、新しい学習計画の導入に踏み切るのは、もっと後の1944年であっ
た。
　さしあたりOskar　Sill6nは、　Ernst　Walbの学習計画を前提として、
1912年学習計画（1912邑rs　studieplan）を提示した。その後かれは、幾
度か学習計画を変更し、その都度、新旧科目の新設・廃止・統合を重ね
た。かれの手によるスウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の専門
化は、この過程を通じて達成された一定の成果であった。かれは、どの
ようにしてこの専門化を進めていったか。本稿ではこの問題の委細に立
ち入ることは避け、さしあたり商科大学の商業技術論／企業経済学の体系
化の歩みの出発点となった1912年の学習計画（1912Srs　studieplan）を
一瞥することより出発し、次いでかれのおよそ40年間にわたる教育・研
究者としての足跡を、概略、年代順に列挙し、それに基づいて専門化の
進展の幾つかの指標を指摘しよう。
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　Ernst　Walbは、1909年にストックホルム商科大学の商業技術論／企業
経済学の最初の教育・研究者として就任したとき、かれは、1909年の学
習計画を作成する場合、かれが卒業したケルン商科大学の学習計画の部
門区分と科目配列とをほぼ踏襲し（2）、商業技術論／企業経済学の教育・研
究の対象を3つの分野に区分し（3）、各々の分野で取り扱うべき諸問題を
列挙したcf・1）。
cf．1）1909年学習計画の内容は、次のようであった。
　A．商業活動組織（handelssrdrelsens　organisation）
　　　簿記（bokfdring）
　　　貸借対照表技術論（balansteknik＞
　　　工場簿記（fabriksbokf6ring）
　　　工場組織論（fabriksorganisation）
　　　貸借対照表論評（balanskritik）
　　　実際原価計算（sjalvkostnadsberakning）
　B．通貨一及び資本流通（penning－och　kapitalr6relse）
　　　通貨一紙幣一小切手流通技術論（penning－，　sedel－och　checkrdrelsens
　　　teknik）
　　　国内及び外国為替（inhemskaoch　utlandska　vaxlar）
　　　各種の有価証券及び有価証券取引（olika　slag　av　vardepapper　och
　　　v琶rdepappers・handeln）
　　　抵当業務（hypoteksrOrelsen）
　　償還計算（amorteringsrakning）
　C．商品流通（varuhandeln）（本来的な商品交換と結合した諸問題）
　　　運送及び輸送制度（speditions－och　transportvasen）
　　鉄道及び海運（ji’rnvags－och　sjbtrafik）
　　　関税制度（tullvasen＞
　　　市場一及び取引所制度（marknads・och　bdrsvasen）
　　　国際貿易商品論（varldshandelsartikar）
　　銀行技術論特殊課程（en　sarskild　kurs　i　bankteknik）
　演習
（Lars　Engwall（red．，），［1978］，F6retagsekonomiska　Rdtter，　ss．20－21．）
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Ernst　Walbは、この学習計画に沿ってストックホルム商科大学での
商業技術論／企業経済学の教育・研究に着手したとき、教育・研究の力点
を簿記及び簿記に関連する諸問題と銀行技術論を中心とした通貨市場問
題においた（‘）。そのためかれは、銀行技術特殊課程（主として銀行簿記）
の教育・研究上、助教師を必要とし、さしてあたり国立銀行の公務員Ivar
Hultmanを雇用するべきこと、また更に時間給2kr（最大限度50krま
で）の助手（amanuens）を必要とし、さしあたりIsaac　O．Cassel（公認
会計士）を雇用するべきことを大学側に要望した。大学側は、この要望
にしたがって新たにこの領域の助教師及び助手を雇用した。これによっ
てかれは、かれらの援助の下に、当面、この時期の産業界の要望に沿っ
て、簿記及び貸借対照表技術論、通貨一紙幣一小切手一為替、通貨市場及び
有価証券取引等に関わる講義と演習を担当した。
　Oskar　Sill6nは、1912年にストックホルム商科大学の商業技術論／企業
経済学の助教授及び主任教員として就任したとき、1912年の学習計画cf・1）
を作成する場合、かれが、ケルン商科大学に在籍中に直接的にも間接的
にも様々な示唆をうけたEugen　Schmalenbachの考え方に照準を定め
て、前任者Ernst　Walbの学習計画を拡大化することを模索し、商業技
術論／企業経済学の教育・研究対象の領域を2つの部門に区分し、各々の
部門で取り扱うべき諸問題を列挙した（5）。かれが、この1912年の学習計画
を作成する場合最も重視したことは、「……学生達が、商業技術論の全領
域で一般的な教育（en　allmSnbildning）を身につける」（6）ということであ
った。
cf．1）1912年の学習計画の内容は、次のようであった。
1．営業管理技術論（AffSrsforvaltningens　teknik）：営利企業論．その経営と
　管理（Laran　om　affarsf6retaget　dess　ledning　och　f6rvaltning）
　A．概論（allman　deL）
　　1．営業事務組織論（affarskontorets　organisation）●
　　2．　簿言己　（bokfδring）＊
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　　　3．貸借対，照表技術論及び貸借対．照表論評（balansteknik　och－kritik）＊
　　　4．監査技術論（revisionsteknik）●
　　　5．統計学（statistik）（私経済学的なものprivateknomisk）
　　　6．商業数学序論（inlednig　till　handelsaritmetik）●
　B．特論（speciell　del）
　　　1．商品売買企業組織論（varuhandelsf6retagens　organisation）
　　　2．銀行内部組織論（bankers　inre　organisation）
　　　3．工場組織・実際原価計算（fabriksorganisation　m．　sjalvkostnadsbera－
　　　　kning）　●●
2．営業取引技術論（Affarstransaktionernas　teknik）
　A．概論（allmtin　del．）
　　　　理論的な取引論（teoretisk　handelslaran）
　B．特論（speciell　del．）
　　　1．商品流通組織と技術論．輸出一及び販売技術のような特殊項目を含むも
　　　　の（varuhandelns　organisation　och　teknik　med　speciella　grupper
　　　　sssom　export－och　f6rsaljningsteknik）●
　　　2．商品流通業務上のコミュニュケーション制度（kommunikationsvase－
　　　　ndet　i　varuhandelnstj　anst）　●
　　　3．商品流通業務上の諸機関（institutioner　i　varuhandelns　tjanst）：取
　　　　引団体（handelsfdreningar）・企業財政調査（solidetsupplysning）等●
　　　4．通貨市場組織（penningsmarknadens　organisation）・
　　　5。支払手段技術論（betalningsmedelns　teknik）・
　　　6。資金調達技術論を含む有価証券取引（vardepappeshandeln，　inkl．　fina－
　　　　nsierings－teknik）＊
商業技術論的な演習（handeltekniksa　seminar6vning）
商業技術論的な諸問題に関する会話（samtal　6ver　handelstekniska　frAgor）
実際的な簿記実習（praktiska　bokfδrings6veningar）
cf．　＊印：Ernst　Walbの1909年学習計画の下で実際に教育・研究が行われてい
　　　　　た諸問題。
　●印：Oskar　Sill6nの1912年の学習計画の下で実際に新たに教育・研究が
　　　　　開始した諸問題。
この学習計画を一瞥すれば、それは、Ernst　Walbの1909年の学習計画
とは、教育・研究対象の区分、そこで取り扱うべき諸問題、その他、様々
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な点でかなり相違していたことが、明らかとなるであろう。その個々の
相違点はどうあれ、その後のスウェーデンの企業経済学の専門化という
問題を射程に入れた場合、ここでさしあたり留意したいことは、次の2
点である。
　（1）Ernst　Walbの学習計画の下でも1912年のOskar　Sill6nの1912年
学習計画の下でも、教育・研究上、取り上げられるべく予定され、また
何れの教育・研究計画の下でも、実際に教育・研究上、取り上げられた
諸問題は、簿記及び貸借対照表技術論／貸借対照表論評の問題であった。
1912年の学習計画で●印の付せられている諸問題（8項目）は、Oskar　Si－
11enが、商科大学の商業技術論／企業経済学の助教授として就任するのに
伴って、どのような教育・研究形式（講義、演習、実習、会話等の形式）
であれ、実際に新たに教育・研究上、取り上げられた諸問題であった。
これらの諸問題の中の一部は、既にErnst　Walbの学習計画の下でも教
育・研究の対象として取り上げるべく予定されていた諸問題であったが、
実際にはそれまで全く手付かずとなっていた諸問題であった。（例えば、
工場組織、実際原価計算、商品流通業務上のコミュニュケーション制度、
商品流通業務上の諸機関。）また一部は、Oskar　Sill6nが、1912年の学習
計画で教育・研究するべき諸問題として新たに導入し、実際にも教育・
研究に着手した諸問題であった。（例えば、営業事務組織論、監査技術論、
商業数学序論、商品流通組織と同技術論。）更に既にErnst　Walbの学習
計画に教育・研究上、取り上げられるべき諸問題として記載され、実際
にも教育・研究の対象となり、1912年の学習計画でも教育・研究上、取
り上げられるべき諸問題として記載されながらも、Ernst　Walbのドイ
ツへの帰国による後任人事の補充ができずに、実際には、教育・研究上、
取り上げられることなく、さしあたり削除されてしまった諸問題も存在
した。（例えば、通貨市場組織、支払手段技術論、資金調達を含む有価証
券取引。）Ernst　Walbの帰国による補充人事問題のためにさしあたり削
除されてしまった諸問題及び演習・実習・会話を、当面、別とすれば、
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1912年の学習計画で教育・研究上、取り上げられるべき諸問題として提
示され、実際にも教育・研究上、取り上げられた諸問題は、主として簿
記、貸借対照表技術論／貸借対照表論評、監査技術論、商業数学序論、工
業組織、実際原価計算、商品流通組織と同技術論、商品流通業務上のコ
ミュニュケーション制度、商品流通業務上の諸機関等であった。これら
の諸問題は、Ernst　Walbの帰国に伴う補充人事のためにさしあたり削
除されてしまった諸問題と共に、商科大学の商業技術論／企業経済学の教
育・研究領域の明確化、専門化、体系化を押し進めていくための最初の
与件であり、その出発点であった。Oskar　Sill6nの1912年の学習計画に
関連して、何よりも先ずこのことを確認しておきたい。
　（2）このことを確認した上で、1912年の学習計画において商業技術論／
企業経済学の教育・研究上、取り上げられるべき諸問題として記載され、
また実際にも取り上げられたこれらの諸問題及び一時的に削除されてし
まった諸問題を、その後、幾度か修正を経てようやく1944年の学習計画
の中で、ある程度まで、整えられるようになり、第2次大戦後も少なく
ても1960年代中葉頃まで従来型の路線に沿って引き続き行われたきた商
業技術論／企業経済学の教育・研究領域の専門化と体系化という動向との
関連で、改めて一瞥するとき、上記のように、1912年の学習計画では与
件として提示されていた簿記以下商品流通業務上の諸機関という諸科目
及びErnst　Walbの帰国によって一時的に削除された諸科目の中には、
Oskar　Sil16nがその後の教育・研究活動を通して徐々に成し遂げた専門
化と体系化への様々な可能性が、ある場合には明白に、またある場合に
は、渾然として未分化ながら、横たわっていたことにも、留意するべき
であろう。些か先走りするが、1944年の学習計画の下で、商科大学の企
業経済学の教育・研究の対象領域は、企業経済学1（F6retagsekonomi
1）及び企業経済学11（Fdretagsekonomi　11）に大別され、前者の領域
には企業会計一及び財務問題（f6retags　redvisnings－　och　finansproblem）
が、後者の領域には企業管理一及び流通問題（fdretags　administrations・
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och　distributionsproblem）が、配置されたこと、これを契機として商科
大学は、かれの助力によって、既に商科大学の教授職の地位にあった
Gerhard　TOrnqvist（1894－1963年、かれは、1922年、商業技術論／企業経
済学における販売組織及び販売技術論に関する助教師として就任、1926
年、Oskar　Sill6nが1912年の学習計画で担当していた科目の中でも貸借
対照表技術論／貸借対照表論評及び監査論以外の殆ど全科目を担当、1934
年に流通経済学の教授に就任、以後、1949まで同科目を担当、かれは、
「モデル形成」・経済計画化・市場予測の問題に貢献）（7）の他に、1946年に
はSune　Carlson（1909－、1937年、国民経済学及び統計学の助教師及び
特別教師として登場、「国民経済学研究所」den　nationalekonomiska
institutetの費用分析及び価格政策の講義を担当、1938年、企業経済学の
演習及び実習を担当、1941年、企業経済学の助教授として経済統計学を
担当、1945年、経営管理問題に関する講義を担当、1946年、経営管理問
題の教授職に就任、かれは、経済問題に関する合理的な思考と研究／調査
に関する実証主義的・先導的な思考によって、企業管理問題の体系的な
研究に着手、一時期、国連に勤務した後、ウップサラ大学に新設の企業
経済学の教授として就任、同大学ではウップサラ大学の伝統を踏まえつ
つ、歴史的・実証的な研究によって仮説を裏付ける努力をする一方、ス
トックホルム商科大学とは異なる教育・研究の在り方を模索）（8）、Folke
Kristensson（1914－1993年、1948年、　AEFの経済一及び企業構造に関する
領域の助教授に就任、1956年、Gerhard　T6rnqvistが1934年以来流通経
済学の中で取り扱ってきた計画に関する諸問題を流通経済学より分離・
独立させて、費用・収益分析という科目として担当、かれは、国民経済
学と企業経済学との境界領域を中心として構造問題の研究を展開、1961
年、Gerhard　T6rnqvistの退職に伴い、教授職に昇格）（9）が就任し、教師
陣の強化を図り、専門化の大枠を定められたこと、そして以後、Oskar
Sill6nの没後の1960年代中葉頃まで、進展した専門化の過程を想起する
とき、Oskar　Sillenが、1912年の学習計画で提示し、また実際にも行わ
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れていた教育・研究上の、上記のような諸問題は、専門化の最初の起点
として、たとえ言われるように、各諸問題相互間の整合性に欠けていた
としても、豊かな土壌であったのである。（因みに言えば、これらの新任
の教育・研究者達は、何れもストックホルム大学卒業後、アメリカ留学
の経験者であった。）それを端的に象徴するのは、Oskar　Sill6nが、後の
専門化の具体的な出発点とした、1920年のアメリカ研修旅行の体験を踏
まえて、既に1920年に、流通経済学的な要素の導入と企業経済学研究所
の創設と共に、応用心理学としての心理学技術論（psykoteknik）の講座
を開講することを構想し、機会のある度に、その開講を教授会に提案し
ながらも、この提案が実現したのは、かれの退職後であったということ
である。（因みに言えば、1956年には人的管理問題を含む社会・産業心理
問題に関わる領域をGunnar　Westlund（1911－1983年）（1°）が、更には1963
年には広告及び市場経済を特に考慮した経済心理に関わる領域をKarl－
Erik　Wannerydが、担当するようになった。）そしてこの専門化の過程
を推進した最も主要な要因は、本稿の⑪で指摘したように、その時々の
スウェーデンの一般的・基本的な経済の発展動向に規定された、企業の
要求に他ならなかった（11）。
　この2点に留意した上で、先ず始めにOskar　Sil16nが商科大学の商業
技術論／企業経済学の助教授及び主任教師としての最初の就任講演で表
明した教育・研究に関する所信表明の概要を明らかにし、次いで商業技
術論／企業経済学の専門化の出発点となったかれの1912年の学習計画の
下で・かれが実際に教育・研究に着手した諸問題の具体的な内容を一瞥
し・更にこれを前提として商科大学の教育・研究者としてのかれのその
後の足跡を、簡略な年表形式に纏め、それを手掛かりとして商業技術論／
企業経済学の専門化過程の大まかな方向性を明らかにしよう。この場合
ここでの年表の記載事項は、新しい教育・研究者の登場時期と担当科目
名を中心とする。その理由は、一般にスウェーデンの企業経済学の学会
では・「スウェーデンの商業技術論／企業経済学の歴史は、教授職の歴史
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であった」（12）とさえ言われている程、専門化の進展は、各々の領域での新
しい教育・研究者の登場（人事問題）と結合してきたからである。
　Oskar　Sil16nが、ストックホルム商科大学の商業技術論／企業経済学の
助教授として就任した頃、同商科大学が設立に当たってモデルを求めた
ドイツの諸商科大学では、周知のいわゆる私経済学論争が展開していた。
特にその争点となった問題は、商業技術論／企業経済学が、科学（vetens－
kap）か技術論（konstlara）かという問題であった（13）。ストックホルム
商科大学も、その設立以来暫くの間、この論争の影響を受けた。ストッ
クホルム商科大学の場合この論争に関連して最も関心を呼んだ問題は、
第1に商業技術論／企業経済学の教育・研究目標の設定、第2にその教
育・研究対象の規定という問題であった。第1の問題については、特に
実業界の人々は、ストックホルム商科大学の教育・研究が、過度に理論
的なものとなり（att　bli　alltf6r　teoretik）、実務的な問題が純粋理論的
な問題の中に埋没してしまうことに危惧感を表明し、その教育・研究が、
実務思考的な目標（praktiska　andamSl）に役立つべきことを要望した。
商科大学の理事会の議長（diretions　ordf6rande）Alfred　Lagerheimも、
こうした状況を踏まえて、商科大学の教育・研究が、その設立の経緯と
背景に照らして、実務志向的なものに役立つべきであると主張した。第
2の問題については、ドイツの私経済学論争の経緯を直載に反映して、
商業技術論／企業経済学という領域のその他の社会科学の領域特に国民
経済学（nationalekonomi）という領域との関係という問題が、争点とな
った（14）。
　Oskar　Sil16nが、ストックホルム商科大学の商業技術論／企業経済学の
助教授及び主任教員として就任したとき、かれは、所信表明のための就
任講演で、商科大学の建学の理念即ち商業技術論／企業経済学は、産業界
の前線で働く人々が直面する実際的な問題の解決に直接役立つべきであ
るという建学の理念に沿って（15）、商業技術論／企業経済学の教育・研究の
重要性を問い、産業界の第一線で働く人々即ち企業人（affarsman）によ
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って実際に応用されるという点に求めた。かれは、商業技術論／企業経済
学の教育・研究に関する重要性をこのように認識した上で、商業技術論／
企業経済学の教育・研究の対象を、仮に「商業という領域で発生する（事
象に関わる）純粋に技術的な様々な取扱」（de　inom　handeln　fdrekom－
mande　rent　tekniska　manupulationer）（16｝の問題に求めるとすれば、商
業技術論／企業経済学上の諸問題は、単に技術的な問題に帰着するように
なること、とはいえ商科大学の建学の理念に照らして商業技術論／企業経
済学の教育・研究の対象を定めるとすれば、それは、技術的な問題のみ
ならず、産業界の前線で働く企業人が現実に遭遇する多様な問題を体系
化し、理論的に考察し、そこより現実に適用可能な一定の処方箋を書き
上げるという問題をも含むべきこと、企業人の営む経済活動の目標は、
最大可能な収益性（h6gsta　m6gliga　rentabilitet）にあり、商業技術論／
企業経済学の教育・研究は、企業人のこのような経済活動の目標に応え
るものとなるべきことを説いた（17）。Oskar　Sill6nが就任講演の冒頭で明
示した商科大学の商業技術論／企業経済学の教育・研究に関するこのよう
な方向性、それは、例えば、1909年10月に商科大学に入学した人々が、
商業技術論／企業経済学の教育・研究に寄せていた期待と重なり合うか或
いはその延長線上にあるものであったc鋤。このような方向性は、かれが、
1915年に商業技術論／企業経済学の教授として就任して以来ドイツ的な
教育・研究をモデルとしてであれ模倣することより徐々に脱して、スウ
エeデンの実情に適った教育・研究を模索した初期の時代（1915－1920
年）、アメリカ研修旅行（1920年）の後アメリカ的な要素を具体的に教育・
研究活動の中に折り込むことをより一層明確に意識するようになり、こ
れに媒介されて商業技術論／企業経済学の教育・研究の領域の専門化の過
程を萌芽的に開始する中期の時代（1921－1933年）、商業技術論より企業
経済学という命名への移行（1934年）に象徴されるような専門化の過程
が、具体的・かっ急速に進展する後期の時代（1934－1952年）に至るま
で・生涯を通じて変らなかった。
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cf．1）因みに言えば、商科大学の設立初年度に入学した学生は、一団の、様々な
能力と才能のある人々であった。例えば、Sm邑1andbankenの大立者Isaac
Casse1、　Volvo社の立役者Assar　Gabrielsson、　Stockholms　enskilda　banken
の頭取Dolf　Rengstrand、ロンドン在住の頭取Orla　Bech、公認会計士LT，
Bohlin、　Seth　Sensson及びGustaf　Lindahl、その他身分を明らかにしなかっ
たが、過去に実務的な経験を有する多数の人々が在籍していた。かれらは、ス
トックホルム商科大学が、自らがその経済活動を続けているための補完物
（komplement）として存立することを望んでいた。（Eva　Wallenstedt，［1988］，
ibid．，　s．103．）
　Oskar　Sill6nは、商科大学の商業技術論／企業経済学の教育・研究のこ
のような方向性を明示・確認した上で、この就任講演では、商業技術論／
企業経済学とその他の隣接科学とりわけ国民経済学との関連という問題
を取り上げた。この問題は、商科大学の設立以来、Oskar　Sill6nが商科
大学に就任してからも幾年かの間、新興の商業技術論／企業経済学の教
育・研究者と既に伝統的に社会的に認知されていた国民経済学の教育・
研究者との間で、しばしば領域設定（教育・研究対象）とその研究方法
をめぐって、論争を惹起してきた。その背後には、ドイツの私経済学論
争が横たわっていた。Oskar　Sill6nは、就任講演では、ドイツのこの論
争を念頭におきながら、直接的には商業技術論／企業経済学の国民経済学
に対する関連を問うことより出発し、それを媒介として商科大学の商業
技術論／企業経済学の助教授及び主任教員として今後その教育・研究の基
本方針を、幅広い教育・研究におくべきであり、このような立場に立脚
する限り、そこでの最大の問題は、理論と実践の相互調整という問題に
帰着すると述べたcf・1＞。
cf．1）かれは、この問題について、概略、次のように説いた。即ち新興の商業技
術論／企業経済学と伝統的に確立している国民経済学の各々の教育・研究対象
を識別することは、かなり曖昧であり、当面、両者のそれを明確に画定するこ
とは、困難な状況にあること、その顕著な具体例は、銀行汲び通貨制度の組織
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（bank－och　penningsvasens　organisation：別名、通貨一銀行一及び取引所制度
pennng－，　bank－，　och　bOrsvtisendet）並びに営利企業の経済（affarsf6retagse－
konomi）の領域はもとより、工場組織（industriell　organsisation）、コミュニ
ュケーション制度（kommunikationsvtisendet）の領域であること（Eva　Wal－
lenstedt，［1988］，ibid．，　s．144．）、企業経済学者と国民経済学者が、各々、これ
らの領域の問題を教育・研究の対象とするとしても、同一事象に関する両者の
視点は、相違していること、前者は、私的企業の視点（den　privata　f6retagets
synpunkten）に、後者は、国民的・政治的な視点（den　nationella　och　politika
synpunkten）に立脚しており、重複があっても差し障りないこと、それどころ
か、企業経済学の理解には、国民経済学の理解を必要とし、その逆もまた真な
ること、ドイツで展開・新興している商業技術論／企業経済学の本質をめぐる論
争は、なお依然として未解決であること、例えば、Johan　Schar（ベルリン）
は、「商業経営論」（Handelsbetriebslehr，1911）で商業技術論／企業経済学は、
商法が、民法よD出発するべきであるのと同様に、国民経済学より出発するべ
きことを主張し、Moritz　Weyerman（フライブルグ）とHans　Sch6nitz（ベ
ルリン）は、共著「学問としての私経済学の基礎と体系」（Grudlegung　und
Systematik　einer　wissenshaftlichen　Privatwirtschaftslehre，　verlag　Braun，
Karlsruhe，1912．）の中で、経験的な経営問題の体系的な研究は、私経済学
（privatekonomi，　Privatwirtschaftslehre）の領域の問題てあること、それが、
科学（学問）として成立しうるのは、実践的な行為のための指針と処方箋とを
展開しない場合に限定されること、それ以外の場合私経済学は、技術論に過ぎ
ないこと、例えば、企業の経済活動に関する簿記上の誤謬を管理するというよ
っな問題は、印刷機の把手の学（koPPerpresskapen，　Kopierpressensch－
wengel）の問題であると主張してること（Lars　Engwall，　red．，［1995］，　ibid．，
s・53．）、これに対してEugen　Schmalenbach（ケルン）は、「商業研究誌」
（Zeitshrift　fUr　Handelswissenschaftlich　Forschung）で、技術としての経営
経済学を提唱し、技術としての経営経済学も理論を必要とするが、その理論は、
実践を基礎とし、実践より導きだされるべきことを主張していること、転じて
スウエーデンの状況を展望するとき、例えば、経済史家の碩学Eli　F．　Hecks－
cherは、概して商業の学問的な研究のための基礎（grundvalen　f6r　de　ha・
ndelsvetenskapliga　studierna）は、国民経済学であり、商業技術論の課題は、
産業界の技術的な側面（naringslivet＄tekniksa　sida）に限定されるべきを主
張していること（Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．291．）、このような内外の
現状を踏まえた上で、Oskar　Sill6nは、自分としては、商業技術論／企業経済
学と国民経済学との関係は、Eugen　Schmalenbachの見解と同様に、ある程度
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まで共通した領域に関わる独立した2つのテーマ（tvsfriest5endeamne）とし
て認識したいこと、商業技術論／企業経済学の実学性とその新興性とは、先進ヨ
ーロッパ諸国でさえも、この領域の教育・研究の発展を非常に遅らせ、この領
域に関する統一的な体系も未だに構築しえない状況にあること、スウェーデン
の場合、商業技術論／企業経済学の教育・研究の対象規定と統一的な体系の構築
という問題をめぐって現在とりわけ争点となっている問題は、「商業技術論／企
業経済学に関する理論と実践の相互調整」（Hur　ska　fdrhSllandet　teori－pra－
ktik　avvagas？）（Eva　Wallenstedt，［1988］，　ibid．，　s．142．）という問題である
こと、単に学界のみならず、産業界や新聞等ジャーナリズムの人々もまた、こ
の問題に注目し、とりわけ産業界の人々は、商業技術論／企業経済学の教育・研
究が余りにも理論志向的になり過ぎることに、危惧感さえ懐いていること、こ
のような現状の下では、商業技術論／企業経済学の教育・研究の力点は、学生達
により高度な専門的な知識を提供することよりも、この領域に関する幅広い全
般的な知識を提供すること（en　allmtinbildning　inom　alla　omr最det　framfδr
en　specialisering）におくべであると。（Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．142
－143．）
　Oskar　Sill6nは、ストックホルム商科大学の商業技術論／企業経済学の
助教授及び主任として、自らの教育・研究の目標とそこでの最大の問題
点を指摘した上で、商業技術論／企業経済学の領域をさしあたり、2つの
部門に区分した。（Oskar　Sill6nの1912年学習計画を参照。）第1の部門
は、営業管理技術論、第2の部門は、営業取引技術論である。ここに言
う第1の部門である営業管理技術論は、「単一企業の組織」（ett　enda
f6retags　organisation）の問題即ち「私的企業の組織と管理」に関する
問題を、第2の部門である営業取引技術論は、「同一事業活動を営む（産
業分野）における全ての営利企業組織」（organisationen　af　alla　affars－
f6retag　inom　samma　verksamhetsormr邑det）の問題即ち「一私的企業
がその他の私的企業と関係する場合生ずる諸取引」に関する問題を、
各々、取り扱う（18）。そしてかれは、各々の部門で取り扱われるべき諸問
題を列挙し、この2つの部門の関係を問い、両部門は、相互に依存関係
にあり、そのため場合によっては両部門の双方に関わる問題が、商科大
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学の商業技術論／企業経済学の教育・研究上は、同一の具体的な科目名の
下で論じられることもありうること、また、当面、設置されているか、
或いは現実に開講されている講義等の、各部門・各科目間の関係は、未
調整で整合性のないものになっているが、教師陣の充足と専門化の進展
によって、この問題は、解決される筈であると主張した（19）。
　Oskar　Sill6nが、このような将来への、漠然とした、だが、確固とし
た信念の下で、最初に着手した教育・研究の内容は、概略、次のようで
あった。
（1）　簿言己　（bokf6ring）
　簿記に関する教育・研究は、ストックホルム商科大学の設立当初より
商業技術論／企業経済学の中心的な科目として位置づけられ、学生達に簿
記の制度・本質（bokf6ringens　vasen）とその発展及びその応用可能性
について教育・研究することは、同商科大学の教育・研究の主要な任務
と考えられていた。そのため簿記の教育・研究は、既にErnst　Walbの
学習計画の下でも、実際に行われていた。
　Oskar　Sill6nは、前述のように、　Ernst　Walbの学習計画を拡大して、
幾つかの問題を教育・研究の対象として、1912年の学習計画の中に盛t，
込んだ。そのため総体的には、簿記の教育・研究が商業技術論／企業経済
学の教育・研究の全体に占める比率は、相対的に幾分低下することにな
った（20）。
　Oskar　Sill6nが、簿記という科目で取り扱った諸問題は、その委細は、
省略するが、簿記（或いは営業簿記affarsbokf6ring）の意味、簿記の歴
史的な起源と様々な簿記形態の発展と特徴、勘定形式を基軸とした基本
的な計算の仕組と帳簿組織、仕訳より決算に至る一連の簿記手続、これ
らの諸問題の解明を前提とした単式簿記と複式簿記の相違、制度的な枠
組としての法的諸規定、複式簿記学説等であった。当時の商科大学の学
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生達の大部分は、その職歴はどうあれ、概して簿記に関する予備的な知
識を殆ど持ち合わせていなかった。そのためOskar　Sill6nは、一方では、
商科大学の就学期間の初年度に簿記に関する講義を集中的に行い、また
中間試験制度を導入し、他方では、学生達にとっては難解な記帳事例を
説明するために実習（6vningar）時間を設けた。とはいえ　Oskar　Sill6n
が、商科大学で簿記の講座を担当したのは1年間だけであった。何故な
ら1913年よりEilef　Sylwanが、簿記その他の科目の助教師（bitradande
larare）として、雇用されたからであった（21）。（商科大学年表を参照のこ
と。）
　Oskar　Sill6nは、商科大学に就任以来、同大学での教育・研究と並行
して、各地で講演活動に本格的に着手した。かれが、教授職に就任する
まで各地で開催した講演会の主要な論題は、近代簿記法に関する諸問題
であった（22）。そしてかれは、商科大学での簿記の教育・研究及び学外講
演活動に呼応して、この時期には教授昇格への準備として、前述のよう
に、かの大著「近代簿記法．特に工的及び商的企業を考慮して」（Moderna
bokforingsmetoder・med　sarskild　hansyn　till　fabriks－och　varuhandels－
f6retag，1915）の執筆に着手し、1915年にその第1部の出版にこぎつけ
たのであった。cf・1）
cf．1）Oskar　Sil16nが、この著作の序文で、同著の執筆の最も重要な動機として
あげたことは、当時のスウェーデンでは簿記に関する知識を深めることは、商
科大学の内外で益々要請されているにも拘わらず、簿記の教育・研究上利用し
うる教材は、未だに外国語による教材であり、円滑な教育・研究を進める上で
支障をきたしているということ、商科大学の内外で行われている簿記の教育・
研究（学習）が、外国語に依存することを余儀なくされているという事実は、
未だに、複式簿記の手法についてさえ十分には理解できないような状況をもた
らしており、現行の簿記に関する教育・研究も実務も、複式簿記の手法に関す
る正確な知識と理解によって修正・改良されるべき点を多々残していること、
そのため何よりも先ず、スウェーデン語によって、複式簿記の手法を解明し、
現行の簿記に関する教育・研究と実務とを修正・改善することを急務とすると
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いうことであった。かれは、同著で言う、「複記式手法によって記帳技術をこの
ように詳細に改良すること、それは、……合目的であり、この方法以外の如何
なるその他の改良された方式であっても、未だ、この方式を凌駕することはな
い。……それにも拘わらず、この方法は、人々の間では、一般的には周知され
ていない。それ故に、一つの方法が、……近代的な方法として見倣されるべき
であるためには、この方法が、この近年の間に台頭してきたということを、必
ずしも必然的な前提とはしない」と。（Moderna　bokf6ringsmetoder　med　sars・
kild　hansyn　tillfabriks－och　varuhandelsf6retag，　Del　I，1uppL，　Stockholm，
1915，s．29．）かれによれば、複式簿記は、その起源を、古代ローマ説によるに
せよ、中世イタリア説によるにせよ、近代以前の経済社会に逆上ることができ
るけれども、今、なお、適用可能な企業の財産計算及び損益計算の手段として、
存在する。
　Oskar　Sill6nは、同著を4つの主要な章より構成した。即ち簿記の発展、多
欄式手法（kolummetoder）、カードシステム及びルーズリーフ式諸帳簿（Kort－
system　och　lbsbadsb6cker）、複与機。そしてかれは、この著作を第1部と呼
び、その執筆の直接的な目標を、より小規模企業で一般に利用可能な近代的簿
記手法（複式簿記手法）を記述することに定めた。かれは、同著の第2部とし
て、巨大企業でのみ問題となる労働節約的な簿記手法即ち電算機の利用に関す
る諸問題を取り扱うことを予定していた。とはいえかれは、その後、幾度か第
1部の改定・増補をしても、第2部を公表することはなく、その点では、同著
は、未完成に終わった。（表2．1及び表2．IIを参照のこと。）
　この著作は、Oskar　Sillenが教授推薦を受けるに当たって審査対象となった
主要な著作であった。審査員は、工科大学の産業経済学の教師Erik　August
Forsberg、　Eugen　Schmalenbach、商科大学の理事August　Wallenbergであ
った。（Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．103．）
（2）貸借対照表技術論／貸借対照表論評（balansteknik　och－kritik）
　この科目も、既にErnst　Walbの時代より教育・研究の対象となって
いたが、Ernst　Walbは、それについては概して簿記に関する講義の中で
触れ、簿記とは相対的に独立した科目として別に取り扱うことはなかっ
た。これに対してOskar　Sil16nは、この科目を商業技術論／企業経済学の
相対的に独自な重要な一領域と見倣し、Ernst　Walbの時代よりももっ
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と幅広く、かつ深くまで掘り下げることに努めた（23）。Oskar　Sill6nは、
この科目を簿記という科目の延長線上にある、或いは簿記という科目の
継続の問題と見倣した。かれが、このような名称の下で取り扱った諸問
題の委細は、省略するが、総体的には、貸借対照表序論（貸借対照表の
本質・起源・目的、貸借対照表と損益計算書との関係、貸借対照表に関
する法的諸規定）を前提として、貸借対照表技術論という表題の下では、
貸借対照表諸項目の配列と各諸項目の内容、評価諸問題、減価償却と減
価償却の方法、いわゆる損益調整的な諸項目概論（s．k．resultatreglering－
sposter　i　allmanhet）、貸借対照表上の用語、貸借対照表借方諸項目（固
定資産、流動資産、関係会社以外の投資資産、その他）、貸借対照表貸方
諸項目（長・短期他人資本、資本金・諸準備金等の自己資本、利潤、そ
の他）等、今日、一般には、いわゆる財務諸表論と呼ばれている領域に
関わる基礎的な諸問題を取り扱った（24）。しかも1913－1914年にはかれは、
この領域の講義時間を増加し、営業権の評価及び銀行貸借対照表の問題
にも言及し、更に1914－1915年にもなお講i義時間を拡大し、減価償却問題
に一層力点を置いた。次いでかれは、貸借対照表論評という表題の下で
は、如何なる立場・見方より貸借対照表を吟味し（att　granska）、そこ
より一定の結論を引き出すべきかということを問題とした。かれが、こ
のような名称の下で取り扱った諸問題の委細も、同様に省略する。総体
的にはかれは、ここではいわゆる貸借対照表諸原則（完全性・明瞭性・
真実性）を提示することより出発して、その作成基準に照らした貸借対
照表の誤謬と貸借対照表の粉飾・逆粉飾（balanseringsfel　och　balansf6r－
brytelse）、そこより貸借対照表論評に対する一般的な見方、借方諸項目
とそれらの相互関係、貸方諸項目とそれらの相互関係、借方諸項目対貸
方諸項目の相互関係（企業の流動性と企業の収益性等）事業報告書
　（styrelsesberattelse）及び監査報告書の特別付記事項としての貸借対
照表諸項目、特殊貸借対照表、実際的な実習等の問題を取り扱った（25）。
　Oskar　Sill6nが、貸借対照表技術論／貸借対照表論評を、　Ernst　Walb
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の時代とは異なり、商業技術論／企業経済学上、相対的に独立した科目と
して重視した背景には、かれが、ケルン商科大学卒業後、「セパラトゥー
ル・ベルリン支店」の経理部門（bokf6ringsavdelning）の副主任として
勤務し、月次及び年次決算に対して責任を負い、月次及び年次貸借対照
表の作成と解釈に当たって遭遇する様々な諸問題を考察し、解決するこ
とを要請されていたこと、そしてその考察と解決という問題は、かれの
公認会計士としての業務に直結していたという事情が横たわっていた。
Oskar　Sil16nは、この科目の講義を、監査技術論のそれと同様に、商科
大学を退職するまで継続して担当した（26）。
（3）監査技術論（revisionsteknik）
　Oskar　Sil16nは、1912年末にストックホルム商工会議所（Stockholms
handelskammare）の承認によって、公認会計士資格を取得した。かれは、
この会計士資格（revisorskompetens）の取得に関する関連法規定に基づ
いて、1914年春期より職業的な公認会計士（auktoriserade　revisor）を
目指す人々を対象として、監査に関する講義を開設し、監査手法に関す
る教育・研究の場を提供した。同商工会議所が、公認要件として要請し
た点は、公認会計士資格取得の志願者は、制度としての諸教育機関で、
商業技術論／企業経済学を学び、監査技術に関する特別な知識を取得する
こと、そしてそれを所定の方式で証明するということであった。ストッ
クホルム商科大学もまた、そのための特別な教育・研究課程を整備する
ことを要請された。監査技術論は、Oskar　Sill6nの手によって、商業技
術論／企業経済学の重要な一科目として、始めて導入された科目であっ
た（2η。
（4）商業数学（handelsaritmetik）
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Ernst　Walbは、1910年秋期以来、通貨一小切手一手形流通等に関する実
習の際に、既に商業数学の諸問題を取り上げていた。とはいえかれはそ
れを、貸借対照表技術論／貸借対照表論評の場合と同様に、商業技術論／
企業経済学の領域における相対的に独立した科目として、教育・研究に
組み込むことはなかった。
　Oskar　Sil16nは、この科目を、始めて相対的に独立した教育・研究対
象として、新たに設置し、自らその講義を担当した。その背後には、既
述のように、かれがケルン商科大学で受けた教育的背景（概して当時の
ドイツの諸商科大学では、商業数学は、簿記及び商業論Handelslaraと
並んで、商業技術論／企業経済学の三大領域の一つであり、ケルン商科大
学もまた、商業数学の教育・研究を重視したこと、またかれ自身がこの
科目に寄せる関心も、多大であり、ケルン商科大学在籍中に選択した研
究・調査の相当部分もまた、商業数学の分野であったこと）、それを前提
としてかれは、商業数学の知識即ち数字の経過（siffrornas　historia）に
関する知識を、企業人の一般教育の基礎として有用であると考えていた
こと、しかもかれは、自らの教育的な背景に照らして、商業数学という
教育・研究領域を担当しうる能力があると自認していたこと等一連の事
情が横たわっていた（28）。
　Oskar　Sill6nが、1912年より商業数学の教育・研究を担当したとき、
その力点を、主として通貨一銀行一取引所制度、商品売買、陸・海上運送、
保険等の領域と関連して商業数学的な諸機能を学習させることにおい
た（29）。その際かれは、学生に、計算及び記帳の簡便法と統制手法
　（genvagar　och　kontrollmetoder　vid　rakning　och　bokf6ring）を学ば
せることを念頭に置き、これに並行して、その著「計算の場合の簡便法
と統制諸手法」（Genvagar　och　kontrollmetoder　vid　rakning，1912．）cf・1）
を執筆した。そしてかれは、1914／1915年には商業数学の講義を、商業数
学に関する実習によって補足した㈹。
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cf．1）この著作の執筆・出版の背景
　Oskar　Sill6nは、既に「株式会社セパラトゥール・ストックホルム店」の海
外特派員であった1907年3月に、シャルタゥス・商業高等学校で、「計算の場合
の統制手法の適用可能性とその簡便法」（Anvandande　af　Kontroll　metoder
och　genvagar　vid　rtikning）という表題で講演をした。その後かれは、1910年
及び1911年に、「メルキュリー・シャルタゥエルナ会報」（Mercuri　Shartauer－
nas　Medlemblad）に同一問題に関する論文2編を公表した。そしてかれは、
このような背景の下で、ストックホルム商科大学に就任して間もなく、商業数
学の講義と並行して、同著を出版した。かれは、この著作の序文で、この著作
は、商業数学に関するかれの講義に代替しうる内容を含んでいること、企業人
が、自己の教育的な基盤を改善しようとする場合にも、研究・利用されるべき
著作であることを強調した。その後Oskar　Sill6nの教授昇格審査に審査員の
一人として参画した工科大学の産業経済学の教師Erik　August　Fosbergは、こ
の著作を、商業数学の領域の仕事に携わっている人々にとって必読書とするべ
きこと、またそこには、商業数学上の諸規則が提示されているのみならず、そ
れらの諸規則の有効性を証明することに多大な努力が払われているというこ
とに注目し、非常に高く評価した。（Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．133．）
（5）事務組織論（kontorsorganisation）
　ここに言う事務組織論とは、商業技術論／企業経済学の一環として、営
利企業の内部における職務分担、企業内分業の原則、労働手段（事務補
助手段）の体系としての事務機器の利用等に関わる諸問題の総称である。
Ernst　Walbもまた、既にこの問題を、間接的で部分的にせよ、簿記及び
貸借対照表問題との関連で教育・研究の対象として触れていた。
　Oskar　Sill6nは、1912年に、　Ernst　Walbのこの問題に関する教育・研
究の内容を拡大して直接的・全般的に独立した教育・研究の対象として、
教育・研究の体系の中に組み込んだ。かれが、この分野に特別な関心を
寄せた背景には、次のような事情があった。即ちOskar　Sill6nが、「セパ
ラトゥール・ベルリン支店」に勤務していたとき、その上司（Werther
Schmidt）は、事務組織問題に対する造詣が深く、かれは、この上司の下
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でこの問題に関する基礎的な知識と実務的な経験を積んだこと、Oskar
Sill6nが、商科大学への就任と並行して、株式会社産業情報サーヴィスに
勤務したとき、同社の上部機関スウェーデン工業連盟（1910年設立）は、
産業界に対して組織問題に関する関心と理解とを深めさせることをその
主要な任務の一つとしていたことから、Oskar　Sill6nにも事務組織問題
に関する情報サーヴィスを提供することを期待していたこと、Oskar
Sil16nが、商科大学に就任するためのヨーロッパ研修旅行でイギリスに
滞在したとき、1908年以来ロンドン大学の会計学の教授Lawrence
Dickseeと接触し、同時にまたその著作「事務組繊と経営管理論」（Office
organi－sation　and　management，1906．）の講読を通じて、この領域の
教育・研究の重要性について示唆をうけたこと等である（31）。
　Oskar　Sill6nは、事務組織論の講義を2年次生を対象に、春期或いは
冬期に設定し、学生の中でも実務経験の乏しい学生層を特に考慮して、
求職・雇用における労働条件に関わる諸問題に力点を置き、事務処理上
の技術的な補助手段としての事務機器及び各種の事務用備品の展示会の
開催や、例えばカードー及びルーズリーフ式の事務処理方式の説明等に集
中した。とはいえ当時の商科大学の学生達は、概してイギリスの事情よ
りもドイツのそれに、したがってまた英語よりもドイツ語に精通してい
たこと、しかもかれが、少なくてもケルン商科大学に在学中には、同商
科大学では、この領域の教育・研究は、殆ど整備されておらず、かれの
帰国後、ようやくドイツの諸商科大学が、この領域の教育・研究に着手
したこと、そのためこの段階ではスウェーデンの学生達にとって読解可
能なドイツ語版の諸文献も殆どなかったことから、かれは、この科目の
受講を卒業要件のための必須科目とすることも、Lawrence　Dikseeの上
記の著作の通読を試験準備の要件とすることもなかった。
（6）実際原価計算（sjalvkostnadsrakning）と工場組織論（fabriksor－
　　ganisation）
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　実際原価計算は、既にErnst　Walbの時代より商業技術論／企業経済学
の主要な教育・研究領域の一つとして、必須科目となっていた。
　Oskar　Sill6nは、実際原価計算の本来的な姿として、それが、様々な
工業部門と工的企業の個別的な必要性と製造活動上の特性に適合的であ
るべきであると指摘した。それを基礎にかれは、特定な工業部門に関心
を寄せ、将来、そこで働くことを求めている受講者達を特に念頭に入れ
て、講義を行い、実際原価計算の適合性という視角より参照するべき専
門的な諸文献を引き合いにだした。更にかれは、1914年春期の工場組織
に関する講義の一部としても、工的企業の実際原価計算の問題を組み入
れた（32）。
　ここに言う工場組織論は、工的企業の、工場簿記の基礎としての実際
原価計算と統計の他に、良き組織の重要性を強調することから出発して、
組織一般の概念と管理組織（工場施設fabriksanlaggningと人的組織
personals　organisation）概念の明確化、工的企業の組織化、賃金管理（労
働者と労働条件に関わる諸問題、例えば、雇用、給与システム、労働管
理、合理的な労働配分等）、原材料の購買と管理（資材の購買と貯蔵、資
材の引渡、在庫品の記帳等）等に関わる諸問題を取り扱い、その教育・
研究目標をこれらの諸問題のための一般的な方向性を提示することに求
めた（33）。
　Ernst　Walbは、その在任中には、工場組織論を任意選択科目とし、こ
の領域が、商業技術論／企業経済学で占める重要性を特別に力説すること
はなかった。もとよりかれは、当時、ドイツの諸商科大学でも工場組織
論の教育・研究が、遅ればせながら、開始し、商業技術論／企業経済学に
おいて次第に重視されるようになりつつあったことを周知していた。そ
れにも拘わらずかれが、ストックホルム商科大学ではこの領域の教育・
研究の必要性を比較的軽視していたのは、かれが、外国人教師として当
時のスウェーデンの産業界の実情と産業界の要請とについて疎かったか
らであった。ドイツの場合、世紀の転換期を境として諸商科大学の設立
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が開始する頃まで、工業組織論・実際原価計算等に関する教育・研究の
ための制度的な機関は、概して諸工科大学であった。とはいえ20世紀初
頭には、ドイツの諸商科大学でも、この領域に関する教育・研究が、本
格的に開始してた。例えば、Eugen　Schmalenbachは、1906－1907年に
Zeitschrift　fttr　handelswissenschaftliche　Forshungで、「商業経営技術
論」（Kaufmanische　Bertirbstecknik）という論文を公表し、また同年、
ケルン商科大学で工場簿記の講義を実施した。またAlbert　Calmesは、
1906年に主著「工場経営」（Der　Fabrikbetrieb，1．aufL，）を出版し、1907
年にベルリン商科大学の教師として就任し、工場簿記及び工場組織に関
する講義を開始した。その後かれが、マンハイム商科大学の教授として
移籍するのに伴って、Leitnerが、その講義を継承した。そしてドイツの
諸商科大学では工場組織に関する教育・研究は、年々、商業技術論／企業
経済学における重要な一部門となり、例えば、ベルリン商科大学の教授
Johan　Scharは、その著「商業経営経済学」（Handelsbebriebslehre）の
2版（1913年）で、工場組織論の問題が時代と共に専門化し、商業技術
論／企業経済学の領域の一環として益々重視されるようになってきてい
ることを強調した（34）。
　Oskar　Sill6nは、ヨーロッパ研修旅行を通じて、ドイツの諸商科大学
における工場組織論という領域に関する近年の一般的な動向をつぶさに
観察し、同時にまた、この領域の教育・研究と取り組んでいたEugen
Schmalenbach及びJohan　Scharと接触して、ストックホルム商科大学
への就任に先立って、この問題の重要性を認識していた。この領域は、
少なくても、かれがケルン商科大学に在籍中には、本格的な教育・研究
対象とはなっていなかった領域であった㈹。
　Oskar　Sil16nが、ストックホルム商科大学に就任して、工場組織論の
領域を、実際原価計算の領域と共に、営業管理技術論・特論に必須科目
として新たに導入したとき、それは、ヨーロッパ研修旅行を通じて工場
組織論という領域の重要性を認識したことに基づいていた。だがまたこ
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のような措置は、当時のスウェーデンの産業界の一般的な風潮と要請に、
まさしく呼応していた（36）。例えば、「技術連盟」（Teknologf6reningen）
は、1908年開催の第2回年次会議で、スウェーデンの産業の非効率性に
ついて討議し、それを改善する手法を模索した。また「製造工業協会」
（Verstadsfδreningen）、新聞・雑誌等のマスコミ、様々な技術家・製造
工業主の会合、国会等も、この問題を姐上に乗せた（37）。後述のように、
とりわけこの討議に参加した主要な論客の一人Erik　August　Forsberg
は、1912年に工業経済学という科目を新設した工科大学を拠点として、
スウェーデンの工業が現在直面している基礎的な問題の一つは、非合理
的な生産方法によって惹起される高額な生産費を如何にして引下げるか
という問題であること、そのため諸工業が必要としていることは、合理
的な原価計算によって工業生産の収益性に関する知識を獲得するべきこ
とを強調した㈹。加えてスウェーデンの伝統的な産業であった鉄工・鉄
鋼業に関わる鉄工局（Jernkontoret）や、その他の鉱山所有者達（berg－
sintressenter）も、幾回か小会議を開催し、一層高度な費用分析（kostnad－
sanalys）と実際原価計算とが必要であることを力説していた。そして
1910年スウェーデン工業連盟が設立されたとき、それは、産業界のこの
ような動向を反映するものであった。同連盟は、前述のように、その下
部機関「株式会社情報サーヴィス」を通じて、工業組織論の問題に関す
る各種の著作の出版、講演週間（f6relasningsveckor）の開設等、この領
域での知識の拡大・啓蒙に努めたのであった。
（7）商品流通組織と同技術論（varuhandelns　organisation　och　teknik）／
　　商品流通業務上の諸機関（institutioner　i　varuhandelns　tjanst）／商
　　品流通業務上のコミュニケーシ組織（kommunikationsvasendet　i
　　varuhandelns　tj　anst）等
これらの諸問題は、Oskar　Sill6nが、商業技術論／企業経済学の領域を、
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営業管理技術論（affarsf6rvaltningens　teknik）（＝営利企業組織論af－
farsf6retagets　organisation）と営業取引技術論（affarstransaktioner－
nas　teknik）という二つの部門に大別したとき（39）、通貨市場組織・支払
手段技術論（betalningsmedlens　teknik）・資金調達技術論を含む有価証
券取引（vardepappershandeln　ink．finansieringsteknik）というような一
連の科目と共に、営業取引技術論という部門の主要な教育・研究領域で
あった。
　Ernst　Walbは、商科大学に在任中に、　Oskar　Sillenのように商業技術
論／企業経済学の全領域をこのような2部門に大別することはなかった
が、それでも商品流通組織と同技術論の問題をその教育・研究の一環と
して組み込み、1910年には卒業試験のために読むべき著作として、「世界
貿易技術論」（R．Sonndorfer，　Die　Tecknik　des　Welthandels，1905）を
推奨していた。とはいえかれは、実際には、この科目の教育・研究に着
手することはなかった（4°）。
　Oskar　Sil16nは、商品流通組織と同技術論という名称の下に輸出一及び
販売技術の問題を取り扱った。かれは、この科目の講義を、1912年一1913
年の学期には、商品流通業務上の諸機関（institutioner　i　varuhandelns
tjanst）という講義の中で取り扱った。その理由は、商品流通組織と同技
術論という名称の下に取り扱われるべき教育・研究対象は、広範かつ重
要であり、この科目の全容を、この科目に対する当面の所定の授業時間
の中で明らかにすることは、困難であるという判断が働いたからであっ
た。そのためかれは、1913－1914年及び1914－1915年の学期にかけて、講
義時間数を当初の3倍程度（30時間程度）にまで増加した。なおここに
言う商品流通業務上の諸機関という科目は、本来的には、主として諸取
引団体（handelsf6rening）、或いは企業財政の調査を目的とした興信所
（soliditesupplysningar）、商品流通を刺激するための公的・私的諸機関
（offentliga　och　privata　institutioner　till　varuhandelns　framjande）等
の問題に関わる科目であった。Oskar　Sill6nは、更に商品流通業務上の
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コミュニケーションシステムという名称の下に、陸上一水上商品輸送、倉
庫組織、陸上一水上輸送業務の担い手、郵便一電信一電話組織、保険制度（主
として海上保険制度）、情報システム（upplysningsvasendet）等に関わる
諸問題を取り扱った（41）。
　Oskar　Sill6nは、営業取引技術論という部門の名の下に新たに導入し
たこれらの3科目の中でも、商品流通機構と同技術論を特に重視し、こ
の科目の試験合格の要件として、一層多数の諸文献の読破を義務づけた。
その背景には、「当時のスウェーデンでは、人々が、活発な流通の重要性、
したがってまた、特に外国貿易（utrikeshandeln）の重要性に益々注目す
るようになった」（42）こと、ドイツにおけるスウェーデン系販売会社「セ
パラトゥール・ベルリン支店」での職歴、更にはそれに逆上るかれの教
育的な土壌としてのケルン商科大学でのこれらの科目に関する学習等と
いう事情が、横たわっていた（43）。
　だがまた商業技術論／企業経済学の教育・研究の一環として、商品流通
組織と同技術論、商品流通業務上のコミュニケーションシステム、商品
流通業務上の諸機関というような各名称の下で取り扱われた諸問題は、
当時のスウェーデンでは、国民経済学の教育・研究でも取り扱われた。
とはいえ　Oskar　Sill6nは、たとえ重複があっても、各々の教育・研究の
目標（視点）が相違する以上、差し障りのないことを強調した（44）。なお、
営業管理技術論の部門における特論の一科目である銀行の内部組織
（bankers　inre　organisation）や営業取引技術論の部門における通貨市
場組織／支払手段技術論／資金調達技術論を含む有価証券取引等の一連の
科目は、既にErnst　Walbの時代にも教育・研究に組み込まれていた。
因みに言えば、Ernst　Walbが、ストックホルム商科大学に就任したと
き、かれは、簿記及び貸借対照表技術論、通貨一紙幣一小切手一手形一振替
業務、通貨市場組織、有価証券取引に関する講義を1週につき4－5時間
程度担当し、その他に商業技術論の演習に責任を負っていた。そのため
Ernst　Walbの時代の教育・研究の力点は、簿記及び銀行技術論（銀行簿
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記も含む）を中心とした金融市場問題問題に集中した。そのためかれは、
前述のように、銀行会計に関する教育・研究上の助教師及び時間給の助
手（amamuens）を雇用を要請し、前者として国立銀行の公務員Ivar
Hultmanを、後者としてIssac　O．　Casse1を得た（45）。（因みに言えば、　Ivar
Hultmanは、1914年にEilef　Sylwan及びDan　Lundvallがこの領域の教
育・研究に携わるのに伴って辞職。）そのためOskar　Sil16nが、商科大学
に就任したとき、当面、かれの講義もまた、簿記及び通貨市場に関連し
た諸問題特に銀行技術論に力点をおかざるを得なかった㈹。即ちかれ
は、当初、これらの諸問題の教育・研究も重視し、相当な時間を充当し
た。とはいえかれは、後には、これらの諸問題は、国民経済学でも取り
扱うという理由で、そのための教育・研究の時間を削減し、その他の諸
問題の教育・研究に振り向けた（4η。
⑧　商業技術論／企業経済学上の諸問題に関する演習・実習・会話等
　ストックホルム商科大学は、既にErnst　Walbの就任以来、上記のよ
うな各種の講義科目の他に、演習・実習・会話等を重視していた。とは
いえ演習は、筆記試験で代替することも可能であった。
Oskar　Si116nは、演習は、商業技術論／企業経済学に関して、当時のス
ウェーデン企業の一般的な現状に関する知識を増大するための実地訓練
の場として、教育・研究の重要な一環と見倣した。かれは、全ての講義
の題材をさしあたり実務より選んだが、それと同様に、演習でも実務志
向的な内容となるように工夫し、学生達が実務的な経験を持たない場合
には、実務家達と接触することを推奨した。かれは、学生達が実務家達
と接触することはまた、学生達が、外国語文献によってしか習得しえな
い商業技術論／企業経済学に関する基礎的な知識が、スウェーデンの現状
と乖離していることを具さに体験する絶好の機会と考えた。1912－1914
年までかれが演習で取り上げた課題は、講義内容にほぼ呼応していた。
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例えば学生達は、論文の主題として、営業管理技術論の領域に関わる諸
問題としては、工的企業に関わる問題を重視し、そこでの組鍮実際原価
計算一簿記問題（例えば簿記を特に考慮した大醸造会社の営業組織、製本
業の簿記と実際原価計算、鉱山管理組織と簿記等）を、また営業取引技
術論に関わる諸問題としては、主として商品流通組織と同技術論に関わ
る問題を重視し、軍隊に必要な財貨の調達と引渡、綿貿易の技術、コー
ヒーの生産と流通・輸送のための代理店の費用、商品取引所・卸売商・
小売商の価格とその比較等の問題を選んだ。
　商業技術論／企業経済学に関する会話（samtal　i　hanelstekniska
fragor）と呼ばれるこの科目は、学年末に受ける卒業最終試験（口頭試験）
に備えて、毎春期に整備された。その目的は、商業技術論／企業経済学上
の各講義の担当者が、それまで各講義で触れる機会を逸したしまった諸
問題について各講義を補足し、同時に学生達に、卒業最終試験で問題と
なる事柄について詳細に知らせることにあった。さらに商業技術論／企業
経済学に関する実習は、一般的な商業実習の名による実務的な訓練の他
に、1910年秋期より「ストックホルム信託保証株式会社」（Stockholms
Inteckninsgarantiakiebolag）の資金で毎年10日間、スウェーデン各地に
散在する特定の産業地帯への研修旅行及びストックホルム及びその近郊
にある産業地帯及び会社への定期的・規則的な訪問を含んだ㈹。
　ストックホルム商科大学の学習計画、卒業試験要件、講義科目等は、
Oskar　Sillinが就任した当初、整合性を欠いていた。その最大の理由は、
既述のように、教師陳の不足のためにOskar　Sill6nは、商科大学に就任
して以来少なくても1913－1914年の学年まで、銀行の内部組織に関わる領
域として取り上げられていた諸問題（例えば、銀行簿記及び銀行技術論
bankteknik等）を除いて、商業技術論／企業経済学に関する科目として
設置されていた全科目に対して講義・演習・実習・会話等の教育・研究
の責任を負い、各科目の教育・研究対象の明確化と専門化の問題に取り
組むことを阻ばまれていたからであった。銀行の内部組織に関わる領域
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については、既にErnst　Walbの時代よりIvar　Hultmanが、担当して
きたが（49）、Oskar　Sill6nは、商科大学に就任してからも、この領域の教
育・研究をかれの手に委ねていた。そしてこのような状況の下でOskar
Sill6nは、商業技術論／企業経済学の教育・研究担当者を増員すれば、こ
の領域の教育・研究は、細分化し専門的になる筈であると当初より指摘
していた。1914年に商科大学が、助教師として商科大学の奨学金受領者
であったEilef　Sylwanを採用したことによって、　Oskar　Sill6nは、教
育・研究上の諸問題をかれと分かち合うことになった。即ちEilef
Sylwanは、　Oskar　Sill6nがそれまで担当してきた簿記及び1911年に
Ernst　Walbが帰国以来中断されていた支払手段技術論（betalnings－
medelns　teknik＝支払手段及び支払方法betalningsmedel　och　betalnin－
gsmetoder：この科目は、1912年には通貨一銀行一及び取引所制度と呼ば
れていたが、この領域は、国民経済学でも、商業技術論／企業経済学とは
異なる視点にせよ、教育・研究の対象となっており、国民経済学のそれ
と区別するために、1915年以後、支払手段技術論と命名され、同時にそ
の内容も、Ernst　Walbの時代のそれよりも、スウェーデンの状況に一層
適合的なものとなる（5°））並びに有価証券（この科目は、場合によっては
有価証券及び有価証券取引と呼ばれた）に関する講義を再開し、1915年
には輸出機構及び輸出技術論並びに資金調達技術論に関する講義に着手
した。かれは、1918年に商科大学を退職し、Galveの商工会議所の秘書官
として就任した。Oskar　Sill6nは、既に1913年に同商工会議所の要請で
この地方の3ヵ所で講演したことを契機に、同商工会議所でも知名度を
高めていた。Eilef　Sylwanのこの就任は、このような商工会議所からの
依頼によるものであった。Eilef　Sylwanが担当してきた支払手段及び支
払方法並びに有価証券及び有価証券取引の教育・研究は、かれの退職に
伴って、当面、未開講となった（51）。Eilef　Sylwanの採用によってOskar
Sil16nは、学生に対する講i義要綱を非常に拡大し、同時にかれは、営業管
理技術論の特殊科目であった銀行簿記の教育・研究の時間をおよそ半分
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程度削減し、一般的な簿記の教育・研究を以前よりも重視した。その理
由としてかれは、国民経済学で銀行制度に関する教育・研究が近年益々
重視されてきていること、またEilef　Sylwanが、支払手段技術論に関す
る教育・研究を担当するようになったことをあげた（52＞。
　Oskar　Sill6nは、1912年の学習計画を出発点として、その後、幾度か
それを修正し、その都度、ストックホルム商科大学における商業技術論／
企業経済学の内容を時代の要請に応じて、量的・質的に拡大・深化させ
ていった。その過程は、商業技術論／企業経済学が、経済学からは相対的
に独立した独自の教育・研究領域として自立し、その「市民権」を確立
していく過程であった。ここではその委細に立ち入ることは避け、それ
に代えて、かれが、以後、商科大学のこの領域の助教授（1915年以後教
授）及び主任教員として商科大学を拠点に残した教育・研究活動の足跡
を、概略、年代順に列挙するに留めたい。それでも、専門化の過程の大
まかな流れを窺い知ることができるであろう。
ストックホルム商科大学の商業技術論／企業経済学の専門化過程（年表）
　　　　　　（商科大学を拠点とするOskar　Sill6nの足跡）
・Ernst　Walb、ストックホルム商科大学の商業技術論／企業経
済学の教育・研究者として就任（1909－1911年まで。）
・Ernst　Walbの学習計画（studieplan）。
・Ivar　Hultman、　Ernst　Walbの助教師（bitradande　larare）
　として登場（1914年まで）、銀行の内部組織問題（銀行簿記及
び銀行技術論bankteknik等）に関する教育・研究を担当。
　（Oskar　Sill6nの商科大学への就任後も継続。）
cf．　Ivar　Hultman：国立銀行の公務員。
・Ernst　Walb、春期終了後、帰国。
・Leo　Bredberg、　Ernst　Walbの代講者として簿記及び有価証
券取引を担当。
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1912年
1915年
1917年
1918年
・Oskar　Sill6n、春期より商科大学の商業技術論／企業経済学の
助教授として就任。
・1912年学習計画。
　（Ernst　Walbの学習計画を、　Eugen　Schmalenbachに照準
を定めて、拡大化。）
・Eilef　Sylwan、　Oskar　Sill6nの助教師（bitradande　ltirare）
　として登場（1914－1918年まで）、Oskar　Sill6n担当の簿記、
Ernst　Walbの帰国以来中断された支払手段技術論（betalnin－
gsmedeln　teknik）並びに有価証券（vardepapper）問題の講
義を担当。
　cf．　Eilef　Sylwan：Oskar　Sil16nの後輩。
・Dan　Lundvall、　Oskar　Sill6nの助教師として登場、銀行技術
　論の講義を担当。
・Oskar　Sil16n、商科大学の企業経済学／商業技術論の教授とし
　て就任、商科大学関連者の期待に反して、商業技術論／企業経
　済学の学習計画の修正は、教育・研究上過重負担のため着手
せず、既存の担当講義の内容的な深化と教材（教科書）執筆
　作業に従事。
・Eilef　Sylwan、輸出機構及び輸出技術論並びに資金調達技術
　論　（exportorganisation　och　exportteknik　samt　finansier－
　ingsteknik）の講i義を担当。
・Oskar　Sill6n、理事会に、ストックホルム商科大学の教育・
　研究体制の整備と質的改善（教師陣の過重負担の軽減、教師
　陣の充足・強化、教育・研究の多面化と深化）を理由に、販
　売技術論・広告論・その他同種の科目の新設を理事会に要望。
・1917年学習計画。
・Eilef　Sylwanの退職（Galve商工会議所の秘書官に就任）、
　それに伴い支払手段及び支払方法（銀行一通貨一取引所制度、
　支払手段技術論並び有価証券問題等）の教育・研究は、一時
　的に中止。
・John　Nyberg、　Eilef　Sylwanの代替者として登場、当面、簿
　記を担当（簿記は、従来の講義形式より実習形式の科目に移
　行）、間もなく銀行技術論も担当。
　cf．　John　Nyberg：1920年代始めにはストックホルム商業高
　校（Stockholmshandelsgymnasiurn）の学長、但し1944年ま
1920年
1921年
1922年
1924年
1926年
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で商科大学で簿記の主要な基礎教育を担当。
・Oskar　Sill6n、アメリカ研修旅行を実施。これを契機にスト
ックホルム商科大学の教育・研究体制はアメリカ的なそれへ
　と接近、アメリカ的な要素の導入による商業技術論／企業経済
学の細分・専門化が開始。（ex．応用心理学として心理学技術論
psykoteknikの設置の提案、流通経済学的な要素の導入、企
業経済学研究所設立の構想の展開等。）
・Ruben　Andersson　Rausing、1922年まで工業組織論の臨時講
師として就任。（応用心理技術論専任教員としてイェテボリィ
ェ商科大学の心理学及び教育学の教授GA．　Jaederholmの
雇用が、財政的な理由と教授会の先導性の欠如により却下さ
れたことに対する短期的な処理。）
・Gerhard　T6rnqvist、販売機構及び販売技術論（f6rsaljnin－
sorganisation　och　f6rsaljningsteknik）に関する講義を担当。
　（Oskar　Sill6nは、既に1913－1914年の年次報告書でこの措
置を提案、また1925年に教授会で3年間の試用を提案。）
Robert　Kristensson、　Ruben　Andersson　Rausingの後をう
け、工業組織論の講義及び商業数学の実習を担当（1922－1926
年）。
・Gerhard　Tdrnqvist、広告問題（例えば近代広告の基礎的な
知識、その心理、様々な表現手段等）に関する特別講義
　（specialfdrelasning）を、スウェーデン広告連盟（Svenska
reklamf6rbundet）の費用負担で実施、講義内容の力点は、広
告の経済学的な意義と市場調査の問題。
・ストックホルム商科大学、Sveavagenに移転。
・Robert　Kristensson、退職。
・Gerhard　T6rnqvist、商業数学の実習（それまでRobert
Kristenssonが担当）、商品流通技論及び工場組織論の実習、
商品流通組織及び商品流通技術論（varuhan　delnsorganisa－
tion　och－teknik）の講義（それまでOskar　Sil16nが担当）、
工場組織論・実際原価計算・工場簿記及び費用計算（kostnad－
srakning）の講義等を担当、1927年冬期より演習担当予定（＝
Gerhard　TOrnqvistの担当領域は、商業技術論／企業経済学の
教育・研究上、当時の新しい動向としての商品流通組織及び
技術論等の問題を含む販売問題であり1934年のかれの教授職
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1927年
1928年
就任に伴って流通経済学distributionseknomiと命名される
領域、及び従来より設置され、主としてOskar　Sill6nが担当
してきた科目の相当部分、Oskar　Sill6nは、概して貸借対照
表技術論／貸借対照表論評及び監査論の教育・研究に集中、後
にSune　Carlson、　Gerhard　T6rnqvistの担当領域の中でも流
通経済学以外の領域の問題を継承。）
・商科大学学生会、商科大学の教育・研究体制の改善に対する
アンケート調査実施。（調査項目：国民経済学と商業技術論／
企業経済学上の各領域に関連する科目の統・廃合問題、講義
形式の授業時間数の多罧、各科目の学生の履修状況等。）
　（調査結果：統・廃合問題については、その必要性を承認、
その場合対象となる具体的な科目名は指示せず、商科大学の
教育・研究上、国民経済学よりも企業経済学を重視するべき
ことを要請、講義形式の授業時間数の多罧問題については、
それが、過大であると主張、履修状況については、Gerhard
T6rnqvist担当の販売組織の講義を調査に参加した学生の
90％程度が不要または廃止するべきことを主張、同時に必須
科目削減を要望。）
・商科大学教授会、学生会の動向を踏まえて学習計画の修正の
ための委員会を設置（4月）、修正作業を開始。（講義形式の
授業時間数の削減、卒業試験の内容、その他、各種の問題を
検討。）
・学習計画の修正。（講義形式の授業時間数の削減と演習・実
習・会話形式の授業の増加、卒業試験制度の修正等。）
cf．卒業試験制度の修正：口頭最終試験受験科目数の削減、試
験受験要件として読むべき文献を原則としてスウェーデン語
版のそれに限定、販売組織論に関する文献には、従来からの
スウェーデン語及びドイツ語文献の他に、アメリカ文献を追
加。
・1927年学習計画。
・ストックホルム商科大学企業経済研究所（Foretagse－
konomiska　Institut：FEI）設立、初代所長にRuben　En－
gvall、検閲官にOskar　Sil16n就任→1949年にストックホルム
商科大学経済研究所（Afftirsekonomiska　lnstitut：AEF）に
名称変更、Oskar　Sill6n、所長及び検査官を歴任（1952年ま
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1929年
1932年
1934年
1937年
1938年
1941年
1943年
で）。
・商科大学教授会、Gerhard　T6rnqvistを正規の助教授として
招聰することを理事会に提案、理事会は、諸般の事情（ex．1929
年恐慌による入学志願者数の低下・産業界からの財政的援助
の削減・Gunnar　Andersson及びCarl　Hallendorffの1928年
及び1929年の死亡による教授職補充人事としてのBertil
Ohlinの雇用のための予算措置・経済史担当のEli．F．Hecks－
cherのための経済史研究所det　ekonomiska　forskningsin－
stitutetにおける研究所教授職設置及び同研究所へのArth－
ur　Montogomeryの協力のための予算措置・その他）で否決。
・商科大学教授会、販売問題担当の教授職を設置し、担当科目
名を流通経済学とすること、この教授職にはGerhard　Tdrn－
qvistを充当すること、商業技術論という名称を企業経済学と
　いう名称に変更することを理事会に要請。
・Gerhard　Tdrnqvist、流通経済学（distributionsekonomi）の
教授職に就任。費用計算（kostnadsberakningar）、商品流通
一販売一工場組織に関わる様々な形式の授業と卒業試験を担
　当。
・Sune　Carlson、国民経済学及び統計学の助教師（bitradande
larare）及び特別教師（special　larare）として登場（国民経
　済学者Bertil　Ohlinの教授職の空白に伴う措置）、ストックホ
　ルム商科大学所属の国民経済学研究所（den　nationaleko－
nomiska　institutionen）における費用分析と価格政策（kost－
nadsanlys　och　pris－politik）の講義を担当。
・Sune　Carlson、秋期より企業経済学の演習及び実習を担当。
・Sune　Carlson、10月より企業経済学の助教授として就任、経
　済統計学（ekonomiska　statistik）を担当、同時にAEFの代
　表者に就任。
・経済学試験修士制度（ekonomie　licentiatexamen）導入。
・商科大学学生会、商科大学の教育・研究体制に関するアンケ
　ート調査に基づき教授会に制度改革を要望。（要望点：商科大
　学の学生にとって最も重視されるべき教育・研究は、企業経
　済学であり、そのため現行の商科大学の教育・研究体制を、
　法律学等その他の科目の必須単位を削減し、企業経済学に直
　接関わる科目の履修に集中しうるような制度に改善するべき
88
1944年
　こと、企業経済学に直接関わる科目の中で学生が最も関心を
寄せている科目は、工場組織の講義であり、これとの関連で
原価計算簿記kalkylerande　bokf6ringの教育・研究をもっと
重視し、事務組織論の講義を廃止するべきこと、銀行技術論
の講義を引き続き存続させるとすれば、その教育・研究内容
は、将来、銀行員となることを望んでいない学生達をもっと
重視し、かれらが他の職種に就いた場合でも利用可能な実際
的な知識を提供するように改善するべきこと、現行の入学制
度は、志願者の商科大学への入学の前提条件として、ある程
度、初歩的な簿記の知識を既に習得していることを想定して
いるが、このことには意見は、二分していること、とはいえ
学生会全体としては、簿記の教育・研究の内容を実践的で同
時に理論的なものに力点をおくことを希望すること、費用計
算の教育・研究の内容を、基礎的な知識の提供にするべきこ
　と、事務機器の展示は、最初に電算機bokf6ringsmaskineの
正確な操作を指導することより出発し、漸次に、様々な事務
機器の操作を説明するべきこと等。）
・1944年学習計画。
　（背景：Oskar　Sil16n／Gerhard　Tδrnqvist／Sune　Carlsonは、
1943年の学生会の要望を踏えて企業経済学に関する新しい教
育・研究体制を検討。）
　（内容：企業経済学の領域を企業経済学1及び企業経済学11
に区分、企業経済学1には企業会計一及び財務問題f6retags
redovisnings－och　finansproblemを、企業経済学11には企業
管理一及び流通問題f6retags　administrations－och　distributi－
onsproblemを設置、工業組織という領域には、従来からの費
用計算の他、工業会計industriell　redovisning・原価計算簿
記・予算budgeteringの講義を開設する等、1926年以来Ger－
hard　T6rnqvistが担当してきた科目の中でも流通経済学上
の諸問題に関わる領域以外のものを、分離・独立させ、企業
経済学11における企業管理問題の領域へ移行させること。）
・John　Nyberg（商科大学の簿記の主要な基礎i教育を1918年以
来担当）、定年退職。
・原価計算簿記（kalkylerande　bokfdring）を導入、公認会計
士Oskar　Jelf・Karl－Axel　Lindqvist・Per　V．A．Hannerが
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担当。
・Sune　Carlson、1945－1946年の秋期及び冬期に、1944年学習
計画に沿って、企業　経済学11に、経営管理問題（administra－
tive　fragor）の講義を導入（企業経済学の専門化の更なる進
展）、これに伴ってOskar　Sill6n、1912年春期以来、担当して
　きた事務組織の講義を廃止。
　（企業経済学11に経営管理問題問題の講義を導入した背景：
第2次世界大戦勃発に伴い、Sune　Carlson、国家価格統制局
statens　priskontrollnamndの秘書官として勤務、費用動向に
関する意思決定の基礎として商業の非有効性に注目、AFFで
　は流通費の調査・研究の責任を負い、1941年以来、AFEの代
表者として、産業家Ragnar　Blomquistと接触、スウェーデ
　ンの産業界のトップクラスの集団、F－gruppenを形成、同クラ
　ブは、企業の上部組織に関する一連の調査・研究を開始、そ
　の成果を1945年に「企業管理と企業経営者」として出版。か
れは、経営管理問題特に当時のスウェーデンの経済社会にお
ける企業管理問題に関する知識の必要性を説き、アメリカの
　学界との人脈を通じて、この領域に関する研究の成果を入手、
　商科大学は、かれが経営管理の領域で成し遂げていた一定の
　成果に注目し、1944年の学習計画に経営管理問題を企業経済
　学11の企業管理問題として導入。）
・Ulf　av　Troll、統計学の講義を担当。
・Sune　Carlson、教授職に就任。（産業人Ragnar　Blomqvist
　の資金援助による。）
・Folke　Kristensson、企業経済学の助教授に就任。
・Paulsson　Frenckner、統計学の講義をUlf　av　Trollに移譲。
・Folke　Kristensson、費用・収益分析（Gerhard　T6rnqvistが、
　1934年以来、流通経済学の中で取り扱ってきた計画に関する
　諸領域の問題を、1956年に流通経済学より分離・独立させた
　領域）及び経営管理問題を担当。
・Gunnar　Westlund、人的管理問題を含む社会心理学を担当。
・Karl－Erik　Wanneryd、広告及び市場経済を特に考慮した産
　業心理学を担当。
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cf．表（1）について記載した資料の他に、　Lars　Engwall，［1995］，ibid．を利用し
　て作成。
　Oskar　Sill6nは、1912年の学習計画を、上記の年表にみるように、そ
の後、商科大学を退職するまで、幾度か修正した。修正に前後してかれ
が決まって教授会及び理事会に要請したのは、時代の動向を踏まえた教
育・研究内容の充実とそのための教師陣の充足であった。そしてかれは、
その都度、自らが直接、教育・研究の責任を負った諸領域の内容も、少
しつつ変革していった。かれのこうした40年の歳月にわたる足跡を商科
大学の商業技術論／企業経済学の教育・研究の専門化過程という点より想
起するとき、専門化の本格的な開始の最も直接的な契機となった1920年
のアメリカ研修旅行（商品流通・販売問題の専門化の萌芽）の体験を踏
まえて、1922年に始まるGerhard　Tδrnqvistの登場（1922年：販売組織
及び販売技術論の助教師）、Sune　Carlsonの登場（1937年：国民経済学
及び統計学の助教師及び特別教師）、Folke　Kristenの登場（1946年：経
済一及び企業構造に関する領域の助教授）があり、これに1927年、1933年、
1944年の学習計画の修正が連動していた。Gerhard　T6rnqvistの登場は、
商品流通・販売問題の専門化を中心とした専門化過程の本格的な開始で
あった。1930年代後半のSune　Carlsonの登場は、その延長線の上に、そ
れまでGerhard　T6rnqvistが1934年以来流通経済学という名称の下に
担当してきた経営管理問題を中心とした専門化の進展の指標であり、
1940年代中葉には、既存の費用計算論の他に、工業組織、原価計算簿記、
予算等の諸問題を流通経済学より新たに分離・独立させることになった。
1940年代中葉のFolke　Kristenssonの登場も、同じくGerhard　Tdrn－
qvistが、流通経済学の名の下に教育・研究してきた計画に関する諸問題
を中心とした専門化の進展の兆候であり、この専門化は、1950年代中葉
には費用・収益分析として流通経済学より完全に分離・独立し、1961年
にはThomas　Thorburnが、この領域の教育・研究者として参画するこ
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とになるのである。Oskar　Sill6nが、退職まで持続してきた教育・研究
上の諸問題である簿記、貸借対照表技術論／貸借対照表論評、監査論の中、
簿記は、1912年にOskar　Sill6nの助教師として、かれの後輩であり商科
大学の費用負担で諸外国での学習を重ねたEilef　Sylwan（1912－1918年
まで）の登場、及びその後任として登場し、1920年代始めより「ストッ
クホルム商業高校」（Stockholms　handelsgymnasium）の学長であった
John　Nyberg（1918－1944年まで）らの手によって維持された。またErnst
Walbのドイツ帰国以来、しばしば一時的に未開講とせざるをえなかっ
た領域は、主として様々な名称で呼ばれた支払手段技術論・有価証券・
資金調達等の諸問題であったが、かれらは、簿記の教育・研究と共に、
これらの諸問題の教育・研究にも、急場の暫定的な処置にせよ、当たっ
た。そしてこの領域の教育・研究は、1940年代中葉には、財務問題とし
て集約され、Oskar　Sill6nの退職の後、　Nils　Vasthagen（1952－1958年
まで）及びSven－Erik　Johansson（1958年以後）の手に委ねられていっ
たのである。（Nils　Vasthagen及びSven－Erik　Johanssonの役割につい
ては、次項のII．Albert　ter　Vehnの役割との関連で簡単に触れている。）
なおまた、かれの没後行われた専門化の波の中で、かれが既にアメリカ
研修旅行の前後より提案していた心理学的な要素の導入という問題は、
Gunnar　Westlund（1956年：人的管理問題を含む社会心理学の担当）及
びKarlErik　Wanneryd（1956年：広告及び市場経済を特に考慮した産
業心理学を担当）の登場によって、ようやく実現するのである。
　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）Eva　Wallenstedt，［1988］，idid．，　s．297．
（2）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　sユ090ch　s．117．
（3）Lars　Engwall（red．），［1978］，Fδretagsekonomiska　ROtter，　s．2e．
（4）　Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　s．50．
（5）Eva　Wallenstedt，［1988］，　ibid．，　ssユ09－110　och　sユ14．
（6）Eva　Wallenstedt，［1988］，s．112．
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（7）　Lars　Engwall（red．），［1995］，ss．139－166．
　　Gehard　T6rnqvist（1894－1963年）は、ストックホルム商科大学を卒業
　後、さしあたりEssel社に就職した。（1929年まで在職。）かれは、総じて
　当時のスウェーデンにおける合理化運動の専門家の一人として、経済及び
　企業の効率性に関する専門誌「Nordisk　tidskrift　i　organisation」（NTiO）
　の創刊事業に編集秘書として参加した。1919年にかれは、ストックホルム
　商科大学及びEsselte社からの資金援助でアメリカに留学し、コロンビア
　大学で修士号を取得し、帰国後、Esselte社系列のコンサルタント会社
　（AB．Nordisk　Organisation）の仕事特にSvenstrdm＆Co（同社は、1917
　年にEsselte社が購買した製紙部門の卸売業の企業と小売業の企業とが
　結合した企業、当時、戦後恐慌の圧力に晒されていたが）のコンサルタン
　ト業務に就いた。かれは、このコンサルタント業務を通じて、商品の流通・
　販売問題の研究に本格的に着手した。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，
　ss．144－146．）その一定の成果によってかれは、1926年にストックホルム商
　科大学のこの領域における助手として採用された。当時の同商科大学の主
　流は、Eli　F．Heckscherを中心とした国民経済学及びOskar　Siil6nを中心
　とした商業技術論／企業経済学であった。Gerhard　Tbrnqvistが商業技術
　論／企業経済学の領域で最大の関心を寄せた問題は、商品流通組織或いは
　広く産業組織の問題を射程に入れた費用計算論の問題とりわけその実証
　的な研究であった。「販売問題と仲介商人の問題とは、（当時のスウェーデ
　ンにおける）学術的な研究の新しい形態の適切な出発点（startfalt）であっ
　た。」（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　s．146．）Eli　F　Heckscherは、経
　済学或いは経済史家としての立場より、Gerhard　T6rnqvistの問題意識と
　その研究動向に特別な関心を寄せ、商業技術論の諸領域を企業経済学とい
　う名称に改め、商業技術論の諸領域を国民経済学の下に包摂することを提
　案していた。Oskar　Sill6nは、商業技術論の教育・研究者としての立場よ
　り、Gerhard　T6rnqvistの費用計算論の実証的な研究成果を高く評価し、
　Oskar　Sill6n自身が未開拓の分野の間隙を埋めるものとして注目してい
　た。Eli　F　HeckscherとOskar　Sil16nとの双方の意向が重なり、Gerhard
　T6rnqvistは、さしあたリストックホルム商科大学の助手として、採用さ
　れた。しかも折しも当時のスウェーデンの国家の経済的な援助の下に設立
　されたかの「商品流通委員会」（den　s．k．　Varudistributionskommitt6n）
　（小売商の売上汲び費用に関する継続的な資料収集を目的として設置、
　スウェーデン工業連盟、IVA、　KF、商務省、商人連ft　kδpmannafdrbundet
　等が参画、その期間は、1926－1929年まで）は、Eli　F　Heckscherを主導者
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とし、Oskar　Sill6nもそれに準ずる資格で参画しており、　Gerhard　T6rn－
qvistは、かれらの主導性の下で、この調査・研究の実質的な責任を負った
のであった。因みに言えば、この商品流通委員会の作業は、1928年のスト
ックホルム企業経済学研究所Affarsekonomiska　forsknings　institut：
AEF設立の契機となった。　Gerhard　T6rnqvistは、かれの教育的な背景
とこの委員会での研究成果を「小売商における費用分析と価格設定」（Kos・
tnadsanlys　och　prissattning　i　detaljaffarer）（1929，AEF＞として出版し
た。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．146－147．）この業績によってか
れは、1929年に商業技術論（特に流通経済学という名称の下で開設された
販売問題）の助教授となった。かれは、販売問題を計画化と統制という視
角より考察した。この場合かれの考える計画化と統制とは、さしあたり最
小限の費用で生産と流通とを極大化すること（Lars　Engwall，　red．，［1995］，
ibid．，　s．．148．）を意図するが、より一層根源的には、「社会的な原則即ち同
一化・民主化」（en　social　princip：“likstallighet，　demokratisering”」
（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．　s．150．）を基礎とするものであった。
かれの場合かのテイラー主義的な科学的な管理とりわけ労働に対する刺
激の問題は、単に賃金動向に関する問題ではなくて、1919年より1920年に
かけての選挙法の改正とソヴィェットにおける社会主義革命を背景とし
て伝統的な族長的な福祉（慈善・博愛）・企業への労働者に対する忠誠心の
代償としての賃金改善という手法に対抗して、スウェーデンでも萌芽的に
台頭しつつあった、賃金労働者の企業の経営権及び管理権への参加に関わ
る権力問題として、認識されていたのであった。（Lars　Engwall，　red．，
［1995］，ibid．，　s．150．）かれが上記の著作「小売商における費用分析と価格
設定」で展開したた費用と利益分析は、その具体的・直接的な内容として
は、原価計算における限界主義的な思考と手法を論じたが、本質的には「同
一化・民主化」したがってまた労働者の権力問題という視点より資源の効
率的な利用を模索し、このような立場から「企業管理のための意思決定の
基礎として各種の選択肢の経済的な結果を評価すること」（Lars　Engwal1，
red．，［1995］，ibid，，　s．151．）を目指した費用計算論したがってまたそれに関
連した原価計算論であり、後述のように、実際原価計算に関する様々なシ
ステムを標的とした技術者達の問題意識とは異なる問題意識に立脚して
いたのであった。そこよりかれは、さらに販売における広告・宣伝や消費
における心理学的な要素と消費慣習等の変化が費用計算或いは原価計算
に及ぼす影響等の問題を取り上げ、市場調査の重要性を指摘した。（Lars
Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．153－156．）そしてかれは、この延長線上に、
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　1933年に教授職昇進のための主要な業績となったかの「流通経路の批判的
　な解明」（Distributionsvtirgarna　i　kristisk　belysning）を公表したのであ
　った。かれは、同著の中で、かのKFの諸活動に共感を寄せつつ、その動
　向（とりわけICAの動向）を探り、同時にまた、私的・独占的な路線を指
　向する商人に対しては、教育・研究者としての立場より、自由競争原理を
　基礎とした効率性と計画性の必要性を説き、かれらを啓蒙した。（Lars
　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．159－160，）
　　Gehard　T6rnqvistの教育・研究活動及び実際的な活動は、ここではこ
　れ以上立ち入らず、次の点を指摘するに留める。即ちかれのこうした教
　育・研究活動は、後には、最も直接的には、その門弟Paulsson　Frenckner
　（1921－）の原価計算論に（Lars　Engwall，　red．，［1995］，　ibid．，　s．397．）、
　更にある程度までは次にみるSune　Carlson及びFolke　Kristenssonに、
　或いはUlf　af　Trolle（1919－、流通経済学で博士号を取得し、1951年には
　イェテボリィエ商科大学の教授に就任）にも影響を与えこと（Lars　En－
　gwall，［1995］，ibid．，　s．140．）、かれが、スウi一デンにおける商業技術論／
　企業経済学の形成にとって最も先導的な役割を果たした時期は、1920－
　1930年代であったこと、それは、1910年代末葉より　1920年代にかけてのい
　わゆる組織された経済への移行・消費社会の台頭・専門的な管理された巨
　大企業の出現等、一連の経済・社会・政治的な動向より、1930年代におけ
　るかの「国民の家」に象徴されるような時代に、「労働市場、混合経済、社
　会的な技術及び芸術作品に関するスウェーデン的なモデル」と「参加型の
　資本主義」（den　participatoriska　Kapipitalismen）の台頭という時代の
　流れの中で、労使共に、分配されるべき社会的な余剰の増大、そのための
　合理化、その結果としての福祉の増大と社会改良という生産者・販売者・
　消費者との問の社会的な合意を求めた時代であったこと、これまで言及し
　てきたかれの主張は、このような時代の趨勢との関連で、評価されるべき
　であるということである。
（8）　Lars　Engwall（red．），［1995］，ss．209－226．
　　Sune　Carlson（1909年一）は、ストックホルム商科大学で国民経済学者
　Bertil　Ohlin（1899－1979年、　Christina　Jonung／Ann－Charlotte　Stahlberg，
　red．，　Ekonomportratt，Svenska　ekonomer　under　300　Sr，　SNS　Foriag，
　1990，ss．253－277．）の許で国民経済学を学んだ後、かれの忠告によってシ
　カゴ大学に入学した。かれは、同大学でFrank　Knigthの許で学習し、新
　古典学派的な諸理論について学んだ。かれは、同時に、アメリカ滞在中の
　一時期にはウ／一ンでOskar　Morgensternの演習に参加する一方、コロ
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ンビア大学にも赴き、John　Maurice　Clarkの演習にも参加し、社会科学
内外の領域における展望を広げた。シカゴ大学ではかれは、当初、減価償
却問題について論文を書くことを意図しながらも、実際には生産理論につ
いて論文（AStudy　on　the　Pure　production　theory，1939）を書いた。こ
の論文は、新古典学派における企業理論特にその生産の問題に関して、生
産物に関する期間分析に力点をおき、Frank　Knigth的な危険の概念を手
掛かりに、その解明に努め、その最終章で減価償却問題を取り上げた。
（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．210－211．）
　Sune　Carlsonは、1937年にストックホルム商科大学に戻り、さしあたり
この時期不在であったBerti10hlinの代講を勤めた。その後かれは、外部
的な諸条件のために、国民経済学の領域より企業経済学の領域に転じ、企
業管理の問題を中心に自己の研究領域を確立していった。その後かれは、
国家価格統制局（Statens　Priskontrollnamnd）の書記となり、価格統制
の基礎としての費用／原価分析の研究に従事した。かれは、1941年にストッ
クホルム商科大学のAEF（Affarsekonomiska　f6rskning　institutet）の
責任者として助教授となった。とはいえかれは、この時期にも、自己の研
究の主力を企業管理問題に注いだ。その理由もまた、対外的なものであっ
た。そしてかれは、1945年にその研究成果を「企業管理と企業管理者」
（Fdretagsledning　och　Foretagsledare）として公表した。そして1947年
には企業経済学特に企業管理或いは企業組織論の領域に関する教授とな
った。企業管理或いは企業組織に関するかれの研究は、当初、企業の合理
的な経済分析・その指標としての効率性という規範の設定・その実際的な
適用可能性の問題を主眼とした。とはいえかれは、それが、現実の企業の
実態と非常に乖離していることを発見すると、産業界の啓蒙活動を開始し
た。かれは、そこより経験的な実証研究を開始し、その成果を「指導者の
行動」（Executive　Behaviour，1951）として公表した。それでもかれは、
この領域におけるスウェーデンの初期の時代の教育・研究者としては、必
ずしも、十分な企業管理に関する理論を構築することはできなかった。
（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．217－218．）
　Sune　Carlsonは、1952年に国連の技術援助計画の主任としてイスラエ
ル及びボリヴィアに滞在し、1958年にウップサラ大学で新たに新設された
企業経済学の教授として召還され、スウェーデンに帰国した。かれは、同
大学の伝統的な学術的な路線を重視し、ストックホルム商科大学ともイェ
テボリィエ商科大学とも異なる独自の路線として、国際的な連関の下での
スウェーデンの企業経済学の研究、経済学的な理論的な教育・研究と企業
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　経済学上のそれとの接点の発見或いは結合、経験的な研究の重視とそのた
　めの基礎的な資料の収集作業等に着手したのであった。企業経済学上の諸
　問題に関する経験的で、しかも合理的な思考とは、徐々に定着し、現在で
　はウップサラ大学における企業経済研究は、一定の成果を生みだしつつあ
　る。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，　ibid．，　ss．217－224．）
（9）　Lars　Engwall（red．），［1995］，ss．227－248．
　　Folke　Kristensson（1914－1993年）は、1930年代前半の不況期の最中に
　ストックホルム商科大学に入学し、流通経済学担当のGerhard　TOrnqvist
　及び国民経済学担当のBeril　Ohlinという二人の学識者の影響の下に、国
　民経済学と企業経済学との接点にある諸問題の研究に着手した。かれは、
　同大学を卒業後、バークレイ大学に赴き、折しもこの時期に同大学の客員
　教授であったBertil　Ohlinとの関わりを通じて、構造経済学的な研究を志
　向するようになった。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，　ibid．，　ss．227－228．）
　　アメリカより帰国後かれは、1938年にストックホルムのコンサムに就職
　したが、Bertil　Ohlinの推薦でストックホルム商科大学で価格理論に関す
　る新設の実習課程の教育・研究者として雇用された。1940年にかれも、当
　時の幾人かの教育・研究者達と同様に、スウェーデンの戦時経済計画に参
　加するように、招聰され、産業委員会管理局（lndustrikommissionens
　utredningsbyrS）で、責任者国民経済学者Ivar　Svennilsonの主導性の下
　に、市場構造の研究を進めた。かれの博士論文（1946年）は、この作業を
　前提とした、スウェーデンの織物産業構造の研究であった。それは、不完
　全市場形態の実態の解明とそれに対する国家の企業政策の在り方、したが
　ってまた後の競争法（den　konkurrens－lagstiftningen）の形成に影響を与
　えた。即ちかれは、競争・構造的な合理化・競争の促進という問題と取り
　組み、そこより流通経路、費用構造、地域的な計画化等の分析に着手した
　のであった。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．231－234．）1947年にか
　れは、こうした成果を買われて、ストックホルム商科大学のAEFの主任
　として助教授となった。1950年にはかれは、教授となった。総じてかれの
　基本的な視点は、生産と流通との間にある複雑な関係、様々な産業一及び市
　場構造、意識的な企業政策の策定とその実施等の問題に注がれていたので
　ある。
（10）　Lars　Engwall（red．），［1995］，ss．305－326．
（ll）Lars　Engwall（red．），［1980］，ss．97－113，　Jan　Hensman，　ibid．，　SS280－
　283．
働　Lars　Engwall（red．），［1980］，ss．28－40．
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（13）いわゆるWeyerman－Sch6nitzの科学的私経済学、　Eugen　Schmalen－
　bachの技術論的私経済等、私経済学と方法論争の問題について、当事者達
　はもとより、わが国でも非常に多数の人々が、それぞれの視角より、紹介・
　論評しているので、ここで立ち入る必要はない。ここでは、スウェーデン
　の教育・研究者達にこの論争が知られるようになったとき、かれらは、そ
　の起源と経緯を一応は踏まえながらも、商業技術論／企業経済学の研究対
　象と研究方法に関する論議が高度に抽象化する傾向を回避し、当時の同国
　の経済社会とその下での企業にとって直接的に早急に解決されるべき急
　務と取り組む方向を選んだ。このような選択は、1920年代に同国でも姐上
　に上った貸借対照表評価諸原則をめぐる問題の場合にも、同様であった。
　Oskar　Sill6nの1931年の著作「より新しい貸借対照表評価諸原則」（Nyare
　balansvarderingsprinciper）は、第三回スカンヂィナヴィア会計士会議で
　の講義録を基礎iとして出版され、以来、1965年に死亡するまで、8回、再
　販・改定を重ねたが、改定版を含めて何れの版でも、原価主義対時価主義
　に関するドイツの論争を踏まえながらも、自国に適合的な評価諸原則の提
　言に力点をおいていた。（この問題の委細は、別稿に委ねる。）
（14）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．291．
㈲Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．104．
（16）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．108．
（ID　Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．108．
（18）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．1130ch　s．111．
⑲Eva　Wallenstedt，［1988］，　ibid．，　s．110．
⑳Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．114．
⑳　Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．117．
⑫2）Eva　Wallenstedt，［1988］，　ibid．，　ss．133－134．
㈱Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．121．
⑳Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　ss．118－119．
⑫5）Eva　Wallenstedt，［1988］，　ibid．，　ss．119－120．
㈱Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．121．
㈲Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．120．
㈱　Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．120．
㈲Eva　Wallenstedt，［1988］，　ibid．，　s．131．
（30）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．1170ch　s．120．
（31）Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．122．
（32）Eva　Wallenstedt，［1988］，　ibid．，　s．123．
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?????????Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　ss．123－1240ch　s．139．
Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　sユ24．
Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．124．
Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　ss．124－125．
S．Jonsson．（red．），Redovisning　i　G6teborg．　BAS，　G6teborg，1977，　s．99．
Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，　s．1420ch　s。125，　S．　Jonsson（red．），ibid．，
S．99．
???????Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Lars　Engwall（red．）
［1988］，ibid．，　sユ43．
［1988］，ibid．，　ss．125－126．
［1988］，ibid．，　s．127．
［1988］，ibid．，　s．126．
［1988］，ibid．，　s．1260ch　s．128．
［1988］，ibid、　s．126．
，［1995］，ibid．，　s．50．，　Eva　Wallenstedt，［1988］，ibid．，
s．152．
?????????Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
Eva　Wallenstedt，
［1988］，s．105．
［1988］，s．144．
［1988］，ss．130－131．
［1988］，sユ06．
［1988］，sユ52．
［1988］，ss．148－149．
［1988］，s．115．
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II．　Albert　ter　Vehnの役割
II．1．Albert　ter　Vehnの略歴とイェテボリィェ商科大学の
　　　前任者Walter　Mahlbergの遺産
（1）Albert　ter　Vehnの略歴
　Albert　ter　Vehn（1900－）は、1990年に・ドイツ人としてWeener／Ost－
frieslandで生i誕した。長じてかれは、第1次世界大戦後の1919年にフラ
ンクフルト大学（1）に入学し、Fritz　Schmidtの下で経営経済学を学び、
1921年には学士号を、1923年には博士号を取得した（1）。
　この頃、ドイツでもこの領域の教育・研究を担いうる人材は払底して
おり、当時、同国で既に一定の地位を確立していたEugen　Schmalen－
bach（ケルン）、　Fritz　Schmidt（フランクフルト）、　Heinrich　Nicklisch
（ベルリン）は、一般に商科大学というものが、その名に価する実体を
備えるためには、各々の商科大学で少なくても2名の正規の教育・研究
者が存在するべきことを強調していた。このことは、折しも設立されて
問もないニュルンベルク商科大学（1919年設立）の場合、高等教育教師
協会（hogskolelararfbreningen）との抗争を招来した。　Fritz　Schmidt
は、この抗争を、向かう1年以内に博士号試験資格の準備を終える筈の
博士号取得志願者の一人Albert　ter　VehnとWillhelm　Rigerの名を上
げて解決しようとした。このような事情の下でAlbert　ter　Vehnは、既
にフランクフルト大学に在籍中の1922年にニュルンベルグ商科大学の助
手及び非常勤講師となった。この職責は、バイエルンの税務所職員の教
育課程における指導者としての業務も含んでいた。当時のドイツは、1923
年のいわゆるレンテンマルク制の導入まで、なお激烈なインフレーショ
ンに見舞われ、その鎮静化を期待できなかった。そこためこの教育課程
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に組み込まれていた貸借対照表論と税務監査の問題もまた、理論的に非
常に混迷していた。Albert　ter　Vehnは、このような教育課程を担当す
る過程で、かかる問題について自らの思考を深め、その方策を模索した。
ここでの体験は、かれの後の教育・研究にとっても少なからぬ影響を与
えた。かれは、1923年に「財産と財産の増加、資本と資本収益」（Vermdgen
und　Verm6genzuvachs，　Kapital　und　Kapitalertrag）という表題の博士
論文を公表した。この論文の内容は、Fritz　Schmidtの貸借対照表論と取
り組んだものであった。かれは、1925年にニュルンベルグ商科大学の専
任の教授職に就任した。この昇格の際に顧慮された業績は、博士論文の
他に、1924年のイェナ開催第1回講師連合会議（docentf6rbundets　f6r－
sta　kongress　i　Jena）での講演「経営経済における利潤概念」（Gewinnbe－
griff　in　der　Betriebswirtschaft）であった。このテーマは、当時のドイ
ツにおいて早期に解決されるべき急務であった②。そしてかれの初期の
時代のこのような教育・研究活動は、マルク・インフレーションという
時代が、会計問題に関する分析のために会計的な諸概念の明確化を要請
したことに基づくものであり、それに伴う会計的な諸概念の明確化と体
系化という試みは、形成途上にある商業技術論／企業経済学における、当
時の「企業経済学者達の必要性に基づく」（3）自然な成り行きであった。
Albert　ter　Vehnの」、教授職への昇進は、かれが、「（概念的な）体系を形成
することができる人」（4）であるという社会的な評価に依るものであった。
　1926年にかれは、スウェーデンの商業技術論／企業経済学の後発大学と
してのイェテボリィェ商科大学（1923年設立）に、同大学の企業経済学
の最初の教授となったWalter　Mahlberg（1884－1935年）の申出によって
教授として招聰された。（因みに言えば、Walter　Mahlbergをイェテボリ
ィェ商科大学の斡旋したのも、またかれをドイツに引き戻したのも、
Eugen　Schmalenbachであった。）その後Albert　ter　Vehnは、イェテ
ボリィェ商科大学を拠点として、1967年に退職するまでおよそ40年間に
わたって、企業経済学の教育・研究活動に従事し、併せて学外的な幾つ
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かの活動にも、その専門的な知識に対する社会的な信頼の下に、積極的
に関与した⑤。
　Albert　ter　Vehnが、教育・研究者としてスウェーデンの企業経済学
の発展にとって如何に先導的な重要な役割を果たしたかということは、
イェテボリィェ商科大学が、1950年及び1960年に教授職を設置するま
で（6）、かれは、殆ど25年間にわたってイェテボリィェ商科大学の企業経済
学の唯一の代表者であったこと、そのためかれが、かれの本領であった
会計制度及び経営経済的な財務問題を本格的に研究することが可能とな
るには、この時期まで侯たなければならなかったこと、かれは、およそ
1世代もの間スウェーデンにおける企業経済学の学士達はもとより専門
的な教育・研究者の本格的な養成につとめ、Nils　VasthagenやSven－
Erik　Johanssonのような傑出した人々を輩出したこと（7）、1956年イェテ
ボリィェ商科大学の企業経済学部門の非常勤の幹部として、同大学の教
育・研究体制の充実に尽力したこと（8）、更にかれは、単にイェテボリィェ
商科大学という単科大学の教育・研究だけではなくて、例えば、全北欧
諸国の商科大学の学長会の構成員の一人となり、また社会科学研究上の
諸団体の構成員の一人として、全北欧諸国の商科大学の設立・整備にも
多大な影響を与えたこと等（9）を想起すれば、十分であろう。
　Albert　ter　Vehnは、このような幅広い教育・研究活動とそれに関連
した各種団体での活動と並んで、実業界とも密接な関係を保持すること
に努めた（1°）。かれは、例えば、1931年以来、公認会計士として、或いは
スウェーデン経済における鑑定人として、産業界に提言し、同時に、産
業界から様々な問題を提起され、それに応えるべく努めた。
　Albert　ter　Vehnが、スウェーデンの企業経済学の発展に対して寄与
した諸問題の中でも最も注目するべき重要な問題は、直ぐ後にみるよう
に、1930年代のスウェーデンにおいて激しい論争を惹起していた実際原
価計算（Selbstkostenrechnung，　Sjalvkostnadberackning）の標準化と
いう問題に関与し、その延長線として立案された標準コンテンプラーン
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に対する注解作業に取り組んだこと、更にはそれを媒介として会計的な
諸概念の明確化と体系化への本格的な作業を開始したことであった。な
おまたAlert　ter　Vehnが、この注解作業を進める過程で手掛かりとして
依拠したのは、Eugen　Schmalenbachの所説であったと言われている。
そしてこのことは、「Eugen　Schmalenbachがスウェーデンの近代会計
に与えた影響は、Albert　ter　Vehnの研究活動に媒介されることがなけ
れば、それ程大きくはならなかった」（11）とさえ評される程であったcf・1）。
cf．1）この点に関してKarl　Haxは、　Albert　ter　Vehnは、イェテボリィェ商科
大学に就任して以来、「スウェーデンへのドイツ経営学の使者」（Karl　Hax，
Albert　ter　Vehn　zur　Vollendung　des　65．　Lebensjahres，　Zeitschrift　fUr
betrieswirtschaftliche　Forschung，17．Jg．，　1965，　S．412．）となったと述べた。
Karl　Haxのこのような評価は、一面では当たっている。とはいえこのような
評価は、必ずしも適切ではない。かれは、1956年に、スウェーデンに移住して
以来、同国の企業経済学の形成に貢献した功績で、北極星勲章を受賞していが
（Josef　L6ffelholz，　Albert　ter　Vehn　65　Jahre　alt，　Zeitschrift　fur　Betriebswirt－
schaft，35．　Jg．，1965，　S．455．）、それは、後述のように、　Albert　ter　Vehnが、
その時々にドイツの理論を引き合いにだすとしても、スウェーデンの実情に適
合的に、それを利用したという点でスウェーデンで高い評価を受けていること
に依る。かれがイェテボリィェ商科大学に就任した後にスウェーデンで公表し
た次の一連の論文もまた、その左証となるであろう。
1928　Die　Abhangigkeit　der　Preikalkulation　vom　Beschaftingungsgrad　der
　　　Unternehmung．（Zeitchsrift“Affarsekonomi”）
1935　Die　umstrittenen　Prinzipien　des　Terminolongieplanes　des　schwedis－
　　　chen　Ingenieurverbandes．（Zeitschfift“Afftirsekonomi”）
1936　Die　Standardisierung　der　Selbstkostenrechnung　mit　RUcksicht　auf
　　　die　kalkulatorische　BuchfUhrung　der　Aktiengesellschaften　Volvo，
　　　SKF，　ASEA　und　L．M．Ericsson．（Stockholm　1936．）
1937　Einhetitliche　Prinzipien　bei　der　Selbstkostenrechnung．（Zeitschrift
　　　“Affarsekonomi”）
1944　Uber　Plan－und　Standardkostenrechnung．（Zeitschrift“Ekomiskt
　　　Forum”der　Handelshochschule　G6teborg．）
1945Der　Normalkontenplan　des　Verbandes　mechanischer　Werkstatten
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　　mit　Kommentaren．（Stockholm　1945，2．　Aufl．，1949．）
1955　Konkurr｛erende　Zielsetzung　des　Jahresabschlusses　der　AktiengeselL
　　schaften　nach　dem　neuen　schwedischen　Aktiengesetz．（G6teborg，
　　　1955．）
1956　Die　Entwicklung　der　Doppelbesteuerung　der　Aktiengesellschfaften
　　in　Schweden．（1902－1955．　In：Festschrift　f自r　Hadar　Berglund，
　　G6teborg，1956．）
1957’rKF　50　Jahre：Finazierung，　Rentabilitat　und　deren　Reflex　in　der
　　Entwicklung　des　B6rsenkurses．（Ekonomiskt　Forum，　G6teborg，
　　　1957．）
（Sandor　Astz61y，　Professor　Albert　ter　Vehn　65　Jahre　alt，　Betriebswirts－
chaftliche　Forschung　und　Praxis，17．　Jg．，1965，　S，485．　Karl　Hax，　ilid，，　S．
412．）
　Albert　ter　Vehnの功績に関する評価は、ドイツとスウェーデンとで、
各々、異なるのが当然である。とはいえかれは、イェテボリィェ商科大
学就任後もドイツの経済・経営関係の専門誌に論文を寄稿し、また1932
年まで及び1956年以後は、定期的にドイツの学会に出席し、1962年には
ゲッチンゲン大学の客員教授となり、その機会にはヨーロッパ各地に研
修旅行に赴き、更にアメリカ・旧ソ連邦を訪問する等、母国ドイツを中
心として欧米諸国との関わりを持ちながら、同時にまた、イェテボリィ
ェ商科大学を拠点としてスウェーデンにおける企業経済学の教育・研究
と幾つかの実務等に関わることによって、瑞・独両国の学術的な交流の
媒介者となった。
（2）前任者Walter　Mahlbergの遺産
　Albert　ter　Vehnが、母国ドイツで身につけた基礎的な専門教育を背
景として、イェテボリィェ商科大学での企業経済学の教育・研究者とし
て就任したとき、かれは、前任者Walter　Mahlbergが既にある程度まで
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打ち出していた教育・研究の方向性にしたがって、その教育・研究活動
を開始した。
　Albert　ter　Vehnがイェテボリィェ商科大学を拠点とした企業経済学
に関する教育・研究を通じてスウェーデンの企業経済学したがってまた
その一環としての近代会計学の形成に果たした機能・役割を考察するの
に先立って、ここでWalter　Mahlbergが、前任者として同商科大学に残
した遺産について、簡単に一瞥しよう。
　ストックホルム商科大学が1909年に設立されたとき、既述のように、
商業技術論／企業経済学の教育・研究担当者の人選をめぐって難航したよ
うに、イェテボリィェ商科大学が1923年にOtto　Nordenskj61dを中心と
して設立されたときも、事態は、余り変わらなかった。ストックホルム
商科大学の場合、その最初の教育・研究の担当者となったのは、Ernst
Walbであったが、イェテボリィェ商科大学の場合、その地位に就いたの
は、Ernst　Walbと同様に、　Eugen　Schmalenbachの門弟Walter　Mah1－
berg（1884－1935年）であった。
　Walter　Mahlbergは、イェテボリィェ商科大学の企業経済学の最初の
教育・研究者としてその地位に就いたとき、帰国後とりわけそのフライ
ブルク時代の6年間（13）に学術的な業績をあげたErnst　Walbと異なり、
既にイェテボリィェ商科大学への就任のこの段階で一定の学術的な業績
を有していた。とはいえかれが、その座に就こうとしたとき、幾人かの
志願者達、例えば、教授Carl　Eichenseer（C6then）、教授Harrad　HOrlin
　（Stockholm）、教授Ernst　Pape（Frankfurt）、助手Karl　R6ssel
　（Mannheim）、助教授Rudolf　Seyffert（K61n）、教授Heinrich　Sommer－
feld　（Mannheim）等と競合しなければならなかった。同商科大学のこ
の人選に関与したのは、ストックホルム商科大学のOskar　Sill6n、ケル
ン商科大学のEugen　Schmalenbach、イェテボリィェの卸売商Justus
Wallerであった。この人選でとりわけかれらの研究業績の評価に当たっ
て重要な責任を負ったのは、Oskar　Sillenであった。かれは、これらの
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志願者の中より、さしあたD予備的にCarl　Eichenseer、　Heinrich　Som－
merfeld、　Walter　Mahlbergを選考し、最終的には、　Walter　Mahlberg
を推薦した。その理由は、Walter　Mahlbergの研究の高度な計画性、商
業技術論／企業経済学に関する様々な科目にわたる造詣の深さと博学さ、
鋭敏な洞察力と観察能力であった（14）。
　Walter　Mahlbergは、　RheinlandのDUren出身であった。長じてかれ
は、ケルン商科大学に学び（19061909年）、卒業後1912年まで、国民経
済学及び社会科学の教育・研究に従事していたKurt　Wiedenfeld教授の
助手となった。Walter　Mahlbergは、この教授の影響で国民経済学者に
なるべく、助手時代には、同時にボン大学（Universitet　i　Bonn）にも在
籍し、かってケルン商科大学の学長（1901－1904年まで）であったHer－
man　Schumacherの許で学んだ。　Walter　Mahlbergは、　Kurt　Wieden－
feld教授の助手時代及びボン大学での勉学期間を通じて、経済政策的な
諸問題への関心を養われた（15）。
　その後1913年にWalter　Mahlbergは、　Eugen　Schmalenbachの補佐
役となった。この職責は、ケルン商科大学にEugen　Schmalenbachを確
保しておく目的で、市当局が丁度設置したばかりの職責であった。翌年、
かれは、その著「アジアの為替相場」（Uber　asiatische　Wechselkurse，
1914）で、大学の私講師（Privatdozent）となった。1914年にはかれは、
ミュンヘン大学（Universitet　i　MUnchen）の臨時の正教授（e．o．profes－
sor）の地位を獲得した。とはいえかれは、1918年まで第1次世界大戦に
よる軍役のために、教育・研究活動を余儀なく中断した。終戦後かれは、
直ちにフランクフルト大学（Universitet　i　Frankfurt）のFritz　Schmidt
教授の指導の許で博士号を取得し、1920年にはマンハイム大学（Univer－
sitet　i　Mannheim）の教授となった（16）。
　Walter　Mahlbergが、スウェーデンの商業技術論／企業経済学の後発
大学としてのイェテボリィェ商科大学（1923年設立）に就任したとき、
かれは、その就任講演の論題として商業技術論／企業経済学の学問的な性
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格をめぐる問題を取り上げた。この問題は、既にOskar　Sill6nも1912年
にストックホルム商科大学に就任したとき、その就任講演の論題として
取り上げた問題であった。この問題の発端は、既述のように、ドイツに
おけるWeyerman／Sch6nitz対Eugen　Schmalenbachの論争、即ち商業
技術論／企業経済学は、科学（学問）か技術かという論争であった。既述
のように、Oskar　Sil16nは、ストックホルム商科大学での就任講演では、
さしあたりその論争の経過を克明に辿ることより出発して、争点を整理
し、それを手掛かりとしてストックホルム商科大学の教育・研究の方向
性を提示した。Walter　Mahlbergが、イェテボリィェ商科大学の就任講
演の論題としてこの論争を取り上げたとき、この論争は、最終的には未
だ未解決とはいえ、少なくてもスウェーデンの場合、Oskar　Sillenの就
任講演以来、既に10余年の歳月が流れていたこと、また極度に抽象化さ
れた論議をできるだけ回避しようとする同国の国民性、既にこの時期に
はスウェーデンの実情に適合的な独自の教育・研究の方向性が明確とな
っていたこと等の理由で、ある程度まで鎮静化していた。Walter　Mahl－
bergは、スウェーデンにおけるこのような現状を踏まえて、この論争が
過去に如何に重要であったとしても、少なくてもかれがイェテボリィェ
商科大学に就任したこの時点では既にその重要性は色裾せ、したがって
また過去にこの問題に随伴して行われてきた様々な学究的な試みとその
一定の成果も権威を失墜していると主張したcf・1）。その上でかれは、経済
社会における企業問題は、過去には想像もつかなかった程、複雑でしか
も重要になっているため、その本質を見極め、解決のための処方箋を提
供するためには、何りも先ず、制度としての教育・研究機関で、「学問的
な分析」（en　vetenskaplig　analys）を必要とすると説いた（17）。そしてか
れは、それらの複雑な問題の一つとして、1920年代初頭のインフレ問題
とりわけその会計的な処理の問題を上げたのであったcf・2）。
cf．1）Walter　Mahlberg　eよ、イェテボリィェ商科大学の就任講演を、さしあたり
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この論争の争点を次の3点に整理することより開始した。第1に、Weyerman／
Sch6nitzらの主張は、　Adam　Smithの古典派の思考を検討することより出発
し、かの見えざる手が資源の配分を規制するならば、私的な利潤は、社会的な
福祉に対する企業の貢献目標となるが、私的な活動の総計は、経済的な発展と
は必ずしも一致しないこと、商業技術論／企業経済学が科学（学問）であり得る
のは、それが、実業界での行動指針を求めることがない場合にのみ限定される
ということ、これに対してEugen　Schmalenachの主張は、　Weyerman／
Sch6nitzが説くように、商業技術論／企業経済学が、実業界に助言しその行動
を規制する指針と規則を提示することでないとすれば、商業技術論／企業経済
学は、学問ではなくて、単なる技術（en　kosnt）となること、とはいえこの技
術は、学究的な研究を基礎とした実際的な活動のための指針と規則を提示する
技術であるということ、この点で両陣営の見解は、相互に激しく真っ向より対
立するものとなっていること、第2に、その結果としてWeyerman／Schδnitz
らは、簿記、費用計算、組織計画等の問題は、制度としての教育・研究機関で
ある大学では学究的な教育・研究の対象とはなり得ないと説いていること、こ
れに対してEugen　Schmalenbachは、例えば、記帳係の抱える些細な心配事の
ような、その範囲は狭いけれども、非常に現実性のある諸問題について基礎研
究することは、人類の高湛な目標を幻想しそれを憧憬することよりも、遙に必
要であると説いていること、第3に、Weyerman／Schδnitzらは、学問（科学）
は、本来的には、個人的な計画や思惑の範囲を超えて、全人類の利害に役立つ
ものでなければならないが、商業技術論／企業経済学は、経済社会の一階級とり
わけ資本家階級の利害を最大限度に満足させるべき諸原則の問題を対象とし、
この限り、それは、学問とはなり得ないと主張すること、これに対してEugen
Schmalenbachは、商業技術論／企業経済学は、如何にして企業が社会的な効率
性を促進するかというその諸条件を分析し、さしあたり完全競争市場に関する
仮説を前提として、社会的な効率性（samhallelig　effektivitet）は、企業が適
限的な場合極大化すると説きながら、固定費の分析では完全競争市場の仮説
が、現実には当てはまらず、会計システムを企業利潤の正確な分析と経済計画
の判断を誤ることを回避する手段として発展させると主張すること。Walter
Mahlbergは、この論争の争点をこのように整理した上で、更にフランフルト
大学の、企業をマクロ経済学の統合的な一部として分析するFritz　Schmidtの
所説より受けた影響にも言及しつつ、企業利潤と社会的な福祉との関係につい
て洞察し、その結果として、学問（科学）としての商業技術論／企業経済学の確
立のための3つの前提条件を提示した。即ち実際的な知識の提供と媒介、複雑
な諸問題を取り扱う場合その特殊な方法論（商業技術論／企業経済学の経営学
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的な考察方法）、新しい経済的な諸制度の機能と経済活動の過程を創造する能
力である。かれによれば、第1の条件即ち実際的な知識の提供と媒介は、それ
が、経済における企業の多面的な活動とその過程について純粋に記述すること
であれば、不可能であること、とはいえここで要求されることは、企業の多面
的な活動とその過程の背後にある諸原則と基本的な諸概念を理解することで
ある。第2の条件即ち商業技術論／企業経済学の経営学的な考察方法は、この領
域での複雑な諸問題を解明し解決するためであり、概して1920年代初頭に発展
し、従来のマクロ経済学的な思考に立脚する方法とは明白に異なり、ミクロ経
済学的な思考に立脚していることである。第3の条件即ち新しい経済的な諸制
度の機能と経済活動の過程を創造する能力は、商業技術論／企業経済学に熟知
した人々が、現存する制度的な解決方法を改善し、新しい解決方法を形成する
ことが可能となるような、商業技術論／企業経済学に関する教育・研究を完成さ
せる能力であり、この能力は、単なる知識の編纂或いは純粋な理論的な知織と混同
されてはならないものであった。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．　ss．89－91．）
　周知のように、Walter　Mahlbergは、イェテボリィェ商科大学に就任
する以前より、インフレーションとその会計処理の問題について深い関
心を寄せており、その研究成果は、既にドイツの経営経済学者達によっ
て高い評価を受けていたcf・1＞。「それ故に、かれは、イェテボリィェ商科大
学の開校の場合に学問としての企業経済学について語る十分な資格があ
った。」（18にのこのことは、ストックホルム商科大学の商業技術論／企業
経済学の教育・研究の担当者として最初にその座についたErnst　Walb
が、この領域での学究的な教育・研究者として本格的に歩みだし、一定
の成果を修めるようになったのが、ドイツに帰国してからであったこと
と、極めて顕著な対照をなしていた。直ぐ後にみるように、Albert　ter
Vehnがイェテボリィェ商科大学を拠点としてスウェーデンの近代会計
学上の形成上、その制度的な構築に先鞭をつけることができたのは、か
れが直接的に師事したFritz　Schmidtの影響はもとより、より直接的に
は、Eugen　Schmalenbachの門弟であったWalter　Mahlbergが、イェ
テボリィェ商科大学の創設期の3年間に敷いたその路線によるものであ
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ったことは、否めない。
cf．1）E．　Gutenbergは、その著「学問としての経営経済学」（Betriebswirtshafts・
lehre　als　Wissenschaft，　Scherpe－Verlag，　Krefeld，1957）で、企業経済学は、
インフレーション会計の問題を取り扱うことによって学問となったと引証し
た。またF．　O．Gravesは、　Walter　Mahlbergのインフレ会計の著作「貨幣価
値変動下での貸借対照表技術と評価」（Bilanzteknik　und　Bewertung　bei
schwankender　W含hrung，　fdrsta　uppl．，1921，　Gloekner　Liepzig，2．　uppl．，
1922，）は、価格修正に関する最初の詳細なモデルを含むと評価し、またAlfred
lssacは、　Walter　Mahlbergを金マルク会計に関する最初の最も重要な代弁者
と呼んだ。（Alfred　Issac，［1923］，ibid。s．187）更にDieter　Schneiderは、Walter
Mahlbergの金指数を利用したインフレ会計に対する方法を、ドイツの経営経
済学の領域における1920年代前半の唯一の独創的な国際的な貢献と呼んだ。
（“Walter　Mahlberg，　Neue　Deutsch　Biographie”，　Historische　Kommission
det　der　Bayerische　Akademie　der　Wissenschaft，　red，15，　Berlin，1987，　s．680
－681．）そしてEugen　Schmalenbach自身でさえも、　Walter　Mahlberg　gの
インフレ会計の論文に見られるその思考と技法とが、自分のそれよりも先行し
ていたことを承認していた。（Lars　Engwall，［1995］，ibid，，　ss．91－92．）だがま
たW．Hasenackは、　Walter　Mahlbergを単に金マルク貸借対照表の開拓者と
してのみならず、かれがインフレ会計問題に寄せる関心の背後には、幅広く、．
深い、経済的・政治的な問題への配慮と研究があったことから、ドイツ経営経
済学の教授達のBalzacとして評価した。（W．　Hasenack，“Forchung　und
Ausbildung，　Ein　Gedenkwort　zu　Mahlbergs’65．　Geburtstag”，　Betriebswir－
shaftliche　Forschung　und　Praxis，1．1949，　SS．317－322．）
　Walter　Mahlbergのインフレーション会計に関する所説は、例えば、古典的
な名著とも言うべき片野一郎著「貨幣価値変動会計」（同文館、第1版、1962年）
に代表されるように、既にわが国でも十分な紹介と検討が行われていること、
そしてまた本稿との関連では、直接的な論題ではないので、深入りすることは
避ける。ここではWalter　Mahlbergが、イェテボリィェ商科大学に就任する
以前より既に一定の成果をあげていたということを考慮して、主要な著作・論
文名をあげておくに留める。
1914Uber　asiatische　Weckselkurse（Gloeckner，　Leipzig，2．　Aufl．）
1920Wirtshaftsrelativat（Zeitchrift　fthr　Handelswissenshaft　und　Praxis，
　　　13，6，8，9，SS．133－136，　SS．182－186，　SS．195－197．
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1921
1922
1925
1926
1927
1928
1930
1930
1931
1933
Bilanztecknik　und　Bewertung　bei　schwankender　Warhung（Gloeck－
ner，　Leipzig，2．　AufL）
Die　Notwendigketi　der　Goldmarkverrechnung　im　Verkehr（Gloeck－
ner，　Leipzig．）
Der　Tageswert　in　der　Bilanz（Glocekner，Leipzig．）
Die　Betriebswirtschaftslehre　als　Wissenschaft，　I　Mahlberg．　W．，
Schmalenbach，　E，　Schmidt，　F．　und　Walb，　E．　red．，　Grundriss　der
Betreibswirtshaftslehre，　VoL，2：Die　Betrierbsverwaltung（Gloeck・
ner，　Leip－zig，　SS．44－54．）
Konjunkturbeinflusseung　durch　Kalkulations－und　Kreditpolitik．
Antrittsrede　des　Herrn　Professoros　Dr．　Walter　Mahlberg，（Freiburg，
Donnerstag　15，　Februar．）
Reparationssabotage　durch　die　Weltwirtshaft，（Gloeckner，　Leipzig）
Kapitalleitung　und　Betriebswirtschaftslehre（Zeitschrift　fUr　handel－
swissenschaftliche　Forschung，24，　SS．545－570．）
Reparationen　und　Kapitawanderungen（Zeitschrift　fUr　handelswis－
senschaftliche　Forschung，24，　SS．73－78．）
Kapitalleitung　und　Arbeitslosisgkeit（Gloeckner，　Leipzig．）
Areitsbeschaffung　und　fixe　Kosten（Gloeckner，Leipzig．）
　　インフレ会計の基礎的な問題に関するWalter　Mahlbergの所説をめ
ぐる一般的な評価は別として、ここで留意するべき点は、かれが、イェ
テボリィェ商科大学に就任した頃には、ドイツは、依然としてインフレ
ーションの波に晒されていたこと、そして同年8月に施行された賃金指
数の規制は、10月より11月にかけて結果としてリークス・マルクの安定
に繋がっていったこと、とはいえドイツで進行した猛烈なインフレーシ
ョンは、周知のように、取得原価主義を基礎とした損益計算の仕組を企
業のいわゆる資本維持問題の立場から無意味にし、いわゆるインフレ利
益（inflationsvinsterna）の排除問題を早急に解決されるべき重要な問題
として浮上させたということである（19）。
Walter　Mahlbergは、このような状況の下で、既に1920年の論文「経
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済の相対性」の中で、ドイツにおける貸借対照表からインフレ利益を排
除する問題を論じた。この論文は、後に「貨幣価値変動下での貸借対照
表技術と評価」に繋がっていった。かれは、インフレ問題の会計的な処
理に関わる基本的な思考と手法をその著「取引における金マルク貸借対
照表の必要性」の中で展開し、貸借対照表よリインフレ利益を排除する
目的で、調達価格を1914年の通貨価値に換算するという考え方を提示し
た。かれの金マルク会計は、価格水準を破壊する諸要因に対する、優れ
て会計的な解決であった（2°）。更にWalter　Mahlbergは、上記の「貨幣価
値変動下での貸借対照表技術と評価」の中で「Eugen　Schmalenbachの
提案と分析とは、わたくしの思考に対して非常な影響を与えた」⑳と記
し、この領域でのEugen　Schmalenbachの功績を評価した。　Walter
Mahlbergが、この著作で展開した会計方法は、金価格を基礎としてイン
フレ利潤を排除する方法であり、かれは、それを貨幣価値を一定とする
会計（安定価値会計redovisningen　med　ett　konstant　penningsvtirde）
と呼んだ。この方法は、「ハイパーインフレーションが存在していた時期
に、ドイツの巨大企業で最も利用された安定的な方法であった。」（22）
　ところでここで付言しておくべきことは、Eugen　Schmalenbachを始
祖とするいわゆるケルン学派の流れに沿ったErnst．　Walb及びWalter
Mahlbergは、始祖Eugen　Schmalenbachも含めて、かれらの主観的な
意図はどうあれ、結果的には、1930年代には、ナチズムに何らかの形で
協力する結果となったことである。
　Eugen　Schmalenbachが固定費問題に寄せる多大な関心は、かれが、
1901年より1903年の間Karl　Bacherの助手であった頃にまで逆上るこ
とができる。Karl　BUcherは、当時、　Karl　Marxに関するセミナーを設
置し、かれの所説に依拠しつつ、大量生産の法則（massproduktionens
la9）を発展させていた。　Eugen　Schmalenbachは、この大量生産の法則
に刺激されて、固定費の研究に着手した。そしてかれは、固定費の圧倒
的な重要1生は、自由市場経済を壊滅させ、自由主義経済は、規制されて、
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組織された経済への移行を不可避とすると説いた。ドイツの場合「カル
テル形成を通じた組織された経済より、国家によって統制された企業経
済へと踏み出すことは、さほど偉大であったようには思われなかった。
Schlnalenbach学派の企業経済学者達の場合、この第一歩は、ナチズムー
ドイツによって操縦された経済を承認するための基礎となっていたとい
うこともあり得る。」（23）そこでまた、Ernst　WalbもWalter　Mahlberg
も、「少なくても部分的には、ナチズムのイデオロギーに結合したも
の」（24）と見倣される。当面のWalter　Mahlbergについて言えば、かれは、
明らかに、ワイマール共和国が第1次世界大戦後の経済的な諸問題を巧
みに処理する筈であるということに失望ていした。そしてかれは、ヒッ
トラーが権力を掌握して3ヵ月後の1933年3月に、国民社会主義党（det
nationalsocialistiska　partiet）と結合した。とはいえかれは、本質的に
は、ナチ主義者ではなく、自由主義者であった。ここで想起されるのは、
1930年代のスウェーデンの商業技術論／企業経済学の教育・研究者達も、
1929年世界恐慌を契機iとして本格的に組織・計画化された資本主i義の到
来に当たって、しかも第2次世界大戦勃発の不安の中で、等しく国家的
な問題に関与しながらも、一国の経済的・政治的な基本動向の大枠に規
制されて、総体としては、ナチズムの烙印を押されることはなかったと
いうことである。
　　　　　　　　　　　　　　〈注〉
（1）　Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　ss．109－110．
　　19世紀中葉より20世紀初頭にかけて、ドイツの各地に高等商業教育機関
　としての商科大学が設立された。この商科大学の設立運動に積極的な役割
　を果たしたのは、ドイツ商業教育協会（Deutscher　Verband　fUr　das　kauf－
　mannische　Unterrichtswesen）（1896年設立）であった。同協会は、1894
　年にライン州を中心に表面化したドイツにおける高等商業教育問題を最
　も直接的な契機として、1896年にハンザ同盟以来の都市ブラウンシュヴ
　ァイクの商工会議所の提唱によって結成された。（因みに言えば、ドイツの
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　高等商業教育への胎動は、1842年にまで逆上ることができる。）同協会の会
　員は、商工会議所、実業家、中央及び地方政府、国会議員、大学教授及び
　大学教員、ドイツ商業教師連盟、商業学校長連盟、実業学校等であった。
　（岡田昌成著「経営経済学の生成」改定版、森山書店、1979年、38－39頁。）
　　因みに言えば、この時期にドイツで設立された商科諸大学は、ライプツ
　ィヒ（1898年）、フランクフルト（1901年）、ケルン（1901年）、ベルリン（1906
　年）、マンハイム（1908年）、ミュンヘン（1910年）、ケーニヒスベルク（1915
　年）、ニュルンベルグ（1919年）等であった。（岡田昌成、同上書、第2章
　ドイツ商業教育協会と商科大学設立運動、有斐閣、1990年、22－23頁、43頁、
　58頁、60頁、W．コルデス編／M．H．クルーク、　E・ポットホフ、　G．ジーベン
　著、樗木三郎／平田光弘訳「シュマーレンバッハ　炎の生涯」有斐閣、1990
　年、58－59頁。）なおライプツィヒ商科大学は、本稿で問題としているAl－
　bert　ter　Vehnの教育的な背景との関連で言えば、　Eugen　Schmalenbach
　（ケルン）、Fritz　Schmidt（フランクフルト）、　Heinrich　Nicklish（ベル
　リン）の他、Wili　Prion、　Balduin　Penndorf、　Ernst　Pape、　Hermann
　Grossmann等を輩出した大学であった。この商科大学は、ライプツィヒ大
　学（1409年設立）及びライプツィヒ公立公立商業学校の組織の延長線上に
　設立された大学であった。なおまたErnst　Walbが、スウェーデンより母
　国に帰国した後、一時期就任し、本格的な著作活動を開始する場となった
　フライブルク大学は、1457年に設立された伝統的な大学であった。（Lars
　Engwall　red．，［1995］，ibid．，　s．54．）
（2）Karl　Hax，　Albert　ter　Vehn　zur　Vollendung　des　65．　Lebensj　ahres，
　Zeitschrift　fur　betriebswirtschaftliche　Forschung，17．　Jg。，1965，　S．41L，
　Josef　L6ffelholz，　Albert　ter　Vehn　65　Jahre　alt，　Zeitschrift　fur　Betrieb－
　swirtschaft，35　Jg．，1965，　S．455．
（3）　Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid。，　s．110．
（4）　Lars　Engwall（red．），［1955］，ibid．，　s．101．
（5）Jan　Hesnman，　ibid．，　S．56．
（6）　Josef　L6ffelholz，ibid．，　S．455．，　Foretagsekonomiska　Studier　i　Gδtebor－
　9・Aktuella　Redovisnings　Problem　Albert　ter　Vehn，　BAS，　Gδteborg，
　1981，F6rord，　ss，1－3．
（7）L・・sE・gw・ll（・ed．），［1980］，ibid．，　ss．・76－87，［1995］，・ibid．，、s．273－285，
　ss・327－347，　Jan　Hensman，　ibid．，　S．157．　Nils　Vtisthagen及びSven－Erik
　Johansson等、　Oskar　Sill6n及びAlbert　ter　Vehn以後の流れの委細につ
　いては、概して戦後の世代の問題のため、本稿では立ち入らない。
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（8）Sandor　Asztely，　Porfessor　Albert　ter　Vehn　65　Jahre　alt，　Betriebswir－
　tschaftliche　Foschung　und　Praxis，1Z　Jg．，1965，　S．485．
　　この記事の執筆者、Sandor　Aszt61y（1909－）は、ハンガリー出身、ウ
　ィーンで経済学を習得した後、1938年にスウェーデンに移住、1951年にイ
　ェテボリィェ商科大学を出発点として、企業経済学の教育・研究に携わる
　ようになった戦後世代の代表者の一人である。かれが、スウェーデンの会
　計学上、果している機能・役割は、本稿の限定する期間外なので、立ち入
　らない。ここでは、概してイェテボリィェ商科大学系列の教育・研究者の
　流れは、会計・経済的なモデル形成とそのモデルの実際的な適用の問題に
　力点をおくが、それは、Albert　ter　Vehnの残した重要な遺産の一つであ
　ること　（Lars　Engwal1，　red．，［1995］，ibid．，　s．356．）、　Sanddor　Aszt61yは、
　Albert　ter　Vehnのこの流れに沿って、企業の合理的な意思決定のための
　会計モデルの構築・そのための諸前提の設定のために、かれが、会計の諸
　原理と呼ぶ「12個の命題」を提示すること、この命題は、スウェーデンの
　年次会計実務を討議する場合枠組（en　referensram）として利用されてい
　ることを指摘するに留める。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　s．360．）??????（（（（（（（（（（（（Jan　Hensman，　ibid．，　SS．56－57．，
Josef　L6ffelholz，　ibid．，　S．455．
Jan　Hesnman，　ibid．，　S．57．
Jan　Hesnman，　ibid．，　S．58．
Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　ss．50－62．
Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　ss．87－88．
Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　s．88．
Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　ss．87－88．
Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　s．61．
Lars　Engwall（red．〉，［1995］，ibid．，　s．91．
Lars　Engwal1（red．），［1995］，ibid．，　s．92．
F．O．　Graves，　G．　W．　Dean，　F．　L．　Clark，　Schmalenbach’s　Dynamic
　Accounting　and　Price－Level　Adjustment，　Garland，　New　York－London，
　1989，P．xxix．
伽）Walter　Mahlberg，　Die　Notwendigkeit　der　Goldmarkverrechnung　im
　Vehrkehr，　Gloeckner，　Leipzig，1922，　S．　vi．）
⑳　Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　s．95，　Walter　Mahlberg，　ibid．，　s．187．
㈱　Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　s．101．
⑫4）　Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　s．101．
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II．2．Albert　ter　Vehnの役割
　後発大学としてのイェテボリィェ商科大学が設立された当時（1923年）
でもスウェーデンでは商業技術論／企業経済学は、概して新興の教育・研
究対象として、未だに市民権を確立していなかった。
　Albert　ter　Vehnが、1926年にWalter　Mahlbergの後任者としてイェ
テボリエ商科大学の商業技術論／企業経済学の教授職に就任したとき、か
れの目前の最大の課題は、このような教育・研究対象に「学問的な合法
性」を賦与し、市民権を確立することであった。この場合かれが最も重
視した問題は、商業技術論／企業経済学の研究の理論的な「厳密性」と「実
際的な適切性」という相互に矛盾する2つの問題であった。かれによれ
ば、理論的な厳密性は、単純化された仮説、少数の可変数、定式化可能
な諸関係等の問題を前提とし、これに対して実際的な適切性は、個々の
状況の「特異性」を把握する能力を必要とし、そのため「多様な概念」
（en　rika　begreppsflora）を前提とし、「純粋培養的な厳格な分析」を阻
むものであったω。
　Albert　ter　Vehnは、スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学の
市民権の確立とそのために必要な商業技術論／企業経済学の研究に必要
な理論的な厳密性と実際的な適切性という視角より、何よりも先ず、商
業技術論／企業経済学とりわけその一環としての近代会計学上の諸概念
の検討と体系化という問題に先鞭をつけた。かれのこの先導性は、やが
て同国のこの領域における戦後世代の教育・研究者達に対して、この領
域における新しい様々な教育・研究の分野の可能1生とその方向性とを示
唆し、新しい世代と分野の育成と開拓に寄与した。これは、Albert　ter
Vehnが、スウェーデンの商業技術論／企業経済学したがってまたその一
環としての近代会計学の形成上、成し遂げた最大の功績であった。
　Albert　ter　Vehnが、スウェーデンの商業技術論／企業経済学したがっ
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てまたその一環としての近代会計学の形成にとって果たしたこのような
機能・役割は、より具体的には、かれが、スウェーデンの諸大学でも産
業界でも1920年代前半頃に萌芽的に台頭し、1930年代初頭頃に激しい論
争を惹起するようになった「スウェーデンにおける原価会計の標準化」
（standadiseringen　av　kostnadsredovisningen三Sverige）（2）という問題
とりわけ「実際原価計算のための統一的な諸原則」（enhetliga　principer
fdr　sji’lvkostnadsberakning）、「標準コンテンプラーン」（normalkonto－
planer）、その他の関連の諸問題に関与したとき、かれが示唆したこれら
の問題に対する基本的な考え方と解決の手法の中に、端的に例証されて
いる。もとより「スウェーデンにおける原価会計の標準化」という問題
が浮上した背景には、さしあたり現象的には1920年代中葉頃からの、そ
してまたより本質的にはそれに先立つ同国の近代的な工業化過程の終了
頃からの、スウェーデンの経済社会における強力な合理化運動の波が横
たわっていた。この合理化運動が同国の近代会計学の形成にとって与え
た様々な影響の中でもとりわけ重要な問題の一つが、1920年代中葉頃よ
り1930年代にかけて展開された、同国の工的企業とりわけ機械工業にお
けるそれを中心とする様々な会計処理の改善と統一化を求める運動した
がってまた上記の「スウェーデンにおける原価会計の標準化」というこ
の問題であったのである。
　本説の本項では、Albert　ter　Vehnが、スウェーデンの商業技術論／企
業経済学したがってまたその一環としての近代会計学の形成に対して果
たした機能・役割を、それが最も端的に例証されている「スウェーデン
における原価会計の標準化」という問題とりわけ（1）実際原価計算のため
の統一的な諸原則の形成問題、（2）標準コンテンプラーンの形成問題、（3）
その他の諸問題との関連で概観しよう。
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（1）実際原価計算のための統一的な諸原則の形成問題
　スウェーデンにおける初期の合理化運動の中心的な担い手は、「スウェ
ーデンの最初のコンサルタント会社」（Sveriges　f6rsta　konsultf6retag
）（3）である前述の株式会社産業情報サーヴィスであった（4）。前項でみたよ
りに、Oskar　Sil16nは、同社の設立以来1933年まで同社の組織部門の主
任であったが、王立工科大学（Kungliga　Tekniska　H6gskolan）の工業
経済学の特別教師（speciallarare）であったOlof　Karnekullも、同大学
の工業経済学及び組織論の最初の教授として就任したCarl　Tarras　Sal－
lfbrsも、同社のコンサルタント業務と関わりをもっていた。同社が、設
立以来、産業界の要請に応じて漸次に諸部門を増設・拡大していく過程
で、不断に関心を呼び、折にふれて激しい論争を惹起したのは、科学的
管理と工場組織の問題であった⑤。
　この株式会社産業情報サーヴィスと並んで、科学的管理と工場組織の
問題に取り組んだもう1つの機関は、「スウェーデン技術連盟」（Svenska
Teknologf6renigen）（1908年設立）であった（6）。同連盟も、科学的管理
と工場組織の問題の一環として、純粋に技術的な視点より「スウェーデ
ンにおける原価会計の標準化」を目指して、「実際原価計算のための統一
的な諸原則」を詳細に作り上げる作業に着手した。この作業に関与した
主要な人々は、当時、この連盟の会長の座にあったNils　Fredriksson（か
れは、当時、スウェーデン教育庁Skol6versytrelsen：略称SOの教育委員
として、この問題をめぐる活発な論客の一人）、上記の010f　Karnekull
（かれは、当時、この連盟の書記職の地位にあり、この立場より工科大
学に工業経済学と工場組織論のための特別な部門を設立するべきことさ
え幾年間も主張）、同じく上記のC．Tarras　Sallfors　cf・1）（かれは、当時、
この連盟の秘書官）等であった。
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cf．1）スウェーデンの初期合理化運動の主要な担い手としてのC．Tarras　Sall－
forsについて
　C．　Tarras　Sallfors（1889－1960年）は、スウェーデンで最初の、工業経済学
及び組織論の教授であった。とはいえかれの活動は、単に学究的な教育・研究
活動に留まらず、コンサルタント及びある程度まで公務員としてのそれにも及
んでいた。かれは、近代スウェーデンの初期の合理化運動の主要な担い手とし
て、公的・私的両部門の組織論の発展に寄与した。かれは、個人と社会が発展・
成功する途として、学術的な教育・研究に確固たる信頼を寄せていた。かれは、
実証主義者として、計量的な資料分析を志向した。かれとその同世代の人々は、
商業学及び工業組織論を学問的な体系の中に位置づけ（Lars　Engwal1，　red．，
［1995］，ibid．，　s．181．）、同時に経済的な効率性という考えを軸としてそれら
を技術的な発想に結合することに先鞭をつけた。かれの、学術的な研究への信
頼、理性と判断力、原価計算に対する信頼は、楽天主義と同様に、近代スウェ
ーデンのイデオロギーである機能主義の形成に寄与した。（Lars　Engwall，
red．，［1995］，ibid．，　s．181－182．）
　C．Tarras　Sallforsは、1898年にスコーネに生誕し、長じてストックホルム
工科大学（KTH）に学び、1922年に工学士の資格を取得した。その後かれは、
更に、ストックホルム商科大学で国民経済学、工業経済学、数学等について学
び、経済学に関する学士号も取得した。工学技術者として出発したかれが、経
済学関連の学習を修めたということは、かれの将来にとって有望な展望を開い
た。
　既に本稿の①及び②で指摘したように、スウェーデンにおける商業技術論／
企業経済学の形成したがってまたその一環としての同国の近代会計学の形成
の主翼を担ったのは、先発大学としてのストックホルム商科大学、次いで後発
大学としてのイェテボリィエ商科大学であったが、その他には工科大学・農業
大学等自然科学系列の単科大学に設置されたこの種の領域での教育・研究活動
も、その形成にある程度の役割を果たした。そしてそれは、例えば、既に1908
年にある委員会が、KTHで工業経済学と政治学の教育・研究活動を行うべき
ことを主張したことを発端として、1912年にKTHが、国家的な予算措置なし
に、自らの手でこの領域の教育・研究に着手したことに端的に現れている。
KTHは、この際、その教育・研究の担当者としてさしあたり株式会社「セパ
ラトゥール社」の上級技師Erik　August　Forsbergを採用した。かれは、後に
はC．Tarras　Sti11forsの指導者となった。　Erik　August　Forsbergは、スウェー
デンの初期の合理化運動において卓越した人物の一人であった。（H．De　Geer，
Rationalisering　i　Sverige，　SNS．　Stockholm，1978　S．144．）かれは、「スウェー
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デンのテイラー」（Sveriges　Taylor）（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　s．
182．）と呼ばれたように、アメリカ合理化運動の先導者F．W，　Taylorの科学
的な管理の思考が、1910年頃にスウェーデンでも知られるようになったとき、
その最も初期の論客となったのみならず、実務家としてもセパラトゥール社の
変革にも先導的な役割を果たした。EW．　Taylorの著書The　Principles　of
Scientific　management（1911）のスウェーデン語翻訳版がスウェーデン工業
連盟によって出版されたとき（1923年）、かれは、それに序文を書いた。スウェ
ーデンの最初の労働争議が、このような合理化運動に反対して、セパラトゥー
ル社の姉妹会社Separtor　Dotter－f6retagで発生したとき、かれは、親会社の
責任ある上級技師として、労働組合の辛辣な攻撃の標的となった。その後かれ
は、スウェーデン工業連盟の指導者の一人として、スウェーデン雇用者連盟
（SAF）に対して最大の影響を与えた。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　s．
182．）
　C．Tarras　Stillforsは、　E．　August　Forsbergの指導の下に、実際原価計算
の問題に取り組んだ。前節で問題としたOskar　Sill6nもまた、実際原価計算の
問題に非常な関心を寄せていた。（表2．1を参照のこと。）第1次世界大戦前の経
済的な安定期におけるスウェーデン原価計算の領域で最大の焦点であった問
題は、製造間接費の配賦に関する適切な方法によって、製品の実際原価を出来
るだけ正確に算定することであった。とはいえ戦後状況とりわけ急激な貨幣価
値の変動期が到来すると、原価計算問題の焦点は、価格変動と製品原価の算定
問題におかれるようになった。このような経済状況の下でC．Tarras　Sallfors
が卒業論文のテーマとして取り組んだ問題は、急激な貨幣価値の変動期には実
際原価計算は、如何にして算定されるべきかという、極めて現実的な問題であ
った。この論文は、1922年にE．August　Forsbergの序文付きで、公表された。
（Lars　Engwal1，　red，，［1995］，ibid，　s．183．）
　スウェーデンが、戦中・戦後インフレが一先ず鎮静化した後到来した長引く
不況期（1921－1924年）に入ると、同国の様々な合理化計画は、新しい関心を呼
んだ。それは、一部は工業生産品の原価にとって非常な圧力となる経済恐慌に、
また一部は8時間労働日制の導入によるものであった。このような状況の下
で、C．　Tarras　Sallforsは、学友Harry　Nieckelsと共に、科学的な管理の特
質に関する、馴染みやすい提案をしていた。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，
s．183．）
　1922年にC．Tarras　Sallforsは、アメリカ研修旅行に赴き、1929年まで同地
に逗留した。同地でかれは、コンサルタント技師及びNorton＆Co社の役員
補佐として勤務した。1929年にKTHの教授Edvard　Hubendickは、　KTHの
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工業組織論の主任教師の地位にかれを就けるため、かれをスウェーデンに呼び
戻した。後述のように、この時期には、スウェーデンにおける同じく合理化運
動の旗手であり、教育歴もC．Tarras　Sallforsとほぼ同様なRobert　Kristens－
sonが、　KTHで簿記の特別教師として勤務していた。（1924－1931年まで。）C．
Tarras　Sallforsは、主任教師の地位をめぐってかれと競合したが、　Edvard
Hubendickの強力な推薦で、この地位を手にした。（1929－1939年まで。）
　C．Tarras　Sallforsは、アメリカより帰国後、　KTHの工業組織論の特別教
師及び主任教員として勤務する傍ら、株式会社情報産業サーヴィスにも勤務し
た。
　既述のように、同社は、小規模とはいえ、行動志向的な頭脳集団であり、そ
の社員は、スウェーデンでは当時の最高水準の労働条件（特に知的労働に対す
る報酬）を提供されていた。同社は、当初、Oskar　Sill6nがストックホルム商
科大学への就任に伴い、さしあたりはかれへの、転職前の所得と同一程度或い
はそれを上回る所得保証の意味合いから、スウェーデン工業連盟の下部機関と
して設立されたが、時代と共に、その業務を拡大・充実してきた。そして、そ
れに呼応してOskar　Sill6nは同社での地位を高め、この時期にはかれは、各部
門の監督者となっていた。かれは、ストックホルム商科大学の助教授／教授及び
同社のコンサルタントとして、スウェーデンのこの領域での教育・研究と産業
界のために、近代実際原価計算を導入し、コンテンラーメンと会計技術の後の
発展のための前提条件を整備した。1930年に同社の組織部門は、会計部門と名
称変更し、スウェーデンで監査法人を設設するための布石となった。（Lars
Engwall，［1995］，ibid，，　s．　184．）同社は、既に1921年に工場組織部門（1930年
以後組織部門と命名）を、技術者Olof　Karnekull及びJohn　Carlssonの指導
の下に開設していた。1929年にC．Tarras　Sallforsは、この部門の監督者とな
った。かれの指導の下で工場組織部門（組織部門）は、様々な問題特に機械化
処理（例えば、生産過程の電動化、工場内外の運搬施設の建設、倉庫施設、流
れ生産方式等）と、生産計画の立案・追跡・在庫管理・供給と注文等の問題と
取り組んだ。更に工場組織部門（組織部門）は、時間研究と生産方法の研究を
深めて、賃金等その他の労働契約問題の処理に至るまで、その活動領域を拡大
していった。同部門によるこの種の活動は、やがて第2次世界大戦直前には、
作業時間と作業組織をめぐる、様々ないわゆる「スウェーデン的方法の発展」
（den　svenska　metodutvecklingen）に結びついていった。（Lars　Engwall，
red．，［1995］，ibid，，　s．185，　H．　De　Geer，　ibid．，　s．146．）
　1930年代にはC．Tarras　Sallforsは、集中的にコンサルタント活動を推進し、
様々な企業の中・大規模な組織問題に関する報告書を公表した。その場合かれ
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は、生産方法の研究と実際原価計算をその分析用具とした。そしてこの10年間
にかれは、実業界とりわけ工業連盟との関係でその地位を強化しつつ、幾つか
の委員会及び諮問・検討グループの委員となり、同時に時間研究と組織問題に
関する様々な論文を公表した。その中でも最も重要な論文は、工業連盟と「技
術アカデミー」（lngej6rvetenskapsakademien）の要請による1930年代末葉の
「工業における労働研究」（1939年）であった。かれは、そこでは自らの実際的
な経験と、労働時間、その増大、及び近代的な工場組織における労働の役割等
に関する博識を披渥した。この著作は、この領域での標準的な著作となり、工
学技術者及び企業経済学に関する専門的な課程で学ぶ人々の指針となった。株
式会社産業情報サーヴィスに勤務していた時期にはかれは、最も創造的で豊か
な成果をあげた。かれは、スウェーデンの合理化運動の立役者の一入であり、
学術的な方法は、生産を効率化すると主張したように、まさにこのような路線
を推進したのであった。その結果、かれの名声は高まり、特に雇用者と労働組
合の双方で、そうであった。かれが主張した考え方は、スウェーデンの社会構
造上、重要な一部となりかけていた。（Lars　Engwall，［1995］，ibid．，　s．　185．）
　1929年にC．Tarras　Sallforsが、　KTHの工業経済学及び組織論の教育・研
究に特別教師及び主任教員としてその任を負った頃、KTHは、幾度か、この
領域での教授職の設置問題を検討していた。1939年に文部大臣は、懸案の、教
授職設置問題を承認した。人選は、所定の手続にしたがって行うことになり、
幾人かの候補者が浮上した。この時にもRobert　Kristenssonが、ベルゲン大学
の退職とスウェーデンへの帰国を控えて、応募し、C．　Tarras　Sallforsと競合
した。Robert　Kristenssonは、その経済学的な知識・洞察力・能力を高く評価
されたが、C．　Tarras　Sallforsは、かれの産業界での地位と実務的な能力を買
われて、1940年にKTHの教授職に就任した。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，
ibid．，　s．186－187．）C．　Tarras　SallforsがKTHの教授職に在職した期間は、
比較的短期間（1940－1944年）であった。かれは、KTHの教授職としての資格
で、技術的な教育・研究における学術的・実践的な教育・研究領域としての工
業経済学及び組織論の重要性を指摘した。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，s．
188．）
　スウェーデンでは、第2次世界大戦の勃発に前後して経済の直接的な国家管
理が開始した。それには、管理的な知識と経験のある産業界内外の人々を必要
とした。1941年に「国家検討委員会」（en　statlig　utredning）として「節約検
討委員会」（Besparingsurtredningen）が、公的管理を合理化するための手続を
提案するという目的で、創設された。C．Tarras　Sallforsは、教授としての業績
以上に工的企業の合理化問題に関するその経験を買われて、第1書記として任
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命された。そして1943年に「国家組織局」（Statens　organisationsnamnd：
SON）が、国家的な管理を組織化し、同時に公的部門における実物監査を施行
する目的で設立されたとき、かれは、最初の総責任者となった。国家組織局は、
一種の国家管理の内部コンサルタントとして機能し、様々な問題の検討に従事
した。第2次世界大戦の終了後特に1950年代後半よりこの国家管理局の再編作
業が開始したとき、かれは、この作業にも関与した。その委細は別として、か
れが、最終的には国家的な管理に関する効率性とその組織に関する近代的な思
考を導入したという点は、注目するべきであろう。（Lars　Engwall，［1995］，
ibid．，　ss．188－189．）
　C．Tarras　Sallforsは、同世代のGerhard　T6rnqvistと同様に、またもっと
古くは、Oskar　Sillenと同様に、実務家としては相当程度高度な学術的な水準
を維持したが、教育・研究者としての本来的な業績は、かれら程ではなかった
し、しばしばかれと競合したRobert　Kristenssonと比較しても、そうであっ
た。かれは、その分だけ実業界で合理化運動に奔走した。かれは、「より古い思
考方式とより新しいそれとの間の架け橋（en　brygg）であった。」（Lars　En－
gwall，red．，［1995］，ibid．，　s．　189．）しかもかれは、傾向的に、組織における人
間的な要素を考慮する能力にも意思の問題にも無関心で、伝統的・情緒的・道
徳的な動機の重要性を顧みることには、全く冷淡であった。かれは、合理性を
基本的な価値とした。かれにとっては、労働を組織し、その結果として資源を
可及的に効率的に利用するということは、殆ど道徳的な命令であった。それ故
にこそ、1950年代末葉には、かれの合理化問題における専門家としての確信と
洞察力とは、政府の政治的な野心の標的となった。かれの厳格とも言える程の
合理主義はまた、ある面では、独創的な想像力の展開を阻み、当時、成長しつ
つあった情報産業の発展の潜在的な可能性を理解することを困難にした。それ
ためかれは、今日では、計画化の可能性を過信し、一元的で機能主義的な社会
機構を形成し、人間の問題を忘却の彼方に追いやってしまったという、痛烈な
批判にさえ晒されている。（Lars　Engwall，［1995］，ibid．，　ss．189－190．）
　既述のように、株式式会社産業情報サーヴィスの設立を契機として、
既にスウェーデンでも工業経済学及び工場組織に関する領域では、幾人
かの人々は、外国の関連の諸文献のスウェーデン語翻訳或いは関連の諸
文献の母国語（スウェーデン語）による執筆等、この領域における文献
資料の収集或いは作成の作業を開始した。これらの文献資料は、1930年
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代初頭にも工業経済学及び工場組織に関する教育・研究と実践の場合に、
さしあたり利用可能なスウェーデン語文献として引き合いにだされた。
「実際原価計算のための統一的な諸原則に関する作業」（arbetet　med
enhdtiga　principer　fdr　sjalvkostnadsberakningar）もまた、さしあた
りこれらの文献資料cf・1）を手掛かりとして開始したのであった⑦。
cf．1）この種の文献資料としては、スウェーデン工業連盟出版のFredrik
Taylor及びAlbert　Camelsの著作（1911年及び1909年）のスウェーデン語翻
訳版（F．W．　Taylor，　The　Principles　of　Scientific　Managemen，svensk　6ver－
stittning：Rationell　Verkstadsledning，1913，　Uppsala，　med　f6rord　av　AxeI
Hultkranz，　verkst琶llande　direkt6r　i　Sveriges　Industrif6rbund，　A．　Calmes，
Fabriksorganisation－Organisation，　bokf6ring　och　sjalvkostnadsberakn－
ing　f6r　industriella　fUretag，　Sveriges　Industrif6rbund，　Stockholm，1911．）、
Oskar　Sillenの小著（Grunddragen　av　industriell　sjalvkostnadsberakning，
Sveriges　Industrif6rbund，　Publikationer，　avdelning　Organisation，　No5，
Stockholm，1913）、　E．　Augst　Forshberg（当時、セパラトゥール社の製造部
長）の実際原価計算に関する詳細な論議を含む工業経済学に関する著作（In－
dustriell　ekonomi，　Stockholm，1916）、　H．　Roy　Schulz（当時、　ASEA社の経
理主任として同社の経営簿記driftsbokf6ring問題に関与）が、工学専門誌
「Teknisk　Tidskrift」に寄稿した論文（Enhetlighet　i　industriell　kostnadsber－
akning：Teknisk　Tidskrift．　53，nr　38，39．，1923）等が、代表的である。（Lars
Engwall，［1995］，ibid．，　s．．112．）
（1）H．Roy．　Schulzの1923年提案
　スウェーデンの工業実際原価計算の標準化したがってまたそのための
統一的な諸原則の形成のための具体的な第1の段階は、1923年9月に
ASEA社の経営簿記の主任で工学士のH．　Roy．　Schulzが、工学専門誌
「Teknisk　Tidskrift」に、「工業実際原価計算の統一性」（Enhetlighet　i
industriel1　sjalvkostnadsberakning）という論文を公表したことであっ
た。かれは、この論文で、様々な工的企業の各製品の価格決定の基礎と
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しての工業原価計算の方法には統一性がなくて、価格の比較の場合不便
であること、しかも同国を時折見舞う激しい景気変動とりわけ戦中・戦
後インフレ及びそれに続く不況期の最中に実際原価計算をする場合、価
格変動や売上高の規模等が原価の算定に及ぼす影響は、極めて重大であ
るにも拘わらず、この問題は、全く無視されていると主張した。かれは、
当時のスウェーデンにおける実際原価計算の現状に対するこのような認
識を前提として、ASEA社の簿記と原価計算について詳細に説明した後
に、「実際原価計算のための7つの諸原則」（Sju　principer　f6r　sjalvkost－
nadsberakningen）と題してその計算方法を提示した（8）。その骨子は、（1）
価格変動の問題を考慮して、全てのコストは、現在価値（nuvarde）で評
価されるべきこと、原価簿記一実際原価計算が恒常的な計算として遂行さ
れ、簿記（bokf6ring）の中に組み入れされる制度的なシステムが存在し
ている場合、帳簿上の原始取得原価（de　ursprunglingen　b6kfdrda　ans－
kaffningskostnaderna）は、現在価値に評価替（再評価）（omvardering）
されるべきこと、現在価値と原価との差額は、評価替諸勘定
（omvarderings－konton）で確定さるべきこと（因みに言えば、1923年提
案は、この評価替勘定に記入される評価差額即ちいわゆる増価を、資本
と見倣すかそれとも利益と見倣すかは、直接には明言していないが、評
価替の目的を実体資本維持の関わらせていることからみて、少なくても
拘束性のものと推定される）、この評価替（換算）の手続は、全ての原価
要素に適用されるべきこと、そのため設備資産に対する減価償却もまた、
設備資産の現在価値（anltiggningarnas　nuvarandevarde）を基礎として
行うべきこと、（2）売上高の規模の変動が実際原価計算に及ぼす影響は、
正常年度の間接費（normal邑retsomksostnader）及び正常年度の売上高
（normalaretsomsattning）を基礎とすることによって排除するべきこ
と、正常年度の売上高は、最高年度の売上高（maximalaretsomsattning）
の75％程度とするべきこと、（3澗接費を間接材料費・間接労務費間接経
費に区分することによって、間接費の実際原価に対する影響或いはその
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占める比率を考慮するべきことという三点より成り立っていた（9）。そし
てかれは、これらの諸原則が単にASEA社の実際原価計算の場合のみな
らず、全ての工的企業の場合適用されるべきことを主張した。
（2）SISの1928年提案（SIS－f6rslaget　av翫1928）
　スウェーデンの工業実際原価計算の標準化したがってまたそのための
統一的な諸原則の形成のための具体的な第2の段階は、この7つの諸原
則の提案以来4年経過した1927年に開始し、翌年に公表された「スウェ
ーデン産業標準化委員会」（Svenska　Industriens　Standardiserings－
kommission：略称SIS、後にスウェーデン標準化委員会Sveriges　Stan－
dardiserignskommission：略称SSKに改名）による提案即ち「スウェー
デン産業標準化委員会の1928年提案」（SIS－f6rslaget　av　ar　1928）であ
った（1°）。（以下、1928年提案と呼ぶ。）
　SISは、これまで既に長期にわたって工業生産物の平準化（en　nor－
malisering）の問題に関わってきたが、それを基礎としてこの時期には実
際原価計算の問題を取り上げた。SISがこの問題に取り組むようになっ
た動機は、上記のH．Roy．　Schulzの論文から受けた刺激によるものでは
なくて、スウェーデン教育庁が、1927年2月にSISに送った書簡による
ものであった。同庁は、この書簡でSISに、工業簿記の教育及び経済的
な職業教育の場合に利用されうる「工業実際原価計算の場合に使用され
るべき統一的な用語に関わる諸規準」（normer　rdrande　enhetlig　ter－
minologi　vid　industriell　sjalvkostnadsberakning）を確立するべきこと
を要請した（11）。SISは、直ちにこの要請に応じて特別委員会（en　sarskild
kommitt6）を設置し、委員としてNils　Fredriksson（スウェーデン技術
連盟会長で教育委員）、H．　Roy　Schulz（ASEA社の経営簿記主任）及び
Ragnar　Liljeblad（同社の技術主任で上級技師）、　Oskar　Sil16n（ストッ
クホルム商科大学の教授及びコンサルタント）、Robert　Kristensson（当
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時は工学士であり後に工科大学の工業経済学及び組織論の教授に就任）
らを任命した。この特別委員会は、翌年（1928年）に、委員会の討議の
結果として「実際原価計算のたの基礎的な統一用語に関する提案」（F6rs－
lag　till　grundlaggande　enhetlig　terminologi　fδr　skjalvkostnadsberakn－
ing）即ちSIS－f6rslaget　av　ar　1928を公表した。この提案は、　Albert　ter
Vehnの著書「実際原価計算の標準化．Volvo社，　SKF社，ASEA社及び
L．M．　Ericsson社の原価簿記を顧慮して」（Sjalvkostnadsberakningens
Standardiserig．　Med　H芸nsyn　Tagen　Till　Den　Kalkylerande　Bokf6rin－
gen　Hos　Volvo，　SKF，　ASEA　och　L．　M．　Ericsson，　Handelsh6gskolan　i
G6teborg，1936）の随所に見られるように、ドイツにおける「実際原価
計算のための最初の基礎的なプラーン」（den　f6rsta　grundplanen　f6r
sjalvkostnadsberakning）として8年前に公布され「ドイツの1920年
AWF－planen」（den　deutschen　Ausschuβ　fttr　wirtschaftliche　Fertigung
Plan　av　ar　1920）を範とし、そこで使用されている用語を継承してい
た（12）。
　SIS－f6rslaget　av　ar　1928のモデルとなったドイツのAFW－planen　av
Sr　1920年の生成の過程は、当面の直接的な課題ではないので、立ち入る
ことは避ける。ここではさしあたりそれが、第1次世界大戦後ドイツで
採択された不況対策として、一国の経済全体の立場より、企業会計を通
じて経営内部を合理化するために、ドイツ経済合理化局（Reichskurator－
ium　fUr　Wirtschaftslichkeit）が、既に戦時中にドイツ連邦機械作業所
組合（Verein　Deutscher　Maschinebauanstalten）とりわけドイツ鋳物
工業組合によって着手されていた標準勘定組織案や原価計算原則の公表
（1918年）等の作業を継承したこと、これを受けて、1920年に「経済製
造委員会」（Ausschuβ　fifr　wirtschaftliche　Fertigung）が、統一会計制
度の樹立とそれによる経営比較のための原価計算基準とそれに付属した
コンテンラーメンとして公表したものであったこと、そしてこれを契機
にドイツでは様々なコテンラーメンが公表されたこと、その中でも最も
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代表的で影響力の強かったものは、1927年にEugen　Schmalenbachが商
学研究誌（Zeitchrift　fUr　handelswissenschaftliche　Forschung）に公表
した独自の勘定組織案であり、かれは、それを始めてコンテンラーメン
と言う言葉で表現したこと等を指摘することに留める㈹。
　AWF－planenの立案の経緯はどうあれ、1928年のSIS－fδrslagがそれ
をモデルとして立案されたとき、ドイツにおけるこの領域の発展は、
AWF－planenの公表以後めざましく、既にAWF－planenの有効性を完
全に奪ってしまう程までになっており、その限D　1928年提案の内容もま
た、その制約を受けたのであった。1928年提案は、例えば、間接費に関
する賦課計算法（pSlaggskalkylmetod）の概念や原価の費目別・部門別
（原価場所別計算）・製品別計算（原価負担者別計算）の概念等、既に1920
年代初頭に周知となっていた諸概念について明示し、更に変動費と固定
費の、或いは正常原価計算（normalkalkyl）と最小原価計算（minimalkal－
kyl）の概念的な区別を提示した。とはいえ同提案は、全部原価計算に問
題を限定し、部分原価計算の問題に言及しなかっこと、同提案は、当時
の関連の諸文献及び実務上しばしば争点となった原価計算上の利子及び
減価償却費の取扱いについて言及しても、その論拠を十分に明示できな
かったこと　（例えば、同提案は、資本利子は、それが借入資本に対する
ものであれ、自己資本に対するものであれ、原価計算に算入するべきこ
とを説くが、その理由を説明していないこと）、同提案は、恒常的な簿記
（den　ldpande　bokf6ringen）の機構に組み込まれる実際原価の算定方式
については、機械工業の場合に適用される実際原価の算定方式のみを問
題とし、その他の工業生産の場合に適用されるそれは、全く顧慮してい
なかったこと等、後になって解決されるべき幾つかの重要な問題を残し
たのであった（14）。
　このようなSISの1928年提案に対して激しい批判を展開したのは、
SKF社の取締役Uno　Forsbergであった（15）。
　1928年提案は、その提案の意図はどうあれ、現実問題としては、ASEA
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社（及びLM．　Ericsson社）という、既にこの時期に独占企業として自
己の地位を確立し、確固たる販売網を所有していた重電機及び電信・電
話部門における巨大企業への適用を予定して、上記のように、AWF－
planenに範を求め、関係当事者達の言葉によれば、「ドイツの影響を受け
たモデル」（ett　tyskinfluerad　modell）として立案された（16）。かかるも
のとしてそれは、原価計算上の実際原価（kalkylerade　sji’lvkostnader）
を会計より得ることが可能であるとし、会計と原価計算との統合（en
integration　av　redovisning　och　kalkylering）を求めた。ここでは会計
は、財務会計機構と有機的に結合した会計制度として成立し、原価計算
は、純然たる内部的な計算と分析より成った。
　これに対しでSKF社（及びVolvo社：同社は、1926年にSKF社より
分立して設立、SKF社の経済的な諸原則を継承、　Volvo社の専務取締役
Assar　Gabrielssonは、後にクロイゲル帝国の崩壊に伴ってマッチ会社
Tandsticksbolagの事業の後始末に参与）（’7）は、ボールベアリング及び
自動車部門の企業として、当面、不断に峻烈な競争に晒されながら、国
際的なコンッェルンとして、1916年にフラデルフィア工場を買収したこ
とを契機として（18）、1918年以来、原価会計の体系（kostnadsredovisnings－
system）を、関係当事者達の言葉によれば、「アメリカの影響を受けた視
点」（ett　USA・influerat　synsatt）より構i築することに着手していた（19）。
そしてSKF社（及びVolvo社）は、会計と原価計算とを区別した。この
ような手法は、会計と原価計算との統合を求め、その結果として原価計
算上の実際原価（kalkylerade　sjalvkostnader）の数値を、会計より引き
出すこと（att　hamta　ur）が可能であったASEA社（及びM．　L．　Ericsson
社）の手法と、対立するものであった（2°〉。
　このような状況の下で、SKF社のUno　Forsbergは、1928年5月にス
ウェーデン技術連盟イェテボリィェ会議の際に開催された講演会で、
SISの1928年提案を論題として取り上げ、　SKF社の工業会計実践に照ら
して、1928年提案に対する批判的な意見を表明し、後にこの講演の要旨
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を加筆した形で、工学専門誌「Teknisk　Tidskrift」に「実際原価計算と
工業簿記のための諸原則」（Principerna　f6r　sjalvkostnadsberakning
och　industribokfdring）という論文として公表した。この論文ではかれ
は、先ず、実際原価計算と簿記との協同の重要性（betydelsen　av　samar－
betet　mellan　sjalvkostnadsberakning　och　bokf6ring）を強調し、この
視角よりSKF社の工業会計実践の現状について、次のように説明した。
即ちSKF社は、原価簿記（kostnadsbokfdring）における最大の焦点を、
如何にして標準原価（standardkostnader）を利用するかということにお
き、そのため先ず製造勘定（tillverkningskonto）の貸方に事前原価とし
ての正常原価或いは標準原価を記載し、次いで借方に事後計算としての
実際の調達原価ないしは製造原価マイナス遊休生産能力（de　verkliga
anskaffningings－resp．　tillverkningskostnaderna　minus　ett　avdrag　fbr
outnyttjande　kapacitet）を記入すること、同社は、予算上の標準原価と
実際原価との間にある原価差異分析を、様々な原価場所の効率性が安定
的に維持されるよう、その舵取り役（styrningen　av　de　olika　kostnads－
stallens　effektivitet）として利用していること、そして同社は、実際原
価計算を標準原価計算と切り離して、その時々の原価状況（kalkylsitua－
tion）に呼応した原価の算定のために実施していること、これに対して
1928年提案の立案過程に直接的・積極的に関与したASEA社は、原価簿
記における最大の焦点を、製品原価の算定の場合如何にして在庫品の評
価額より価格変動の影響を排除するかということにおき、実際原価を現
在調達価格（nuanskaffningpris）に調整していること、そのため製品原
価の算定過程は、この調整という形で「主観的な契機」（subjektiva
moment）を含むことになり、未実現損益を混在してしまうこと、したが
って実際の製品原価は、個別的に信愚書類としての購入領収証（ink6ps－
kvitto）と照合することがなければ、統制不可能な価額で評価されること
になること、SKF社の場合、原材料・減価償却費・及びその他の全ての
原価要素は、取得原価で評価していること、製造間接費の適切な配賦の
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ためには直接作業時間法を適用していること、資本利子は、それが借入
資本に対するものであれ、自己資本に対するものであれ、原価計算に算
入していないということ等であった（21）。1928年提案の立案過程に参画し
たASEA社側のNils　Fredriksson及びRagnar　Lijebladも、この講演
会に出席し、SKF社のかかる見解に対して反論した。　Uno　Forsbergは、
このような状況の下で、これらの用語問題は、技術者及び学者達によっ
てのみ討議されるべきではなくて、実務に携わる会計担当者達がもっと
多数参加することによって討議されるべきであるとして、この論議に留
めをさした（22）。
　1928年提案をめぐるASEA社（及びLM．　Ericsson社）とSKF社（及
びVolvo社）との激しい対立は、その後暫くの間、続いた。両者の対立
は、その論争の激しさにも拘わらず、必ずしも争点さえもかみ合うこと
さえないままに、深みにははまっていった。当時、この論争に参加した
当事者達によれば、このような状況は、現象的には一般に単に、工業会
計における「ドイツの影響を受けたモデル」と「アメリカの影響を受け
た視点」との相剋として認識されていた。後になってこの問題と取り組
んだAlbert　ter　Vehnは、この論争に対するこのような認識を皮相な見
方として退けた。そしてかれは、この論争で問題となった原価簿記上の
諸概念（例えば、原価と危険・支出と原価の概念）を明確化或いは区分
していく作業を通じて、この論争の原因を原価簿記上の諸概念に対する
理解の曖昧性に求めたのであった。
（3）SISの1929年提案（SIS－f6rslaget　av　ar　1929）
　SISの上記の特別委員会は、こうした状況の下で打開策として、この草
案の作成作業の過程には直接的に参画していなかったSKF社側の要望
を受け入れる形をとり、この委員会の構成員の範囲を拡大して、SKF社
の会計主任Elon　Jacobsson、スウェーデン商業銀行の工業監査部門（Sv一
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enska　Handelsbankens　avdelning　f6r　industrirevision）の理事Erik
Gillberg、教育委員のVilhelm　Berglundを参画させ、その委員の拡大を
はかった。（以下、この委員会を、便宜上、拡大委員会と呼ぶ。）拡大委
員会は、1928年提案の幾つかの点を修正し、1929年末葉に修正案（ett
bearbetat　fdrslag）即ちSISの1929年提案を作成した。拡大委員会が、
1928年提案に対して加えた主たる修正点は、1928年提案が強調していた
原価要素・原価部門・原価負担者という用語を残しながらも、それを重
視しなかったこと、全ての間接費を各製造部門ごとに計算することを放
棄し、その代りに、更にこれらの間接費を正しく賦課あるいは配賦する
という名目で、製造間接費（tillverkningsomkostnader）・販売間接費
（f6rsaljningsomkostnader）・管理間接費（administrationsomkost－
nader）に区分したこと、製造間接費の配賦基準として直接材料費法をそ
の選択肢として許容したこと、資本利子の原価算入問題については意見
が別れて、統一的な用語に関する提案外においたこと等であった（23）。
　拡大委員会は、1929年提案立案の作業の過程で、次のように述べ、検
討内容を用語の問題に限定することに努めて、従来より争点の的となっ
てきた原価計算上の諸問題（例えば、資本利子の原価算入問題）を将来
解決するべき問題として、将来に委ねた。即ち言う、「用語の問題は、勿
論、出発点である　　それは、原価の領域における標準化作業の最終目
標ではない。この（拡大）委員会の見解によれば、統一的な用語が採択
された後には、全ての工業のための統一的な計算方法が、そしてまた場
合によっては、統一的な諸原則を基礎とする実際原価計算のための基礎
プラーン（grundplan）が、編纂されるべきである」と（24）。これは、拡大
委員会が1928年提案を修正しようとする場合、その基本的な立脚点であ
った。同委員会は、このような立場より、出来るだけ検討事項を用語の
問題に限定し、用語の概念規定の場合には原価計算目的に照らして行う
べきことを説き、それを前提として原価計算上の様々な原価概念と原価
計算形態を提示することに努めた。拡大委員会は言う、「この提案を決定
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する場合、この（拡大）委員会は、全ての原価計算は、それが役立つべ
きところの目標によって規定されており、そしてまた規定されるべきで
あるということから出発した」と㈹。同委員会は、このような視点より、
例えば、販売価格の決定を目的とした原価は、製造過程の経済的な統制
を目的とした原価とは別様に計算されること（1929年提案に反映されて
いるASEA社の見解は、原価計算に対する価格変動の影響を排除すると
いう理由で、原価をできるだけ現在価格と結合させることを求め、原価
の固定価格或いは標準価格fasta－eller　standardsprisの問題を度外視し
ていること、これに対するSKF社の側からの批判は、原価計算の目的を
原価管理の用具として利用することに求め、原価差異の分析に力点をお
くことによるものであること）、また原価計算目的の相違は、間接費の配
賦基準の選択も規定すること（1929年の提案に反映されているASEA社
の見解は、間接費の配賦の場合、生産能力或るいは操業度の問題を度外
視して、配賦基準を選択していること、これに対するSKF社の側からの
批判は、原価管理という目的に沿って、生産能力或るいは操業度の問題
を考慮した配賦基準を選択していることによるものであること）を指摘
し、生産能力を考慮した正常生産高（en　med　hansyn　till　produktions－
kapaciteten　normal　produktmangd）という視角より正常原価計算
（normalkalkyl）と最小原価計算（minimikalkyl）を問題としているこ
とを指摘し、原価計算目的に沿った種々の原価概念或いは原価計算の手
法を列挙した㈹。
　拡大委員会は、原価計算目的に規定された原価概念或いは原価計算の
手法を、原価計算上の相対性の原則（relativitetsprinciper）と呼び（27）、
この原則に照らして、改めて当面問題となっている実際原価の概念を問
い、次のように言う。即ち「この命名（実際原価）は、当面、様々な企
業で、かなり様々な意味で利用されているように思われる。それは、例
えば、一方では、完成品の中に含まれている労働及び原材料に関して計
算された原価に幾つかの間接費を付加した原価より、他方では、完成品
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が損失なしに販売されるべきところの価格である最低限の価格（det　lag－
sta　priset）まで、様々である。」「（拡大）委員会の見解によれば、実際
原価の概念は、企業の一定の生産物が、その引渡によって支払されるま
で、それに対する全ての原価を含むべきである。」（28）拡大委員会は、この
ような原価概念の定義によって、何よりも先ず、実際原価として「総計」
（slutsamman）としての原価概念、換言すれば、総原価の概念を予定し、
製造・販売・管理部門等全ての原価部門に関わる原価をその下に含めた。
とはいえ拡大委員会は、実際原価としての総原価を算定する場合、諸原
価要素の評価に関する具体的な基準を明示することを回避し、同時にま
た操業度を顧慮することもなかった。即ち拡大委員会は言う、「原価計算
一しばしば実際原価計算と呼ばれているもの　　は、製品、部門或い
は企業の原価の組成（sammanstallningen　av　kostnaderna　f6r　produkt，
avdelning　eller　f6retag）を意味する。それは、価格計算……に関する情
報を取得すること目的とする」と（29）。
　拡大委員会は、SISが原価計算の統一化問題に着手して以来始めて実
際原価計算と簿記との問の相互の協同関係という問題を取り上げ、次の
ように言う。即ち「近代簿記と実際原価計算とは、……実際原価計算に
算入される原価が、原則として簿記に含まれ、同時にその逆もまた真と
なるような方法によって、相互に直接的な関係を持つ」と（3°）。更に拡大
委員会は、実際原価価額（sjalvkostnadsvarde）を算定する場合、取得原
価（anskaffningskostnad）が、その基礎となると説き、次のように言う。
即ち「取得原価（anskaffningskostnad）は、購買或いは企業によって製
造された製品が、当該企業の製造一及び商品勘定（f6retagets
tillverknings－resp．　varukonto）に記載される価格である。実際原価価額
（sjalvkostnadsvarde）は、（この取得原価を算定した）後に、記帳され
た個々の販売費及び管理費（sarskilt　bokf6rda　fdrsaljnings－och　ad－
ministrationskostnader）を上乗せすることによって生ずる」と（3’）。拡大
委員会が、ここで実際原価価額の算定が、取得原価を基礎とすると説い
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たとき、現在原価を前提とし、言葉の最も本来的な意味での実際原価計
算の体系を欠如しているASEA社の原価計算システムを、意識的にせよ
無意味的にせよ、結果として排除することになった。更にまた拡大委員
会は、簿記と実際原価計算とが、場合によっては各々異なる原価概念
（kostnadsbegrepp）を適用するか、或いは恒常的な簿記に幾つかの様々
な原価計算（kostnadsberakningar）を組み込むことも可能なこと（それ
は、例えば、SKFの製造勘定が、その貸方に標準原価を、その借方に実
際原価を記載しているように）を指摘することを回避した（32）。勿論、も
う一つの可能性も存在する。それは、一方では、恒常的な簿記に、様々
な原価計算（例えば取得価格を基礎とする事後原価計算と正常原価計算
en　normalkalkylに関する諸規則による原価計算）の一つを組み込み、
他方では、更に追加的に行われるべき幾つかの原価計算（例えば、現在
価格を基礎iとする事前原価計算と事後原価計算及び正常原価計算或いは
最小原価計算に関する諸規則による原価計算）が、独立した補助的な計
算の形式でそれと関わりを持つような可能性も存在する。（但しこの場合
には、Albert　ter　Vehnによれば、帳簿上の原価bokf6ringskostnaderna
が、一定の数値として表示されるためには、何らかの修正を必要とし、
その修正は、この場合如何なる部分を犠牲にし、犠牲にされた部分をど
のように評価するかという、「犠牲に関する選択と評価」urval　och　var－
destittning　av　uppoffringarnaとを顧慮に入れなければならない。）拡大
委員会は、この可能性についても言及しなかった㈹。
　拡大委員会は、1928年提案についてこのような修正をした上で、1929
年末葉に修正案即ちSISの1929年提案（SIS－f6rslaget　av　Sr　1929）を作
成し、様々な関連部署に送付し、検討を依頼した。（以下、この提案を、
便宜上、1929年提案と呼ぶ。）直ぐ後にみるように、ここで問題としてい
るAlbert　ter　Vehnもまた、この依頼を受けた人々の一人であった。し
かもかれは、1928年提案以来、1929年提案、1931年提案を経て1934年に
成立した「スウェーデン技術連盟基礎プラーン」（STF－Grundplan）を批
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判的に論評した論文集（1936年）によって、その後のスウェーデンの原
価会計と標準化の問題に、最も強力な影響を及ぼすようになるのであっ
た。因みに言えば、原価計算目的による原価概念の規定とそれに呼応す
る原価計算方式の選択という、拡大委員会の提唱に賛同していたVolvo
社の専務取締役（VD）Assar　Gabrielsson（かれは、　Volvo社に就任前
にはSKFの取締役）も、この依頼を受けた一人であった。かれは、1930
年4月に、ストックホルムのスウェーデン経済連盟（Svenska　Ekonom－
f6reningen　i　Stockholm）で講演し、　SKF社及びVolvo社の工業会計実
践について説明した後、SISの1929年提案に対して注目するべき批判的
な見解を提示した。この講演でかれが特に強調したことは、恒常的な簿
記に組み込まれているいわゆる実際原価簿記（sjtilvkostnadsbokf6rin－
gen）と幾つかの臨時の或いはそれとは独立した原価計算（vissa　tillfal－
liga　eller　fristaende　kalkyler）とを明確に峻別するべきこと、現在価格
による評価問題と資本利子の原価算入問題とは、後者の原価計算の場合
には極めて重要な問題であるが、恒常的な簿記の機構に組み込まれる原
価計算の場合には、原価は、取得原価ないしは実際の支出額（verkliga
utgifter）を基礎として算定されるべきこと、1929年提案に言う実際原価
の概念は、製品を製造原価で製造原価勘定に借方記入し、管理費及び販
売費を損益勘定に振替えるので、帳簿上、計数的には存在しない概念で
あるということであった。このようにしてAssar　Gabrielssonは、実際
原価を製造原価とほぼ同一視した。かれの見解によれば、このように考
えることは、或る種の引渡契約（leveranskontrakt）の場合、実際原価
による引渡とは何かということを解釈するに当って適切でさえあった。
この講演には、拡大委員会の委員特にASEA社側のRagnar　Liljeblad
も参加し、ASEA社の、現在価格による原価計算を基礎とする工業会計
実践について説明した。これに対してAssar　Gabrielssonは、実際原価
計算（＝製造原価計算）については、ASEA社の工業会計実践は、　SKF
のそれとは同一ではないということを最も強力に主張したのであっ
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た（34）。
（4）SISの1931年提案（SIS－f6rslaget
　　provisorisk　standard）
av　Sr　1931）（暫定的な基準
　拡大委員会は、1929年提案の検討を付託した関連部署からの批判を踏
まえて、この提案について更に推敲を重ね、1931年2月に、再度、工業
簿記教育及び経済的な職業教育の場合に利用されるべき統一的な用語の
問題に関する修正案を作成し、同年6月に暫定的な基準として1931年提
案を公表した。その際拡大委員会がこの暫定的な基準に対する序文の中
で強調した点は、この1931年提案には反対がないわけではないけれども、
統一的な用語とその定義に関する提案の場合拡大委員会が意識したこと
は、一般に承認されている統一的な用語と定義であり、実際原価計算の
手続に関する諸規準（normer）は、むしろ将来に設定されるべきである
ということであった㈹。
　1931年提案（暫定的な基準）の内容は、大筋では、1929年提案とほぼ
同一であったが、細部については若干の修正を含んだ㈹。修正点は、例
えば、Albert　ter　Vehnが1930年4月に提示した忠告にしたがって、平
均原価計算（genomsnittskalkyl）及び標準価格（standardpris）という
用語が、1928年提案における、最小原価計算及び正常原価計算（minimi－
och　normalkalky）並びに取得価格及び現在価格或いは時価
（anskaffnings－och　nupris　eller　dagspris）という用語に代わって、導
入されたこと等、比較的少なかった。このような修正点を別として、拡
大委員会が、1931年提案を立案する過程で強調した点は、簿記上の原価
概念と原価計算上の原価概念とは、場合によっては、例えば、一般にい
う損益計算上の非原価的費用としての簿記上の中性費用（bokfdringens－
merkostnader）と原価計算上の非費用的原価としての付加原価（sjalv－
kostnadsberakningens　merkostnader）のように、必ずしも一致しない
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ということであった。拡大委員会は、更に1931年提案の立案の過程で、
実際原価という概念については、さしあたり1929年提案の立場を維持し、
立案決定の最終段階で、一部は、かの相対性の原則即ち原価計算目的の
多様性→原価概念或るいは原価計算の手法の多様性という論理によっ
て、また一部は、製品の引渡とそれに対する支払がなされるまで製品の
ために要した全ての原価を含む原価計算を実際原価計算と命名すること
によって、この暫定案に言う実際原価の概念の内容を限定した（37）。
　1931年提案は、利子問題については、1929年提案に倣って中立的な立
場を維持した。1931年提案は、新たに危険（risk）という概念を導入し、
危険が、場合によっては損失を伴うということを示すために、危険を損
失という概念と対置した。原価部門という用語は、当初の1928年提案の
場合、間接費の配賦問題との関連で取り上げられ、原価部門として製造
部門の他に若干の部門名があげられた。これに対して1931年提案で、「原
価部門は、一般に、原材料が製品に直接的に加工されることが行われる
部門或いは間接的に生産のために役立つ部門より成る」㈹というような
表現となったときには、その意味は、不明瞭となった。
　1931年提案は、同年6月にSISによって「工業実際原価計算の場合の
統一的な用語に関する諸基準」（Normer　r6rande　enhetlig　terminologi
vid　industriell　sjalvkostnadsberakning）という表題の下で、暫定的な
基準（provisiorisk　standard）として提出された。　SISが、1931年提案
を暫定的な基準として提出したとき、SISが予期したことは、一般に妥当
する用語を確立するという提案は、当面、産業界の実情にとって概して
承認されることは比較的容易であるとしても、恐らく、各方面より様々
な反対に遭遇すること、そしてまた全ての利害関係者達が満足しうるよ
うな提案をすることは不可能であろうということであった。SISは、この
提案に対する様々な反論それも正当な理由ある反論が出されることを完
全に意識し、この提案が、一定の基準として確立しうるためには、時間
の試練を受けるべきこと、またその確立に先立って実際原価計算の場合
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の統一的な手続きに関する提案が必要であると、考えていたのであっ
た（39）。
（5）1934年のスウェーデン技術連盟の基礎プラーン（STF：sgrundplan
　　av　ar　1934）
　SISは、1931年提案（暫定的な基準）を提示して以来1933年の始めまで、
原価計算の標準化という問題に関して、それ以上の、如何なる作業を進
めることもなかった。その理由は、主として一部は、産業界の人々が、
この1931年提案（暫定的な基準）に基づく新しい用語について、SISが予
期したように、実際的な経験を蓄積することを望んだこと、また一部は、
SKF社の側の利害関係者達から、従来通り、反論が依然として反復され
ていたからであった。
　このような状況の下で更に原価計算の標準化という問題の検討を促進
するべく、先導的な火蓋を切ったのは、スウェーデン技術連盟（STF）
ないしは同連盟所属の「部門1」（工業経済学及び組織部門）であった。
この部門1は、1932年9月27日付きのSSK（旧名：SIS）への書簡を通じ
て、原価計算の標準化という問題に関してより具体的で適切な処置を講
ずるべきことを要請した（4°）。
　SSK（旧名：SIS）は、この要請を受けて、1933年2月に、スウェーデ
ン技術連盟の部門1の合意の下に、新たに一委員会を設置し（以下、こ
の委員会を、便宜上、1933年委員会と呼ぶ）、スウェーデンの産業にとっ
て原価計算と標準化の問題が含む非常に重要な意味を考慮して、実際原
価計算に関する統一的な用語・定義・手続上の諸規範の問題を改めて検
討することを委託した。1933年委貝会は、以前よりこの問題に関与して
きた上記のNils　Fredriksson（スウェーデン技術連盟会長及びスウェー
デンの教育委員）、Erik　Gillberg（スヴェンスカ・ハンデルス・バンケン
所属の経済学者）、Elon　Jacobsson（SKF社の経理主任）、Ragnar　Lilj　eb一
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lad（ASEA社の技術主任）及びRoy　Schultz（ASEA社の経理主任）の
他に、新たに、スウェーデン工業連盟傘下の株式会社産業情報サーヴィ
スのOlof　Karnekull（王立工科大学の工業経済学の特別教師）及びC．
Tarras　Sallfors（王立工科大学の工業経済学及び組織論の最初の教授）
が参画した。1933年委員会は、その検討作業を進めるために、STF、　SSK、
スウェーデン工業連盟及び科学技術アカデミー（lngenj6rsvetekskapsa－
kademien）に、資金援助を要望する提案をした（41）。
　この作業の第一歩となったのは、Ragnar　Liljeibladが、1933年春に、
ブゥロース（Boras）及びイェテボリィェで行った講演であった。かれは、
その後、この講演の内容を加筆して、同年9月、工学専門誌「Teknisk
Tidskrift」に公表した。かれは、その前竃きで、既に言及したように、
かの相対性の原則という言葉で表現した原価計算目的の多様性→原価計
算の手法の多様性という主張を何よりも先ず確認した。即ち言う、「われ
われは、実際原価という概念を対象とするとき、何らかの、それ自体と
して自明な（apriorisk）論証済の論議から出発することはできないとい
うことを記憶している。問題は、純粋に実務的な性格のものである。……
われわれが、二つの異なる原価概念　　しかも何れも理論的に構築され
ているが　　を比較する場合、一方の概念が、他方の概念よりも正確で
真実な概念であると説き、これに対して一方の概念が、他方の概念より
も非常に適合的であると説くことは、本来的には意味のないことである。
或る原価概念は、或る目標にとっては、他の目標にとってよりも、遙か
に適合的となるということはあり得るし、その逆もまた真となるような
ことさえもあり得る。それ故に、われわれが、（原価計算目標の問題を度
外視して）相互に原価計算目標の異なる原価概念を取り扱っているとい
っよっな状況に陥っていることさえもあり得る」と（42）。
　Ragnar　Liljebladは、原価計算の標準化という問題に関わる実際原価
概念に対するこのような視角を前提として、実際原価計算に関する見解
を提示して、次のように言う。「われわれが出発点としなければならない
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実際原価の概念は、当該企業にとって基準とする売上高（omsattning）
が、その企業への貨幣の追加投資がなくても、更にまた、自由に支配・
処分しうる資本に対する利子の支払以外、いかなる利潤を含むことがな
くても、継続した事業活動を可能にするならば、そのときの販売価格に
恰も合致するかのような、概念であり、……それ故に、正常原価計算及
び現在原価による原価計算として、なおまた、資本に対する利子を算入
して、計算をするべき価格である」㈹と。即ちそれは、当該企業が正常な
事業活動に従事（normal　sysselsattning）しているという前提の下で継
続的な操業をすることを許容する価格であり、利潤からの貨幣の追加投
資も、自由に支配・処分しうる資本に対する利子の支払以外、如何なる
利潤も含まない。そしてかれは、この見解を7つの原則の形でまとめ、
それを「ここで目的としている実際原価計算のための統一的な基礎プラ
ーン」とするべきことを説いた（44）。その後、ASEA社の製造主任Ragnar
LiljebladとVolvo社の取締役専務（VD）Assar　Gabrielssonとは、イ
ェテボリィェの講演では、長たらしい論争を展開したが、その内容は、
既にここで確定済みの視点を反復したものに過ぎなかった。とはいえ
SKF社の陣営は、それ以上その主張を続けることを断念し、またSKF
社の経理主任Elon　Jacobssonは、山積したその他の仕事の関係で1933
年委員会の委貝を辞任し、Ericsson社・ストックホルム工場（Ericssons
Stockholmsfabrik）の主任Hans　Thorellと交替した。こうした状況の
下で「スウェーデン技術連盟の実際原価計算委員会」（Svenska　Te－
knologf6reningenssjalvkostnadskommitt6）は、　ASEA社の技術主任
Ragnar　Liljebladを主導者とし、　Olof　Ktirnekullと共に、実際原価計算
のための統一的な諸原則について更に修正の作業を重ねて、その結果を
「実際原価計算のための統一的な諸原則に対する提案」（F6rslag　till
enheltliga　principer　fbr　sjalvkostnadsbertikningar）即ち「1934年スウ
ェーデン技術連盟基礎プラーン」（1934ars　STF－Grundplan）を作成し
た（45）。（但し、その公表は、1937年。）
141
　因みに言えば、ASEA社は、1929年世界恐慌の余波のスウェーデンへ
の到来を契機とした1930年代の危機の時代でも、その他の大抵の工的企
業よりも、例えば、非常に多数の顧客の確保・安全な販路の確立・維持
等によって、その時々の状況に巧みに適応して、危機的な状況を首尾よ
く切り抜けた。しかも1920年代末期頃より、スウェーデンでは、例えば、
1928年のコサック選挙（Kosack－valet）cf・1）、1931年のオーダーレン労働争
議（Adalenkra－　vallerna）cf2）、1932年の選挙による社民党の勝利と長期
政権の開始、1932年のクロイゲル帝国の崩壊等、様々な衝撃的な問題が
発生していた。このような状況もまた、「……（原価計算と標準化の問題
をめぐる論戦で）、ドイツから刺激を受けて展開し、（当時のスウェーデ
ンで）主流であったかの路線（den　dominierande　och　tyskinspirerade
argummentationen）に対して、アメリカより刺激を受けて展開した路線
（en　USA－inspirerad　argumentationslinje）が、対峙されるという状
況」㈹を、一層、鮮明にしたのであった。
cf．1）既に本稿の（2）で指摘したように、スウェーデンでは、普選の導入後最初の
選挙で健闘した社民党が、H．　Brantingを首相として1920年に始めて少数派単
独政権に座に就いて以来、1932年に同党がP．A．　Hanssonを首相とする長期安
定政権を樹立するまでおよそ10余年にたわり、目まぐるしい政権i交替劇を反復
した。その一過程として、1928－1930年の保守党A．　Lindman内閣を成立させ
た選挙戦は、皮肉って、コサック選挙と呼ばれた。
cf．2）スウェーデンの近代的な工業化過程が進行中の19世紀後半より20世紀に
かけて、先導的な役割を果たした林業・製材工業・製紙工業等、森林産物を原
材料とした諸工業の中心地には、しばしば労働争議が発生した。その理由は、
林業及び森林産物関連工業が、国際市場の変動に鋭敏に呼応するために、労働
者達は、早期より組織化に着手し、活発な労働運動を展開したからであった。
オーダーレンも、かかる地域であった。同地帯の大抵の労働者達特に製紙工業
及び製材工業の労働者達は、スウェーデン労働組合連合（LO）に参加した。と
はいえ、それとは別に、より急進的な労働運動を展開する労働者達も存在した。
かれらは、いわゆるスウェーデン的な妥協を好まず、経営者と敵対的な関係に
陥りがちであった。1930年及び1931年にこの地域の製材・製紙工業等の経営者
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達は、当時の国際的な市況に呼応して、これらの労働者達と新しい労働協約を
締結することを求めた。その内容は、労働日と賃金の削減及び設備利用の賃貸
料の引上げを要求するものであった。労働側は、この要請に応ぜず、経営者達
は、ストライキ破りをもってこれに対抗した。紛争は、激化し、保守党のA．
Lindman内閣（1928－1930年）の退陣の後政権の座に就いた自由党・禁酒同盟
のC．　G．　Eckman内閣（1930－1932年）の下で、軍隊が介入し、10名が銃弾で
死亡した。この事件は、一般にオーダーレン事件と呼ばれた。その結果は、最
終的には、1932年の社民党への政権委譲となった。（Dictionary　of　Scan－
dinavian　History，　Edited　by　Byron　J．　Nordstrom，　Greenwood　Press，1986，
P．4－6．）
　1930年代初頭の上記のような政治的・経済的・社会的な状況の下で展
開された、このような意味でのドイツ的な路線とアメリカ的な路線との
対峙は、Volvo社の専務取締役であるAssar　Gabrielssonが、1933年委
員会に対する覚書（en　promemoria）の中で提示したドイツ的な路線に
対する反対意見の中に、明示されている。cf・1）。
cf．1）Volvo社の専務取締役Assar　Gabrielssonは、1933年委員会に対する覚書
の中で、ドイツ的な路線を、概略、次のように批判した。即ちASEAの製造部
長Ragnar　Liljeblad並びに一連の委員会（1928年委員会、1928年拡大委員会、
1931年委員会等）の見解によれば、貨幣価値の変動即ちインフレーションとデ
フレーションの場合並びに原材料価格の壊滅的な極度の変動がある場合、この
変動は、「危険な赤信号として」（som　en　rdd　trad）として、「原価計算を誤る
という不安」（radslan　fδr　felaktiga　kalkyler）を深めていくこと、例えば、
1914－1922年に描かれたスウェーデン経済の軌跡（1914年の第1次世界大戦の
勃発、戦中・戦後インフレの進行による原材料価格の騰貴、その終息と共に殆
ど同時的に到来する戦後恐慌と長引く不況期の到来、その下での金本位制への
復帰、その代償としての不況加速的なデフレ政策による絶望的なデフレ等：こ
の問題の委細は、本稿の（2）を参照）は、必然的で自明なものであり、この不安
を精鋭化したこと、ASEAの製造部長Ragnar　Liljebladが、このような状況
の下でドイツ的な路線にしたがって原価計算をしようとした場合、かれの心を
かき立て、かれに、実際原価の現在調達原価への修正を主張させる結果となっ
た主要な動機は、この不安或いは恐怖（den　skracken）であったこと、これと
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同様に、現在、個人的にわたくしの不安或いは恐怖をかき立てている問題は、
この2年間にクロイゲル帝国の崩壊に伴うマッチ会杜の後始末に関与するこ
とによって惹起された問題、即ち「恣意的な記帳に対する恐怖」（skrticken　f6r
omd6mensbokf6ring）であると。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，s．114．，
Albert　ter　Vehn，［1973］，ibid．，　Kap．　VII．　De　omstrida　principerna　i　STF－
planen　och　kompromissf6rslaget　i　Gabrielssons　promemoria．）
　既述のように、クロイゲル帝国の崩壊に伴う残務整理の過程で判明し
た重要な問題の一つは、同社が、恣意的な会計処理を通じて、時の政権
と癒着していたことであった。それは、政争の火種となり、同時にまた、
それまで同社の会計監査を引き受けてきた会計士の同社に対する独立性
と社会的な責任を厳しく問う、社会的な風潮をもたらした。これに呼応
してOskar　Sill6nも、1912年以来勤務してきた株式会社産業情報サーヴ
ィスの組織部門（この段階では監査部門）におけるコンサルタントとし
ての地位を辞任し、新たにSTOEを形成した。　Volvo社の専務取締役
Assar　Gabrielssonが、この時期に原価会計と標準化の問題にひときわ
関心を寄せ、STF－Grund　planに対する覚え書きを残した背景の一つに
は、クロイゲル帝国の崩壊によって白日の下に晒された同マッチ会社の
粉飾・逆粉飾の経理に対する恐怖感が潜んでいた。
　Albert　ter　Vehnが、1930年代初頭或いは前半におけるASEA社（及
びLM．Ericsson社）対SKF社（及びVolvo社）との原価会計と標準化
の問題をめぐるこのような論争に対して、1929年の拡大委員会による
1929年提案への検討者として、その意見表明をしようとしたとき、かれ
は、先ず、この問題に関するASEA社とVolvo社の見解は、どのような
点で基本的に相違しているか、また人々は、どのようにすれば、この問
題を満足いくように解決しうるかということを明らかにすることより出
発した。かれは、この問題を明らかにするために必要なことは、ASEA社
（及びM．L．　Ericsson社）とSKA社（及びVolvo社）とが各々その立
論の根拠としている基礎的な仮説によって彩色されることのない、「新し
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い中立的な記述用語」（ett　nytt　neutralt　beskriviningssprak）を利用す
ることであると考えた（47＞。
　かれは、1929年提案を検討するに当たって、さしあたり、スウェーデ
ンの場合、工業特に機械工業における様々な企業の場合、何故に原価会
計と標準化（実際原価計算の標準化）の問題が生起し、如何にしてそれ
が解決されたかという問題を明らかにするために、既にこの問題をめぐ
って展開されたきたいわゆるドイツ的な路線とアメリカ的な路線の各々
の代弁者として登場しており、国際的にも著名なスウェーデンの巨大企
業である上記のVolvo社（自動車）、SKF社（ボールベアリング）、ASEA
社（重電機）、LM．　Ericsson社（電信・電話）等、これらの4つの巨大
企業の原価簿記の手法と原価計算の仕組とを調査・検討することに着手
した。その結果かれが発見したことは、これらの巨大企業の原価会計の
処理方式と原価計算の仕組は、原価計算に対する会計担当者達の目的意
識の相違によって規定されていること、しかもこの場合当の会計担当者
達も、原価計算システムに関しても理論的な誤謬を犯しているというこ，
とであった。そのためかれは、1929年提案について意見表明をするに当
たっては、様々な意見を調整し理論的な誤謬を訂正しなければならない
が、そのためには、何よりも先ず、かれ自身にとって、原価計算上統一
的な用語を形成する必要性があると説いた。スウェーデン技術連盟実際
原価計算委員会が、1934年にSTF一基礎プラーン（STF－Grundplan）を作
成したことに伴って、かれは、1936年に、上記の調査・検討の結果を総
括することより出発して、それを踏まえて、STF一基礎プラーンを批判的
に論評した前述の著作「実際原価計算の標準化．Volvo社、　SKF社、
ASEA社及びL．　M．　Ericsson社の原価簿記を考慮して」を出版したので
あった。同著は、かれが、1934年より1936年にかけて、当時の経済専門
誌「営利経済」（Affarsekonomi）に、上記の4つの巨大企業の原価簿記
の調査・検討の結果を逐次公表していった一連の7編の論文をまとめた
ものであった。これらの論文の中の1編は、SKF社及びVolvo社の会計
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システムの問題を、2編は、ASEA社及びM．　L．　Ericsson社の会計シス
テムの問題を取り扱っていた。かれは、この3編を除く他の4編の論文
の中でも、「1．スウェーデンにおける工業実際原価計算の標準化」という
論文では、同国のこの領域における発展動向とりわけASEA社の経営簿
記主任R．H．　Schulzが1923年に「7つの諸原則」を公表して以来、スウ
ェーデン技術連盟実際原価計算委員会が1934年にSTF一基礎プラーンを
作成するまでの動向を概観した。次いでかれは、「V．STF一プラーネンの
幾つかの基礎的な諸概念に関する論議」という論文では、実際原価計算
のための統一的な諸原則の提示の際に、当時の同国のこの領域において
最も混乱し、不毛な論争を惹起していた基礎的な幾つかの諸概念とりわ
け原価と危険という概念及び支出と原価という概念の明確化を試みた。
更にかれは、「VI．　STF一プラーネンの内容の概観と詳細な批判」とういう
論文では、これらの諸概念の明確化を前提として、STF一基礎プラーンを
より一層包括的にも個別的にも検討・吟味し、とりわけ当時の同国のこ
の領域において中心問題であった、原価と実際原価、資本利子、減価償
却、製造間接費とその配賦、販管費、変動費と固定費、全部原価計算と
部分原価計算等の問題を批判的に論評した。そして最終的にはかれは、
「VII．　STF一プラーネンにおける諸原則の矛盾とGabrielssonの覚書に
みられる妥協的な提案」という表題の論文では、STF一基礎プラーンの作
成の経緯を踏まえて、概してASEA社ないしはその製造主任Ragar　Lil－
jebladによる工業会計実践ないしはその諸原則の立場に与することを
明示的ではないにしても予定していたSTF一基礎プラーンの場合そこに
提示されている諸原則には、内在的な諸矛盾があることを指摘した。そ
れと同時にかれは、この提案に先立って既に1928年にVolvo社の専務取
締役Assar　Gabrielssonが提示していた、工業会計システムとその実践
をめぐるASEA社（及びLM．　Ericsson社）とSKF社（及びVolvo社）
との論争を踏まえた妥協的な提案について言及し、ASEA社（及びL．　M．
Ericsson社）とSKF社（及びVolvo社）の双方の立場を配慮して、全
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ての当事者達が満足しうるような解決策として、幾つかの「変形形態」
（varianter）を提示したのであった（48）。
　Albert　ter　Vehnのこれらの諸論文は、総体的には、当時のスウェー
デンにおける実際原価計算に関する「印象的で強力な、組織形成の全体
像」　（en　imponerande　kraftfull　ordningskapande　helhet）　を浮き彫り
にした。かれのこれらの一連の論文についてとりわけ注目するべき点は、
当時のスウェーデンのこの領域で焦眉の的となっていた上記のような諸
問題に関するかれの専門的で理論的な論証と考え方であった。例えば、
一方ではかれは、ASEA社の製造部長Ragnar　Liljebldadの見解に対し
ては、既述の1929年委員会提案に始まり1933年委員会提案に至るまで
各々の委員会提案が強調した内容を正確に理解にするためには、最初に、
原則的に何が正しいかを確定し、その後に各委員会が勧告している様々
な方法が、幾つかの前提条件の下で、単純化されうるということを理解
することが必要であると説きつつ、Albert　ter　Vehn自身としては、先
ずASEA社の製造部長Ragnar　Liljebladの見解に反論し、次いで論争
解決の出発点となるべき核心的な問題として実際原価計算上の諸用語・
諸概念の問題を取り上げた。他方ではかれは、1929年拡大委員会は、解
決のための選択肢を用意するべきであったということを拠り所として、
Volvo社のAssar　GabrielssonとASEA社のRagnar　Liljebladとの間
で展開されたきた論争の過程を辿ることを通じて、問題の真の解決は、
「実際的な合理性」（det　praktiskt　rimliga）が、「原則的な正さ」（det
principiellt　riktiga）に結びつくことによってのみ得られるものであり、
その具体的な方策は、幾つかの「変形形態」（varianter）を提示すること
であると主張したのであった（49）。
　こうしてAlbert　ter　Vehnは、　ASEA社（及びLM．　Ericsson社）
とSKF社（及びVolvo社）の工業会計実践を検証することを通じて、工
業会計実践に関する両社の目的意識の相違、それを前提とした両社の会
計処理方式の相違、しかも両社がそれぞれの目的意識の下で実践してい
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る会計処理方式それ自体にも論理的な矛盾があることを指摘した。その
上でかれは、両者の間の論争を終息させるためには、何よりもまず、実
際原価計算上の統一的な用語の形成と実際原価計算上の統一的な処理・
手続を必要とすると説いた。この場合かれが指針として求めたものは、
母国ドイツにおけるこの領域での一定の研究成果としてとりわけ
Eugen　Schmalenbachの名著「コンテンラーメン」（Der　Kontenrahmen，
Leipzig，1。　Aufl．，1927，II．　Aufl．，1942）であった。かれは、　Eugen
Scmalenbachの所説に照らして、1934年のSTF一基礎プラーンを詳細に
批判的に吟味し（5°）、既述のように、その自説即ち理論の「原則的な正さ」
と「実際的な合理性」とを満たす選択肢としての幾つかの「変形形態」
の適用という自説を展開するための足掛かりとしたしたのであった。
　Albert　ter　Vehnは、その後もこのような実際原価計算の標準化問題
に関する研究を継続した。そしてかれは、スウェーデン機械工業連盟が
設置した委員会では、スウェーデンの機械工業における会計処理と標準
化問題に関する、第2次世界大戦終了以前では、最終的な総仕上げとい
う作業の指導者となった。かれは、その成果を1945年に「機械工業連盟
標準コンテンプラーン」（Mekanf6rbundets　normalkontoplan）として
まとめ上げ、同時にそれに対する自らの注解を付して、公表した。これ
は、今日でも、スウェーデンでは一般にかのM－Planenとして広く知られ
ている（51）。
（2）標準コンテンプラーンの形成問題
　上記のように、1920年代前半頃より台頭し、1930年代初頭頃に激しい
論争を惹起していた「スウェーデンにおける原価会計の標準化」という
問題をめぐって最初に取り組むべき課題としてあげられたのは、「実際原
価計算のための統一的な諸原則」の形成、したがってまたより具体的に
は「工業実際原価計算の場合に使用されるべき統一的な用語に関わる諸
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基準」の形成及び「工業実際原価計算の場合の統一的な手続・処理」の
提示という問題であった（52）。それが、様々な紆余曲折の過程を経て、SIS
による1931年提案（暫定的な諸基準）及びSTFによる1934年STF一基礎
プラーン（その公表は、1937年）として結実してから1940年代に入ると、
スウェーデンでは、様々な産業部門における様々な団体が、それを踏ま
えて、統一的な原価計算制度の樹立を目指して、「標準コンテンプラーン」
を作成・公表するための作業を開始した。
　ここに言う「標準コンテンプラーン」は、内容的には業種別の、モデ
ルとしての実践的・標準的な勘定組織計画（53）即ちEugen　Schmalenbach
が前述の1927年の著作で提示した意味でのコンテンラーメンであ
るcf・1）。このような意味でのスウェーデンにおけるいわゆる「標準コンテ
ンプラーン」には、様々なものがあるが、その中でも戦前・戦後共に最
も代表なそれとして、スウェーデンの各界で注目を引いたのは、スウェ
ーデン機械工業連合（Sveriges　Mekanf6rbund）が1940年に作成作業に
着手し、1945年に公表した、機械工業に関する「スウェーデン機械工業
連合標準勘定計画」（Mekanf6rbundets　Normalkontoplan）（略称、
M－Planen）であった。
cf．1）スウェーデンでは、概して、コンテンプラーンという言葉とコンテンラー
メンという言葉を、概念的に明確に峻別して使用することは、余り意識されて
いないようである。このことは、ストックホルム商科大学の管理会計領域の教
授であり、国際会計の領域でもある程度知られているLars　A　Samuelsonも言
うように、より現象的には、スウェーデンでは、あらゆる企業が利用するべき
詳細な勘定組織体系を規定するような統一的・標準的な諸勘定のチャート
（uniform　or　standardized　chart　of　accounts）は、立案・公表されていない
ことによるのであろう。とはいえM－Planenは、各々の産業・各々の企業が、
それを個々の産業・個々の企業の特性にしたがって自由に特殊化し、同時にま
た、細分化することが可能となるような勘定クラスと勘定グループの枠組を提
供し、基本的なコンテンプラーンとなっている。（Lar　A　Samuelson，　Models
of　Accounting　Information　Systems，　Studentlitteratur，1990，　p．81．）換言す
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れば、スウェーデンでは「全業種にわたる一般的なコンテンプラーンは存在し
ないが、ある意味では、M一チャーとがこの役割を果している。」（安平昭二著「標
準勘定組織の展開」、204頁。）だがまたこのことは、より本質的には、既述のよ
うに、理論的な「厳密性」と「実際的な適切性」という相互に矛盾する問題を、
諸概念の定義それ自体に相当な弾力性を持たせることによって、解決しようと
する手法の反映であろう。そのためスウェーデンでは、コンテンラーメンを基
礎とする各々の諸企業の個別的な勘定組織という言葉を含意する場合には、一
般に言う、コンテンプラーン（スウェーデン語ではkontoplanコントゥープラ
ーン）という用語を使用し、標準的なモデルとしての勘定組織たるコンテンプ
ーメンという言葉を含意する場合には、標準コンテンプラーン（スウェーデン
語ではnormkontoplanノルムコントゥープラーン）という用語を使用して、両
者を区別しているようである。例えば、スウェーデンで一般になされているコ
ンテンプラーンに関する次のような説明は、このことを例証する。
　ここに「コンテンプラーン（kontoplan）とは、現存する諸勘定、及びこれ
らの諸勘定が各種の会計報告書（例えば、決算書、予算の追求、原価計算表、
申告書等）において相互にどのように関連し、相互にどのように作用し合うか
という諸規則に関する勘定組織」（Lars　Engwal1，　red．，［1995］，ibid，，　s．116．）
を意味する。コンテンプラーンを問題にする場合には、諸勘定は、何らかの規
則的な方法で、様々なグループに分類されることが必要である。例えば、諸勘
定グループは、継続的な生産過程や企業内の業務遂行或いは場合によっては資
源利用を目的とした責任分担の様相を反映している。「このことは、理念的に
は、あらゆる企業は、その生産構造、責任状態（ansvarsfOrhfillanden）、目標
構造（andamSlsstruktur）或いは活動構造（aktivitetsstruktur）を反映するそ
れ独自なコンテンプラーン（en　unik　kontoplan）を備えていることを意味す
る。」（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　s．116．）コンテンプラーンが、各々
の企業の固有な特性に沿って構築される限り、各々の企業の特性を規定するそ
の存立条件が変化するか或いは何らかの点で修正されるような場合には、コン
テンプラーンもまた、変更或いは修正されることを必要とする。コンテンプラ
ーンの変更或いは修正の場合さしあたり必要なことは、個別的で特殊なコンテ
ンプラーン（specificeringen　av　kontoplan）を出来るだけ抽象的・弾力的に
　（p5　en　sadan　abstraktionsniva）構築することである。このことは、例えば、
当該企業の事業活動が振るわない場合には、コンテンプラーンも出来るだけ大
まかなに（robust）、同時にまた、当該企業の将来の事業活動を簡単に紹介する
程度に留めておくように、構築することを意味する。会計的な能力（redovisnin－
gskompetensen）が限られているような小規模な企業の場合、効率性を高める
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ことによって得られる利益（effektivitetsvinster）もまた、経済的な会計（den
ekonomiska　redovisningen）による管理をすれば、高まることもあるであろ
う。特殊なサーヴィス企業としての会計事務所（redovisningsbyraer）が、こ
の組織的な会計（den　systematiska　redovisningen）を管理（sk6ta）するこ
とも可能である。更に、例えば、様々な計画目標に関わる個人的な資料要目
（persondatorprogram　f6r　olika　planeringsandam邑1）は、一般に利用される
コンテンラーメンというもの（en　allmtint　anvand　kontoplan）を出発点とし
て、作成され得る。およそ数にして1，000社程度の小企業の場合、効率性を高め
ることによって得られる利益が、重要なものとなることもあり得るであろう。
基本的な問題は、抽象的なものが、諸条件が変動している場合でも一般的に適
用可能なものとして認められると共に、当該企業の経済的な活動に対する計数
的な局面について有意味な模写として、具体的なものを正確に発見することに
つながるというである。スウェーデンの場合この問題は、M－Planenの作成に
関する委貝会の作業（kommitt6arbete）を通じて、部門別に解決された。即ち
「この委員会では、原則の固定性と部門的に独自な諸条件への適応という、こ
の2つの問題の……バランスは、原則問題を問う専門家の意見を例示する共
に、様々な部門の実務を例示することによって、達成されたのであった。」（Lars
Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　s．116．）
　「標準コンテンプラーンは、様々な場合に有用である。」（Lars　EngwalL
［1995］，ibid．，　s．115．）例えば、経済社会の中で重要な地位を占め、一定の国
家的な計画に沿って設立された機関（statliga　planeringorgan）が、様々な経
済的な諸条件について信頼しうる枠組を提示しようとする場合、税務当局が、
課税可能な所得の算定について指示するために、課税可能な所得に関わる規則
を作成しようとする場合、産業界が、健全な価格競争を促進しようとする場合、
有用である。より具体的な事例は、スウェーデンでAIrik　Bj　6rkundを会長と
する機械連合が、鋳物工場の標準コンテンプラーンに対する同連合の提案を提
示したとき、その理由は、この種の業界の健全な競争を促すためであったとい
うことである。標準コンテンプラーンによって確認できたことは、鋳物工業の
場合幾つかの企業が、その製造に要した幾つかの原価を無視し、その結果とし
て競争が不健全になっていたということであった。個々の様々な鋳物工場は、
同一の内容の注文に対して非常に異なる様々な付け値を提供するということ
は、既に確認済の、或いは正鵠を得た結論であるが、標準コンテンプラーンが
存在しなかったときには、総力をあげてこのような結論を引きだすように、努
めなければならなかった。かってのソ連邦のような計画経済が、標準コンテン
プラーンを必要とすることは、当然であり、またドイツないしはフランスが、
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“強制的なコンテンプラーン”（tvsngskontoplaner）を発展させたように、カ
ルテル化或いは計画化への野望が強烈な経済の場合にも、同様である。例えば、
ソ連邦の場合には、実際原価計算に対する統一的な諸原則を確立した当然の結
果として、この諸原則に適合した原価記録と原価処理のための体系的な形態の
補助手段が発展することになったし、戦時経済の場合には、政府にとって必要
なことは、如何なる企業も財貨・用役の国家への提供の際に利益の獲得（att
profitera）をしないということについて、確実な保証があることであるが、そ
れを可能にしたのは、原価会計の諸規則と結合した実際原価計算に関する諸規
則（reglerna　f6r　skalvkostnadsberlikning　i　fdrening　med　regler　f6r
kostnadsredovisning）であった。（Lars　Engwall，　red，，［1995］，ibid．，　s．　115．）
　スウェーデンでは、M－planenの作成に先立って、既に早くも1920年代
には、幾つかの巨大企業の管理会計の領域では、勘定組織体系のモデル
としてのコンテンプラーンが、作成・公表された。その中の幾つかは、
第2次世界大戦後も暫くの間利用された（54）。
　Alrik　Bj6rklundを会長とするスウェーデン機械工業連合も、　M－
Planenの作成の作業に着手する以前に、スウェーデンの機械工業部門と
して歴史的には最も古い「鋳物工場の標準コンテンプラーンに対する提
案」（fdrslag　till　normalkontoplan　fdr　gjuterier）を提示した。スウェ
ーデン金属工業連合がこのような提案していたその理由は、鋳物工業に
おける健全な競争（価格競争）を促進するために、正確な原価計算を実
施するということであった（55）。ここで問題としているM－Planenは、ス
ウェーデン機械工業連合が、同国におけるこの領域での過去の一定の成
果を踏まえて、第2次世界大戦中の1940年より1944年にかけて、幾つか
の民間企業の実務家と一公的部門より成るグループに機械工業に関する
統一的なコンテンプラーンの作成を要請し、その結果を同連合の名の下
に公表した、戦前即ち需要が生産を上回り、生産の増大が半ば至上命令
となっているような時期に、正確な価格設定のための原価情報の入手を
求めて制定された最も重要な標準コンテンプラーンであるcf・1）。それは、
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スウェーデンの会計実務が備えている、会計上の「良き概念的な用具」
（en　bra　begreppsapparat）の一つとして（56＞少なくても1960年代前半ま
で、会計的な諸概念の体系化のために、一定の役割を果たした。
cf．1）スウェーデンには、この他に、ほぼ同年代に作成されたコンテンプラーン
として、一連の広範な産業部門にわたるコンテンプラーンが存在する。例えば、
織物工業のためのT－Planen、製紙工業のためのP－Planen、ビール及び清涼飲
料工業のためのBLPIanen等。これらのコンテンプラーンの構造と内容につ
いては、Leif　H．　Skare／Nils　Vtisthagen／Sven－Eric　Johanssonの「工業原価
計算と会計」（Leif　H．　Skare／Nils　Vasthagen／Sven－ErikJohansson，　Indus－
triell　kostnadsberakning　och　redovisning，7．uupl．，1966，　Stockholm，　s．359
fdljande．）を参照のこと。
　M－planenの制定は、1940年代のスウェーデン経済のこのような条件に規定
されて、正確な価格設定を目標とした。1950年代には同国で生産と需要とがほ
ぼ均衡し、計画化の思考が登場する。企業は、市場とその変化に関する情報を
出来るだけ早急に入手し、それへの適応を要請されるようになった。M－planen
を支える正確な価格設定目標に代わって台頭してきたのは、新しい市場状況に
呼応する管理的な用具として、予算・適限的な資源の利用等の思考であり、そ
れは、1940年代の原価会計を、原価・利益計画の問題へと展開させることにな
った。（Fdretagsekonomiska　Studier　i　G6teborg，Aktuella　Redovisnings
Problem，　Albert　ter　Vehn　801ir，　BAS，1981，　ss．172－175．）
　スウェーデン機械工業連合は、M－planenの作成の作業に向けて、さし
あたり1940年11月に「統一的な会計方法のための機械工業連合委員会」
（Mekanf6rbundets　kommitt6　f6r　enhetliga　redovisningsmetoder）を
発足させた。この委員会には、ASEA社、　Bofors社、　L．　M．　Ericsson社、
Atlas　Diesel社、　Jonsered社のような民間企業側の代表者と国家弾薬局
（Statens　Ammunitionsnamnd）が参画した。同委員会は、標準コンテ
ンプラーン作成の具体的な作業に着手するために、更に「下部委員会」
（en　underkommitt6）を設置した。この下部委員会の書記として就任し
たのは、1940年春まで「ノルウェー・ベルゲン商科大学」（Norges　Handel一
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shoyskole　i　Bergen）で企業経済学に関する教授職にあったRobert
Kristenssonであった。かれは、当時、ナチス・ドイツによるノルウェー
侵略より逃れるべく、1940年秋に、母国スウェーデンに帰国することを、
同大学より正式に承認されていた（5η。
　機械工業連合の標準コンテンプラーンの作成という作業にとりわけ多
大な時間と労力をさいたのは、先ずRobert　Kristensson、次いでAlbert
ter　Vehnであったと言われている（58）。
　Robert　Kristenssonは、下部委員会の書記としての資格で、　M－planen
の草案の作成過程に直接的に関与した。これに対してAlbert　ter　Vehn
は、この草案が公表された後にこの草案に関する注解者としての資格で、
間接的にM－Planenに関与したが、かれは、それを通じて、　M－Planenの
公布に象徴されるようなスウェーデンにおける会計標準化問題に取り組
み、スウェーデンにおける近代会計学の形成のための初期の時代の、「（会
計上の）諸問題に関する理論的・組織的な制度的構築者」（59）（amnesteor－
etisk　och　organisatorisk　institutionsbyggare）としての席に列せられ
たのであったcf・1）。
cf．1）M－planenの作成の経緯との関連で、ここでRobert　Kristenssonの略歴と
その役割について、本文を補足する意味で、一瞥しておきたい。
　Robert　Emanuel　Kristensson（1896－1957年）は、北部Sk邑neのOsby出身
であった。かれは、敬慶なキリスト教徒である両親が、当初、一族のために設
立した私設学校（en　realskola）で基礎教育を受けた後、1915年にルンドで私
費受験生（privatist）としてスウェーデンの正規の学校教育卒業認定試験に合
格して大学入学資格を取得し、2つの大学即ち王立工科大学（Kungliga　Te・
kniska　hδgskolan：KTH）及びストックホルム商科大学（HHS）に同時に入
学した。かれは、KTHでは機械建設工学及び機械工学の部門で所定の学習を
重ねて、1919年5月に工学士となった。かれは、HHSでは商業技術論／企業経
済学を学び、同年1月に所定の課程を終了した。その後かれは、所定の兵役と
して通信関連の会杜（Falttelegrafikarens　radiokompani）に勤務し、モータ
ー指示に関する著作執筆の義務を負った。かれのこのような教育的な背景即ち
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工学技術と企業経済学との同時併行的な学習とは、産業界での活動の場合でも
教育・研究者としての活動の場合でも、生涯にわたって続いた。（Lars　Engwall，
red．，［1995］，ibid．，　ss．193－195．）
　かれは、兵役終了後、工学士として1920年7月、ノルウェー系の一会社
　（Norsk　Kulelager　A／S　i　Oslo）の経済部長となり、次いで1921年1月より
1年以上、スウェーデンの一会社（Svenska　Kullagerfabriken）に技術者とし
て勤務した。かれは、このような実務的な経験の後、1922年より教育・研究者
としての経歴を開始した。即ちかれは、当初工一レェブルゥー（◎rebro）の工
業高校の講師（1922－1924年）に、その後さしあたり工科大学の工場組織論の
特別教師（1924－1931年）に、更に1929年にはソルナの高等工業専門学校
（Artilleri－och　lngenj6rshdgskolan　i　Solna）の工業経済学及び組織論に関す
る教師職（larartjanst）の地位に就いた。かれは、このような教育・研究者と
しての活動と並んで、実務家としても持続的に活動した。即ちかれは、当初AB
Engstr6ms　Rullkortの技術部長（1925－1926年）に、その後AB　Fribergs
H6gvacuumpump　i　Stockholmの専務取締役（VD）（19271930年）に、更
にAB　Swedish　Invention　Corporationの副社長（1931－1933年）及び工学及
び工業経済学関連の専門家としての地位に就き、ノルウェーの商科大学に移籍
する前の、19331935年にはSvenska　Patentaktiebolagetにおける社長（1933
－1935年）となった。幼少時より無類の発明の才に恵まれ、長じて工学技術及
び工業経済学の基礎教育を受けたかれは、特に上記のAB　Swedish　Invention
Corporationでは、その才を発揮し、様々な発明・発見の実用化に関する技術
的・経済的な問題について検討し、実用化に踏み切った幾つかの開発品を、AB．
Kockkums、　AB。　Separator、　AB．　Litograftrusten等に販売した。（Lars
Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．195－196．）
　Robert　Kristenssonが、教育・研究者としてとりわけその特性を発揮した領
域は、工業会計（den　industirella　redovisnigen）のそれであった。かれは、
上記のように、1922年に最初に教育・研究者としての職歴を開始して以来、既
に1923年には「工業実際原価とその計算」（lndustriella　sjalvkostnader　och
deras　berakning）を、翌年の1924年には「工業簿記の基礎」（lndustribokf6rin－
gens　grunddrag）を公表していた。この時期までスウェーデンでは、生産過程
に関係した内部会計（produktionsrelaterad　intern　redovisning）に関する教
育・研究を本格的に担いうる人材も、この領域に関するスウェーデン語による
教育・研究資料も、絶対的に払底していたので、かれの登場とこの著作とは、
その間隙を埋めるものとなった。そしてRobert　Kristenssonが、この2冊の著
作で示した工業会計に関する基本的な考え方とその構造とは、さしあたりは、
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かれが勤務した工科大学等その他の様々な教育・研究機関で講義用プリントと
して、そしてもっと後には、スウェーデンの機械工業に関わる、当面、問題と
しているM－Planenの草案を作成する場合、その基礎となった。（Lars　En－
gwall，red．，［1995］，ibid．，　s．196．）Robert　Kristenssonは、これらの著作の中
で、例えば、損益計算上の利子と原価計算上の利子、利益と損失、収益と費用
というような対をなす一連の諸概念の明確化という問題等に取り組んでいた
からである。（とはいえかれは、ここでは未だ収入inkomstと収益intakter、
支出utgifterと原価kostnaderというような一対の用語について明確な概念
規定をすることはなかった。）なおまたかれは、1931年に当時の諸開発会社
（dlitida　utvecklngsbolag）について、小ハンドブック「如何にして発明は、
開発されるか」（Huru　en　uppfinning　exploateras）を出版した。かれは、さ
しあたりこの著作の目的を、様々な実際的な問題に関する潜在的な発明者に対
して助言することにおいた。とはいえかれは、この著作をもっと深い思考過程
を基礎として執筆しており、様々な発明が、技術的な発展と国民的な財産の増
大にとって持つ意味について言及し、古典派経済学者達の思考特に著作権の所
有者に対する法的・経済的な保護に関するJohn　Stuart　Millの命題にまで言及
していたと言われる。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．196－197．）
　Robert　Kristenssonは、1935年に隣国ノルウェーのベルゲン商科大学の設立
に伴って、さしあたり企業経済学（bedriftsφkonomi）に関する助教授として
同大学に就任した。かれは、既に過去に工業会計の領域について2冊の著作を
出版していたので、1937年には教授職に昇格した。かれは、ベルゲン商科大学
の企業経済学の助教授／教授として、その教育・研究上、旧来よりかれの本領と
されてきた工業経済学及び組織論の他に、新たに金融経済学（finansiell　ekono・
mi）及び営利経済学（affarsekonomi）の領域の諸問題も取り扱うようになっ
た。かれは、ナチス・ドイツによるノルウェーの侵略に伴って、1940年には母
国スウェーデンに戻った。こうしてかれのノルウェー時代（den　norska　per－
ioden　1935－1940年）は終了した。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．197
　198．）
　Robert　Kristenssonは、ノルウェー時代には、その同僚達と共に、企業経済
学に関連したノルウェーの専門用語を確立し、関連の諸文献をノルウェーの諸
条件に適合させて改変・修正するという課題を負った。同時に、かれは、1936
年には、工業会計の領域に関連した非常に重要な著作即ち「企業経済学理論と
原価計算における間接費」（Omkostninger　i　bedrifsφkonomisk　teori　og　ka1－
kulasjon，1936）を出版した。先ずかれは、この著作で、国民経済学上のミク
ロ理論（den　nationalekonomiska　mikroteorin）と工業経済学上の原価計算論
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　（den　industriekonomiska　kostnadskalkyleringen）とを結合した。かれは、
この著作で取り扱ったこのような問題の伏線として、既に10年以上も前に、経
済専門誌「経済学」（Ekonomen＞（1925年3／4月）で、「経済学の特殊科学と
しての企業経済学」（Fdretagsekonomi　som　ekono　miskspecialvetenskap）
で、企業経済学と国民経済学との関係を論じ、様々な条件と事例を取り上げ、
それを基礎に貨幣価値の変動が原価計算に及ぼす影響について考察していた。
かれは、この著作の基礎を同年5月に行った4つの講義においた。同年、この
著作のスウェーデン語翻訳版も出版された。次いでかれは、この著作で、Eugen
Schmalenbachの影響の下に、原価引下げと利潤及び収益の極大化との関係を
問い、それを分析し、同時に、製造能力の決定に関する問題も取り上げた。と
はいえかれが、生産能力を限定する諸条件と適限的な生産物の選択との関係或
いは結合というような問題を論ずるには、未だ機は熟しておらず、その解明の
ために線型計画を利用しうるようになるには、その後完全に10年間の歳月を要
した。（因みに言えば、かれが、この著作で取り上げた貨幣価値の変動が原価計
算に及ぼす影響という問題は、1940年には更にもう1冊の著作「価格変動の下
での企業経済学上の諸問題」Bedriftsφkonomiske　problemer　ved　vekslende
priserとして結実した。）（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　s．198．）
　Robert　Kristenssonは、ノルウェーより帰国後、直ちにコンサルタント会社
AB　R．　Kristenssonを設立し、一族が所有している不動産（Husby　gSrd）の
管理に当たった。それを契機にかれは、農業アカデミー（Lantbrusakademien）
のコンサルタント業務に従事し、中規模農場の収益性に関する調査をした。更
にかれは、様々な機関が設置する様々な検討委員会に様々な資格で関与した。
かれが関与した機関は、例えば機械工業連合、農業雇用者連盟（Lantarbets－
givaref6reningen）、鉄鋼所連合（Jarnbruksf6rbundet）、製紙工場協会（Papper－
sbruksf6reningen）、壁紙工場協会（Tapetfabrikanternas　fdreningen）、銀行
統計事務所（Bankernas　statistiska　kontor）等、極めて広い範囲にわたった。
とはいえかれが、関与した様々な機関の中で取り組んだ様々な課題の中でも最
も重要な第1の課題は、これまで問題としてきたところの「機械工業のための
統一的な会計方法に関する機械工業連合委員会」（Mekanfdrbundets　kommit－
t6　f6r　enhetliga　redovisningsmetoder　f6r　mekaniska　verkstader）における
書記としてのそれであったのである。かれは、機械工業連合委員会の書記とし
ての資格で、標準コンテンプラーンの大枠を作成したのであった。（以下、この
大枠を、便宜上、原案と呼ぶ。）この原案は、スウェーデンの幾つかの最大級の
機械工業における上級会計担当者達によって修正された後、Albert　ter　Vehn
の手に委ねられ、本文で指摘したように、注解付きのM－Planenとして1945年
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に公表されたのであった。Robert　KristenssonがM－Planenの原案作成の過程
で勧告・賛同した問題は、簿記と実際原価計算との結合という問題であった。
かれは、早くも既に15年前に、スウェーデン工業連盟の業務に関与した折り、
簿記と実際原価計算の結合を提案した。とはいえこの提案は、当時のスウェー
デンの場合、時期尚早であった。Robert　Kristenssonが取り組んだ第2の重要
な課題は、第2次戦争中のスウェーデン国民経済における労働節約の問題であ
った。かれは、1942年に「スウェーデン農業雇用老協会の作業時間研究」（Svens－
ka　Lantarbetsgivaref6reningens　arbetsstudier）の指導者となり、スウェーデ
ンの最大級の工的企業が所有する幾つかの農場における労働節約の問題に関
与した。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．　200－201．）　工科大学（KTH）
は、Robert　Kristenssonがノルウェーよりスウェーデンに帰国した1940年に工
業経済学及び組織論の教授職を設置した。設置の目的は、それまで工業組織に
関する特別教師達が担当してきた領域を充実・拡大することであった。かれは、
この教授職の応募者の一人として、もう一人の応募者Carl　Tarras　Sallforsと
競合した。かれらは何れも、過去にこの領域の特別教師として勤務した経験が
あった。（Robert　Kristenssonは、1924－1931年まで、　Carl　Tarras　Sallfors
は、1929－1939年まで。）さしあたりこの教授職の座を射止めたのは、Carl
Tarras　Sallforsであった。とはいえ戦局の行方が判明するにつれて、戦後状況
を射程に入れた国家政策の下で、「国家組織委員会」（Statensorganisation・
snamnd）が設立が設立されると、　Carl　Tarras　Sallforsは、徹底した合理主
義者としてのその才を買われて、総責任者の地位に就任した。これに伴って
1945年にRobertKristenssonは、KTHの空席となった教授職に就任し、爾来、
1966年までその地位に留まった。（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．200
－201．）
　Robert　Kristenssonが、　KTHの教授職に就任して以来退職するまで、　KTH
を拠点としてどのような活動を展開したか、その委細については、別稿に委ね
たい。ここでは、かれが、1945年以後5・6年の間、幾度かアメリカ及びヨー
ロッパの幾つかの大学の客員教授として赴き、機会を利用しては作業測定法に
関する理解を深めたこと、KTHでの教育・研究の内容は、受講者が工学系の
学生であるという背景に照らして技術的・数学的な基礎知識を出来るだけ利用
したけれども、歴史的な提案と表現方法とが必要な場合には、哲学的な知識特
にImmanuel　Kantのそれをしばしば引き合いにだすように、当時のスウェー
デンで、機能主義的な分析手法が益々強力になっていく状況の下で、応用数学
的・統計的な領域における然るべき基礎教育として哲学を重視したこと、そし
て「大学講義用プリント」（kompendierna）を年々近代化し、その教育・研究
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対象領域を、投資計算論（investeringskalkylering）、機能分析（operation－
sanalys）、質的統制（kvalitetskontrol1）、経営管理的な資料処理（administrativ
databehandling）、その他の新しい領域を組み込んで、編集したこと（Lars
Engwall，red．，［1995］，ibid．，　ss．201－202．）、かれは、このような過程を通して、
工業経済学と組織論の領域を学問として確立したこと（Lars　Engwall，　red．，
［1995］，ibid．，　ss．203－205．）、そしてかれは、最終的には、「生活哲学者」
（Livsfilosofen）として、1953年には「現実の工業文明の枠組の中での生産性」
（Produktivity　in　the　Framwork　of　a　Real　Industrieal　Civilisation）を執筆
し、生産性の問題を、人間の存在の意味と生活特に勤労生活という問題との関
連で展開したこと等を、指摘するに留めたい。（Lars　Engwall，［1995］，ibid．，
ss．205－206．）
cf．2）Carl　Tarras　Stirrfors：本稿・本号の119頁のcf．1を参照のこと。
　機械工業連合の標準コンテンプラーンとして最終的には1944年に公表
されたM－Planenの草案に対して展開された公的な論議は、1930年代に
活発に展開された実際原価計算のための諸原則に関する公的な論議とは
異なり、集中的でも活発でもなかった。それでも、例えば、1942年には
工学専門誌「Teknisk　Tidskrift」が、1944年には経済専門誌「営利経済」
（Affarseinonli）が、　M－Planenの草案に対する論評を掲載した。　M－
Planenの草案に対する公的な論議は、概して肯定的であった。それどこ
ろか論評者の中には、例えば、M－Planenの草案は、この領域に関するド
イツの実務よりも先行・進展している草案である、というような過大評
価をする人々さえも存在した。M－Planenの草案について様々な疑義を
表明した人々は、むしろ既述の機械工業連合委員会の内部にある人々で
あった。機械工業連合の標準コンテンプラーンの作成という問題は、公
的な論議の場では余り討論されなかったとしても、M－Planenの立案を
通じてスウェーデンの会計実務に対して「良き概念的な用具というもの」
を開発していくという作業が、全く手付かずで空白状態となっていたわ
けではなかった。M－Planenの作成・公表の過程では、スウェーデンの如
何なる関係者にとっても、「概念を展開」（begreppsutveckling）（6°）させる
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というこの作業を外界から隔離して抽象的に行うとする試みは、無益で
あった。その理由は、M－planenの草案の作成過程にAlbert　ter　Vehnが、
Robert　Kristenssonより幾分遅れて、最初に、しかも間接的に、関与す
るようになったとき、かれは、上記cf．1）で付記したように、この作成過
程に直接的に関与したRobert　Kristenssonと同様に、　Eugen　Schmalen－
bachの「動的貸借対照表論の基礎」（Grundlagen　der　dynamisher　Bilan－
zlehre，3．Auf1．，　Gloeckner，　Leipzig）を出発点としながら、イェテボリ
ィェ商科大学の教育・研究課程の展開とそこで利用した大学講義用プリ
ントを通じて、そしてまた時としてはOskar　Sill6nとの共同作業によっ
て、徐々に、その用語を確定していったからである（61）。
　Albert　ter　Vehnは、機械工業連合がM－Planenを作成・公表するま
でのこのような経過を踏まえて、M－Planenについて注解した。かれは、
かってかれが直面した「工業実際計算の場合に使用するべき統一的な用
語に関する諸基準」をめぐる論争とそれに対する自己の見解を表明した
前述の著作「実際原価計算の標準化．Volvo、　SKF、　ASEA及びLM．Eric－
ssonの原価簿記を考慮して」（1937）の中で、諸問題に関する論争を整理
し、争点を明らかにし、それを通じて会計機構の構築という問題につい
て自説を展開したように、この注解作業の中でも、同一の手法を通じて
会計機構の構築という同一の問題について自説を展開した。1945年にス
ウェーデン機械工業連合は、その結果を「スウェーデン機械工業連合内
部任命の委員会による編纂／Albert　ter　Vehn教授の注解付き．スウェー
デン機械工業連合標準コンテンプラーン」（Sveriges　MekanfOrbundets
normalkontoplan，　utarbetad　av　en　inom　Sveriges　Mekanf6rbund
tillsatt　kommitt6　med　kommentar　av　professor　Albert　ter　Vehn，1．
uppl．，1945，3uppL，1957，　Stockholm）として公表したのであったcf・1）。
cf．1）M－Planenは、個々の企業がコンテンプラーンを立案する場合M・Planen
を適用できるように、「様々な可変数」（olika　varianter）（Lars　Engwall，　red．，
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［1995］，ibid．，　s．117．）を想定した、弾力的な体系となっている。本稿は、こ
のようなM－Planenの内容それ自体を紹介・検討することを直接的な課題とし
ているわけではないので、M－Planenに関して深く立ち入ることは、必要では
ない。とはいえ「会計の領域におけるスウェーデンの概念的な用具を展開させ
たこと（utveckling　av　den　svenska　begreppsapparaten）は、　Albert　ter　Vehn
の最も重要な功績であると見倣しうること、そしてまたM－Planenの注解作業
は、原則問題というもの（en　principfraga）をめぐる抗争の何らかのハイライ
トとなっていること」（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid，　s，117．）から、こ
こでその骨格だけでも明らかにしておくことにする。
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機械連工業連合標準コンテンプラーン適用例
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汲汲盾唐狽獅≠р?秩j
ningsavdeln，）
ter）
03原材料・仕掛品・半　「P3原材料・買入部品等23原材料・半製品・完33原材料管理・購買等
製品・完成品等 の購買（Ink6p　av成品等倉出・消費 の部門（Matr1一（Material，　Prodjmaterjal＆　fram．（Uttag　matrl．　halvf6r ．，　Inkσpsavd．
arb，，　halv・＆　he】・mande　fabrikat＞一＆ helfabr．，　etc、） och　likn．）
fabr，　m．m．）
04諸債権・当座預金・ 14賃金・その他の人件24人件費の配分（F6r一34人的管理（Personal一
郵貯・現金（Fordrin－
№≠秩C　bank，　postgiro
費；知的報酬（Lσ・
獅?秩@＆　andra　ut．
侵講d。βe「s°naLfOrv．）
ﾐ会的公課（Sociala
kassa） gifter　f6r　personal； 邑tgarder）
arvoden）
05自己資本（Eget@Kapital） 15貨物運賃・関税・船@賃等（Frakt，　tull，speditbn　m．m．）
25 原価をクラス1
ﾌ対応する諸勘
閧ﾉ配分（FOr・
35補助部門（Hjalpav－
@delningar）
06簿価引下・価値調整
@勘定（Vardeminskn，．
@＆　varderegl、，－
@KontQn）
16雑支出（Diverse）26 delning　av汲盾唐狽獅≠р?窒
varande　motp
≠窒≠撃撃?撃撃汲盾氏Et
盾獅＝@l　klass　1）?
6製造部門（Direkta　
≠魔р?撃獅奄№≠秩j?
7固定負債（L＆ngfris一?7雑支出（Diverse）?7? 7同上?
iga　skulder＞?
8流動負債（Kortfris一?8利子・財務的なその?8原価計算上の利子?8その他の原価場所・?
iga　skulder）? の支出（Rantor，6vriga　utgifter　fdr?Kalkylmassigranta）? 合費（Ovrlga　k・s・t
獅≠р唐唐狽≠gen，　kom．?
inansiering　mm．）? lexa　kostn．〉?
9経過項目（Vilande?9租税公課・贈与及び?9? 9外注（Driftsfram一?
nterimskonton）?種の中性的支出? ande　verksam．?Skatter，9昌v・r＆? et）?
ikn．　neutrala　ut．?
ifter）?
典：MekanfOrbundets　Normalkontorp］an，　Kortfattard　Orientering，　Utarbetad　av　Sven　Sternberg，　Sveriges　Merkan－
　fOrbundet，　Stockholm，1948、　s、s．62－63、訳語は、この著作における各々関連箇所の文脈に即してっけた。
　cf営業簿記は財務簿記、原価簿記は経．営簿記に相当する
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原価簿記（Slalvkostnadsbokfσring） 営業簿言己（Affarsbokf6ring）
5 6 7 8 9
製造勘定へ（Till　Til卜
魔?窒汲獅奄獅〟j
ｻ造原価（THlverk・
製造勘定より（Fran
Z難驚出。1、m
売上品原価（S組da
uarors　Kostnader）
虚t（Prestationer）
収益（Inkomster）
ｭ生した収益（Oper・
奄盾р奄唐?窒≠р?@Intakter）
結果分析と決算勘定
iResutat　Analys　och
aokslut）
ningsktstnader）ning）
原価負担者（Kostnadsbarare） （Prestationer
給付或いは収益の種類
@　　　eller　lntaktsslag）
借記（Debiteringar）貸記（Krediteringar）借記（Debiteringar）貸記（Krediteringar）借方・貸方（Debt＆
jredit）
製品種類別或いは製造
ﾟ程別に配分（lndelas
??狽?秩@produktslagener　tillverknings一
製品種類別に配分（In・
р?撃≠刀@efter　produkt－
唐撃≠〟j
70商贔売上原価@（Sjalvkostn．　fσr
@salda　handelsva・
@ror）
80商品売上（F6rsalj・
@ning　av　handelsvar・
@or）
90特別損失（Extrord．
@ko tn．）
prQceSS）
71製品売上原価81製品売上（Fσrsaljn一91棚卸資産減耗・評価（Sjalvkostn．　fσr
?撃р＝@egna　produ・
汲狽?秩D）
ing　av　egna　produ－
汲狽?秩j
損（Lagerdifferen・
唐?秩j（kvantitets・
р奄??D，　vardergL）
72　　同　　　上 82　　同　　　上 92償却賢等（Finansiel一
la　avskrivningar．
m．m）
73　同　　　上 83　　同　　　上 93全勘定の調整（Ut一
jamning　av　Samt一
liga　konton）
74運賃等個々の販売費 84発送受取運賃等（Fa一94部門費差異・その他
（Frakter　m．　fl．　sar・
唐汲獅р＝@fσrs．　kostn，）
kturerade　frakter．
?狽メD）
欝跳i驚sdif乱
75製品原価（Tillver・85雑益（Diverse）95予備：当期発生特別
kningsko，　f，　prod．） 取引事象記入
76除却資産売却損等86除却資産売却等96製品等原価差異（Ka1一
（Sj削vkostn．　f．
唐″cda　anlaggn，，
（F6rsaljning　av　an・
P謹ggn．　tillg．　skrot
　 　　Ω汲凾撃р奄??D　a．egna
垂窒盾пDm．m、）
skrot　m．m．） m．m．）
77自家製造設備・機械87受取家賃等（Mot一97正常営業損益（Ka置・
等（Tnlverkadetagna　hyror　o．d，）kylmassig　vinst）
鍛器燃几・m缶
78雑損（Diverse）88地代及び現金割引等98総営業利益（Brutt・
（受取）（R勘tor　ochOviSnSt　av　rdrel・
kassarab，　m．m、）sen）
（mottagna）
79独立内部損益計算89中性収益（Neutra正a99損益勘定（Vinst－＆
（Frist昌ende　interninkomster）（営業外f6rlustkonto）
resultatrakning）
i場合による。〉
収益〉 残高勘定（balans　k．
盾獅狽盾氏j（期首・期末）
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　この表は、M－Planenの作成のために発足した、既述の機械工業連合委員会
が、その委員会の責任者Sven　Sternbergに対して、M－Planenが立案の基礎iと
した諸原則と実際的な適応可能性をめぐる簡潔な方向性について明らかにす
ることを要請し、かれが、この要請に基づいて書き上げた著作即ち「機械工業
連盟標準コンテンプラーン．簡潔な方向性」（Mekanf6rbundets　Normalkonto－
plan，　Kortfattad　Orientering，　Utarbetad　av　Sven　Sternberg，　Fdrord　och　s．
62－63．，Sveriges　Mekanf6rbund，　Stockholm，1948）に基づいている。
　この表を念頭に入れながら、以下、簡潔に、その骨子を明らかにしよう。
　「このM・Planenは、先ず、機械工業を対象としている。とはいえ、それは、
その持つ長所の故に、機械工業以外のその他の工的企業にも適用され」、また
「このM－Planenは、原価計算の諸原則、事前原価計算による統制方法、貸借
対照表評価諸原則、簿記機構、企業規模に相違がある場合でも、完全に適用可
能である」（Leif　H．　Skare／Nils　Vtisthagen／Sven　Erik　Johansson，　ibid．，　s．
329．）と言われるように、M－Planenは、その立案・公表の経緯からみて、直
接的には巨大企業を適用対象としているが、全ての規模の企業がそれを利用で
きるように、その弾力性に配慮している。これは、弾力性の諸原則（elasticity
rules）と呼ばれる。（Lars　A　Samuelson，　ibid．，　p．82．）とはいえ中・小規模の
企業に対しては、例えば、既述のように、BAS－Planenのようなコンテンプラ
ーンも存在する。
　弾力性の諸原則が適用されるのは、M－Planenが、次の場合でも利用可能と
なることを意図しているからである。即ち（1源価計算の方法が異なる場合、②
製品原価の見積方法が異なる場合、（3）資産評価の方法が異なる場合、（4）異なる
体系の会計処理機構が利用される場合、（5）企業規模が異なる場合である。（Lars
ASamuelson，　ibid．，　s．81．）
　M－Planenは、この表が示唆するように、勘定組織体系の立案と利用につい
て次の10個の原則を基礎としている。即ち（1）諸勘定は、10進法にしたがって番
号を打つこと、（2儲勘定の個々のクラス0　9は、明確な意味を持っているこ
と、（3）クラス1は、「支出の独特な分類」によって、支出を複式記入せず、単に
借方記入すること、（4）クラス8は、「収益の独特な分類」によって、収益を複式
記入せず、単に貸方記入すること、（5源価会計（原価簿記）に関わる原価諸勘
定の記入は、幾っかの勘定科目の場合複式記入すること、（6機つのかの勘定グ
ループの記入は、指示・指令によること、また幾つかの勘定（科目）番号は、
並行・対応して二者一組となっていること、（7儲勘定の締切りは、当該年度末
にのみ行われること、（8源価諸勘定は、当該年度中は、財務諸勘定より分離さ
れ、年度末にのみ締切りされ、財務勘定と結合されるること、（9）諸帳簿締切り
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のための諸規則、⑩短期損益計算に関わる諸帳簿を独立して締切りするための
諸規則である。（Lars　A　Samuelson，　ibid．，　p．82－83．）
　これらの諸原則の委細について立ち入ることは、当面の直接的な課題として
は必要ではない。
　M－Planenそれ自身は、この表が示唆するように、4つのクラスを含む財務
会計の諸勘定（即ちクラス0・1・8・9）と6つのクラスを含む原価会計の
諸勘定（即ちクラス2－7）より構成されている。クラス0は、資産と持分の
勘定である。クラス1は、全ての支出を借方記入し、クラス2は、一期間に発
生した全ての原価を貸方記入す。クラス3及びクラス4は、いわゆるコスト・
センターに関わる諸勘定であり、クラス3は、発生した原価に関してコスト・
センターに借方記入し、クラス4は、実現されたサーヴィスに関してコスト・
センターに貸方記入する。クラス5は、全ての製造原価を賦課手続によって借
方記入する。クラス6は、工場より受取る全ての産出高を、通常は、標準原価
で貸方記入する。クラス7は、主として売上製品原価を借方記入する。このク
ラスはまた、製品が、製造勘定より棚卸資産勘定に振替えられるとき、棚卸資
産諸勘定に借方記入する。クラス8は、収益諸勘定の貸方記入のために、そし
てクラス9は、諸勘定の締切りのために、利用される。（Lars　A．　Samuelson，
ibid．，　p．83．）
　M－Planenの一般的な構造は、諸勘定の振替理論にしたがう。諸勘定のクラ
スの番号は、資産と支払の理論的な流れを追求できるように、設定されている。
（Las　A．　Samuelson，　ib－id．，　p．83．）
　M－Planenの弾力性を明示する一つの事例は、原価諸勘定と財務諸勘定との
統合という問題に直面する場合である。M－Planenは、この問題について4つ
の選択肢を示唆した。第1の選択肢は、M－Planenが、その基本的な原型通り、
原価諸勘定と財務諸勘定とを完全に統合し、その結果「一元チャート」（a
monistic　chart　of　accounts）として機能する場合である。第2の選択肢は、
原価諸勘定を、独立して維持することが可能であり、その結果M－Planenが、
「二元チャート」（adualistic　chart　of　accounts）になってしまう場合である。
第3及び第4の選択肢は、財務諸勘定と原価諸勘定との結合関係に関する各々
純粋な形態を混合させる場合である。（Lars　A．　Samuelson，　ibid．，　p．83．）
　M－Planenの弾力性を明示するもう一つの事例は、原価計算の諸原則に関す
る弾力性である。M－Planenは、基本的には、全部原価計算の体系を予定して
いる。M－Planenにおける原価計算の諸原則に関する弾力性とは、本来的には、
この全部原価計算の様々な体系に関連した弾力性である。とはいえM・Planen
は、変動原価計算の体系に賛同する諸企業の場合でも、容易に適用されうる。
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このことは、基本的な勘定組織体系としてのM－Planenの弾力性を示すもので
あると言ってよい。（Lars　A．　Samuelson，　p．84．）
　M．Planenは、スウェーデンの会計実務に対して非常な影響を与えた。その
直接的な影響は、各企業が諸勘定組織体系を変更する場合、M・Planenを基礎
としたことであった。とはいえM－Planenの会計実務に対する主要な影響は、
間接的なそれであった。例えば、各々の産業部門が、基本的な勘定組織体系を
立案・公表する場合、それらの体系の基礎をM－Planenに求めたこと、しかも、
もっと後には、個々の企業が、個々の勘定組織体系を立案・公表・実施する場
合、それらの体系のモデルとしてM－Planenを利用したことであった。1950年
代にはおよそ15の産業部門が公表した業種別コンテンラーメン（例えば醸造工
業のB－Planen、製紙工業のP－Planen、製靴工業のS－Planen、電力部門のE－
Planen、その他等）が、その基本構造を定める場合、　M－Planenをモデルとし
て利用していたことは、その顕著な事例である。（Lars　A．Samuelson，ibid．，　p．
84，Leif　H．　Skare／Nils　Vasthagen／Sven－Erik　Johansson，　ibid．，　s．329．）
　M－Planenは、長期にわたって制度としての教育・研究機関である大学でも、
原価会計及び管理会計に関する全ての課程の教育・研究対象として支配的な地
位を占めてきた。しかもそれは、第2次世界大戦後、スウェーデンでも戦後の
新しい経済社会の状況に呼応してM－Planenに代替する会計システムとして
様々な新しいモデル（例えば、the　RP－project，　the　software　packages
approach，　the　methodological　approach，　the　user－oriented　approach）（Lars
A．Samuelson，ibid．，　p．109以下）が案出されてきたにも拘わらず、なお依然と
して今日でも会計の基本的な用具として教育・研究対象となっている。（Lars
A．Samuelson，ibid．，　p．84．）
　M－Planenはまた、公的部門における諸勘定組織体系のモデルとしても利用
されてきた。例えば、政府部門及び政府諸機関が利用するS－Planenは、　M－
Planenの特徴を継承している。これに対してM－Planenは、中・小規模の企業
の場合には、直接的にも間接的にもその影響は比較的薄く、これらの諸企業は、
BAS－Planenを利用している。（Lars　A．　Samuelson，　ibid．，　p．84．）
　M－Planenを実際に適用している企業・その他の組織体が、実際にどのよう
な諸勘定を設定しているかということを明示することは、主として経験的・実
験的な資料収集の困難性のために、かなり困難である。また個々の企業が立
案・実施している勘定組織体系がM・Planenの系列に入るか否かということを
分類しうるような基準を定めることも、困難を伴う。しかも、個々の企業・組
織体の勘定組織体系がM－Planenをモデルとしていると言われる場合でさえ、
そこには、必ずやM・Planenの基本的な特徴から乖離する部分がある筈であ
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り、スウェーデンの場合、この乖離をどの程度まで承認するかということを決
定することは、M－Planenの持つ弾力的な性格から考えて、余り意味のないこ
とである。個々の企業の各々の勘定組織体系は、その時々に発生する様々な必
要性に応じて、随時に変貌する。M－Planenは、そのような性格を有する。（Lars
A。Samuelson，ibid．，　pp．84－85．）「今日、個々の企業によって利用されている
各々の勘定組織体系は、5年・10年・或いは40年前に利用されたそれとは、か
なりの程度、相違している。」（Lars　A．　Samuelson，　ibid．，　p．85）
　個々の企業が立案・実施している諸勘定組織体系がM・Planenの系列に入る
か否か、換言すれば、それが、M－PlanenかそれともNon　M－Planenかという
ことを判断する場合その判断が主観的にならないようにすることは、難しい。
この場合問題となることは、どの程度までM－Planenの幾つかの特徴が生かさ
れているかということであろう。（Lars　A．　Samuelson，　ibid．，　p．85．）更に個々
の企業が立案・実施している諸勘定組織体系が、実用的な性格を持っていると
いっことも、M－PlanenかNon　M・Planenかを決める場合その判断を、鈍らせ
る。例えば、一企業の勘定組織体系がM・Planenをモデルとしているという場
合自ずから想起されることは、10進法の採用である。とはいえM－Planenが10
進法を導入したのは、1940年代のスウェーデンではパンチ・カード・システム
を利用することを要請された企業が、大規模企業であったということによるの
であり、必ずしもM－Planenの勘定クラスの分類及び勘定グループの分類に賛
同したからではなかったこと、とりわけ中・小規模の企業の場合、そうであっ’
たといっことである。換言すれば、個々の企業の勘定組織体系とM－Planenと
の間の類似性は、単に幾つかの諸勘定に番号を付けるということだけに限られ
ており、その実質的な内容の類似性或いはM－Planenの様々な特徴を利用して
いるということを意味するものではなかったのである。例えば1976年にスウェ
ーデンの巨大な公的企業の会計システムについて調査対象とした56社の中で
も回答を寄せた企業は36社、この中でM－Planenをモデルとして利用していた
企業は17社、M－Planen修正版をモデルとして利用していた企業は3杜、残余
の企業16社の中でも3社は、アメリカ会計実務の影響を受けていたと言われて
いる。（Lars　A．　Samuelson，　ibid．，　pp．85－86．）
　ところでAlbert　ter　Vehnは、スウェーデン機械工業連合がM－Planen
を公表する以前より、しばしば同連合の顧問として召喚され、会計上の
損益概念を理論的に定式化するという課題を負っていた。けれどもかれ
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は、会計上の損益概念の定式化或いは損益概念の解釈という、直接的に
かれに課せられた問題を研究するということに留まらず、この研究を会
計機構の原理的な諸問題の研究にまで拡大したのであった㈹。
　Albert　ter　Vehnは、　M－Planenに関する注解作業の後、会計上の概念
問題に対する自己の立場と見解とを、一層、自明な（sjalvsttindig）なも
のとすることに集中した。機械連合委員会の下部委員会で争点となり、
長引く討議の過程を通じて票決によって決着をつけるにまで至った最も
重要な問題の一つは、支出概念したがってまたそれとの関連で組上に上
ってきた原価概念をめぐるそれであった。機械工業連合の会長Alrik
Bjδrkundを除いて全ての人々は、　Albert　ter　Vehnの見解に賛同した。
委員会の決定は、クラス1を支出、クラス8を収入と命名したが、これ
に対してAlrik　Bj6rkundは、クラス1を支出概念ではなくて調達原価
（kostnader　f6r　anskaffning）という概念、クラス8を引渡による収益
（inttikter　av　leveranser）という概念と命名することを望んだ（63）。その
結果M－Planenの立案に関与した人々は、クラス1を支出（utgifter）（発
生した原価：operiodiserade　kostnader）、クラス8を収益（inkomst）
（発生した収益：operiodiserade　intakter）と呼び、支出概念をM－
Planenに対する注解で改めて入念に検討・限定することにしたのであっ
た（64）。なおまた因みに言えば、Albert　ter　Vehnは、　STF一基礎プラーン
において争点となった支出と原価の概念の明確化に当たって、損益計算
上の費用と原価計算上の原価の関連を問い、損益計算上の中性費用（か
れの言葉によれば、簿記上の付加原価bokf6ringsmerkostnder）と原価
計算上の付加原価（かれの言葉によれば、原価計算上の付加原価kalkyls－
merkostnader）を区分し、更に損益計算上の費用及び原価計算上の原価
と支出との関係を分析し、それを基礎として会計期間と原価計算期間と
の関連で支出の区分を行った（65）。かれは、STF一基礎プラーンの論評の過
程を通じて、費用と原価、中性費用と付加原価等、会計上の基礎的な諸
概念を明確化するに当たって、STF一基礎プラーンの立案の経緯が示すよ
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うに、それが、より直接的にはドイツのAWV一プラーンを基礎としたこ
とから、さしあたりはAWF一プラーンにおける関連の諸概念の詳細な分
析より出発し、それとの関連でSTF一基礎プラーンの諸概念を批判的に
検討するという形をとることを余儀なくされた。とはいえかれは、STF
一基礎プラーンにおける上記のような諸概念に対する批判を媒介として
広く会計上の諸概念の明確化と諸用語の確立のためには、最終的には、
Eugen　Schmalenbachのコンテンラーメンにその手掛かりを求めた。そ
れは、実際原価計算の統一的な用語と統一的な処理問題の場合と同様で
あった。この点でかれは、スウェーデンの商業技術論／企業経済学におけ
るドイツ経営学（したがってまたその一環としてのドイツ会計学）の媒
介者であり、ドイツ経営学（したがってまたその一環としてのドイツ会
計学）のスウェーデンの商業技術論／企業経済学（したがってまたその一
環としての同国の近代会計学）に対する影響は、Albert　ter　Vehnの存
在なしには、考えられないとさえ言われたのであった㈹。
　Sten　J6nssonは、スウェーデンにおける現代企業経済学者の一人とし
て、イェテボリィエ大学（G6teborgs　universitet）の企業経済学とりわ
け会計及び財務の教授であるが（67）、かれは、Albert　ter　Vehnが長期に
わたって会計的な諸概念の明確化を求めてきた努力を評価し、概略、次
のように論評している。即ち「支出」対「調達のための原価」という問
題は、Albert　ter　Vehnが在職中はもとより現代でも重視されること、
その理由は、「経済的な問題について考量をめぐらせる場合、この概念装
置が、最も重要な補助手段である」（begreppsapparaten　ar　en　visktigas－
te　hjalpmedelvid　tankande　kring　ekonomiksa　spdrsmSl）（68）からである
こと、「支出」と「原価」とを明確に峻別することがなければ、「諸資源
を調達するための資金調達」（finansiering　av　anskaffningen　av
resuser）と「諸資源を利用するための原価」（kostnader　fOr　att　utnyttja
resurserna）との問題を正しく区別・認識することもできないこと、現代
スウェーデンの公的部門では「予算が、支出とそれに結合している用語
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とに力点をおいていることによって、原価意識を開発させること
（utvecklingen　av　ett　kostnadsvetande）が、阻まれている」（69）という
のである。そしてかれは、かってG．Myrdalが失業対策案に関連して添
付した、年次予算収支と中・長期予算収支に関する意見書で提唱したよ
うに、財政当局が「3力年予算」（trearsbudgetar）の制度を導入し、3
年間を単位期間として予算編成上の期間区分をする可能性を承認すると
しても、既に公的部門に定着している諸用語が、この部門で経済効率的
な思考をする場合、それに対する阻害要因になっていると結んでい
る（7°）。Albert　ter　Vehnが、支出と原価の概念の明確化を特別に意識し
たのは、かれが、このような状況の到来を既に予見していたことに依る
ものであったか否かということは、定かではない。ここではSTF基礎プ
ラーンの弾力的な性格（実践的な適用可能性）が、諸概念の明確化（原
則的な正確性）を前提としていたことを想起すれば、十分である。しか
も付記するべき点は、Albert　ter　Vehnが長期にわたって指向してきた
会計的な諸概念の明確化という努力を、例えば、1975年株式会社法（1975
ars　aktiebolagslag）の法典編纂の場合に条文として記載する諸用語の
正確1生を期するために、法務省の職員がかれの「大学講義用プリント」
（kompendium）を利用するという形で、現実的に生かしたこと、そし
てAlbert　ter　Vehnが、この事実を確認したとき、深い満足感と安堵感
をもって、法典編纂作業の進め方を評価したということである（71）。
（3）その他の諸問題
（1）諸概念の整理と体系化及びその立脚点の問題
　Albert　ter　Vehnの功績は、上記のように、実際原価計算のための統
一的な諸原則と標準コンテンプラーンの形成というような専門的で学術
的な問題を取り扱う場合、混乱・錯綜している用語を概念的に整理（be一
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greppslig　ordning）し、組織的に体系化しようとしたことであった。か
れは、専門的な領域の諸問題に関するこのような概念的な整理と組織的
な体系化に着手するのに先立って、時折、母国・ドイツの人々とスウェー
デンの人々の精神構造の相違について考察し、概してスウェーデンの
人々は、物事を高度に抽象的な諸原則と関係させることを求めるドイツ
の人々よりも実用主義的（pragmatiskt）であり、スウェーデンの人々の
考え方は、具体的で、現実からの検証に耐えうる、実際的な適用可能性
を求めるという判断を下した㈹。かれは、この点で「ドイツにおける
Albert　ter　Vehnは、スウェーデンにおけるAlbert　ter　Vehnと全く別
様である」（73）と言われた。イェテボリィェ商科大学の教育・研究者として
の資格によってスウェーデンの経済社会に登場したAlbert　ter　Vehn
は、概念の明確化と精緻化という、どちらかと言えば、ドイツの人々が
得意とする領域の問題を、スウェーデンの政策形成の過程に関与し、政
策形成の過程でスウェーデンにおける産業界の人々（実務家達）との対
話を行うことを通じて、より一層具体的に適用可能性のあるものとし、
実務上利用可能な「概念的な基礎」（74＞（ett　begreppsligt　fundament）を
形成することに、生粋のスウェーデンの人々よりももっと寄与した。
　これまで見てきたように、スウェーデンの近代会計学の形成とりわけ
会計問題の標準化作業（standiseringsarbetet）を推進する上でその契機
となり、指導性一その結果の是非は度外視するが一を発揮したのは、終
始一貫して技術者達であった。そしてまたこの領域での制度としての教
育・研究者達の教授職をめぐる抗争もまた、ある程度まで、その契機と
なった。この場合注目するべき点は、如何なる場合でもこの問題に関与
した「諸教授達と様々な産業団体が等しく興味を寄せていた問題は、国
家が原価計算並びに競争を規制するために干渉することを回避するとい
うことであった。」㈹このような立場は、混合経済のスウェーデン的な型
を、ある程度まで会計問題において反映したものであると言えるであろ
う。それだけにAlbert　ter　Vehnは、スウェーデン在住のドイツ人とし
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て、M－Planenの注解作業に着手し、スウェーデンの経済社会に適合的
に、会計的な諸概念の明確化と原則に抵触しない限り弾力化を図ること
によって、標準化問題に関する無用な混乱が惹起することを阻み、それ
を通じて政府が介入する余地をできるだけ残さないように努めたのであ
った。
（2）制度的な構築者
　Albert　ter　Vehnが、イェテボリィェ商科大学の教授として就任して
間もなく最初に着手した問題の1つは、取引所上場の全ての企業の年次
会計を含む「企業史料集」（Affarsarkiv）の編纂に着手したことであっ
た。かれは、貸借対照表論上の諸問題に関する教育・研究においてその
重要な部分として企業記録を重視し、学生達が同商科大学の卒業試験に
合格するためには、少なくても諸企業の1社の最新年度の事業活動につ
いてシェマーにしたがって分析することを、学生達に要請した。若手の
教師達が、学生達の分析を訂正した。Albert　ter　Vehnは、このような
作業を通じて、より直接的には、学生達と若手の教師達が、企業情報を
処理し、企業分析を行い、企業に関する知識と理論的な諸概念を実際に
利用し得る能力を酒養することを狙った。同時にかれは、これによって、
最終的には全ての企業について一組の分析結果を一般に利用可能となる
ように、制度的に整備した㈹。
　Albert　ter　Vehnは、「大学講義用プリント」を在職中には、毎年、丹
念に書換えした。それは、かれが、スウェーデン語が母国語でないこと
を意識していたからであった。このことは、かれが、時折、このプリン
トが、粗削りで完備されていないことを学生達に弁解し、また講義の内
容を文献資料によって裏付けることに非常に配慮したという点に、明白
に現れていた。かれは、そのためこのプリントを、毎年、訂正・加筆・
削除し、場合によってはそこに沢山の注記を加えた。こうしてかれの「大
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学講義用プリント」は、イェテボリィェ商科大学の内外で有名になった。
このプリントは、時が経つと共に、企業経済学に関する様々な領域に関
わる完全な教科書となり、そこで提示された基礎的な会計構造と明白な
会計諸概念とは、学生達はもとより関連の教育・研究者達も称賛すると
ころとなった。そしてかれは、このプリントの中では、何より、几帳面
とさえ言える程、用語の濫用と誤用とを回避することに留意したが、こ
のこともまた、諸概念の明確化を促進したのであった（77）。
　Albert　ter　Vehnは、「工業実際原価計算の場合の統一的な用語に関す
る諸規範」及びM－planenに関する注解と並んで、幾つかの注目するべき
論文を公表した㈹。これらの論文は、主として会計機構の問題を論題と
していた。とはいえかれが、教育・研究上果たした果たした機能・役割
を比較的に総体として知る上で、これらの諸論文より遙に有益な文献は、
「大学講義用プリント：企業経済学入門」（Kompendium．　Indelning　till
fdretags　ekonomien，1965　ars　uppL，　G6teborg，1965）である。（79）
　一般に、この「大学講義用プリント：企業経済学入門」は、イェテボ
リィェ商科大学の企業経済学上の各々の専門領域に関するタイプ印刷の『
資料であり、毎年、ルーズリーフに収録する形でその内容を修正・補充
しながら、最新の状態を保存しておくように工夫されている。それは、
単に大学講義内容の概要のみならず、例えば、各年毎に利用されるテキ
スト名を記載し、テキストについても主題、具体的な設例、参考文献を
指示しているように、常に沢山の付録を付し、原理的な説明と新しい動
向とが理解されるように編成されている。このプリントは、イェテボリ
ィェ商科大学の学生達に間に流布しただけではなくて、ストックホルム
商科大学やその他の北欧諸国の商学関連の単科大学でも引き合いにださ
れ、制度としての教育・研究機関で広く利用されてきた。
　例えば、Albert　ter　Vehnは、1957年版では、収益問題に関する非常
に入念な分析を記載し、単に企業経済学入門として性格を超えて収益問
題の本質にまである程度まで肉薄するような内容をそこに盛り込んでい
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た。とはいえかれは、ここでは、商業技術論／企業経済学における収益概
念の歴史的な変遷に関する沿革と商業技術論／企業経済学の国民経済的
な補助的な機能に関する幾つかの基本的な諸概念を注目するに過ぎなか
った。例えば、かれは、私的企業と市場経済の領域に関する基本的な問
題を全く排除していた。即ちかれは、ここでは、商業技術論／企業経済学
の一般的・包括的な全体像に照準を当てることに力点をおくよりも、か
れ自身の特殊な研究領域に専らそのその焦点を定めた内容となってい
た。かれは、ここでは、主として財務技術論（資金調達技術論）の問題
を取り扱い、後の同プリント1965年版で言及するようになる貸借対照表
に関する包括的な概念を提示することはなかった（8°）。かれは、ここでは、
当時のスウェーデンのこの領域の学術的な教育・研究上未だ統一的に理
解されていなかった財務（Finansierung）という概念にどのような内容
を与えるかという問題を明らかにすることを断念・放棄していた。とは
いえこの1957年版の様々な行間より推定しうることは、かれが、この概
念を非常に深く理解していたということである。ドイツの企業経済学の
場合、Eugen　Schmalenbachが、財務・資本調達の領域でも先達者であ
ったように、スウェデンのそれの場合、Albert　ter　Vehnが、同一の地
位を占めていたのであった（81）。かれは、ここでは、財務技術論の問題に
ついては、この領域におけるドイツの先達者達の成果を踏まえて、場合
によってその先例に倣って、企業特に株式会社形態の財務・資本調達問
題特に当初より将来的に若干の増資を前提とした会社の設立、企業金融
の健全化、会社の財政的な再建と合併等の問題を論じた。もとよりかれ
は、ここでもまた、全体としての企業財務・金融問題に関する如何なる
包括的・統一的な所説を展開することもできずに、個別的・特殊的な諸
問題に関して時としては異常なまでに深く立ち入った。（例えば有価証券
の発行と新株引受権に関する技術的な方法の提示等。）この点でこの1957
年版は、「財務・資金調達に関する教科書としては、一方では余りにも一
面的で不完全であるが、他方では個別的な問題に関しては殆ど百科全書
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のような性格を持っていた」（82）と言われるのである。
　これに対してAlbert　ter　Vehnは、1965年版「大学講義用プリント：
企業経済学」では、企業経済学に関する諸問題を当時のスウェーデンの
経済社会の要請にしたがって、新しい視角より整理し、企業経済学とい
うものの包括的な概観（全体像）を提示し、それを更に展開しようとし
た。とはいえかれは、ここでは、その主軸をなお依然として貸借対照表
論においた（83）。それによってこのプリントは、当時のスウェーデンにお
ける会計制度の研究のための標準的な著作となった（84）。ここではかれ
は、貸借対照表作成に関する私法一及び税法上の諸規定の問題を取り扱っ
たが、その力点を貸借対照表評価問題においた。この場合かれは、その
分析を国際的な水準にまで拡大し、当時、世界的に問題とされていた貨
幣価値の変動と会計的な利益計算との関連という問題については、特に
かれの恩師であったFritz　Schmidtの有機的貸借対照表論の問題と対決
した。かれによれば、Fritz　Schmidtの会計理論の欠点は、その理論の総
体的な妥当性を期待することができないということ、即ちこの理論は、
企業の全体的・最終的な成果計算（外部的或いは簿記的な成果計算）の
問題と関係し、経営成果の測定或いは計画的な統制（例えば販売価格な
いしは販売政策の統制或いは購買価格ないしは信用・財務政策の統制）
に役立つ企業の内部的な部分成果計算の問題と関係することはなかった
という点であった（85）。Fritz　Schmidtに対するかれのこのような論評は、
概して会計問題に関するAlbert　ter　Vehnの関心が、　Oskar　Sill6nと同
様に、企業の経営内部の問題に向けられていたことと、無縁ではなかっ
た。かれは、特にそれを計数的に正確に、しかも経営活動の目的にした
がって把握することに集中した㈹。これは、当時のスウェーデンの一般
的な傾向であった。スウェーデンの場合、企業を取り巻く外部関係者に
対するいわゆる外部会計問題に関する研究が、ある程度、本格的に開始
するのは、第2次世界大戦終了後の1950年前後、外部会計に関わる制度
的な整備が進展するのは、1970年代に入ってからである（87）。
175
（3）スウェーデンの企業経済学の新しい領域への展望　後輩の育成
　Albert　ter　Vehnは、上記のように、実際原価計算の統一的な諸原則
の提示を目指したSTF一基礎プラーン及び標準コンテンプラーンとして
のM一プラーンについて、批判的な検討を通じて、スウェーデンの企業経
済学したがってまたその一環としての近代会計学の形成の上で、会計上
の諸概念の明確化と理論の実際的な適用可能性という問題に先鞭をつけ
たのであった。
　このような先見の明は、その後、かれの幾人かの間接的或いは直接的
な後輩の育成となり、スウェーデンの企業経済学したがってまた近代会
計学の専門化の過程で、幾人かの優秀な教育・研究上の人材を生みだす
ようになったのであった。
　Albert　ter　Vehnは、既に1935年、ノルウェーのベルゲン商科大学の
新設に伴う企業経済学の教授職採用人事の場合、その審査員として、参
画した。候補者10名中、1名はノルウェー出身、3名はスウェーデン出
身、2名はドイツ人であった。スウェーデン出身の3名の中には、Robert
Kristenssonも含まれていた。　Albert　ter　Vehnも含む審査員達は、如何
なる候補者をも教授職に推薦することを躊躇い、辛うじてRobert　Kris－
tenssonのみを、助教授職に推薦した。　Robert　Kristenssonは、既述の
ように、その後「工業原価会計」（Om　industriell　kostnadsredovisning）
に関する補足的な著作を公表して、1938年に教授職に就任した。Albert
ter　Vehnはまた、これを契機に後にベルゲン商科大学の教授職に就任し
たDag　Coward及び工学士Eilif　Paulsonとも2年或いは3年、教育・
研究上の先輩として、かれらに接した（88）。
　Albert　ter　Vehnの、ノルウェーの企業経済学の発展したがってまた
その人材の育成に関する功績以上に注目するべきことは、もとより、ス
ウェーデンにおける有為な企業経済学者達の育成と新しい教育・研究領
域の開拓・充実に対してかれが果たした役割である。
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　Albert　ter　Vehnは、後発大学としてのイェテボリィェ商科大学の商
業技術論／企業経済学の教育・研究者として就任して以来、先発大学とし
てのストックホルム商科大学の設立の経緯とその後の同大学における教
育・研究活動の動向を踏まえて、スウェーデンの商業技術論／企業経済学
の「市民権」の確立とそれを前提とした、将来構想を射程に入れた教育・
研究領域の拡大とそのための教育・研究者の育成を志向し（89）、様々な人
材を輩出することに努めた。これらの人材の中でも、スウェーデンの近
代会計学の形成にとってとりわけ注目するべき人々は、Nils　Vasthagen
（1908－1965年）cf・1）とSven－Erik　Johansson（1924－　）cf・2）であった。か
れらは、それぞれ、Oskar　Sillenが先発大学としてのストックホルム商
科大学を拠点として、礎石を築いた商業技術論／企業経済学の専門化の路
線にしたがって、各々の専門領域で、Albert　ter　Vehnとの関わりを通
じて、多大なる業績を残した（9°）。
cf．1）Nils　Vasthagen（1906－1965年）は、1937年にイェテボリィェ商科大学の
経済学士の資格を、また1950年には同大学の博士号を取得し、後にはストック
ホルム商科大学及びルンド大学の教授職に就任した。（ストックホルム商科大
学への就任は、会計及び財務に関するOskar　Sill6nの後任としてであった。）
かれは、企業経済学の諸領域の中でも、企業の外部会計と内部会計並びに経営
管理問題に主要な関心を寄せ、国際的な関連を射程に入れた経験的な研究をす
ると共に、教育者としても高い評価を与えられた。その研究業績も、相当数に
のぼるが、主著としてあげれるのは、「営業簿記の基礎」（Affarsbokf6rings
grunder，　C．　W．　K．　Gleerups．　Lund，1945）、　Leif．　H．　Skare／Sven－Erik　Johans－
sonとの共著「工業実際原価計算」（lndustriell　sjalvkostnadsberakning，　Nor－
stedts　Stockholm，1946）、「官房簿記及び営業簿記における収入と支出の概念」
（lnkomst・och　utgiftsbegreppen　i　fδrvaltningsbokf6ring　och　afftirsbokfOr－
ing，　C．　W．　K．　Gleerup，　Lund，1950）、「自由償却1938－1951，第1部及び第2
部」（De　frira　avskrivningarna　1938－1951，　Del　loch　2，　C．　W．　K．　Gleerup，
Lund，1953）、　Oskar　Sillenとの共著「貸借対照表評価諸原則」（Balansvarder－
ingsprinciper，　Norstedts，　Stockholm，1958）であった。これらの著作の中で
も、学位論文としての1950年の著作の内容は、明らかに、Albert　ter　Vehnの
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諸概念の明確化という路線に沿うものであった。（Lars　Engwall，red．，［1995］，
ibid，，　ss．273－285．）
cf．2）Sven－Erik　Johansson（1924　　）は、1948年にイェテボリィェ商科大
学を卒業し、1949年にAlbert　ter　Vehnの助教師（bitradande　larare）となり、
1952年にストックホルム商科大学に移籍し、1961年に同大学のPaulsson
Freckner（1921－、主として原価分析・予算統制・コンテンプラーン等の研究
領域に従事）の下で博士号を取得し、後にはNils　Vtisthagenの後をうけて、
同大学の教授となった。かれは、企業経済学の領域でも主としてコンツェルン
会計、それとの関連での租税・貨幣価値の変動と企業及び資本価値の評価の問
題、資本構造・資本投資・収益性の問題等に関心を寄せた。かれもまた、Nils
Vasthagenと同様に、相当な研究業績をあげた。その主要な著作としてあげら
れるのは、「コンツェルン貸借対照表上の評価問題」（Koncernbalansraknin－
gens　varderingsproblem，　Handelsh6gskolan　i　G6teborg，　Skriftserie，1954：
2）、「企業経済学的な文献による企業評価の諸手法」（Metoder　f6r　vardering
av　f6retag　enligt　f6retagsekonomisk　litteratur，　Fδretagsekonomiska　Fors－
kningsinstitutet　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockholm，1957）、「貨幣借入と実
物財借入との企業の選択．特に税務的な要素を顧慮して」（Fdretagets　val　mel・
lan　penninglSn　och　reallan　med　speciel1　hansyn　till　skattefaktorn，　F6retag・
sekonomiska　Forskningsinstitutet　vid　Handelshdgskolan　i　Stockholm．
1959）、「投資準備金の設定に関する収益性の判断とその利用」（L6nsamhets－
bed6mning　av　investeringsfondsavsattningar　och　deras　utnuttjande，　F6r－
etagsekonomiska　Foskningsinstitutet　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockholm，
1959）、「租税一投資一評価」（Skatt－investering－vardering，　Fdretagse・
konomiska　Forskningsinstitutet　vid　Handelsh6gskolan　i　Stockholm，1961）、
H．Edenhammarとの共著「投資準備金の収益性」（lnvesteringsfonders　ldn－
samhet，　Norstedts，　Stockholm，1968）、「企業の収益性・資金調達及び成長」
（F6retags　1δnsamhet，finansiering　och　tillvaxt，　Studentlitteratur，　Lund，
1983）、L．　Ostmanとの共著「収益性への要請一会計測定の方向性」（L6nsamhe－
tkrav－redovisningsmSttstyrning，　Studentlitteratur，　Lund，1992）等である。
（Lars　Engwall，　red．，［1995］，ibid．，　ss．327－343．）
　以上、みたように、Albert　ter　Vehnは、1923年にイェテボリィェ商
科大学に商業技術論／企業経済学の教育・研究者として就任以来、先発大
学としてのストックホルム商科大学の教育・研究者としての先人Oskar
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Sill6nと共に、1920年頃を境としてようやく萌芽的に台頭してきたこの
領域における専門化過程の兆しの下で、商業技術論／企業経済学の制度的
な構築に貢献した。何れも初期の先導者して、各々の勤務する各々の商
科大学の教育・研究活動と共に、それを拠点として、産業界の要請にも
応えるべく、Oskar　Sill6nは、コンサルタント／会計士として、Albert　ter
Vehnは、工業原価会計問題の領域における実際的な活動に従事し、同時
にまた、その時々の国家等政府機関が寄せる期待にも応えた。とりわけ
本説の本項で問題としているAlbert　ter　Vehnは、多様な実務の中で使
用されている会計的な用語の概念の明確化とそれによる組織的な体系化
という作業と、企業経済学者達の教育・育成という問題にも積極的に参
加し、スウェーデンにおける企業経済学の制度的な構築のために、多大
な足跡を残した。その特徴は、多様な実務の標準化という問題とそれを
前提とする企業経済学の制度的な構築（市民権の獲得）という問題のた
めに、「概念の検討による分析と概念体系の組織化」（begreppsutredande
analys　och　systermatering　av　begreppssystem）を図ろうとすること
であった。「かれは、秩序というものに関する教師であり、形成者であっ
た。そしてこの秩序は、後に生起しうる引き続く発展の基礎となるもの
であった。」（91）
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（90）Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　s．121．
（91）　Lars　Engwall（red．），［1995］，ibid．，　s．121．
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一む　す　び　に一
　これまで本稿では、最初に、スウェーデンにおける近代的な商業技術
論／企業経済学したがってまたその一環としての同国の近代会計学の教
育・研究に関する制度的な整備とその充実の過程を、特にその主要な担
い手となった先発大学としてのストックホルム商科大学と後発大学とし
てのイェテボリィェ商科大学の設立の経緯とその後の動向を手掛かりと
して辿り、同国では簿記・会計学が、商業技術論／企業経済学の一環とし
てどのように教育・研究上の制度に組み込まれてきたかということを明
らかにし、併せて同国では簿記・会計制度上の問題が、学術的にはいか
なる方向に向かってその領域を拡大し、質的に深化を遂げてきたかとい
うことを示唆した。
　次いでそれを踏まえて、スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学
の教育・研究に関する制度的な整備とその充実を迫った様々な契機の中
でも、最も基本的な契機となった4つの契機即ち（1）当時のスウェーデン
の経済社会の一般的な発展動向、（2）実務的な経験の尊重と産業界の要請
への呼応、（3）スウェーデンの商業技術論／企業経済学に対する外国の影
響、（4）スウェーデンの商業技術論／企業経済学に関する経済諸理論におけ
る企業理論の影響という契機について概観した。
　更にこれらを前提として、スウェーデンにおける近代的な商業技術論／
企業経済学したがってまた近代会計学の形成上、2つの中心的な大学に
おける2人の教育・研究者、即ち一方では先発大学としてのストックホ
ルム商科大学を拠点としたOskar　Sill6nが、他方では後発大学としての
イェテボリィェ商科大学を拠点としたAlbert　ter　Vehnが、その形成に
とって果たした機能・役割を、Oskar　Sill6nの場合には専門的な領域の
確定・細分化・体系化という問題に、Albert　ter　Vehnの場合には、実
際原価計算の標準化問題における統一的な用語と処理基準の確立という
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問題を媒介とした会計的な諸用語・諸概念の明確化という問題に照準を
あて、概観した。総じてかれらの最も重要な役割は、スウェーデンにお
ける商業技術論／企業経済学の市民権の確立ということであった。
　スウェーデンにおける商業技術論／企業経済学したがってまたその一
環としての近代会計学の形成にとって先発大学としてのストックホルム
商科大学及び後発大学としてのイェテボリィェ商科大学の発展とほぼ平
行して、その他の関連の制度としての教育・研究機関でも、この領域で
の教育・研究が開始していた。とりわけ注目するべき動向の一つは、概
して自然科学系の単科大学とりわけ工科大学（KTH）、林業大学（Skdg－
shogskolan）、農業大学（Lantbruksh6gskolan）で進行したこの領域に
関わる教育・研究であったω。上記の二つの商学系の単科大学は、商業技
術論／企業経済学したがってまたその一環としての近代会計学の教育・研
究の目標を、遅れた資本主義国家の一つとして世界市場に進出を求める
当時のスウェーデンの産業界にとって有為な経済人の育成においたのに
対して、工科大学は、この領域における教育・研究の目標を、世界市場
への進出のための厳しい産業合理化運動を背景として、工学技術的な技
術革新を極限まで推進し、様々な発明・発見とその実用化を図ることに
おいた。既述のように（本号．120頁）、徹底した合理的な機能主義者とし
て産業合理化運動の担い手となった工業経済学及び組織論の教授C．
Tarras　Sallfors（1922年工科大学卒、同時にストックホルム商科大学で
経済学と数学を学習）、及びかれの後をうけてその座に就き、Albert　ter
Vehnに先駆けてスウェーデンの会計標準化問題でM－planenの立案・
公表に当たって積極的な役割を果たしたRobert　Kristensson（1919年工
科大学卒、同時にストックホルム商科大学で経済学を学習）は、その代
表者であった。これと並んで、本稿では全く言及していないが、林業大
学の場合には、森林経営学者及び森林技官として、スウェーデンの伝統
的な産業として、同国の近代的な工業化過程の以前も以後も、一環して
同国の輸出志向的な経済を支えてきた森林の運営形態と森林経営の収益
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性の問題を、G．　Myrdalの事前的・事後的な概念に依拠しつつ、研究し、
森林所有者の帳簿調査を試みたThorsten　Streyffert（1892－1983年、森
林技官としての教育の後1919年ストックホルム商科大学卒）（2）、農業大学
の場合には、当時、既に、その地理的・自然的な環境要因のために世界
市場はもとより国内市場でさえも斜陽産業となりつつあった同国の農業
部門に関して、農業経済学の先駆者であり、同時に農業合理化運動との
関連で農業簿記・会計の領域で重要な足跡を残したLudvig　Nanneson
（1881－1963年、Alnarps　Lantbruksinstitutet出身）（3）という二人の卓越
した教育・研究者の歩みにも、然るべき評価を下してもよいであろう。
自然科学系の単科大学の中でも林業及び農業大学とりわけ農業大学にお
ける商業技術論／企業経済学したがってまたその一環としての近代会計
学に関する教育・研究は、工科大学のように、直接的には脚光を浴びる
ことはなかっにせよ、本稿の①及び（2）でみたような、スウェーデンの経
済社会における当時の動向と要請にしたがって費用・収益分析の上で多
大な貢献をしたからである。
　先発大学としてのストックホルム商科大学を拠点としたOskar　Sill6n
及び後発大学としてのイェテボリィエ商科大学を拠点としたAlbert　ter
Vehnが、何れも、先達者として着手した教育・研究は、その後、ゆっく
りとした、だが、着実に、およそ40年間もの歳月をかけて、実を結んで
いった。その指標として、例えば、既述のように（本号．40頁）、ストッ
クホルム商科大学及びそれを拠点としてたOskar　Sill6nの教育・研究活
動との関連では、同大学卒業後アメリカ留学を経て、当初は、工業簿記
及び原価計算の領域で、後にはスウェーデンでは流通経済学と命名され
るようになった商品流通問題の領域で「モデル形成者・計画経済学者及
び市場予言者」として、同大学のその後の発展に寄与したGehard　T6rn－
qvist、同じく同大学を卒業後アメリカ留学中にFrank　Knigthに学び、
国民経済学者として出発し、後には企業経済学特に経営管理論の領域を
開拓し、国際的にもある程度の名声を博しているSune　Carlson、ストッ
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クホルム商科大学でGehard　T6rnqvistに学び、後に国民経済学で学位
をとりながら企業経済学とりわけ原価計算・管理会計の領域の教授とし
て両領域の境界線上でその所説を展開したFolke　Kristensson、本稿で
は全く言及する余裕がなかったが、上記の林業経営学者Thorsten
Styrffert及び農業経済学者Ludvig　Nannesonと同様に、費用・収益分
析に多大な業績をあげているPaulsson　Frenckner〔4）（1921－、1945年スト
ックホルム商科大学卒）、その他の幾人かの教育・研究者達の動向をあげ
ることができる。他方、イェテボリィエ商科大学及びそれを拠点とした
Albert　ter　Vehnの教育・研究活動との関連では、既述のように（本
号．181頁）、同大学でかれより直接学んだ後に、ルンド商科大学を経て
Oskar　Sill6nの後継者としてストックホルム商科大学に移籍したNils
Vtisthagen、同じくイェテボリィェ商科大学出身のSven－Erik　Johans－
son、ハンガリー系でウィーン大学出身のSanndor　Asztely、その他の幾
人かの教育・研究者達の動向をあげることができる。
　更にまた第2次世界大戦後、スウェーデンの総合大学でも、商業技術
論／企業経済学に関する教育・研究が開始したことも、付記されるべきで
あろう。もとより総合大学における商業技術論／企業経済学の教育・研究
の制度的な着手という問題は、既に1930年代に国家検討委員会（en　stat－
lig　utredning）が、企業経済学という科目を総合大学における社会科学
部門に設置し、卒業試験科目に含めることを提案していた。それは、こ
の領域の教育・研究が、上記の二つの商科大学の活動とその成果を背景
として、当初は商業技術論として出発し、企業経済学という命名を新た
に付与されていく中で、徐々に市民権を確立しつつあることと、無縁で
はなかった。とはいえこの提案は、教師陣の不足という理由で、暫くの
間実現しなかった。総合大学でこの提案が現実性を帯びるようになった
のは、戦後の経済社会の復興が一先ず終了して、社民党政権が1930年代
からの施策の果実を刈り取ることが可能となった1950年代中葉からであ
った。たとえば、ルンド大学（1957年）、ウップサラ大学（1957年）、ス
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トックホルム大学（1964年）、ウメオ大学（1965年）、その他である。こ
れらの総合大学での教育・研究担当者達は、少なくてもルンド大学及び
ウップサラ大学の場合、概してストックホルム商科大学から招聰された。
　このようなストックホルム商科大学及びイェテボリィェ商科大学を拠
点としたOskar　Sillen及びAlbert　ter　Vehnの後継者達に関する具体的
な動向については、別に稿を改めて、明らかにしたい。ここでは、二つ
の商科大学における先人者であったOskar　Sill6n及びAlbert　ter　Vehn
はもとより、その後継者達として各々の専門領域で各々の所説を展開し
たかれらもまた、Albert　Danielsson（5）が言うように、その時々のスウェ
ーデンの経済社会とそれに規定された個々の企業とが提起する様々な具
体的・現実的な問題との関わりの中で、教育・研究に着手し、各々の自
説と理論とを構築・展開していったこと、かれらは、会計士或いはコン
サタントとして、中央政府・地方自治体の諮問委員或いは政策立案のた
めの専門家として、自ら会社の社長或いはトップマネジメントとして、
専門教育的な啓蒙者として、その手法はどうあれ、現実にしっかりとそ
の地歩をおいていたこと、かれらは、その個々の経歴が示唆するように、
その専門的な教育的背景として一度は諸外国に赴き、そこで学び、帰国
後は、スウェーデンの実情に適合的にその体験と知識とを教育・研究に
生かし、同時に、研修旅行或いは留学を契機として各々の領域での国際
的なネット網を構築し、不断にそれとの連携を意識してきたこと、そし
てかれらが、各々の専門領域でおさめた教育・研究の成果は、本稿の（2）
で明らかにしたような、同国の経済体制に規定されて、少なくても平和
的に利用されていることを確認して、本稿を閉じたいと思う。
（1）　Lars　Engwall（red．
（2）　Lars　Engwall（red．
（3）　Lars　Engwall（red．
　　　〈注〉
［1995］，ibid．，　s　13－14．
［1995］，ibid．，　ss．167－179．
［1995］，ibid．，　ss．125－138．
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　　Lund．，1．uppl．1975，3．uppL，1983．
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